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１ 行政評価の概要 

本市は、平成２０年１２月に北九州市基本構想・基本計画である「元気発進！北九州」プラン

（以下「プラン」と言う。）を策定しており、プランを着実に推進する仕組みの一つとして、平成

２２年度に「行政評価システム」を導入した。 

これは、「計画(Plan)→ 実行(Do)→ 評価(Check)→ 改善(Action)」のＰＤＣＡサイクルに沿っ

て、行政自ら事業等を検証し、不断の見直しを行うものである。 

平成２８年８月に、平成２７年度実施事業の評価を行い「行政評価の取組結果（平成２７年度

実績）」（Do→Check→Action）を報告したところである。これに対し、本報告書では、この取組結

果を踏まえた見直し・改善内容等の平成２９年度予算や事業計画における活用状況（Action→

Plan）を総括的に示すものである。 

なお、行政評価は、プランを構成する主な事業（以下「主要事業」という。）を評価の対象と

している。 

２ 行政評価結果（平成２７年度実績）の平成２９年度予算などへの活用状況 

（１）行政評価結果を踏まえた事業の方向性 

  「【Check】評価／【Action】改善」欄に平成２７年度の評価結果を踏まえた平成２９年度の課

題や見直し内容を、「【Plan】計画／【Do】実施」欄に課題解決のための活動内容及び成果目標

をそれぞれ記載している。 

（２）「成果の方向性」と「事業費」の関係 

 平成２９年度の主要事業の成果の方向性と事業費との関係は以下のとおりである。 

（事業数） 

     事業費 

成果の 

方向性 

増額 維持 減額 その他 - 計 

拡大 13 7 1 1 0 22 

継続 83 232 105 13 0 433 

縮小 0 0 0 0 0 0 

- 12 5 5 0 47 69 

計 108 244 111 14 47 524 

＊事業数は再掲を含む 
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① 成果の方向性

  平成２９年度における成果目標の方向性を「拡大」、「継続」、「縮小」の３つに分類。

 ア 拡大（２２事業）

   成果を現在の水準より高めようとするものであり、成果目標を達成できなかったため再度当初

の成果目標を目指すものや、成果目標を達成した上で更に高い成果目標を目指すものなど。

 イ 継続（４３３事業）

   現在の成果水準を維持しようとするものであり、そのために継続して取組みを必要とするもの

など。

 ウ 縮小（ ０事業）

   成果目標を引き下げるものであり、既に目標を達成し取組みを必要としないものや、社会経済

状況などにより目標を下げる必要があるものなど。

 ※新たに主要事業に選定された事業や平成２７年度に行政評価の対象でなかった事業、及び予算事

務事業を伴わない取組などについては、「―」と表記。（６９事業）

② 事業費の増減

  事業費の増減について、「増額」、「維持」、「減額」、「その他」の４つに分類。

  （事業を統合・分割したため事業規模の比較が困難な事業は、「その他」に分類。）

 ア 増額（１０８事業）

 イ 維持（２４４事業）

 ウ 減額（１１１事業）

 エ その他（１４事業）

※平成２９年度の新規事業や予算事務事業を伴わない取組については、「―」と表記。（４７事業）
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危機管理室

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

目
標

2,300 人 3,000 人 3,000 人 3,000 人
課
長

0.20 人

実
績

2,738 人 6,816 人 人 人
係
長

0.50 人

達
成
率

119.0 ％ 227.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

4
校
区

7
校
区

3
校
区

13
校
区

実
績

4
校
区

7
校
区

校
区

校
区

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

30 人 60 人 60 人 60 人

実
績

67 人 73 人 人 人

達
成
率

223.3 ％ 121.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

12,000

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

維持

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

大変
順調

H28年度

11,153

― ―

成果の
方向性

継続

防災情
報を迅
速かつ
的確に
伝達で
きる状

態

整備
完了 順調

10,619

住民に津波情報や
避難勧告等の防災
情報を迅速かつ的
確に伝達できる状
態

大変
順調

人

職
員

0.50 人

係
長

0.20 人

60人
（毎年
度）

20校区
（H29年
度まで
累計）

0.20
課
長

12,000 維持拡大 8,050

Ⅱ-1-
(4)-① 
危機管理
対応能力
の向上

67人
(H26年
度)

危機
管理
課

整備
完了

みんな de
Bousai まちづく
り推進事業

防災情報を迅
速かつ的確に
伝達できる状

態

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

3,000人
（毎年
度）

H28年度 H29年度

防災情報を迅
速かつ的確に
伝達できる状

態

―

4校区
(H26年
度)

防災訓練の実施

H27年度

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

防災情報を迅
速かつ的確に
伝達できる状

態

―

2,738人
(H26年
度)

―

防災情報を迅
速かつ的確に
伝達できる状

態

H26年度

Ⅱ-1-
(4)-②
災害に関
する情報
提供と自
助、共助
の意識づ
くり

過去の大規模災害で
は、自助・共助の力を
向上させることが「減
災」対策を推進する上
でも必要不可欠である
ことが証明された。
また、「北九州市地域
防災計画見直し検討
会」の中でも、地域コ
ミュニティが持つ防災
力＝「地域防災力」の
重要性が指摘された。
これらのことから、市
民が自ら「命を守りぬ
く」ことができる自
助・共助の力を向上さ
せるとともに、地域防
災力の育成及び活性化
を推進する。

危機
管理
課

地域ぐるみの防災
ネットワークを構
築した校区数

防災訓練参加人数1

地域防災の新たな
担い手を育成した
人数

3

風水害、地震等の大規
模災害時における防災
体制について万全を期
すため、災害に対する
各種訓練を実施する。

5,400

人件費（目安）

人数

11,050

　引き続き、防災情報の伝
達･発信体制の整備や施設管
理を行い、効果的な防災情報
の伝達を行う。
　また、「みんなde Bousai
まちづくり推進事業」の取り
組みを全市展開し、地域ぐる
みのネットワークの構築を進
め、「自助」意識の醸成や
「共助」の風土づくりなどに
よる地域防災力の向上を目指
す。

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度

　これまでのモデル事業の取
り組みや懇話会での議論を元
に「地域ぐるみの防災ネット
ワーク事業」を全市展開する
とともに、「人材育成事業」
については継続して実施す
る。

　過去の災害状況や現在の地
域特性を考慮した内容の防災
訓練を実施する。

順調
　地域防災計画等の改訂や熊
本地震での教訓を踏まえ、訓
練内容の充実を図る

　防災情報を地域住民へ確実
に伝達するため、門司区･小
倉南区沿岸部の防災スピー
カーのうちモーターサイレン
が設置されていない箇所に追
加整備を行う。

順調

防災行政無線2 継続 5,941 増額

災害時における避難勧
告などの防災情報は、
テレビやラジオ、ホー
ムページ、登録制防災
メール・緊急速報メー
ル、Ｔｗｉｔｔｅｒ、
市民防災会の連絡網な
どにより市民の皆さん
へ伝達している。
津波情報等を効果的に
伝達するために、地域
住民に一斉に通報が可
能で、災害に強い情報
伝達手段である同報系
防災行政無線（住民に
災害情報などの放送を
行う防災スピーカー）
の整備を行い適切に運
用する。

危機
管理
課

24,554
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広報室

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

目
標

実
績

達
成
率

目
標

60.0 ％ 90.0 ％ 90.0 ％ 90.0 ％

実
績

86.30 ％ 93.8 ％ ％ ％

達
成
率

143.8 ％ 104.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

82.9 ％ 86.5 ％ 90.0 ％ 90.0 ％

実
績

79.3 ％ 80.1 ％ ％ ％

達
成
率

95.7 ％ 92.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

82.4 ％ 86.3 ％ 90.0 ％ 90.0 ％

実
績

82.8 ％ 83.5 ％ ％ ％

達
成
率

100.5 ％ 96.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

82.9 ％ 86.5 ％ 90.0 ％ 90.0 ％

実
績

79.3 ％ 80.1 ％ ％ ％

達
成
率

95.7 ％ 92.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

82.4 ％ 86.3 ％ 90.0 ％ 90.0 ％

実
績

82.8 ％ 83.5 ％ ％ ％

達
成
率

100.5 ％ 96.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

施策番号
・施策名

H28年度

3
北九州市魅力発
信事業

報道
課

　まち全体を博物館
に、また市内各地の魅
力的な地域資源を展示
品に見立てたウェブサ
イト上の博物館（＝北
九州市時と風の博物
館）を運営する。この
サイト上で一般の方が
自ら市内の地域資源を
発掘・再発見し、情報
共有や補足を行うこと
で、効果的な情報発信
を展開する。
　また、日頃本市行政
へ協力的な主に市外居
住者の方に対し、本市
への一層の愛着と誇り
を共有し、活動への感
謝と今後のさらなる取
り組みをお願いする場
として「北九州市応援
団の集い」を開催す
る。

継続

2

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業費
の増減

H29年度

北九州市魅力発
信事業

報道
課

　まち全体を博物館
に、また市内各地の魅
力的な地域資源を展示
品に見立てたウェブサ
イト上の博物館（＝北
九州市時と風の博物
館）を運営する。この
サイト上で一般の方が
自ら市内の地域資源を
発掘・再発見し、情報
共有や補足を行うこと
で、効果的な情報発信
を展開する。
　また、日頃本市行政
へ協力的な主に市外居
住者の方に対し、本市
への一層の愛着と誇り
を共有し、活動への感
謝と今後のさらなる取
り組みをお願いする場
として「北九州市応援
団の集い」を開催す
る。

4,621

本市への愛着があ
ると答えた（肯定
的な回答をした）
市民の割合

79.3%
(H25年
度)

成果の
方向性

継続

―

90.0%
(H29年
度)

　若い世代を視野に入れた、
全体的に広がりのあるより多
くの市民を巻き込むような形
の取り組みを展開する。
　ウェブサイト「北九州市
時と風の博物館」では、幅広
い世代の市民が自らの手で発
掘・再発見した地域資源が、
効果的に情報発信され、より
多くの人に気づきや自信を与
え、「市の好感度・誇り」の
上昇に寄与するよう努める。

意見交換、アン
ケート等による市
民の意見の把握及
び市民の市政への
参画意識の向上

―

人

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

市民の市政への関
心・理解度

60%
(H26年
度)

―

―

意見交換、ア
ンケート等に
よる市民の意
見の把握及び
市民の市政へ
の参画意識の

向上
―

H27年度 人数H26年度 H28年度 H29年度

事業評価の成果指標（目標・実績） 人件費（目安）

Ⅲ-3-
(3)-① 
市民参画
と協働の
ための仕
組みづく
り

1
タウンミーティ
ング開催事業

広報
課

―

様々な政策課題につい
て、市民と直接対話す
るタウンミーティング
や地域ふれあいトーク
を開催し、市民の意見
を伺うとともに、市民
が市政への理解を深め
ることで市民と市との
協働によるまちづくり
を進めることを目的と
する。

―

職
員

課
長

係
長3,3154,500 維持

人

順調

　多くの市民に参加いただく
とともに高い効果を得られる
よう、関係局と協議をしなが
ら、実施方法などの検討・見
直しを行う。

0.06 人

　市民と市との協働を進める
ことが目的であるため、市民
意識調査の市政要望等により
市民の関心の高いテーマを選
択し、より効率的で多くの市
民にご参加いただけるよう、
さらに検討を行う。

0.15

0.15 順調

―

本市が好きだと答
えた（肯定的な回
答をした）市民の
割合

78.5%
(H25年
度)

90%以上
(H31年
度)

継続

90.0%
(H29年
度)

78.5%
(H25年
度)

90%以上
(H31年
度)

人0.30
課
長本市への愛着があ

ると答えた（肯定
的な回答をした）
市民の割合

79.3%
(H25年
度)

本市が好きだと答
えた（肯定的な回
答をした）市民の
割合

Ⅳ-4-
(1)-① 
北九州の
魅力づく
り

Ⅳ-4-
(2)-① 
戦略的な
シティプ
ロモー
ションの
展開

順調

　「北九州市が好き」「北九
州市が誇り」「北九州市と関
わりたい」と思い、自らが北
九州市の魅力を発信していく
輪を広げ、北九州市への愛
着・自信・誇りを高めていく
ために、
（１）　市民自らがまちの魅
力を発信するウェブサイト
「北九州市　時と風の博物
館」を通じて、シビックプラ
イドの向上や地域情報の効果
的な浸透を図る。
（２）　「北九州市応援団の
集い」の開催等を通して、本
市の魅力を共有し、口コミな
どを活用したシティプロモー
ションを図る。

順調

13,766

人0.30
課
長

人0.30
係
長

　「北九州市が好き」「北九
州市が誇り」「北九州市と関
わりたい」と思い、自らが北
九州市の魅力を発信していく
輪を広げ、北九州市への愛
着・自信・誇りを高めていく
ために、
（１）　市民自らがまちの魅
力を発信するウェブサイト
「北九州市　時と風の博物
館」を通じて、シビックプラ
イドの向上や地域情報の効果
的な浸透を図る。
（２）　「北九州市応援団の
集い」の開催等を通して、本
市の魅力を共有し、口コミな
どを活用したシティプロモー
ションを図る。

順調

　若い世代を視野に入れた、
全体的に広がりのあるより多
くの市民を巻き込むような形
の取り組みを展開する。
　ウェブサイト「北九州市
時と風の博物館」では、幅広
い世代の市民が自らの手で発
掘・再発見した地域資源が、
効果的に情報発信され、より
多くの人に気づきや自信を与
え、「市の好感度・誇り」の
上昇に寄与するよう努める。

順調

人0.60
職
員

10,950

10,950維持13,766

維持13,766

13,766 人0.30
係
長

人0.60
職
員
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広報室

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

施策番号
・施策名

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業費
の増減

H29年度
成果の
方向性

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

H27年度 人数H26年度 H28年度 H29年度

事業評価の成果指標（目標・実績） 人件費（目安）

目
標

82.4 ％ 86.3 ％ 90.0 ％ 90.0 ％

実
績

82.8 ％ 83.5 ％ ％ ％

達
成
率

100.5 ％ 96.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

9.6 ％ 7.2 ％ 5.0 ％ 5.0 ％

実
績

9.7 ％ 10.4 ％ ％ ％

達
成
率

99.0 ％ 69.2 ％ ###### ％ ###### ％

目
標

実
績

15 位 18 位 位 位

達
成
率

― ％ ― ％ － ％ － ％

目
標

実
績

15 位 16 位 位 位

達
成
率

― ％ ― ％ － ％ - ％

10位以内

12位以内 10位以内

継続

継続

人

13,766 維持

　若い世代を視野に入れた、
全体的に広がりのあるより多
くの市民を巻き込むような形
の取り組みを展開する。
　ウェブサイト「北九州市
時と風の博物館」では、幅広
い世代の市民が自らの手で発
掘・再発見した地域資源が、
効果的に情報発信され、より
多くの人に気づきや自信を与
え、「市の好感度・誇り」の
上昇に寄与するよう努める。

人

本市が好きだと答
えた（肯定的な回
答をした）市民の
割合

13,766 10,950

市外からの来訪者
に対し、「北九州
市の魅力をいくつ
伝えることができ
ますか」との質問
に対し、「思いつ
かない」「無回
答」と答えた市民
の割合

16.8%
(H23年
度)

5.0%
(H29年
度)

78.5%
(H25年
度)

　テレビや雑誌等のマスメ
ディアへ積極的に働きかけ情
報発信を強化するとともに、
観光を始めとした関連部署と
の連携を密にし、市として統
一感のあるＰＲに努める。

30,000 10,95030,000 維持

人

人

人

10位以内
(H29年
度)

10位以内
(H29年
度)

14位以内

12位以内

順調

順調

北九州市の認知度
（地域ブランド調
査によるもの）

19位
(H25年
度)

14位以内

北九州市の情報接
触度
（地域ブランド調
査によるもの）

15位
(H25年
度)

13位以内

16位以内

職
員

0.30

0.30

0.60

90%以上
(H31年
度)

順調

課
長

人

Ⅳ-4-
(2)-② 
北九州を
応援する
人のネッ
トワーク
による情
報発信

4
北九州市魅力発
信事業

報道
課

　まち全体を博物館
に、また市内各地の魅
力的な地域資源を展示
品に見立てたウェブサ
イト上の博物館（＝北
九州市時と風の博物
館）を運営する。この
サイト上で一般の方が
自ら市内の地域資源を
発掘・再発見し、情報
共有や補足を行うこと
で、効果的な情報発信
を展開する。
　また、日頃本市行政
へ協力的な主に市外居
住者の方に対し、本市
への一層の愛着と誇り
を共有し、活動への感
謝と今後のさらなる取
り組みをお願いする場
として「北九州市応援
団の集い」を開催す
る。

　「北九州市が好き」「北九
州市が誇り」「北九州市と関
わりたい」と思い、自らが北
九州市の魅力を発信していく
輪を広げ、北九州市への愛
着・自信・誇りを高めてい
く。引き続き北九州市の魅力
について効果的に情報発信を
する。

Ⅳ-4-
(2)-③ 
都市イ
メージの
向上

5
情報発信・取材
協力事業

報道
課

本市の認知度と都市イ
メージの向上を図るた
め、新聞、雑誌、テレ
ビ、インターネット等
のマスメディアを通じ
た本市のＰＲに取り組
む。

係
長

課
長

係
長

職
員

0.30

0.30

0.60

　テレビや雑誌等のマスメ
ディアへ積極的に働きかけ情
報発信を強化するとともに、
観光を始めとした関連部署と
の連携を密にし、市として統
一感のあるＰＲに努める。

順調

5



技術監理局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

目
標

70 ％ 70 ％ 70 ％ 75 ％
課
長

0.10 人

実
績

86 ％ 97 ％ ％ ％
係
長

0.20 人

達
成
率

122.9 ％ 138.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

実
績

24 ％ 23 ％ ％ ％

達
成
率

109.1 ％ 95.8 ％ ％ ％

目
標

実
績

35 ％ 38 ％ ％ ％

達
成
率

102.9 ％ 108.6 ％ ％ ％

目
標

15
件
以
下

14
件
以
下

14
件
以
下

14
件
以
下

課
長

0.10 人

実
績

24 件 31 件 件 件
係
長

1.10 人

達
成
率

― ％ ― ％ ― ％ ― ％
職
員

4.10 人

目
標

95.0 ％ 95.0 ％ 98.0 ％ 98.0 ％
課
長

― 人

実
績

99.9 ％ 99.9 ％ ％ ％
係
長

― 人

達
成
率

105.2 ％ 105.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

― 人

順調

　九州地方建設副産物対策連
絡協議会と連携し、建設廃棄
物の再資源化と発生抑制の徹
底について職員への周知を図
る。

　近年、どんな事故があった
かの事例を交えて、受注者側
には「出前講演」、市の監督
側には「出前研修」を行い、
周知する。
　また、以前は監督課側に事
前通知で現場の安全点検を
行っていたが、抜き打ちで現
場の安全点検を行う。

やや
遅れ

　引き続き加点制度を実施す
る。

―

やや
遅れ

― ―

【施策の指標】
建設廃棄物の再資
源化率

98.0%
(H30年
度）

Ⅵ-3-
(3)-②
建設リサ
イクルの
推進

【施策評価のみ】
建設リサイクル
の推進

技術
企画
課

24件
(H26年
度)

市発注工事におけ
る事故件数

4

公共工事安全対
策強化事業

　近年、どんな事故があった
かの事例を交えて、受注者側
には「出前講演」、市の監督
側には「出前研修」を行い、
周知する。
　また、以前は監督課側に事
前通知で現場の安全点検を
行っていたが、抜き打ちで現
場の安全点検を行う。

―

14件
(H29年
度)

2,154

1,171

5,400

建設業に対する関
心度（イベント参
加者アンケートに
よる）

99.9％
(H27年
度)

【施策の内容】
北九州市発注の公共工
事を対象に、建設副産
物の発生抑制や建設廃
棄物の再資源化の徹
底、再資源化された建
設リサイクル資材の利
用促進に取り組む。

【施策の指標】
本市の物品等供給
契約入札参加資格
業者総数に対する
評価対象事業者数
の割合

24%
(H26年
度）

前年度
（22％）

並み

前年度
（24％）

並み

24％
(H29年
度）

Ⅰ-2-
(3)-② 
技術・技
能を継承
する人材
の育成

1

Ⅴ-3-
(1)-① 
都市基
盤・施設
の適正な
整備

明日の公共事業
を支える人材確
保・育成事業

建設業の若年就業者の
減少により、インフラ
の維持管理に関する担
い手不足が懸念される
なか、建設技術の魅力
を発信し、公共事業へ
の理解をより深めるこ
とで、将来にわたる建
設業の人材確保・育成
を図る。

Ⅲ-3-
(3)-③
企業の地
域活動へ
の参画促
進

2

【施策評価のみ】
競争入札参加資
格業者に対する
加点制度

市が実施する公共工事
の安全対策強化のた
め、安全指導を専門と
する公共工事パトロー
ル隊を設置し、事故の
抑制を図る。

検査
課

技術
企画
課

3

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

42,900

H26年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

86%
(H26年
度）

75%以上
(毎年）

　建設業の魅力アップに向
け、引き続き、建設業に関す
るイベントを通じて建設業の
魅力を伝える地道な広報活動
が必要であり、H29年度も継
続して実施。

順調

人件費（目安）H29年度

順調

　関連団体や工業高校・大学
等と連携し、子どもたちや若
者が参加できる現場見学会や
建設業の仕事体験イベントな
どの内容充実を図り、継続し
て事業を進めていく。

契約
制度
課

【施策の内容】
本市の物品等供給契約
や建設工事における競
争入札参加資格におい
て、地元企業の地域で
の社会貢献活動（子育
て支援、男女共同参
画、障害者雇用、環境
配慮、防災活動など）
を評価し、格付けの際
に加点することによ
り、契約制度の面から
も本市重要施策の推進
を図る。

―

課
長

―

前年度
（34％）

並み

前年度
（35％）

並み

38％
(H29年
度）

人数

人

― ― 順調

職
員

― 人

係
長

― 人

【施策の指標】
本市の建設工事入
札参加資格業者総
数に対する評価対
象事業者数の割合

35％
(H26年
度）

―

H28年度 H29年度

前年度
（24％）

並み

前年度
（24％）

並み

前年度
（38％）

並み

前年度
（38％）

並み

成果の
方向性

継続

―

継続

―

H28年度

2,754

―

1,171

―

事業費
の増減

減額

―

維持

―

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度

No.

6



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

7 件 7 件 7 件 7 件

実
績

10 件 8 件 件 件

達
成
率

142.9 ％ 114.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

5 件 5 件 5 件 5 件

実
績

4 件 9 件 件 件

達
成
率

80.0 ％ 180.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

H28年度 H29年度

Ａ
（計画どおり）

単年度の
目標設定

なし

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

Ａ
(毎年度)

継続 順調

順調

　引き続き公立大学法人北九
州市立大学の健全な業務運営
と教育研究の高度化・個性
化、地域への貢献などを支援
する。また、助成制度につい
ては効果的な運用を推進す
る。

順調

人

　第三期中期計画の実践に向
け、引き続き公立大学法人北
九州市立大学の健全な業務運
営と教育研究の高度化・個性
化、地域への貢献などを支援
する。
　また、老朽化施設の改修
等、施設整備を支援する。

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

　調査研究助成対象事業の成
果報告会を開催する等、研究
成果について客観的な評価を
行っており、その評価から調
査研究活動の活性化を促すな
ど、助成制度についてより効
果的運用を行っていく。

2
学術・研究振興
事業

Ⅰ-2-
(1)-② 
大学など
の教育研
究機能の
充実

1
公立大学法人北
九州市立大学運
営事業

企画
課

公立大学法人の設置者
として、地方独立行政
法人法第42条に基づ
き、業務運営に必要な
経費を交付し、法人の
業務運営の健全性を確
保する。

企画
課

Ａ
（計画どおり）

市地方独立行政法
人評価委員会にお
ける各事業年度に
係る業務に対する
評価

市内の教育研究機能の
充実を図るため、市内
の大学などに所属する
教員等が行う「アジア
や北九州市の社会経済
等の問題」及び「地域
の公共政策」に関する
調査・研究に対する助
成（調査研究助成金）
や、市内の大学等が連
携して行う教育などの
取り組みに対する助成
（大学連携促進助成
金）を行う。

Ａ
（計画どおり）

大学連携促進助成
金の助成申請実績

4件
(H26年度)

継続

25件
(H27～31
年度)

調査研究助成金の
助成実績

市地方独立行政法
人評価委員会にお
ける中期目標期間
に係る業務に対す
る評価

Ａ
(H22年度)

Ａ
（計画どおり）

Ａ
(H25年度)

係
長

8,885 8,707

単年度の
目標設定
なし

Ａ
(H34年度)

2,609,113 2,540,939

単年度の
目標設定

なし

単年度の
目標設定

なし

― －

研究、社会貢
献、管理運営分
野：Ａ（計画ど

おり）
教育分野：Ｂ
（概ね計画どお

り）

社会貢献分野：
Ｓ（特筆すべき
進行状況）研
究、管理運営分
野：Ａ（計画ど
おり）教育分
野：Ｂ（概ね計

画どおり）

人

0.70 人

職
員

0.90 人

課
長

0.10 人

人

維持 21,800

4,400

課
長

職
員

0.70

0.10

10件
(H26年度)

７件
(H29年度)

維持 係
長

0.30

7



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

10 件

実
績

11 件

達
成

率 110.0 ％

目
標

10 ％

実
績

7.5 ％

達
成

率 75.0 ％

目
標

4 本 5 本 5 本

実
績

4 本 本 本

達
成

率 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

6 件 6 件 6 件

実
績

6 件 件 件

達
成

率 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

単年度の
目標設定
なし

単年度の
目標設定

なし

単年度の
目標設定

なし

著名な学術雑誌へ
の論文掲載数

科学研究費を含む
外部資金獲得数

―

H23年度
11.7％

Ａ
(H34年度)

継続

単年度の
目標設定

なし

―

―

Ａ
(H22年度)

2,609,113

研究受託等の件数

研究、社会貢
献、管理運営分
野：Ａ（計画ど

おり）
教育分野：Ｂ
（概ね計画どお

り）

―

市地方独立行政法
人評価委員会にお
ける各事業年度に
係る業務に対する
評価

150,000

維持

人

収入に対する研究
受託収入の比率

0.10

－

10件
(H26年
度)

10％
(H26年
度)

0.20 人
係
長

人

4,650

職
員

課
長

社会貢献分野：
Ｓ（特筆すべき
進行状況）研
究、管理運営分
野：Ａ（計画ど
おり）教育分
野：Ｂ（概ね計

画どおり）

2,540,939

Ａ
(毎年度)

６件
(H29年
度)

Ａ
（計画どおり）

５本
(H29年
度)

160,160継続

人

　市政及び企業活動に貢献す
る調査研究を基本プロジェク
トで実施するとともに、「成
長戦略フォーラム」の開催時
間の見直しなどを進めながら
企業関係者等の参加を更に促
進する。また、当研究所主催
の研究会・報告会への外部参
加希望者等に研究成果や研究
活動の情報を随時、電子媒体
で提供することなどで、地域
に貢献できる研究機関として
の存在のPRに努め、広報活動
の充実を図る。

　第三期中期計画の実践に向
け、引き続き公立大学法人北
九州市立大学の健全な業務運
営と教育研究の高度化・個性
化、地域への貢献などを支援
する。
　また、老朽化施設の改修
等、施設整備を支援する。

Ａ
（計画どおり）

市地方独立行政法
人評価委員会にお
ける中期目標期間
に係る業務に対す
る評価

Ａ
(H25年度)

Ａ
（計画どおり）

21,800

Ａ
（計画どおり）

0.70

企画
課

北九州市立大学都市政
策研究所での地域研究
プロジェクト、受託調
査を通じて、地域研究
の高度化を推進する。

本市がアジアの中核的
な産業都市として持続
的な成長を実現するた
め、国際水準の知的基
盤の強化と地域への知
的貢献を目的とする活
動を行う（公財）アジ
ア成長研究所に補助金
を交付する。

4

Ⅰ-2-
(1)-④ 
シンクタ
ンクを活
用した調
査・研究
機能の強
化

（公財）アジア
成長研究所補助
金

国際
政策
課

3
公立大学法人北
九州市立大学運
営事業

人

係
長

0.70 人

0.90

0.20

減額 順調

職
員

課
長

　北九州市立大学について
は、引き続き健全な業務運営
と教育研究の高度化・個性
化・地域への貢献などを支援
する。アジア成長研究所につ
いては、研究活動の成果を市
民や企業へ還元するための広
報活動の充実を図る。

順調

順調

8



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

35.0 %

実
績

29.7 ％ ― ％ ％ ％

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％

目
標

45 ％ 50 ％ 50 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

43.8 ％ 43.8 ％ ％ ％
係
長

0.10 人

達
成
率

97.3 ％ 87.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.20 人

7

Ⅱ-3-
(3)-① 
多文化共
生社会の
実現に向
けた体制
の構築

　多文化共生のまちづくりを
一層推進するため、様々な機
会を通じて外国人市民からの
ニーズを把握し、外国人市民
の生活支援や各種施策につな
げていくと共に、市民の多文
化共生に対する認知度を高め
ていく。

留学生に対する就
職支援施策に係る
ニーズの把握

研究、社会貢
献、管理運営分
野：Ａ（計画ど

おり）
教育分野：Ｂ
（概ね計画どお

り）

留学生と地元企業の相
互理解
留学生等高度人材活用
の向上（企業との相互
理解が進んだ状態＝留
学生が市内企業の情報
を4社以上知ってい
る）

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

―

43％
(H25年
度)

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

35.0％
(H31年
度)

市地方独立行政法
人評価委員会にお
ける各事業年度に
係る業務に対する
評価

市地方独立行政法
人評価委員会にお
ける中期目標期間
に係る業務に対す
る評価

Ａ
(H22年度)

単年度の
目標設定

なし

Ａ
(H25年度)

―

ニーズ
把握

―

Ａ
（計画どおり）

3,075

　会議のテーマごとに参加者
を選定しながら、国籍・職業
等、幅広い層からの意見聴
取・ニーズ把握に努める。

外国人市民が安心して
暮らすことができる多
文化共生のまちづくり
を推進するため、外国
人市民が抱える生活上
の諸問題や支援に対す
るニーズの把握を行う
と共に、本市施策の課
題等について意見を聞
くための会議を、年２
回程度開催する。

Ⅰ-2-
(2)-③ 
アジアな
どとの架
け橋とな
る人材の
育成

順調

0.70

人0.30
係
長

係
長

課
長

4,413

― ―

0.30

7,550増額5,712

―

継続

ニーズ
把握

ニーズ
把握

900

4,646

ニーズ
把握

50％以上
（H27年度

～）
継続

人

人

人

人

0.20

　「北九州市留学生支援ネッ
トワーク」において、講師招
聘による先進事例の紹介や、
会員間の意見交換等を行い、
知識の向上や会員間の事業連
携・情報共有を進める。ま
た、留学生の地元定着を促進
するための座談会等、新規取
組を進めていく。

順調

職
員

　北九州市立大学について
は、引き続き健全な業務運営
と教育研究の高度化・個性
化、地域への貢献などを支援
する。国際ブリッジ人材支援
事業については、留学生と地
元企業の情報交換や交流会の
開催などを通じた相互理解を
推進する。また、青少年国際
理解推進事業においては異文
化交流を通して青少年の国際
理解を推進する。

順調

維持 順調

2,540,9395
公立大学法人北
九州市立大学運
営事業

企画
課

公立大学法人の設置者
として、地方独立行政
法人法第42条に基づ
き、業務運営に必要な
経費を交付し、法人の
業務運営の健全性を確
保する。

Ａ
（計画どおり）

Ａ
（計画どおり）

単年度の
目標設定
なし

Ａ
(H34年度)

単年度の
目標設定
なし

Ａ
（計画どおり）

Ａ
(毎年度)

社会貢献分野：
Ｓ（特筆すべき
進行状況）研
究、管理運営分
野：Ａ（計画ど
おり）教育分
野：Ｂ（概ね計

画どおり）

継続 2,609,113 21,800

職
員

維持

0.90

課
長

0.70

―

人

単年度の
目標設定

なし

　第三期中期計画の実践に向
け、引き続き公立大学法人北
九州市立大学の健全な業務運
営と教育研究の高度化・個性
化、地域への貢献などを支援
する。
　また、老朽化施設の改修
等、施設整備を支援する。

6

留学生等の国際ブリッ
ジ人材の受入（入学）
促進、学業・生活支援
及び地元企業就職促進
を体系的、効果的に推
進する「プラットホー
ム」を関係機関、民間
団体とともに設立し、
地域のグローバル化や
地域企業の国際競争力
アップを図る。

国際
政策
課

国際
政策
課

多文化共生推進
事業

国際ブリッジ人
材支援事業

順調

9



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

実
績

79.7 ％ ％ ％

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

80 件 100 件 100 件 100 件

実
績

108 件 74 件 ％ ％

達
成
率

135.0 ％ 74.0 ％ ％ ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

79.7 ％ ％ ％
係
長

0.10 人

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％
職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

― ％ ― ％
職
員

0.10 人

人0.10
職
員

人

0.05
課
長

―

―

―

単年度目標
設定なし

―

0.10
係
長

外国人市民の生活
環境の向上
（多文化共生の現
状調査で
　暮らしやすいと
回答）

108件
（H26年
度）

80.6％
(H21年
度)

80.6％
（H21年
度）

H31年度
までに
80％

単年度目
標設定な

し

80.6％
(H21年
度)

―

単年度目
標設定な

し

単年度目標
設定なし

H31年度
までに
80％

外国人市民の生活
環境の向上
（多文化共生の現
状調査で
　暮らしやすいと
回答）

日本語が不得手な外国
人市民に対して、地域
生活において必要とな
る情報を多言語で様々
な媒体により提供する
とともに、地域社会で
孤立することなく日本
人と共生できるよう支
援を行う。

外国人市民の生活
環境の向上
（多文化共生の現
状調査で暮らしや
すいと回答）

行政・医療通訳の
派遣件数

単年度目
標設定な

し

減額

順調

国際
政策
課

日本語の不得手な外国
人市民へのサポートと
して、行政機関や医療
機関（健康診査）に通
訳ボランティアを派遣
するとともに、災害時
通訳も含めた通訳ス
タッフのスキル向上を
図る。
また、多言語等でわか
りやすい生活情報の提
供をすることにより、
外国人市民の安全・安
心な生活環境の整備を
推進する。

多文化共生推進
事業

　多文化共生のまちづくりを
一層推進するため、さらなる
広報事業の推進や潜在的ニー
ズの掘り起こしにより外国人
市民の生活環境の整備を推進
していく必要がある。

　相談窓口等を通じ、外国人
市民の生活等の課題やニーズ
の把握とその対応に努めると
共に、日本人・外国人市民の
相互理解を促すための広報や
意識啓発を積極的に行ってい
く。

2,325 ―

49,450 48,489

200件
（H31年
度）

―
単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

外国人にとって、住み
やすい・住みたくなる
環境の整備を進めるた
め、ニーズに対応した
生活支援及び自立を促
し、多文化共生の担い
手として外国人自ら活
躍することにより本市
全体の活力を向上させ
る。

単年度目標
設定なし

単年度目
標設定な

し

継続

　ニューカマーの増加に伴う
言語や文化の多様化に対応す
るため、相談窓口・日本語習
得環境を強化すると共に、外
国人自らが活躍する力を伸ば
すことにより、本市全体の活
力向上につなげていく。

人

単年度目標
設定なし

継続 2,325

維持 2,3259
（公財）北九州
国際交流協会補
助金

国際
政策
課

15,00010

多文化共生によ
る地域コミュニ
ティ・エンパワ
メント創生事業

国際
政策
課

順調

H31年度
までに
80％

―

順調

　通訳ボランティア等のスキ
ルアップ研修等を行い、質の
向上や新規人材の発掘に努め
ることで、市民サービスの充
実を図ると共に、多文化共生
の担い手づくりにつなげてい
く。

8,000

Ⅱ-3-
(3)-② 
外国人市
民の生活
環境の充
実

8 維持4,4134,646
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企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

45 ％ 50 ％ 50 ％ 50 ％
課
長

0.10 人

実
績

43.8 ％ 43.8 ％ ％ ％
係
長

0.30 人

達
成
率

97.3 ％ 87.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

45 ％ 50 ％ 50 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

43.8 ％ 43.8 ％ ％ ％
係
長

0.10 人

達
成
率

97.3 ％ 87.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.10 人

目
標

70 %
課
長

0.05 人

実
績

％ ％
係
長

0.10 人

達
成
率

％ ％
職
員

0.20 人

目
標

100 人

実
績

件 件

達
成
率

#DIV/0! ％ #REF! ％

目
標

50 件

実
績

％ ％

達
成
率

#DIV/0! ％ 0.0 ％

国際
政策
課

50％以上
（H27年度

～）

13
＜新＞
青少年国際理解
推進事業

3,075

Ⅱ-3-
(3)-③ 
市民の国
際理解の
促進

米国姉妹都市からの訪
問団受入など、異文化
交流体験を通じて、青
少年の国際感覚を醸成
し、国際理解を推進す
る事業の実施により、
多文化共生の意識啓発
とともにグローバル人
材の育成を目指す。

43％
(H25年
度)

―

維持

43％
(H25年
度)

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

参加者の国際理解
の推進（アンケー
ト結果）

―

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

5,650

　引き続き、市民講座等で多
文化共生についての啓発事業
を行い、市民意識の向上を図
る。また、多文化共生に関す
る民間団体の活動等を支援す
ることで、意識啓発を行って
いく。また、国際交流員を市
民センターや学校、イベント
等に派遣し異文化への理解促
進に努める。

―

　移住希望者や潜在的な移住
ニーズを持っている人へ、本
市での暮らしや移住に関する
情報、本市の魅力などについ
て発信の強化を行う。

―

11

係
長

1.00

（公財）北九州
国際交流協会補
助金

国際
政策
課

日本人市民に対して、
多文化共生に関する意
識啓発や国際交流の機
会や場の提供を行うこ
とで、外国人を受け入
れる地域づくりを目指
すとともに、すべての
市民が安心して暮ら
し、自己の能力を発揮
できる「多文化共生先
進都市」としてのまち
づくりを推進する。

人

維持

職
員

―

　多文化共生のまちづくりを
一層推進するため、様々な機
会を通じて外国人市民からの
ニーズを把握し、外国人市民
の生活支援や各種施策につな
げていくと共に、市民の多文
化共生に対する認知度を高め
ていく。また、青少年国際理
解推進事業においては異文化
交流を通して青少年の国際理
解を推進する。

課
長

1.00

―

　移住希望者や潜在的な移住
ニーズを持っている人へ、本
市での暮らしや移住に関する
情報、本市の魅力などについ
て発信の強化を行う。

人3.00

― 人

2,325 順調

1,900

50％以上
（H27年度

～）

4,413

80%以上
(H31年
度)

多文化共生推進
事業

国際
政策
課

12 継続 48,489

「多文化を受け入れ、
世界に開かれた魅力あ
る地域づくりと人づく
り」というビジョンの
もと、多文化共生の社
会づくりを推進すると
ともに、幅広い市民に
よる国際交流活動を促
進して諸外国との相互
理解や友好親善を深
め、国際平和に寄与す
る開かれたまちづくり
を推進する。

―

―

継続 4,646

49,450

北九州市まち・ひと・
しごと創生総合戦略に
人口減少対策の重要な
柱の１つとして位置づ
ける「定住・移住の促
進」を図るため、首都
圏におけるＰＲや「北
九州市版生涯活躍のま
ち」の推進等に向けて
取り組むもの。

220件
（H32年
度）

―

　引き続き、市民講座等で多
文化共生についての啓発事業
を行い、市民意識の向上を図
る。また、多文化共生に関す
る民間団体の活動等を支援す
ることで、意識啓発を行って
いく。

順調

Ⅲ-1-
(1)-②
定住促進
や地域活
性化のた
めの環境
づくり

14
定住・移住促進
事業

地方
創生
推進
室

　広報活動や啓発イベントな
どによる「知識」の詰め込み
だけでは、「多文化共生」の
認知度がなかなか上がってい
ないのが実態であり、顔の見
える国際交流の「経験」とい
う機会を提供することで、実
体験を通じた国際理解を推進
する必要がある。

―

31件
（H28年
12月）

44,00050,000

50歳以上の「北九
州市すまいるクラ
ブ」登録件数

北九州市への50歳
以上の転入者前年
度比増加数

―

順調

11



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

実
績

達
成
率

目
標

3万 人 3万 人 5万 人

実
績

5万 人

達
成
率

166.7 ％

目
標

課
長

0.30 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

％
職
員

0.60 人

目
標 3万 人 5万 人

実
績

達
成
率

％

目
標

3,640
万
人

3,645
万
人

実
績

事
業

事
業

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

目
標

177
万
人

178
万
人

実
績

事
業

事
業

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

目
標

35.0 ％

実
績

29.7 ％ ％ ％

達
成
率

― ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％

41,000

減額

留学生等の国際ブリッ
ジ人材の受入（入学）
促進、学業・生活支援
及び地元企業就職促進
を体系的、効果的に推
進する「プラットホー
ム」を関係機関、民間
団体とともに設立し、
地域のグローバル化や
地域企業の国際競争力
アップを図る。

国際
政策
課

国際ブリッジ人
材支援事業

18

Ⅳ-3-
(1)-② 
地域企業
のニーズ
に沿った
人材育
成・確保
の促進 留学生に対する就

職支援施策に係る
ニーズの把握 0.30

　地元企業の情報提供や交流
会の開催などを通じ、さらに
地元企業との相互理解を推進
する。

順調

　「北九州市留学生支援ネッ
トワーク」において、講師招
聘による先進事例の紹介や、
会員間の意見交換等を行い、
知識の向上や会員間の事業連
携・情報共有を進める。ま
た、留学生の地元定着を促進
するための座談会等、新規取
組を進めていく。

5,712

ニーズ
把握

―

単年度目
標設定な

し

ニーズ把握

ニーズ把握

―

―

人

0.30
係
長

0.60

人

10,950

増額

減額

　国や所有者等等と連携し、
建物調査・耐震診断をもと
に、保全計画の策定を行う。
また、ユネスコに報告
（H29.12月）するため、保全
等進捗状況報告を作成する。

0.60

―

0.30 人

0.20

職
員

人0.30

0.30 人

10,950

課
長

人

人7,550

職
員

0.30

順調

課
長

留学生と地元企業の相
互理解
留学生等高度人材活用
の向上（企業との相互
理解が進んだ状態＝留
学生が市内企業の情報
を4社以上知ってい
る）

―

35.0％
(H31年
度)

3,658万人
（H31年
度）

900継続

保全計画
策定

（H29年
度）

―

継続

178.6万人
(H31年度)

8,100

20万人
（H28～
31年
度）

20万人
（H28～31
年度）

―

ニーズ
把握

34,000

診断の実施

登録
（H27年
度）

26,200

―

職
員

人

大変
順調

　資産の価値を継承していく
と共に、来訪者の満足度を上
げ、観光資源としての付加価
値を向上させる。また、登録
2周年を迎えることによる来
訪者数の低下が懸念されるた
め、新たな話題づくりやリ
ピーターを生む仕組みづくり
に取り組む。

係
長

―

世界遺産への登録

登録

―

―

世界遺産推進事
業

世界
遺産
課

ユネスコ世界遺産に登
録された官営八幡製鐵
所関連施設について、
その価値の理解増進の
ため、来訪者受入れ環
境の整備はもとより、
市内外へ向けた広報・
ＰＲ活動を展開する。

― 登録

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

―

単年度目標
設定なし

16
世界遺産登録資
産保全活用事業

世界
遺産
課

国や関係自治体、所有
者等との連携のもと、
遺産価値の保全につと
める。

15

登録資産の保全

―

―

―

調査の実施

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

現状把握
のための
調査継続

― ― ―

―

―17

本市の特色を活かしな
がら、世界遺産を含む
北九州市の取組みを効
果的に発信できるツー
ルの開発や機会を増や
し、幅広い世代・地域
の来訪者を呼び込む。

北九州都市圏域内
への観光客数

3,640万人
(H28年度)

177万人
（H28年
度）

人

12,600

　構成資産の保全を行ってい
くと共に、関係機関と連携し
てインタープリテーション
（理解増進・情報発信）の取
組みを推進していく。

大変
順調

　本市の特色である「世界遺
産」「ものづくり」「環境」
などの取組みを関連付け、楽
しみながら学ぶことのできる
ツールの開発や機会を増や
し、学校現場での活用や、外
国からの来訪者受入れを促
す。

―10,950

課
長

係
長

Ⅲ-2-
(1)-①
近代化遺
産などの
文化財の
保存・継
承

世界
遺産
課

世界遺産関連連
携事業

―

北九州都市圏域内
の宿泊者数

―

単年度目標
設定なし―

―

12



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

課
長

3.00 人

実
績

係
長

4.00 人

達
成
率

職
員

4.00 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

3万 人 3万 人 5万 人

実
績

5万 人

達
成
率

166.7 ％

目
標

課
長

0.30 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

％
職
員

0.60 人

目
標

3万 人 5万 人

実
績

達
成
率

％

目
標

3,640
万
人

3,645
万
人

実
績

事
業

事
業

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

目
標

177
万
人

178
万
人

実
績

事
業

事
業

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

20

21

Ⅴ-3-
(2)-③
近代化遺
産などの
文化財の
活用

世界遺産関連連
携事業

世界
遺産
課

ユネスコ世界遺産に登
録された官営八幡製鐵
所関連施設について、
その価値の理解増進の
ため、来訪者受入れ環
境の整備はもとより、
市内外へ向けた広報・
ＰＲ活動を展開する。

世界
遺産
課

世界遺産登録資
産保全活用事業

世界
遺産
課

41,000

　計画の推進にあたっては、
市民説明や市民意見の把握に
努めるとともに、モデルプロ
ジェクトに関しては、再配置
計画の実現に向けた検討・調
整等を進めていく。

―

北九州都市圏域内
の宿泊者数

国や関係自治体、所有
者等との連携のもと、
遺産価値の保全につと
める。

世界遺産推進事
業

現状把握
のための
調査継続

177万人
（H28年
度）

公共施設保有量の
縮減

世界遺産への登録

登録資産の保全

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

登録
（H27年
度）

調査の実施

178.6万人
(H31年度)

―

保全計画
策定

（H29年
度）

――

―

継続

―

―

登録

0.30

登録

旧本事務所眺望ス
ペースの来場者数

― ―

係
長

減額

10,950

20万人
（H28～
31年
度）

――
大変
順調

人

人

減額26,200

―

―

全公共施設
（Ｈ２６年

度）

8,100

Ⅴ-3-
(2)-② 
公共施設
の転活用
などの検
討

19
公共施設マネジ
メント推進事業

都市
マネ
ジメ
ント
政策
課

「公共施設マネジメン
ト実行計画」に基づ
き、公共施設に関する
将来的な財政負担を軽
減するための取り組み
を進める。

24.2％削減
（H67年
度）

―

104,500 順調

　平成28年2月に策定した
「北九州市公共施設マネジメ
ント実行計画」の進捗状況を
的確に把握し、評価を行いな
がら進めていくなどの実行性
の確保に努める。
　また、受益と負担のあり方
の視点から、公の施設の使用
料等の見直しを行う。
　モデルプロジェクト再配置
計画の推進を図るため、複合
公共施設の集約先の選定と事
業手法の検討、市民や利用者
を対象とした説明・意見交換
会の開催、モデルプロジェク
ト推進懇話会の開催等を実施
する。

―

　本市の特色である「世界遺
産」「ものづくり」「環境」
などの取組みを関連付け、楽
しみながら学ぶことのできる
ツールの開発や機会を増や
し、学校現場での活用や、外
国からの来訪者受入れを促
す。

係
長

0.30

―

　国や所有者等等と連携し、
建物調査・耐震診断をもと
に、保全計画の策定を行う。
また、ユネスコに報告
（H29.12月）するため、保全
等進捗状況報告を作成する。

―

―

10,950

― 10,950

診断の実施

20万人
（H28～31
年度）

順調増額

　構成資産の保全を行ってい
くと共に、関係機関と連携し
てインタープリテーション
（理解増進・情報発信）の取
組みを推進していく。

課
長

0.30 人

0.30 人

職
員

0.60

課
長

　資産の価値を継承していく
と共に、来訪者の満足度を上
げ、観光資源としての付加価
値を向上させる。また、登録
2周年を迎えることによる来
訪者数の低下が懸念されるた
め、新たな話題づくりやリ
ピーターを生む仕組みづくり
に取り組む。

大変
順調

人

職
員

―

北九州都市圏域内
への観光客数

3,640万人
(H28年度)

継続 36,000

― ―

単年度目標
設定なし

―

―

―

本市の特色を活かしな
がら、世界遺産を含む
北九州市の取組みを効
果的に発信できるツー
ルの開発や機会を増や
し、幅広い世代・地域
の来訪者を呼び込む。

22

0.60 人

― 12,600

12,000

34,000

3,658万人
（H31年
度）

13



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

4 件 4 件 4 件 4 件

実
績

4 件 4 件 件 件

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

5 件 5 件 5 件 5 件

実
績

5 件 5 件 件 件

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

330 人 330 人 330 人 330 人
課
長

0.30 人

実
績

343 人 417 人 人 人
係
長

0.40 人

達
成
率

103.9 ％ 126.4 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

1.00 人

目
標

100 人 110 人 110 人 110 人
課
長

0.18 人

実
績

135 人 171 人 人 人
係
長

0.30 人

達
成
率

135.0 ％ 155.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.50 人

目
標

20 人 20 人
課
長

0.17 人

実
績

人 人
係
長

0.30 人

達
成
率

#REF! ％ 0.0 ％
職
員

0.40 人

アジ
ア交
流課

増額継続 4,339

3,000

Ⅶ-1-
(1)-② 
都市間交
流・連携
の推進

アジアゲート
ウェイ推進事業

26

25

Ⅶ-1-
(1)-① 
「東アジ
ア経済交
流推進機
構」事業
の推進

24

0.50

0.50

順調国際交流事業
アジ
ア交
流課

姉妹・友好都市を中心
とした海外諸都市との
様々な分野での交流推
進を図るため、訪問団
の受入れや本市からの
訪問団派遣等の交流事
業を行う。

―

9,680

継続
135人

（H26年
度）

110人以上
（H29年
度）

0.20

14,950

維持

４件
（H26年
度）

会員都市間ネット
ワークの活用によ
る共同プロジェク
トの件数

アジ
ア交
流課

発展著しいアセアン地
域において、都市間連
携、経済交流の推進・
強化のため、カンボジ
ア・プノンペン都との
都市間連携強化を行う
とともに、その他の都
市との新規交流可能性
を検討する。

アセアン諸国などアジ
アの新興国との経済交
流やシティプロモー
ションを進める。

343人
（H26年
度）

―

4件以上
（H29年
度）

アセアン諸国など
アジアの新興国と
の交流事業参加者
延べ人数

330人以上
（H29年
度）

姉妹・友好都市を
中心とした海外諸
都市との交流事業
参加者延べ人数

3,000

1,962

20人以上
（H29年
度）

8,8203,554

ASEAN新都市間連
携促進事業

順調

　ベトナム・ハイフォン市と
の交流拡大による連携強化を
図るとともに、アセアン諸国
などアジアの新興国との双方
向の交流によるシティプロ
モーションを進める。

①カンボジア・プノンペン都
と具体的な交流内容について
協議・実施するため、訪問団
の派遣・受入を行う。

②ASEAN諸都市と本市との交
流可能性を検討する。

―

順調

　より一層の経済交流に繋げ
るため、会員都市に所在する
企業の参加を促すべく、共同
プロジェクトや商談会、技術
交流セミナーなどの開催に努
める。

順調

　姉妹・友好都市、アセアン
諸国等のアジア新興国との交
流・連携を一層強化してい
く。

　東アジア経済交流推進機構
の会員都市間ネットワークを
通じた経済交流活動を今後も
推進していく。

　姉妹・友好都市との着実な
交流を進めるとともに、環境
技術等を軸とした海外諸都市
との交流・連携の推進に取り
組む。

7,955

5,265

維持

カンボジア及びア
セアン新規交流都
市との交流事業参
加者延べ人数

11,050減額

人

東アジア経済交流
推進機構における
会議数

―

人

23
東アジア経済交
流推進機構推進
事業

アジ
ア交
流課

平成16年11月に、日中
韓10都市により｢東ア
ジア経済交流推進機
構｣を設立（現在11都
市）。
｢国際ビジネス｣、｢環
境｣、｢観光｣、｢ロジス
ティクス｣の４部会を
設けて経済交流活動を
行っている。
本市は、本機構の事務
局を構成し、機構活動
の円滑化と活性化に貢
献するとともに、本市
企業の国際ビジネス拡
大に資する活動を実施
する。

順調

職
員

係
長

課
長

人

21件
（H27～
31年
度）

継続 8,080
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企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

目
標

70 ％ 70 ％ 70 ％ 70 ％

実
績

85 ％ 85.8 ％ ％ ％

達
成
率

121.4 ％ 122.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

300 社 300 社 300 社 300 社

実
績

374 社 388 社 社 社

達
成
率

124.7 ％ 129.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

45 ％ 50 ％ 50 ％ 50 ％
課
長

0.05 人

実
績

43.8 ％ 43.8 ％ ％ ％
係
長

0.10 人

達
成
率

97.3 ％ 87.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.10 人

目
標

45 ％ 50 ％ 50 ％ 50 ％
課
長

0.10 人

実
績

43.8 ％ 43.8 ％ ％ ％
係
長

0.30 人

達
成
率

97.3 ％ 87.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.20 人

― ―

2,325

―

維持
（公財）北九州
国際交流協会補
助金

「多文化を受け入れ、
世界に開かれた魅力あ
る地域づくりと人づく
り」というビジョンの
もと、多文化共生の社
会づくりを推進すると
ともに、幅広い市民に
よる国際交流活動を促
進して諸外国との相互
理解や友好親善を深
め、国際平和に寄与す
る開かれたまちづくり
を推進する。

――

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

市民の「多文化共
生」という言葉の
認知度

―

― ― ―

43％
（H25年
度）

―

―

43％
（H25年
度）

日本人市民に対して、
多文化共生に関する意
識啓発や国際交流の機
会や場の提供を行うこ
とで、外国人を受け入
れる地域づくりを目指
すとともに、すべての
市民が安心して暮ら
し、自己の能力を発揮
できる「多文化共生先
進都市」としてのまち
づくりを推進する。

―

70％以上
（H26年度

～）

Ⅶ-2-
(3)-② 
国際都市
にふさわ
しいまち
づくり

国際
政策
課

30

国際
政策
課

29

Ⅶ-1-
(2)-②
文化・ス
ポーツ交
流の拡大

多文化共生推進
事業

順調
50％以上
（H27年度

～）

継続

維持

順調

順調

　多文化共生のまちづくりを
一層推進するため啓発事業の
実施や民間団体の支援等によ
り啓発活動を推めていく。

　引き続き、文化・スポーツ
両面での国際交流を進めてい
く。

―

　引き続き、市民講座等で多
文化共生についての啓発事業
を行い、市民意識の向上を図
る。また、多文化共生に関す
る民間団体の活動等を支援す
ることで、意識啓発を行って
いく。また、国際交流員を市
民センターや学校、イベント
等に派遣し異文化への理解促
進に努める。

5,6504,4134,646

　引き続き、市民講座等で多
文化共生についての啓発事業
を行い、市民意識の向上を図
る。また、多文化共生に関す
る民間団体の活動等を支援す
ることで、意識啓発を行って
いく。

　地元企業の中国進出支援や
ビジネスサポートのほか中国
各都市とのネットワーク形成
を一層強化していく。

順調

　現地政府、企業等とのネッ
トワークを活用し、中国市場
のニーズと地域企業の適確な
マッチングによるビジネス支
援を行う。

順調

順調―
アジ
ア交
流課

【施策の内容】
文化や芸術、スポーツ
を通じた国際交流によ
り、多くの市民と外国
の方々が触れ合える環
境を整え、異文化への
理解促進を図る。

―

課
長

3,075

職
員

56,95361,453

人

人

人

0.20

0.10

0.05

減額
係
長

Ⅶ-2-
(2)-② 
海外の経
済事務所
の活用

【施策評価のみ】
文化や芸術、ス
ポーツを通じた
国際交流の推進

48,489

380社
（H31年
度）

継続

継続

50％以上
（H27年度

～）
49,450

―

―27

―

28

―
海外事務所を利用
した企業数

85％
（H26年
度）

海外事務所の本市
地域企業への貢献
度 （貢献度７０％
以上）
※26年度からの指
標

駐大連北九州市経済事
務所及び駐上海北九州
市経済事務所を設置・
運営し、地元企業のビ
ジネスサポートや進出
支援を行うとともに、
本市と中国の都市との
ネットワークを形成・
強化する。

アジ
ア交
流課

中国ビジネスサ
ポート拠点整備
事業

15



企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

16
市
町

16
市
町

実
績

16
市
町

市
町

市
町

達
成
率

100.0 ％ 0.0 ％ ###### ％

目
標

75 %

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

－

目
標

3,640
万
人

3,645
万
人

実
績

事
業

事
業

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

目
標

177
万
人

178
万
人

実
績

事
業

事
業

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

人

人1.30

人0.65
係
長

政策
調整
課

31
新たな広域連携
推進事業

― 17,400

Ⅶ-3-
(1)-① 
県内周辺
市町村と
の広域連
携

32
北九州都市圏域
連携事業

政策
調整
課

本市と近隣自治体（福
岡県北東部の１６市
町）で形成された、連
携中枢都市圏「北九州
都市圏域」のブラン
ディング、プロモー
ション事業を行う。

職
員

―
　地方創生推進交付金を活用
して、事業を推進していく。

―
　今後も近隣都市との連携を
一層強化していく。

90%
（Ｈ31
年度）

順調

16市町
と連携
協約の
締結

（H28年
度）

　本市においては、国
の進める「連携中枢都
市圏構想」に基づき、
人口減少・少子高齢社
会においても地域
を活性化し、経済を持
続可能なものとし住民
が安心して快適な暮ら
しを営んでいけるよ
う、近隣１６市町と
「連携協約」を締結し
た上で、「都市圏ビ
ジョン」を策定し、連
携中枢都市圏「北九州
都市圏域」を形成す
る。
  また、下関市との連
携については、連携中
枢都市制度が改正され
たため、県境を越えた
連携中枢都市同士の連
携の可能性を今後継続
して検討していくもの
である。

近隣市町との連携
協約の締結数

―

減額 13,300

　福岡県北東部16市町と連携
中枢都市圏「北九州都市圏
域」を形成し、そのビジョン
に沿って事業を推進してい
く。

順調
　今後も近隣都市との連携を
一層強化していく。

「連携中枢都市圏
ビジョン」掲載の
事業のうち、事業
を実施した割合
（一部実施含む）

69%

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

新たな関門連携
における取組の

協議・検討

―

本市と下関市両市
の企画部門等で会
議を開催し、両市
の経済成長に繋が
る取り組みについ
て協議・検討す
る。

―

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

関門地域経済戦
略会議を開催
し、協議・検討

を実施

本市と下関市両
市の企画部門等
で会議を開催
し、両市の経済
成長につながる
取組みについて
協議・検討を実

施。

3,5004,500

－

北九州都市圏域内
への観光客数

3,640万人
(H28年度)

3,658万人
（H31年
度）

― ― 22,500

北九州都市圏域内
の宿泊者数

177万人
（H28年
度）

178.6万人
(H31年度)

0.10
課
長

0.40
職
員

0.80

人

人
係
長

人0.20
課
長

継続
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企画調整局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

H28年度
事業費
の増減

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

人件費（目安）

人数H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

16
市
町

16
市
町

実
績

16
市
町

市
町

市
町

達
成
率

100.0 ％ 0.0 ％ ###### ％

目
標

75 %

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

832,400
千
円

1,872,900
千
円

課
長

0.50 人

実
績

係
長

0.90 人

達
成
率

職
員

0.80 人

目
標

8
都
市

2
都
市

26
都
市

26
都
市

実
績

16
都
市

10
都
市

都
市

都
市

達
成
率

200.0 ％ 500.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

1 回 1 回 1 回

実
績

0 回 回 回

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

2 回 1 回 1 回 1 回

実
績

2 回 2 回 回 回

達
成
率

100.0 ％ 200.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

―

―

―

0.80

人0.20

人
新たな広域連携
推進事業

政策
調整
課

　本市においては、国
の進める「連携中枢都
市圏構想」に基づき、
人口減少・少子高齢社
会においても地域
を活性化し、経済を持
続可能なものとし住民
が安心して快適な暮ら
しを営んでいけるよ
う、近隣１６市町と
「連携協約」を締結し
た上で、「都市圏ビ
ジョン」を策定し、連
携中枢都市圏「北九州
都市圏域」を形成す
る。
  また、下関市との連
携については、連携中
枢都市制度が改正され
たため、県境を越えた
連携中枢都市同士の連
携の可能性を今後継続
して検討していくもの
である。

4,500 3,500

関門地域経済戦
略会議を開催
し、協議・検討

を実施

本市と下関市両
市の企画部門等
で会議を開催
し、両市の経済
成長につながる
取組みについて
協議・検討を実

施。

―

Ⅶ-3-
(1)-②
近隣主要
都市との
都市間連
携

13,300
係
長

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

―

宿泊者数、日帰り
観光客数の増加に
伴う消費の増加額

―

減額 順調

課
長

― 20,750 ―22,000

―

関門地域経済戦
略会議における
取組の協議・検

討

新たな関門連携
における取組の

協議・検討

本市と下関市両市
の企画部門等で会
議を開催し、両市
の経済成長に繋が
る取り組みについ
て協議・検討す
る。

―

34

33

―
6,451,100千円
（H31年度）

関門地域魅力向
上事業

　今後も下関市との連携を強
化し、関門ブランドの構築を
図る。

順調

政策
調整
課
都市
マネ
ジメ
ント
政策
課

下関市と北九州市で、
「滞在・宿泊型」観光地
としての関門ブランド構
築を図るため、関門「ら
しさ」を充実・創出する
関門地域での、人と人と
のネットワークづくりや
プロモーションを実施す
るとともに、民間活力を
導入した新たな魅力づく
りに取り組む。

近隣市町との連携
協約の締結数

―

16市町
と連携
協約の
締結

（H28年
度）

減額4,949

人

0.10 人

課
長

　今後も近隣都市との連携を
一層強化していく。

　交流・連携都市数の目的値
は達成し基盤が整ったため、
今後は連携事業を実施するこ
とによって、遠方の自治体と
も交流を深めていく。

順調

　福岡県北東部16市町と連携
中枢都市圏「北九州都市圏
域」を形成し、そのビジョン
に沿って事業を推進してい
く。

　交流・連携都市数の目的値
は達成し基盤が整ったため、
今後は連携事業を実施するこ
とによって、遠方の自治体と
も交流を深めていく。

「連携中枢都市圏
ビジョン」掲載の
事業のうち、事業
を実施した割合
（一部実施含む）

69%
90%

（Ｈ31
年度）

―

継続

人0.40
職
員

【西九州軸連携】
九州と本州の結節点であ
る地の利点を活かしなが
ら、鹿児島県南九州市と
の都市間交流の推進や、
九州新幹線沿線自治体
（鹿児島市、熊本市、福
岡市）との四都市連携に
より九州の一体的な発展
とアジアの巨大都市と対
等に渡り合うため、西九
州軸の広域連携の強化を
図るものである。

【東九州軸連携】
東九州軸では東九州自動
車道全線開通を見据え、
京築地域や大分・宮崎方
面の都市との連携構築に
取り組む。

―

―

継続 6,228

0.20
職
員

広域行政推進事
業

35

Ⅶ-3-
(2)-② 
九州各地
域などと
の連携

連携事業の実施
（西九州軸での活
動）

連携事業の実施
（東九州軸での活
動）

政策
調整
課

九州地域などにお
ける交流・連携都
市数
※H28年度から累計
表示

順調3,075

人0.05

係
長

26都市
（H31年
度）

―

―

―
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総務局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

目
標

実
績

27.4 ％ ％ ％

達
成
率

97.1 ％ ％ ％

目
標

実
績

48.0 ％ ％ ％

達
成
率

順調

　誰もが多様な働き方や生き
方を選択でき、活力ある豊か
な社会の実現を目指すには、
企業の意識改革（働き方の見
直し）が重要であるため、事
業費全体では減額となってい
るが、企業へのアドバイザー
等派遣など、企業に対する支
援について、より重点化した
予算編成を行っている。

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

減額

H28年度

11,314

成果の
方向性

継続

H28年度

単年度目標
なし

H29年度

単年度目標
なし

―

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

単年度目標
なし

人数

前年度
（28.2％）

比増加

H26年度

10,519

人件費（目安）

平成20年度
（27.8％）の
水準より増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

H29年度

子育て中の労働者
で仕事と生活の両
立が図られている
と感じる人の割合

 ※「現状値」及び
「中期目標」は、
「元気発進！子ど
もプラン（第２次
計画）（H27～H31
年度）」掲載内容

平成25年度
（41.0％）の
水準より増加
（H31年度）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第２次計
画）」での成
果指標（目

標）

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

Ⅰ-1-
(1)-① 
仕事と子
育ての両
立支援

1
ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業

女性
活躍
推進
課

41.0％
（H25年度）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

誰もが多様な働き方や
生き方を選択でき、活
力ある豊かな社会を実
現するため、「北九州
市女性活躍・ワークラ
イフバランス推進協議
会」を中心に、企業等
の取組み支援などを行
うとともに、企業や地
域での様々な活動と連
携しながら仕事と生活
の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）の推進
を図る。

子育て中の労働者
で仕事と生活の両
立が図られている
と感じる人の割合

 ※「現状値」及び
「中期目標」は、
「元気発進！子ど
もプラン（H22～
H26年度）」掲載内
容

27.8％
（H20年度）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ

ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

人

0.30

職
員

14,950 人

課
長

係
長

人

1.00

0.40

　誰もが多様な働き方や生き
方を選択でき、活力ある豊か
な社会の実現を目指すには、
企業の意識改革（働き方の見
直し）が重要であるため、企
業に対する支援をより重点的
に取り組んでいく。

順調
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総務局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

H28年度
成果の
方向性

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数H26年度

人件費（目安）H29年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

目
標

実
績

16.2 % 16.9 % % %

達
成
率

目
標

実
績

12.8 % 13.8 % % %

達
成
率

目
標

実
績

88.0 % %

達
成
率

目
標

実
績

8.8 % %

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.10 人

Ⅱ-3-
(2)-① 
政策・方
針決定過
程への男
女共同参
画の推進

地域における男女共同
参画の推進を図るた
め、地域で活動してい
る団体・グループ等が
企画・実施する広報啓
発活動を支援し、男女
共同参画に関する理解
を深める。

男女
共同
参画
推進
課

地域における男
女共同参画推進
啓発事業【男女
共同参画広報・
啓発事業】

5

　若年層や男性の参加者数が
増加するよう、講座や講演、
イベントの開催内容や時期、
ＰＲ手法等を見直し、改善に
向けた取組みを引き続き行
う。

順調減額

維持

減額

維持

3,7104,133

3,709

3,500

329,338

継続

継続

継続

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―

単年度目標
なし

―

―

―

―

―

―

―

―

課
長

15％
（H30年

度)

―

―

単年度目標
設定なし

20%
(H30年
度）

68.9%
(H23年
度)

男女共同参画社会
という言葉の認知
度

女性
活躍
推進
課

部課長級の多面評
価「イクボス10か
条を実践できてい
る管理職の割合

―

2.5%
（H20年
度）

8,950

80%
(H30年
度)

3,709

20%
(H31年
度）

単年度目標
なし

単年度目標
設定なし

単年度目標
なし

90%
(H31年
度）

15.6%
（H25年
度）

女性役職者（係長
級以上）比率

―

男性職員の育児休
業等取得率

男女
共同
参画
推進
課

―

―

男女共同参画セ
ンター及び勤労
婦人センター管
理運営事業

4

女性
活躍
推進
課

国における「まち・ひ
と・しごと創生総合戦
略」の策定や「女性の職
業生活における活躍の推
進に関する法律」施行な
ど、多様な人材を活かす
ダイバーシティマネジメ
ントやワーク・ライフ・
バランス（働き方改革）
を推進するための取組の
加速などの動きを踏ま
え、テレワークの実施や
職場単位の業務改善な
ど、多様な働き方の実現
により、簡素で効率的な
組織・人員体制をもっ
て、更なる市民サービス
の向上を図る。

性別による固定的
役割分担意識に肯
定的な人の割合

女性管理職（課長
級以上）比率

単年度目標
なし

男女共同参画セン
ター・ムーブ及び勤労
婦人センター・レディ
ス（もじ・やはた）に
おいて、施設の運営を
はじめ、地域に根ざし
た男女共同参画推進、
女性リーダー育成、就
職・再就職に向けた就
業・キャリアアップ支
援、あるいは相談事業
など、様々な事業を展
開し、男女共同参画社
会の形成を推進する。

職
員

0.50

人

0.50

人

職
員

人

0.40

人

人

0.50
係
長

人

2

「女性活躍推進
アクションプラ
ン」実施及び市
職員次世代育成
支援事業

3

性別にかかわらず職員
が能力を発揮し、いき
いきと活躍できる職場
づくりを実現するた
め、「女性活躍推進ア
クションプラン第２期
計画」（計画期間：
H26～30年度）に基づ
き、職員のキャリア形
成支援やワーク・ライ
フ・バランスの推進に
向けた取組みを実施す
る。

12.0%
（H25年
度）

ダイバーシティ
推進事業

人

係
長

人

0.50

課
長

職
員

係
長

0.20

0.20

0.30

課
長

9,900

11,050

0.10

人

男女共同参画社会
という言葉の認知
度

80%
(H30年
度)

38.7%
(H23年
度)

平成23年度
(38.7％)の
水準より減

少

―

順調

　事業計画に基づき男女共同
参画社会の形成の推進に向け
たイベントや講座の開催、就
業・キャリアアップ支援、相
談などの事業を実施する。
　講座等の実施に当っては、
より多くの参加に結びつくよ
う、内容等の見直しや、広
報・周知方法の工夫を行う。

順調

　引き続き、制度の周知・活
用を通じて、職員のキャリア
形成支援やワーク・ライフ・
バランスの一層の推進を図っ
ていく。

順調

　多様化する住民ニーズや行
政課題に迅速・的確に対応で
きる組織を構築するため、多
様な属性（性別、年齢、生活
背景など）の職員が、柔軟な
働き方ができる職場環境整備
を目指す。

　多様化する住民ニーズや行
政課題に迅速・的確に対応し
つつ、組織力を向上させるた
めには、全ての職員が性別に
関わらず、多様な働き方がで
きる職場環境を形成する必要
がある。
　このため、職員のキャリア
形成支援やワーク・ライフ・
バランスの一層の推進を図る
とともに、職場の意識改革に
も引き続き取り組んでいく。
　また、男女共同参画社会の
形成を一層推進するため、よ
り多くの方（特に若年層）が
関心を持ち積極的に参加でき
るようなイベントや講座の開
催、広報・啓発活動にも継続
して取り組んでいく。

継続

順調

5,050

329,051

単年度目標
なし

―

3,300

68.9%
(H23年
度)

―

―

―

―

―

―

――

―

―

―

―

平成23年度
(38.7％)の水
準より減少
(H29年度)

―
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総務局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

H28年度
成果の
方向性

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数H26年度

人件費（目安）H29年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

目
標

実
績

27.4 ％ ％ ％

達
成
率

97.1 ％ ％ ％

目
標

実
績

48.0 ％ ％ ％

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

10.0 ％

実
績

7.5 % 8.8 ％ % %

達
成
率

75.0 ％ － ％ ％ ％

目
標

実
績

88.0 % %

達
成
率

目
標

実
績

8.8 % %

達
成
率

維持 11,050 0.50
係
長

0.50

人0.50
職
員

0.20
課
長

人

人

11,314

3,500

3,709

継続

―

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―

平成20年度
（27.8％）の
水準より増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

国における「まち・ひと・
しごと創生総合戦略」の策
定や「女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する法
律」施行など、多様な人材
を活かすダイバーシティマ
ネジメントやワーク・ライ
フ・バランス（働き方改
革）を推進するための取組
の加速などの動きを踏ま
え、テレワークの実施や職
場単位の業務改善など、多
様な働き方の実現により、
簡素で効率的な組織・人員
体制をもって、更なる市民
サービスの向上を図る。

職員のワーク・ライ
フ・バランスを更に推
進するため、「第三期
特定事業主行動計画」
（H27年度より実施予
定）に基づき、各種研
修や啓発活動等による
職員の意識改革、仕事
の見直し・改善、仕事
と子育ての両立支援等
に取り組む。

女性
活躍
推進
課

人

人

係
長

人

単年度目標
なし

継続

0.30

減額

人

11,050

85%
(H30年
度）

継続

10,519

減額

単年度目標
なし

単年度目標
なし

平成25年度
（41.0％）の
水準より増加
（H31年度）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第２次計
画）」での成
果指標（目

標）

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

3,709

20%
(H31年
度）

―

75%
（H31年
度）

90%
(H31年
度）

3,300

14,950

41.0％
（H25年度）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第２次計
画）」策定時
のニーズ調査
による数値

単年度目標
なし

前年度
（28.2％）

比増加

子育て中の労働者で仕
事と生活の両立が図ら
れていると感じる人の
割合

 ※「現状値」及び
「中期目標」は、「元
気発進！子どもプラン
（第２次計画）（H27
～H31年度）」掲載内
容

6

8
ダイバーシティ
推進事業

ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業

Ⅱ-3-
(2)-② 
ワーク・
ライフ・
バランス
（仕事と
生活の調
和）の推
進

7

「女性活躍推進
アクションプラ
ン」実施及び市
職員次世代育成
支援事業

誰もが多様な働き方や
生き方を選択でき、活
力ある豊かな社会を実
現するため、「北九州
市女性活躍・ワークラ
イフバランス推進協議
会」を中心に、企業等
の取組み支援などを行
うとともに、企業や地
域での様々な活動と連
携しながら仕事と生活
の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）の推進
を図る。

ワーク・ライフ・バラ
ンスが取れていると感
じる職員の割合

※本指標は「北九州市
職員の次世代育成支援
プログラム（H22～H26
年度）」掲載内容

女性
活躍
推進
課

女性
活躍
推進
課

人

課
長

人

0.40
係
長

1.00

0.20

子育て中の労働者で仕
事と生活の両立が図ら
れていると感じる人の
割合

 ※「現状値」及び
「中期目標」は、「元
気発進！子どもプラン
（H22～H26年度）」掲
載内容

―

69.4%
（H20年
度）

2.5%
（H20年
度）

69.9%
（H26年
度）

両立しながら新たな業
務等にチャレンジした
いと思う職員の割合

※本指標は「北九州市
職員ダイバーシティ推
進プログラム(H27～
H31年度）」掲載内容

男性職員の育児休
業等取得率

2.5%
（H20年
度）

単年度目標
設定なし

27.8％
（H20年度）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

部課長級の多面評
価「イクボス10か
条を実践できてい
る管理職の割合

0.50

課
長

職
員

職
員

順調

順調

順調

　誰もが多様な働き方や生き
方を選択でき、活力ある豊か
な社会の実現を目指すには、
企業の意識改革（働き方の見
直し）が重要であることか
ら、企業に対して「働き方の
見直し」にかかる支援を、よ
り重点的に取り組んでいく。
　また、市職員についても、
制度の周知や活用を通じて、
多様な働き方を実現すること
で、更なる市民サービスの向
上に向けた取り組みを実施し
ていく。

　引き続き、制度の周知・活
用を通じて、職員のキャリア
形成支援やワーク・ライフ・
バランスの一層の推進を図っ
ていく。

順調

　誰もが多様な働き方や生き
方を選択でき、活力ある豊か
な社会の実現を目指すには、
企業の意識改革（働き方の見
直し）が重要であるため、事
業費全体では減額となってい
るが、企業へのアドバイザー
等派遣など、企業に対する支
援について、より重点化した
予算編成を行っている。

20%
(H31年
度）

　多様化する住民ニーズや行
政課題に迅速・的確に対応で
きる組織を構築するため、多
様な属性（性別、年齢、生活
背景など）の職員が、柔軟な
働き方ができる職場環境整備
を目指す。

単年度目標
なし

ワーク・ライフ・バラ
ンスが取れていると感
じる職員の割合

※本指標は「女性活躍
アクションプラン第2
期計画（H26～H30年
度）」掲載内容

71.6%
（H25年
度）

単年度目標
なし

―

単年度目標
なし

単年度目標
なし

男性職員の育児休
業等取得率

―

―

―

単年度目標
なし

単年度目標
なし
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総務局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

H28年度
成果の
方向性

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数H26年度

人件費（目安）H29年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

％ ％
職
員

0.10 人―

維持7,412 7,673継続

―

配偶者や恋人等、親し
い関係にある人からの
暴力は、重大な人権侵
害であることを誰もが
認識し、暴力を容認し
ない意識の醸成のため
の広報・啓発を行う。

男女
共同
参画
推進
課

5,050

―

55.2%
(H23年
度)

Ⅱ-3-
(2)-③ 
性別によ
る人権侵
害行為の
根絶

男女共同参画基
本計画推進事業
【配偶者等から
の暴力対策事
業】

9 ―

70.0%
(H30年
度)

順調

　配偶者や恋人等、親しい関
係にある人からの暴力は重大
な人権侵害であることを誰も
が認識し、暴力を容認しない
意識の醸成のため、ＤＶ相談
を呼びかけるリーフレットの
配布、専門的な知見を持つＮ
ＰＯ等との連携による高校・
大学等でのデートＤＶ予防教
室を継続して実施する。
　また、今後も、警察などの
関係機関と情報共有・交換を
実施していく。

順調

　ＤＶ相談を呼びかけるリー
フレットなどの公共施設等へ
の配布を継続するとともに、
効果的なＰＲの実施に努め
る。
　専門的な知見を持つＮＰＯ
等と連携して高校・大学等で
デートＤＶ予防教室を引き続
き行う。
　警察など関係機関との連絡
会議の開催などによる情報の
共有や交換を行う。

―

―

―

配偶者等との間に
おける「平手で打
つ」について、暴
力と認識する人の
割合

―
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総務局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

H28年度
成果の
方向性

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数H26年度

人件費（目安）H29年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

目
標

実
績

16.2 % 16.9 % % %

達
成
率

― ％ － ％ ％ ％

目
標

実
績

12.8 % 13.8 % % %

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

実
績

88.0 % %

達
成
率

目
標

実
績

8.8 % %

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

697 社 社 社

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

　－ 2,500 人 3,300 人

実
績

達
成
率

　－ ％ ％ ％

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

0.00 人

オープン前 人0.60
職
員

人

人

0.60

0.50

係
長

課
長

4,000人
（H31年
度）

16,250減額30,00046,300継続13

ウーマンワークカ
フェ北九州新規利
用者数

女性の就業率（25
～44歳）

65.9%
（H22年
国勢調
査）

―

Ⅱ-3-
(2)-④ 
女性の活
躍推進

　多様化する住民ニーズや行
政課題に迅速・的確に対応し
つつ、組織力を向上させるた
めには、全ての職員が性別に
関わらず、多様な働き方がで
きる職場環境を形成する必要
がある。
　このため、職員のキャリア
形成支援やワーク・ライフ・
バランスの一層の推進を図る
とともに、職場の意識改革に
も引き続き取り組んでいく。
　また、「ウーマンワークカ
フェ北九州」を拠点施設とし
て、女性の職業生活を一層後
押しできるよう、民間企業等
が中心となり結成する女性創
業者を応援する団体に対し
て、市が運営費の一部を支援
するほか、企業横断的なネッ
トワークの構築や女性が活躍
できる環境づくりに引き続き
取り組んでいく。

順調

15,750 ――
「（仮称）北九州
女性創業応援団」
の創設

―

女性
活躍
推進
課

女性創業者を応援する
団体を民間企業等が中
心となって結成するこ
とに伴い、市が団体運
営費等の一部を支援す
るもの。

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―

「（仮称）
北九州女性
創業応援
団」の創設

―

単年度目標
なし

―

減額

増額

維持3,709

3,500

3,709

0

15,000

継続

継続

継続

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

－

―

早期設置

H28年5月
開設

単年度目標
設定なし

Ｈ28年
度中

に開設

単年度目標
なし

女性輝き！推進
事業

女性
活躍
推進
課

12

10

11

同事業では、女性が希
望に応じ、職場や家
庭、地域においても、
その個性と能力を十分
に発揮し輝けるよう、
女性活躍の企業への働
きかけや管理職研修・
ネットワークの形成、
創業支援などを行う。

性別にかかわらず職員が
能力を発揮し、いきいき
と活躍できる職場づくり
を実現するため、「女性
活躍推進アクションプラ
ン第２期計画」（計画期
間：H26～30年度）に基
づき、職員のキャリア形
成支援やワーク・ライ
フ・バランスの推進に向
けた取組みを実施する。

国における「まち・ひと・
しごと創生総合戦略」の策
定や「女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する法
律」施行など、多様な人材
を活かすダイバーシティマ
ネジメントやワーク・ライ
フ・バランス（働き方改
革）を推進するための取組
の加速などの動きを踏ま
え、テレワークの実施や職
場単位の業務改善など、多
様な働き方の実現により、
簡素で効率的な組織・人員
体制をもって、更なる市民
サービスの向上を図る。

人

人

人

人

課
長

0.10

6,400

11,050

70%
（H31年

度)

課
長

係
長

人

係
長

人

0.30

0.50

単年度目標
なし

16,250

課
長

人

人

人

0.30

職
員

15％
（H30年

度)

20%
（H30年
度）

90%
(H31年
度）

単年度目標
設定なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

70%
（H31年

度)

3,300

―

15.6%
（H25年
度）

単年度目標
なし

―

2.5%
（H20年
度）

女性管理職（課長
級以上）比率

65.9%
（H22年
国勢調
査）

ウーマンワークカ
フェ北九州の早期
設置

ダイバーシティ行
動宣言等登録・届
出企業（累計）

女性
活躍
推進
課

同事業では、女性の就
業・キャリアアップ・
創業などをワンストッ
プで支援する「ウーマ
ンワークカフェ北九
州」の開設・運営など
を行う。

女性
活躍
推進
課

男性職員の育児休
業等取得率

女性
活躍
推進
課

12.0%
（H25年
度）

ダイバーシティ
推進事業

「女性活躍推進
アクションプラ
ン」実施及び市
職員次世代育成
支援事業

14
＜新＞
女性創業応援団
事業

ウーマンワーク
カフェ北九州運
営事業

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

女性役職者（係長
級以上）比率

女性の就業率（25
～44歳）

職
員

0.60

0.60
係
長

0.50

職
員

0.20

0.50

597社
（H26年
度）

800社
（H31年
度）

20%
(H31年
度）

―

部課長級の多面評
価「イクボス10か
条を実践できてい
る管理職の割合

順調

順調

順調

　多様化する住民ニーズや行
政課題に迅速・的確に対応で
きる組織を構築するため、多
様な属性（性別、年齢、生活
背景など）の職員が、柔軟な
働き方ができる職場環境整備
を目指す。

　平成２７年度に実施した「北九
州市女性創業支援のあり方検討
会」では、女性創業者を輩出し易
い環境づくりのため、企業等によ
る女性創業の応援団を設立し、市
全体で女性の創業を支える仕組み
づくりを行うことが報告された。
ついては、女性創業者を応援する
団体を民間企業等が中心となって
結成することに伴い、市が団体運
営費等の一部を支援するもの。

　引き続き、女性の職業生活
の拠点となるよう「ウーマン
ワークカフェ北九州」を運営
し、就業支援等の充実を図
る。

　引き続き、女性活躍に取組
む企業への支援や、女性管理
職のスキルアップや企業横断
的なネットワーク化に取組む
ほか、女性が創業しやすい環
境づくりに取組む。

順調17,000

　引き続き、制度の周知・活
用を通じて、職員のキャリア
形成支援やワーク・ライフ・
バランスの一層の推進を図っ
ていく。

―

―

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―

―
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総務局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

H28年度
成果の
方向性

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数H26年度

人件費（目安）H29年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

0.50 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.30 人

実
績

％
係
長

1.00 人

達
成
率

― ％ ― ％
職
員

2.00 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

120
196

％
139
171

％ ％ ％

―

情報シ
ステム
の円滑
な導入
(平成26
年度）

Ⅱ-3-
(4)-① 
平和の尊
さへの理
解の促進

17

安定運用

個人番号を用いた
他機関との情報連
携

全庁ＧＩＳの安定
運用

増額

維持

28,45070,000

27,612

維持

77,700

10,000

27,488

継続的なシス
テム安定稼動

継続

継続

継続

平成29年度
庁内向けGIS
主題図数：

100
地域情報ポー
タル向け

主題図：300

安定運用

システムの
安定運用

総合運用
テストの

実施

安定運用

庁内向けGIS：
80

地域情報ポータ
ルサイト：200

庁内向けGIS：
100

地域情報ポータ
ルサイト：300

― ―

全庁ＧＩＳに搭載
する主題図数

安定稼動
(平成26年

度）

庁内向け
ＧＩＳ：60
地域情報
ポータル
サイト：98
（平成26年

度）

―
（仮称）平
和資料館の

建設

システム
の安定運

用
（平成29
年度）

―

―

―

庁内連携テ
ストに向け
てシステム
改修の完了

―

安定運用

Ⅲ-1-
(3)-④ 
高度情報
社会への
対応

社会保障・税番
号制度対応事業
（情報政策課所
管分）

全庁ＧＩＳ（統
合型ＧＩＳ）構
築運用事業

　「行政手続における特定
の個人を識別するための番
号の利用等に関する法律
（以下「番号法」とい
う。）」の成立により、個
人番号や法人番号の利用が
平成28年１月から開始され
た。
　地方自治体ではこの番号
法に基づき、住民に対する
個人番号の付番及び通知
や、個人番号や法人番号の
利用、個人番号による他行
政機関との情報連携（平成
29年７月開始）などを行わ
なければならないため、関
係する業務及び情報システ
ムの対応を行う。

情報
政策
課

障害無し

―

庁内連携テ
ストに向け
てシステム
改修の完了

庁内向けGIS：
70

地域情報ポータ
ルサイト：150

障害無し

庁内向けGIS：
97

地域情報ポータ
ルサイト：257

市民が
平和の
尊さを
理解す
ること

― ―

―

―

―

―

市民が平和の尊さ
を理解し、共有し
ていくこと

―

庁内向けGIS：
60

地域情報ポータ
ルサイト：98

庁内向けGIS：
50

地域情報ポータ
ルサイト：50

18

16

15
＜新＞
（仮称）平和資
料館建設事業

5,000

人

人

1.30

6,400

25,250

人
課
長

―

16,050 0.40

0.20

係
長

職
員

―

―

10,000

（仮称）平和資料
館の建設

　庁内の各所管課が個
別に導入しているＧＩ
Ｓ（地理空間情報シス
テム）を集約すること
で、庁内全体のＧＩＳ
運用経費を削減すると
ともに、庁内で情報を
共有することにより、
業務の効率化・高度化
を図る。
　また、共有したＧＩ
Ｓ情報のうち、公開可
能なものは積極的に市
民に公開することによ
り、市民サービスの向
上を図る。

情報
政策
課

順調

順調

　平成29年度7月の情報連携
開始に向けて、着実にテスト
を実施していく。また、情報
連携の開始後は引き続き情報
システムの安定運用に努めて
いく。

　引き続き、平和の願いが込
められた「嘉代子桜・親子
桜」の市立特別支援学校等へ
の植樹、長崎市が主催する
「青少年ピースフォーラム」
への小中高校生の派遣、親子
で平和の尊さを考えるための
「長崎市平和派遣」の実施等
に取組む。

　戦争の悲惨さや平和の大切
さを市民に伝えるため、「戦
時下の市民の暮らし」をコン
セプトに、市民から寄贈され
た資料等を平成１６年から市
立埋蔵文化財センター内の
「戦時資料展示コーナー」で
展示している。
　戦争の記憶の風化が懸念さ
れるなか、記憶の継承がこれ
まで以上に重要となってお
り、これまでの展示資料に加
え、八幡大空襲を始め本市の
空襲に関する資料等、展示内
容の充実を図るため、新たな
施設の建設に向けた取組みを
行う。

　庁内向けGIS、地域情報
ポータルサイトとともに主題
図数を伸ばしていることか
ら、データ更新や災害時対応
業務等を行うGISセンターの
体制を見直す必要がある。

順調

―

　平成29年７月の社会保障・
税番号制度における他行政機
関との情報連携開始に向け、
着実にテストを実施し、シス
テムの安定運用に努めてい
く。
　また、ＧＩＳ搭載情報につ
いては、庁内向けＧＩＳ、地
域情報ポータルサイトととも
に主題図数を伸ばしているこ
とから、データ更新や災害時
対応業務等を行うＧＩＳセン
ターの体制を見直す必要があ
り、臨時職員による対応を検
討する。

　戦後71年が経過し、戦争を
知らない世代がほとんどとな
る中、悲惨な戦争の記憶が風
化されることへの懸念があ
り、本市で起きた戦争の惨禍
や平和の大切さを伝える必要
があることから、新たに
「(仮称）平和資料館」の建
設に向けた取組みを行う。ま
た、引き続き「嘉代子桜・親
子桜」の植樹、長崎市が主催
する「ピースフォーラム」へ
の小中高生の派遣、親子で平
和の尊さを考えるための「長
崎市平和派遣」の実施等に取
り組む。

順調

―

―

非核・平和推進
事業

　本市の平和に対する
基本的姿勢を示す「北
九州市非核平和都市宣
言」に込められた平和
への願いを市民に伝え
るため、また、悲惨な
戦争の記憶を風化させ
ることなく次の世代に
伝えるため、事業を実
施するもの。

総務
課

―
総務
課

　戦後７１年が経過
し、悲惨な戦争の記憶
の風化が懸念され、戦
争の記憶を後世に伝え
ることが重要となって
いる。改めて、戦争の
悲惨さを市民に伝え、
平和の大切さ、命の尊
さを考えるきっかけと
するため、新たに
「（仮称）平和資料
館」の建設に向けた取
組みを行う。 ― ― 順調
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総務局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

H28年度
成果の
方向性

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数H26年度

人件費（目安）H29年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.20 人

目
標

実
績

27.4 ％ ％ ％

達
成
率

97.1 ％ ％ ％

目
標

実
績

48.0 ％ ％ ％

達
成
率

北九州市自治基
本条例推進事業

19

Ⅲ-3-
(3)-① 
市民参画
と協働の
ための仕
組みづく
り

　市民が主役の自治（市民自
治）の確立に向け、自治基本
条例に対する理解を深め、市
民の市政への参画を推進して
いくため、今後も条例の周知
活動を継続実施していく。

順調

　引き続き、市民向けの周知
活動や職員に対する研修等を
実施する。また、条例の認知
度が低い若い世代への周知を
図るため、大学等への出前講
演などに取組む。

順調減額1,694―

―

― ―　本市の自治の基本的
ルールを定めた「北九
州市自治基本条例」
（平成22年10月１日施
行）の意義や理念など
を多くの市民に理解し
てもらうため、周知等
を行う。また、情報共
有や住民参画の視点か
ら業務を行い、条例の
目指すまちづくりがで
きるよう、職員向けの
研修を行う。

総務
課

減額11,314

2,374

10,519

継続

継続

単年度目標
なし

単年度目標
なし子育て中の労働者で

仕事と生活の両立が
図られていると感じ
る人の割合

 ※「現状値」及び
「中期目標」は、
「元気発進！子ども
プラン（第２次計
画）（H27～H31年
度）」掲載内容

27.8％
（H20年度）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

―

―

Ⅲ-3-
(3)-③ 
企業の地
域活動へ
の参画促
進

20
ワーク・ライ
フ・バランス推
進事業

女性
活躍
推進
課

誰もが多様な働き方や
生き方を選択でき、活
力ある豊かな社会を実
現するため、「北九州
市女性活躍・ワークラ
イフバランス推進協議
会」を中心に、企業等
の取組み支援などを行
うとともに、企業や地
域での様々な活動と連
携しながら仕事と生活
の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）の推進
を図る。

単年度目標
なし

―

――

人0.30

1.00

人

課
長

0.40
係
長

4,650

職
員

14,950

平成25年度
（41.0％）の
水準より増加
（H31年度）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第２次計
画）」での成
果指標（目

標）

平成20年度
（27.8％）の
水準より増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

―

子育て中の労働者
で仕事と生活の両
立が図られている
と感じる人の割合

 ※「現状値」及び
「中期目標」は、
「元気発進！子ど
もプラン（H22～
H26年度）」掲載内
容

41.0％
（H25年度）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第２次計
画）」策定時
のニーズ調査
による数値

人

順調

　誰もが多様な働き方や生き
方を選択でき、活力ある豊か
な社会の実現を目指すには、
企業の意識改革（働き方の見
直し）が重要であるため、事
業費全体では減額となってい
るが、企業へのアドバイザー
等派遣など、企業に対する支
援について、より重点化した
予算編成を行っている。

　誰もが多様な働き方や生き
方を選択でき、活力ある豊か
な社会の実現を目指すには、
企業の意識改革が重要である
ことから、企業に対する「働
き方の見直し」への支援（企
業へのアドバイザー派遣やイ
クボスセミナーの開催など）
を継続して推進していく。

順調

市民自治
の確立

市民が主役の自治
（市民自治）の確
立

前年度
（28.2％）

比増加
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総務局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

H28年度
成果の
方向性

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H27年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数H26年度

人件費（目安）H29年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要No.

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

697 社 社 社

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

　－ 2,500 人 3,300 人

実
績

達
成
率

　－ ％ ％ ％

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

0.00 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

ウーマンワーク
カフェ北九州運
営事業

23 人

人

0.60

0.50

係
長

課
長

人オープン前

16,250減額30,000

ウーマンワークカ
フェ北九州新規利
用者数

―
4,000人
（H31年
度）

職
員

0.60

46,300

Ⅳ-3-
(2)-②
女性が活
躍する産
業都市づ
くりの推
進

　女性の就業率（25歳～44
歳）のM字型カーブの解消、
女性の創業や女性が働きやす
い仕事面での環境づくりに向
け、各種支援に取り組む必要
がある。
　このため、男女共同参画社
会の形成の推進に向けたイベ
ントや講座の開催、「ウーマ
ンワークカフェ北九州」を中
心として、女性の職業生活を
一層後押しできるよう、民間
企業等が中心となり結成する
女性創業者を応援する団体に
対して、市が運営費の一部を
支援するほか、企業横断的な
ネットワークの構築など、女
性が活躍できる環境づくりに
引き続き取り組んでいく。

順調

―

　平成２７年度に実施した「北
九州市女性創業支援のあり方検
討会」では、女性創業者を輩出
し易い環境づくりのため、企業
等による女性創業の応援団を設
立し、市全体で女性の創業を支
える仕組みづくりを行うことが
報告された。ついては、女性創
業者を応援する団体を民間企業
等が中心となって結成すること
に伴い、市が団体運営費等の一
部を支援するもの。

15,000

「（仮称）北九州
女性創業応援団」
の創設

― 15,750

―

「（仮称）
北九州女性
創業応援
団」の創設

― ――24
＜新＞
女性創業応援団
事業

女性
活躍
推進
課

女性創業者を応援する
団体を民間企業等が中
心となって結成するこ
とに伴い、市が団体運
営費等の一部を支援す
るもの。

55,00065,974継続

「国際的な最新情報の収
集・発信」「成果の地域還
元」「フェイスtoフェイス
の国際交流」「あらゆる分
野での女性のエンパワーメ
ント」「次世代育成」「情
報提供の充実」を目指し、
様々な事業を実施する、
(公財)アジア女性交流・研
究フォーラムの活動を支援
する。

男女
共同
参画
推進
課

（公財）アジア
女性交流・研究
フォーラム事業

25

Ⅶ-1-
(3)-③ 
社会制度
や社会問
題などに
関する国
際協力の
推進

　類似施設等との役割分担及
び事業内容の見直しなどによ
り、効率的に男女共同社会の
形成の推進に向けた取り組み
を実施していく。
　また、市民向けの研究報告
会、セミナー等の開催を通じ
て、男女共同参画に関する意
識の醸成を図っていく。

順調

　アジア女性会議や市民向け
の研究報告会、セミナーの開
催などを通じて、男女共同参
画に関する意識の醸成に努め
る。

順調減額

増額0

329,338 維持329,051継続

継続

単年度目標
なし

単年度目標
なし

継続

― ―

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

単年度目標
なし

―

平成23年度
(38.7％)

の水準より減
少

― ―

―

65.9%
（H22年
国勢調
査）

早期設置

同事業では、女性の就
業・キャリアアップ・
創業などをワンストッ
プで支援する「ウーマ
ンワークカフェ北九
州」の開設・運営など
を行う。

女性
活躍
推進
課

性別による固定的
役割分担意識に肯
定的な人の割合

女性
活躍
推進
課

女性輝き！推進
事業

同事業では、女性が希
望に応じ、職場や家
庭、地域においても、
その個性と能力を十分
に発揮し輝けるよう、
女性活躍の企業への働
きかけや管理職研修・
ネットワークの形成、
創業支援などを行う。

男女
共同
参画
推進
課

男女共同参画センター・
ムーブ及び勤労婦人セン
ター・レディス（もじ・
やはた）において、施設
の運営をはじめ、地域に
根ざした男女共同参画推
進、女性リーダー育成、
就職・再就職に向けた就
業・キャリアアップ支
援、あるいは相談事業な
ど、様々な事業を展開
し、男女共同参画社会の
形成を推進する。

男女共同参画セ
ンター及び勤労
婦人センター管
理運営事業

22

21

―

―

―

―

単年度目標
なし

―

70%
（H31年

度)

―

―

―

―

―

597社
（H26年
度）

H28年5月
開設

―

80%
(H30年
度)

65.9%
（H22年
国勢調
査）

単年度目標
なし

38.7%
(H23年
度)

68.9%
(H23年
度)

68.9%
(H23年
度)

－

女性の就業率（25
～44歳）

ウーマンワークカ
フェ北九州の早期
設置

男女共同参画社会
という言葉の認知
度

課
長

8,950

人
職
員

課
長

0.20

係
長

0.60

17,000

800社
（H31年
度）

0.30

0.40

係
長

職
員

Ｈ28年
度中

に開設

平成23年度
(38.7％)の水
準より減少
(H29年度)

人

順調

ダイバーシティ行
動宣言等登録・届
出企業（累計）

―

―

―

男女共同参画社会
という言葉の認知
度

―

―

単年度目標
なし

―

70%
（H31年

度)

16,250

4,050

―

人

人

人

人

0.60

0.50

　引き続き、女性活躍に取組
む企業への支援や、女性管理
職のスキルアップや企業横断
的なネットワーク化に取組む
ほか、女性が創業しやすい環
境づくりに取組む。

　事業計画に基づき男女共同
参画社会の形成の推進に向け
たイベントや講座の開催、就
業・キャリアアップ支援、相
談などの事業を実施する。
　講座等の実施に当っては、
より多くの参加に結びつくよ
う、内容等の見直しや、広
報・周知方法の工夫を行う。

順調

　引き続き、女性の職業生活
の拠点となるよう「ウーマン
ワークカフェ北九州」を運営
し、就業支援等の充実を図
る。

順調

女性の就業率（25
～44歳）

―

―

80%
(H30年
度)

―
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財政局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

目
標

実
績

3,715 件 4,068 件 件 件

達
成
率

439.1 ％ 109.5 ％ ％ ％

目
標

実
績

約5,960
万
円

約7,700
万
円

万
円

万
円

達
成
率

322.2 ％ 129.2 ％ ％ ％

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

増額

―

成果の
方向性

継続

―

H28年度

30,000

―

― ―

― ―

― ―

H28年度 H29年度

前年度比増 前年度比増

前年度比増 前年度比増
前年度

（約1,850万円）
比増

―

―

寄附金額

H29年度

順調

――

― ―

財産
活用
推進
課

【施策の内容】
各局への未利用公共施
設の情報提供や有効活
用を調整する。

2

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

約450万円
（H24年
度）

―

―

Ⅳ-4-
(2)-② 
北九州を
応援する
人のネッ
トワーク
による情
報発信

―― ―

Ⅴ-3-
(2)-②
公共施設
の転活用
などの検
討

【施策評価のみ】
未利用公共施設
の有効活用

人0.20
職
員

―

前年度比増

34,500

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

人件費（目安）

H26年度

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H27年度

人0.05

人

寄附件数

係
長

課
長

前年度比増

2,115

前年度
（846件）

比増

No.

1

　「ふるさと北九州市
応援寄附金」について
ＰＲし、寄附件数及び
寄附金額の増加を図
る。
　また、寄附金の使い
道を寄附者が選択でき
る仕組みと一定額以上
の寄附者に対する地元
特産品等の贈呈を通
じ、本市の魅力を全国
に発信する。

税制
課

ふるさと寄附金
促進事業

― ― 順調

　今後も引き続き、未利用の
公共施設の転活用可能なもの
については、有効活用を図れ
るように取り組むとともに、
公共施設マネジメントとも連
動した有効活用に積極的に取
り組む。

46件
（H24年
度）

―

0.01

　寄附者への返礼品贈呈を引
き続き実施するとともに、本
市の魅力を高められるよう、
メニューを一部更新する。

順調

　今後も引き続き、魅力的な
返礼品の工夫や効果的なＰＲ
手法などを検討して寄附実績
の増加に向け、取り組む。

H27年度 H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

目
標

1,000 団
体

1,000 団
体

1,200 団
体

1,200 団
体

実
績

1,263 団
体

1,316 団
体

団
体

団
体

達
成
率

126.3 ％ 131.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

70,000 人 70,000 人 80,000 人 80,000 人

実
績

85,977 人 88,072 人 人 人

達
成
率

122.8 ％ 125.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

22,000 人 22,000 人 22,000 人 22,000 人
課
長

0.50 人

実
績

26,564 人 23,436 人 人 人
係
長

0.50 人

達
成
率

120.7 ％ 106.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.25 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.80 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.80 人

家庭教育学級や子育てサ
ポーターなどの活動を通じ
て、保護者の不安を軽減す
るため、関係機関や関係部
局と連携しながら、情報提
供、啓発活動を行い、保護
者が家庭教育について学ぶ
機会の充実、子どもの基本
的生活習慣定着への理解を
促すための情報提供、啓発
活動を進める。
それぞれの地域の特色を生
かし、家庭・地域・学校が
連携して、子どもたちに
様々な体験活動や世代間交
流の機会を提供し、地域ぐ
るみで子どもを見守り育て
る意識を高め、地域全体で
子どもの健全育成に取り組
む機運を醸成する。

生涯
学習
課

家庭・地域・学
校パートナー
シップ事業

3

Ⅰ-1-
(3)-② 
家庭教育
支援の充
実

継続 9,4739,358 9,150

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度

1,857

19,125

9,358

維持

H27年度

順調

事業費
の増減

　家庭教育支援の充実が図れ
る「家庭教育学級」の開催や
「子育てサポーター」の活躍
の場を設ける事業を展開す
る。

順調

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度

維持

維持

成果の
方向性

継続

継続

H29年度

小:98％
中:97％

小:99％
中:99％

H28年度

小:98％
中:97％

小:99％
中:99％

継続

小：94.8％
中：95.2％

小：92.9％
中：91.6％

小:100％
中:100％

（H30年度）

小:97％
中:95％

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

1,116団体
（H24年
度）

1,200団体
以上

（毎年度）

北九州市ゆかりの文学
者の業績を企画展等で
紹介するとともに、本
市の文芸の振興に功績
のあった文学者を市内
外に発信する。

小：92.9％
中：91.6％

小：94.8％
中：95.2％

小：97.7％
中：98.4％

小：95.0％
中：93.0％

小：92.0％
中：90.5％

78,290人
（H24年
度）

小：92.0％
中：90.5％

博物館セカンド
スクール事業

博物館を第二の学校と
位置づけ、修学旅行・
社会見学など学校教育
の一環として、子ども
たちの博物館利用の促
進を図るものである。

1

2

朝食を毎日「食べ
ている」「どちら
かといえば食べて
いる」と回答した
児童生徒の割合

小：95.0％
中：93.0％

22,000人
（H29年
度）

学校団体誘致数

学校関係入館者数

10,741人
（H23年
度）

朝食を毎日「食べ
ている」「どちら
かといえば食べて
いる」と回答した
児童生徒の割合

小：
93.0％
中：
91.9％
（H25年
度）

文学
館

1,857

課
長

80,000人
以上
（毎年
度）

企画展の入館者数
(単位：人）

16,075
係
長

施策番号
・施策名

No.

自然
史・
歴史
博物
館普
及課

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

文学館普及研究
費

Ⅰ-1-
(2)-⑤ 
子どもの
特性を伸
ばす教育
の充実

1.40
職
員

18,624

9,150

12,625

0.05

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

順調

　引き続き企画展や文学館の
PRを行うなど、市民が文学に
接する機会の提供に努め、入
館者数の増加に繋げる。

人

　引き続き修学旅行や社会見
学の誘致活動を行うととも
に、当館の魅力を積極的にＰ
Ｒし、更なる来館者増を目指
す。

0.50 順調

人

人

順調

　子どもの特性を伸ばす教育
の充実に資する事業を進めて
おり、引き続き事業に取り組
んでいく。

小：97.7％
中：98.4％

小：93.0％
中：91.9％
（H25年度）

小:97％
中:95％

小:100％
中:100％
（H30年
度）

　「家庭教育学級」は、今後
も、より多くの保護者の参加
を目指した学級を開催すると
ともに、幼児期の保護者への
啓発を継続して行う。
　「子育てサポーター」にお
いては、子育てサポーターが
活躍できる講座を市民セン
ターで開講するなど、今後も
関係課と協議し、子育てサ
ポーターの活用策について具
体化を目指す。

Ⅰ-1-
(3)-③ 
地域全体
が教育を
支える社
会の実現

維持9,473

家庭教育学級や子育てサ
ポーターなどの活動を通じ
て、保護者の不安を軽減す
るため、関係機関や関係部
局と連携しながら、情報提
供、啓発活動を行い、保護
者が家庭教育について学ぶ
機会の充実、子どもの基本
的生活習慣定着への理解を
促すための情報提供、啓発
活動を進める。
それぞれの地域の特色を生
かし、家庭・地域・学校が
連携して、子どもたちに
様々な体験活動や世代間交
流の機会を提供し、地域ぐ
るみで子どもを見守り育て
る意識を高め、地域全体で
子どもの健全育成に取り組
む機運を醸成する。

生涯
学習
課

家庭・地域・学
校パートナー
シップ事業

4

　地域全体が教育を支える社
会の実現に資する「家庭教育
学級」の開催や「子育てサ
ポーター」の活躍の場を設け
る事業を展開する。

順調

　「家庭教育学級」は、今後
も、より多くの保護者の参加
を目指した学級を開催すると
ともに、幼児期の保護者への
啓発を継続して行う。
「子育てサポーター」におい
ては、子育てサポーターが活
躍できる講座を市民センター
で開講するなど、今後も関係
課と協議し、子育てサポー
ターの活用策について具体化
を目指す。

順調
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度 H27年度
事業費
の増減

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
成果の
方向性

H29年度H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

目
標

104,700 人 106,000 人 100,000 人 100,000 人

実
績

99,667 人 96,182 人 人 人

達
成
率

95.2 ％ 90.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

90 ％ 90 ％ 90 ％ 90 ％

実
績

88 ％ 83 ％ ％ ％

達
成
率

97.7 ％ 92.2 ％ ％ 0.0 ％

目
標

100 % 100 % 65 % 70 %
課
長

0.10 人

実
績

64.6 % 64.3 ％ % ％
係
長

0.10 人

達
成
率

64.6 ％ 64.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.20 人

維持

維持10,948 10,705継続
生涯学習推進
コーディネー
ター配置事業

3,650

85％
（H32年
度）

Ⅰ-3-
(1)-① 
多様な学
習機会や
学習情
報、学び
の場の提
供

生涯学習活動促
進事業

生涯
学習
課

生涯学習の推進ならび
に市民センター等の活
性化を図るため、学習
機会や人材等、地域に
関する様々な情報の収
集や提供を行う生涯学
習コーディネーター
を、全市民センターに
配置する。

6

5

職
員

0.20 人

　生涯学習推進コーディネー
ターの配置の意義、効果に加
え、人材の見つけ方などを社
会教育主事等が助言しなが
ら、全館配置に向け取り組む
とともに、配置されたコー
ディネーターが定着するよう
研修等を通じて活動しやすい
環境を整える。また、平成29
年度生涯学習推進コーディ
ネーターの推薦依頼時には、
コミュニティ支援課長会議で
制度への理解や必要性を説明
し、市民センターへの周知徹
底を強化を行う。

順調

人
課
長

人

順調

0.50

100,000人
（H29年
度）

15,329 6,900

やや
遅れ

　地理的な理由から市民セン
ターを利用しにくい住民に学
習機会を提供するため、サブ
センターでも講座を実施する
とともに、引き続き、地域課
題解決に向けた講座を実施す
るなど多様な学習機会を提供
していく。また、地域デ
ビュー支援事業については、
前年度に実施した市民セン
ターが取組みの成果を出して
人材育成につなげることがで
きるよう、効果測定を検討す
る。

0.10

継続 15,463

生涯学習市民講座
参加者数

生涯学習活動に関
する満足度

96.3%
（H25年
度）

93,589人
（H25年
度）

生涯
学習
課

各市民センター等で、
地域課題や現代的課題
等の解決を目指す講
座、心と体の健康づく
りを目指す講座など幅
広い分野にわたる講座
を実施する。また、生
涯学習市民講座等の手
法を活用して意見交換
の場を設け、これまで
市民センターをあまり
利用していなかった地
域住民等に参加を呼び
かけて意見交換、情報
交換を行い、地域活動
や市民センター事業、
学校支援事業等への参
加を促すほか、地域課
題解決のための学習会
を行う地域デビュー支
援事業を実施する。

係
長

56.2%
（H25年
度）

生涯学習推進コー
ディネーターの配
置割合

90％以上
（H32年
度） 　地域と市民センターをつな

ぐ生涯学習推進コーディネー
ターを活用して、市民セン
ター等で様々な学習機会を提
供していく。
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度 H27年度
事業費
の増減

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
成果の
方向性

H29年度H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

目
標

720 人 750 人 1,380 人 1,410 人

実
績

769 人 693 人 人 人

達
成
率

106.8 ％ 92.4 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

90 ％ 90 ％ 95 ％ 95 ％

実
績

98 ％ 98 ％ ％ ％

達
成
率

108.9 ％ 108.9 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

104,700 人 106,000 人 100,000 人 100,000 人

実
績

99,667 人 96,182 人 人 人

達
成
率

95.2 ％ 90.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

90 ％ 90 ％ 90 ％ 90 ％

実
績

88 ％ 83 ％ ％ ％

達
成
率

97.7 ％ 92.2 ％ ％ 0.0 ％

目
標

54 %
課
長

0.10 人

実
績

講
座

人
係
長

0.20 人

達
成
率

###### ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

45
法
人

60
法
人

75
法
人

90
法
人

実
績

47
法
人

60
法
人

法
人

法
人

達
成
率

104.4 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

23,000 人 23,500 人 24,000 人 24,500 人

実
績

23,127 人 23,623 人 人 人

達
成
率

100.6 ％ 100.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

市民
活動
推進
課

生涯
学習
課

各市民センター等で、地
域課題や現代的課題等の
解決を目指す講座、心と
体の健康づくりを目指す
講座など幅広い分野にわ
たる講座を実施する。ま
た、生涯学習市民講座等
の手法を活用して意見交
換の場を設け、これまで
市民センターをあまり利
用していなかった地域住
民等に参加を呼びかけて
意見交換、情報交換を行
い、地域活動や市民セン
ター事業、学校支援事業
等への参加を促すほか、
地域課題解決のための学
習会を行う地域デビュー
支援事業を実施する。

市民活動の促進に加
え、ＮＰＯと行政の協
働を推進するため、活
動や協働等に関する相
談・助言、情報提供、
研修・啓発等を実施す
る。

15,329

維持

―

20,420

5,742

1,000

90％以上
（H32年
度）

継続

24,500人
(H29年度)

Ⅰ-3-
(2)-② 
地域を支
えるボラ
ンティア
の育成

職
員

人

0.10

係
長

0.20

課
長

人

人8
生涯学習活動促
進事業

ＮＰＯ・市民活
動促進事業

100,000人
（H29年
度）

5,668

生涯学習活動に関
する満足度

93,589人
（H25年
度）

96.3%
（H25年
度）

生涯学習市民講座
参加者数

受講者数
(H28年度から八幡
西生涯学習総合セ
ンター実施分も含
む）

受講者の満足度

0.50

維持

継続

継続 15,463 6,900

係
長21,850

95％
（毎年
度）

90％
（H25年
度） 人

課
長

1.10

維持 0.90

0.40

7
北九州市民カ
レッジ事業

　多様化する学習ニーズや課
題を的確に把握するととも
に、高等教育機関等との連携
を更に進めていく。

順調人

対前年度
30人増

人

管理
運営
課

市民に高度で専門的か
つ多様な学習機会を提
供し、自己実現の促進
および、生涯学習社会
を担う人材の育成を図
るための事業。
北九州市民カレッジの
講座は、生涯学習総合
センター主催コース
（まちづくり・人材育
成系、総合・教養系の
２コース）と高等教育
機関提携コースを前
期・後期の２期で実
施。

新規設立ＮＰＯ法
人数（累計）

順調係
長

職
員

20,700

690人
（H25年
度）

0.30

0.60

課
長

職
員

20,137

1.50

　市民活動の裾野を広げるた
め、市民に対し活動のきっか
けづくりとなるセミナー、講
演会等を引き続き開催すると
ともに、地域に支えられるＮ
ＰＯを育成するため、研修等
の充実を図る。

人

順調10

　学んだ成果を活かしたい人
はいるが、学習者や活動者と
地域との顔つなぎができてい
ない。地域をリードする人材
育成についても、各人材に求
められる資質・能力が明確に
されていないため、研修体系
が整備されておらず、効果的
な研修が行われていない。
　そのため、学んだ成果を地
域に活かすセミナー及び交流
会を開催し、地域との顔つな
ぎを行う。また、人材育成の
ための研修を充実させる。

　今後も生涯学習を通して地
域活動をリードする人材の育
成を図る。

　地理的な理由から市民セン
ターを利用しにくい住民に学
習機会を提供するため、サブ
センターでも講座を実施する
とともに、引き続き、地域課
題解決に向けた講座を実施す
るなど多様な学習機会を提供
していく。また、地域デ
ビュー支援事業については、
前年度に実施した市民セン
ターが取組みの成果を出して
人材育成につなげることがで
きるよう、効果測定を検討す
る。

―

順調

18,362人
(H20年度)

「地域活動をリー
ドする人材やボラ
ンティア活動に取
組む人材が増加し
ていると感じる」
に肯定的な回答を
した割合

60%以上
（H32年
度）

サポートセンター
利用者数

90法人
(H29年
度)

18法人
（H24年

度)

Ⅰ-3-
(2)-① 
地域活動
をリード
する人材
の育成

5,4009 ―

＜新＞
地域課題解決の
ための人材活用
支援事業

生涯
学習
課

地域が主体的に地域課
題を解決することがで
きるよう、地域人材の
発掘～育成～活用まで
を体系的に支援し、地
域力アップにつなげる
仕組みをつくる。学習
者等と地域活動を行う
団体との「お見合い
会」を開催する「人材
マッチングモデル事
業」や「地域活動を
リードする人材育成事
業」を実施する。

37.6%
（H27年
度）

―

　市民活動の裾野を広げるた
め、活動のきっかけづくりと
なるセミナー等を引き続き開
催するとともに、ＮＰＯ育成
のために研修を充実させる。

順調

人

人
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度 H27年度
事業費
の増減

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
成果の
方向性

H29年度H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

目
標

90 ％ 90 ％ 90 ％ 90 ％

実
績

92.4 ％ 93.1 ％ ％ ％

達
成
率

102.7 ％ 103.4 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

90 ％ 90 ％ 90 ％ 90 ％

実
績

91.5 ％ 96.3 ％ ％ ％

達
成
率

101.7 ％ 107.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

12,000 人 14,000 人 16,000 人

実
績

14,170 人 件 件

達
成
率

118.1 ％

目
標

実
績

73.7 ％ ％ ％

達
成
率

101.0 ％ ％ ％

目
標

50 校 75 校 80 校

実
績

56 校 校 校

達
成
率

112.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

実
績

105 件 件 件

達
成
率

目
標

課
長

0.10 人

実
績

22 ％ ％ ％
係
長

0.35 人

達
成
率

― ％ ％ ％
職
員

1.50 人

92％
(H23年
度）

消費生活センター
の認知度

消費
生活
セン
ター

悪質化・巧妙化する消
費者被害を未然に防止
するため、法律相談会
や消費者啓発・教育講
座等、消費者自身が危
機回避や被害にあった
場合の適切な対処法を
身に付けるための各種
事業を実施するなど、
啓発の推進や支援を行
う。

20,310

減額

減額

　引き続き出前講座等による
啓発活動を実施するととも
に、市主催のイベントや事業
等を活用し集中的に注意喚起
を行う。あわせて「地域のお
世話役」として活躍できる賢
い消費者の育成を図り、市民
の消費生活の安定と向上を図
る。

順調順調

Ⅱ-1-
(1)-② 
市民の消
費生活の
安定と向
上

29,086

15,635

2,000

人

人

継続前年度比増
（毎年度）

前年件数
（106件）

減

前年件数
（105件）

減
前年件数減

前年度
（73.7％)

比増

25％以上
（28年度）

前年度比増

継続

継続

件数減
（毎年度）

90％以上
（毎年
度）

継続

35校
（H25年
度）

14,170人
（H27年
度）

警察、関係団体等と連
携し、市民等の防犯意
識の向上や自主防犯活
動の活発化、安全・安
心な環境の整備などに
取り組み、日本トップ
クラスの安全・安心な
まちづくりを推進す
る。

安
全・
安心
推進
課

消費生活センター
等に相談又は相談
を勧める市民の割
合

人

21,640

125校
(H31年
度)

維持 15,900

0.35

人

人

順調

順調

順調

　市民が気軽に相談できる体
制を整えることで、より効果
的な運用を図る。

　引き続き、地域安全マップ
づくりや、犯罪被害防止教室
等を通して、子どもと女性の
防犯意識の向上を図る。

　地域防犯活動の次世代の担
い手の育成や、自主防犯活動
を市内外に情報発信すること
で、活動者の拡大やモチベー
ションの高揚を図る。さら
に、市外から転入した大学生
等に、本市の安全・安心の取
り組みや成果を学習・体験し
てもらい、その体験談や防犯
知識等を、若者の視点で、情
報発信してもらうことで、本
市の体感治安や安全な都市イ
メージの向上を図る。

人

1.50

―

市民が感じる治安
状況（体感治安）

77％
(H25年
度)

104件
(H25年)

性犯罪認知件数

Ⅱ-1-
(3)-①
「北九州
市安全・
安心条
例」の制
定と安
全・安心
に関わる
施策の推
進

消費者啓発の推
進

11

子どもと女性の犯罪被
害を防止するため、子
ども自身や子どもを見
守る保護者、女性を対
象とした安全セミナー
等を開催し、防犯意識
や知識の向上を図る。

人

1件減

職
員

市民生活の身近な安
全・安心に関する相談
を受付ける「安全・安
心総合相談ダイヤル」
を円滑に運用し、市民
の相談機会の充実と不
安感解消を図る。

0.10

0.60

8,075

係
長

課
長

職
員

1,900

課
長

1.50
職
員

0.10

維持

90％以上
（毎年
度）

25,081

0.35
係
長

90%
(H31年
度)

15,663

20,000人
以上

(H31年度)

前年度比
増

前年度
（73％)
比増

防犯パトロール活
動への参加者数

0.30

0.05

課
長

15,900

15,900

係
長

人

人

14

子どもと女性の
「防犯力アッ
プ」事業

安全・安心総合
相談ダイヤル事
業

13

安
全・
安心
相談
セン
ター

安
全・
安心
推進
課

12

日本トップクラ
スの安全・安心
なまちづくり関
連事業

　これまで取り組んできた出
前講座等による啓発活動に加
え、高齢者を中心に被害が増
加しているニセ電話詐欺の未
然防止のため、市主催のイベ
ントや事業等を活用し、集中
的に注意喚起を行う。あわせ
て「地域のお世話役」として
活躍できる賢い消費者の育成
を図り、地域での見守りの輪
を広げる。

　引き続き、安全・安心に関
わる様々な施策を実施すると
ともに、地域防犯活動の次世
代の担い手の育成、活動者の
拡大やモチベーションの高
揚、安全安心に関する情報発
信などに取り組む。

順調

22％
(平成27
年）

「安全セミナー」
「地域安全マップ
づくり」延べ実施
校

安全・安心総合相
談ダイヤルの認知
度

91.5％
(H26年
度）
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度 H27年度
事業費
の増減

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
成果の
方向性

H29年度H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

目
標

実
績

4,973 件 3,706 件 件 件

達
成

率

目
標

実
績

73 ％ 73.7 ％ ％ ％

達
成

率 95.0 ％ 101.0 ％ ％ ％

目
標

実
績

11,267 件 9,682 件 件 件

達
成

率 1,105件 減 1,585 減 減 減

目
標

73 ％ 73 ％

実
績

73 ％ 73.7 ％ ％ ％

達
成

率 95.0 ％ 101.0 ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

73 ％ 73 ％

実
績

73 ％ 73.7 ％ ％ ％

達
成
率

95.0 ％ 101.0 ％ ％ ％

目
標

実
績

9,682 件 件 件

達
成

率 1,585 減 減 減

目
標

73 ％ 73 ％

実
績

73.7 ％ ％ ％

達
成

率 101.0 ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

　引き続き、夜間の通学路の
明るい環境づくりを推進す
る。

係
長

　安全で安心なまちづくりの
ため、ソフト面では市民や警
察、関係団体との連携し、
ハード面では防犯灯や防犯カ
メラの設置や維持管理等を進
める。

順調

平成27年
比減

前年比減

21,94020,00019
通学路防犯灯拡
充事業

安
全・
安心
都市
整備
課

通学路において、子ど
もはもとより、女性や
高齢者など誰もが安全
で安心して歩ける環境
づくりにつなげるた
め、防犯灯（LED灯）
の補助制度の拡充や市
による防犯灯の設置な
ど、通学路の安全確保
に取り組む。

維持

33,346

減額

維持

Ⅱ-1-
(3)-② 
防犯活動
の強化

25,000

人

0.04

増額

継続

―

平成31年度
90%

前年比減

平成31年度
90%

継続

刑法犯認知件数

順調0.17

課
長

3,435

職
員

0.17

　引き続き、地域や事業者の
防犯カメラ設置や管理を推進
する。

人

人

―

人

3,435

人

0.17

0.04

0.17
職
員

前年比減
（毎年）

前年度
（73％)比

増
前年度比増

課
長

係
長

継続 169,822

前年比減

前年度
（73.7％)

比増

前年比減

平成31年度
8,000件

前年
（3,706件）

比減
前年比減

33,630

職
員

15,900維持

課
長

　主要幹線道路や小倉北区、
八幡西区の繁華街に既に設置
している防犯カメラの適正な
運用を引き続き実施する。

　引き続き、地域と市が連携
し、防犯灯の設置や管理を推
進する。また、維持管理費用
の低減を図るため、LED化を
推進し、地域への補助等を実
施しながら明るく安全なまち
づくりを推進する。

人

順調0.35

0.04

　これまでの地域防犯対策事
業に加え、市民・警察・関係
団体等と連携し、防犯意識の
向上と自主防犯活動の一層の
促進を図り、安全で安心なま
ちづくりを目指す。

順調

順調

課
長

係
長

人

職
員

1.50

人

0.04

0.17

係
長

前年度比増

前年
（4,973件）

比減

77％
(平成25
年）

1,267件減239件減

5,212件
（233件減）
(平成25年

度）

前年
（5,212件）

比減

73.7%
（平成27

年）

22,750

平成31年度
8,000件

職
員

154,797

73%
（平成
26年）

前年
（1,073件）

比減

114件増

3,435

平成31年度
90%

前年比減

9,682件
（平成27

年）

平成31年度
8,000件

45,711

前年比増

市民が感じる治安
状況
（体感治安）

平成27年
比増

市民が感じる治安
状況
（体感治安）

刑法犯認知件数

刑法犯認知件数

人

前年
(11,267件)

比減

人

平成31年度
90%

73%
（平成
26年）

街頭犯罪件数

0.17

3,435

課
長

0.17

人

人

0.10

人

前年比減

166件減
（13%減）

前年
（1,239件）

比減

―

繁華街における犯
罪発生件数

前年
(11,267件)

比減

前年比減

係
長

11％増

45,711継続

平成31年度
90%

前年比減

安
全・
安心
都市
整備
課

暴力団犯罪をはじめ街
頭犯罪を抑止し、市民
生活等の安全・安心を
確保するため、人が多
く集まる繁華街や幹線
道路に既に設置してい
る防犯カメラの適正な
維持管理、運用を行
う。

安
全・
安心
都市
整備
課

15

安
全・
安心
都市
整備
課

17 人0.17

北九州市安全・安心条例で
は、「市民等は安全・安心
に関する意識を自ら高め、
行動すること」「市及び市
民等は相互に連携を深め、
防犯活動を協力して推進す
ること」と定められてい
る。この事業では、市民の
防犯意識を高め、地域住民
の自主防犯活動を促進し、
安全・安心を実感できるま
ちの実現を図る。

18
防犯カメラ設置
補助事業

安
全・
安心
推進
課

地域防犯対策事
業

安全・安心条例の施行
を機に、地域団体や事
業者が犯罪抑止を目的
として公共空間を撮影
する防犯カメラを設置
する際の経費の一部を
補助することで、安
全・安心な環境の構築
に向けたさらなる取り
組みを推進する。

夜間における犯罪の発生を
未然に防止し、公衆の通行
の安全を図るため地域と市
が協力しながら、防犯灯を
設置。
防犯灯の設置にあたって
は、LED防犯灯の設置促進
を図り、町内会等の地域の
防犯灯の設置のため費用の
一部を助成し、明るく安心
して生活できるまちづくり
を推進。

16

防犯カメラ事業

防犯灯設置事業

前年度
（77％）
比増

人

小倉中央小学校区
785件

(前年比161件減
17％減)

黒崎中央小学校区
288件

(前年比5件減
1％減)

計　1073件
(前年比166件減

13％減)

前年度
（77％）

比増

前年
(12,372件)

比減

11,267件
（平成26年）

11,267件
（平成26

年）

市民が感じる治安
状況
（体感治安）

市民が感じる治安
状況
（体感治安）

市民が感じる治安
状況
（体感治安）

前年比増

前年比増

前年比増

73%
（平成
26年）
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度 H27年度
事業費
の増減

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
成果の
方向性

H29年度H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

目
標

実
績

68 ％ 70 ％ ％ ％

達
成
率

142.0 ％ 103.0 ％ ％ ％

目
標

実
績

73.4 ％ ％ ％

達
成
率

131.5 ％ ％ ％

目
標

実
績

68 ％ 70 ％ ％ ％

達
成
率

142.0 ％ 103.0 ％ ％ ％

目
標

実
績

73.4 ％ ％ ％

達
成
率

131.5 ％ ％ ％

目
標

実
績

8,325 件 8,075 件 件 件

達
成
率

目
標

実
績

23 人 23 人 人 人

達
成
率

目
標

実
績

8,325 件 8,075 件 件 件

達
成
率

624件 減 250件 減 減 減

目
標

実
績

972 件 850 件 件 件

達
成
率

97件 減 122件 減 減 減

目
標

課
長

0.10 人

実
績

972 件 850 件 件 件
係
長

0.20 人

達
成
率

97件 減 122件 減 減 減 職
員

0.30 人

9,800

維持

0.20

人

人

5,440 7,802

26,865

0.10

職
員

0.10

その他

2,000 2,000

27,573

増額

継続

継続

継続

継続

前年比減

前年度比増

前年
（8,075件）

比減

前年
（8,075件）

比減

5,400

75％以上

自転車関連事故の
発生件数（警察統
計のため暦年でカ
ウント）

順調

順調

72％以上

維持

職
員

課
長

前年
（850件）

比減
前年比減

平成32年度
までに
7,300件
以下

前年
（23人）
比減

前年
（972件）

比減

972件
（H26
年）

前年
（1,069件）

比減

係
長前年

（850件）
比減

前年比減

3,65027,573
大変
順調

0.20

人0.40

　引き続き、交通安全での教
育や広報啓発などを実施し、
交通事故防止を図る。

順調

人

0.30

0.20

0.60

課
長

順調係
長12,850

課
長

　警察・行政・市民とが連
携・協力して、安全・安心な
まちづくりを促進する環境を
整えるとともに、市民意識の
高揚を図る。また、市民の不
安感の払拭に向けて、引き続
き暴追活動を行う。

　市民が気軽に相談できる体
制を整えることで、より効果
的な運用を図る。

0.30

0.70

10,920

前年比減
（毎年）

平成32年度
までに
7,300件
以下

624件減

前年
（8,949件）

比減

8,325件
（H26
年)

前年比減

第９次北九州市交通安
全計画に基づき、重点
項目について啓発を実
施。
生涯にわたる交通安全
教育及び効果的な広報
啓発活動により、市民
に広く交通安全思想を
普及し、交通事故防止
を図るもの。

前年
（8,325件）

比減

±0人

23人
（H26
年）

交通事故死亡者数
（警察統計のため
暦年でカウント）

前年比減
（毎年）

交通事故の発生件
数（警察統計のた
め暦年でカウン
ト）

972件
（H26
年）

前年比減
前年

（8,325件）
比減

前年
（1,069件）

比減

前年
（972件）

比減自転車関連事故の
発生件数（警察統
計のため暦年でカ
ウント）

＋１人

企業における暴力
団排除条項の規定
割合

安
全・
安心
都市
整備
課

前年度比増

前年度比増
（毎年度）

16,273

75％以上
（29年度）

継続

前年度比増

48％
(平成25
年）

暴追対策に対して
評価した市民の割
合

55.8％
(平成25
年）

前年度比増

前年度
（55.8％）

比増

平成32年度
までに
19人以下

55.8％
(平成25
年）

前年度
（55.8％）

比増

前年
（23人）
比減

人

人

人

4,300

人
職
員

係
長

人

27,238

職
員

人

0.20

人

0.00

維持

人

前年
（8,949件）

比減

北九州市立交通安全セ
ンターを管理するとと
もに、交通安全教室等
を開催し、自転車の安
全運転や、交通ルー
ル・マナーの徹底を図
る。

暴追対策に対して
評価した市民の割
合安

全・
安心
相談
セン
ター

安
全・
安心
相談
セン
ター

民事介入暴力相
談事業

暴力追放の推進

交通安全推進事
業

23

　引き続き、交通公園での交
通安全教室などで、自転車の
安全運転を促進し、交通事故
防止を図る。

課
長

交通安全セン
ター管理運営

22

20

21

前年度比増

交通事故の発生件
数（警察統計のた
め暦年でカウン
ト）

72％以上

Ⅱ-1-
(3)-③ 
暴力団追
放運動の
推進

市民生活への暴力団等
の介入を排除し、安
全・安心なまちづくり
を図るため、民事介入
暴力相談を実施。

社会全体で暴力団を排
除する取り組みを推進
するため、事業者・市
民の暴排意識を高める
市民暴力追放総決起大
会や暴力追放強調月間
による集中的な啓発活
動などを実施し、官民
一体となって取り組
む。

企業における暴力
団排除条項の規定
割合

250件減

75％以上
（29年度）

8,325件
（H26
年）

前年度比増

48％
(平成25
年）

75％以上

前年度比増
（毎年度）

前年
（22人）
比減

係
長

　警察や市民との連携した安
全で安心なまちづくりを促進
するとともに、市民意識の高
揚を図る。また、市民が気軽
に相談できる体制を実施す
る。

Ⅱ-1-
(3)-④ 
交通安全
の推進

自転車のルール・マ
ナーアップを推進する
ため、自転車交通ルー
ル検定の実施など自転
車安全教育や啓発の更
なる推進とともに、万
が一に備えた自転車保
険の加入促進に取り組
む。

安
全・
安心
都市
整備
課

「自転車マナー
アップ北九州」
推進事業

24

安
全・
安心
都市
整備
課

　市民の交通安全に繋がるよ
う、啓発活動や交通安全教室
を開催する。また、自転車の
安全利用を推進する。

順調

　引き続き、自転車交通ルー
ル検定の実施などにより、自
転車の安全利用を推進し、自
転車関連事故の防止を図る。
また、自転車保険の加入促進
なども取り組む。

大変
順調
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度 H27年度
事業費
の増減

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
成果の
方向性

H29年度H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

目
標

実
績

4,973 件 3,706 件 件 件

達
成
率

目
標

実
績

73 ％ 73.7 ％ ％ ％

達
成
率

95.0 ％ 101.0 ％ ％ ％

目
標

4,000 人 4,000 人 4,000 人 4,000 人 課
長

0.03 人

実
績

3,986 人 3,972 人 人 人 係
長

0.05 人

達
成
率

99.7 ％ 99.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％ 職
員

0.05 人

目
標

実
績

87
団
体

％ ％

達
成
率

5団体 増
％増

％減
％減

目
標

実
績

小倉
0.17
黒崎
0.24

％

小倉
0.10
黒崎
0.20

％ ％ ％

達
成
率

小倉
0

黒崎
0.02

％
減

小倉
0.07
黒崎
0.04

％
減

％
増

％
減

％
減

目
標

実
績

87
団
体

％ ％

達
成
率

5団体 増

％
増

％
減

％
減

目
標

実
績

小倉
0.17
黒崎
0.24

％

小倉
0.10
黒崎
0.20

％ ％ ％

達
成
率

小倉
0

黒崎
0.02

％
減

小倉
0.07
黒崎
0.04

％
減

％増

％減
％減

継続

維持

1,420

2,000

29,492

2,000

29,492

維持

前年度比
増

継続

継続

前年度以下

前年度
（73.7％)

比増

前年
（3,706件）

比減

3,647人
（H22年
度）

前年比減

小倉
0.17%
黒崎
0.24%
（H26年
度）

前年度(小
倉0.17%、
黒崎0.26%)

比減

継続

前年度以下

前年度
(82団体）

比増

前年度(87
団体）比増

前年度比増

前年度(小
倉0.10%、
黒崎0.20%)

以下

職
員

順調

0.10

職
員

課
長

維持

維持

係
長

課
長

4,400

課
長

15,900

前年度以下
（毎年）

33,630

平成31年度
90%

1,267件減239件減

82団体
（H26年
度）

街頭犯罪件数

77％
(平成25
年）

前年度(小
倉0.10%、
黒崎0.20%)

以下

前年度(87
団体）比増

0.35

1,220

順調

0.10

順調

　引き続き、平和の尊さへの
理解の促進を図るため、既存
資料を活用し、より分かりや
すい展示の充実を図るととも
に、広報活動により一層力を
入れ、入場者数の増加につな
げる。

6,150

職
員

係
長

係
長

順調

　引き続き、条例や基本計画
に基づいた事業に取り組んで
いく。

人 順調

順調

　市民等に分かりやすく、安
全な路面標示の設置に取り組
む。

人

人0.10

0.10

0.20

1.50 人

人

0.30

0.40 人

人

33,346

前年度比増
（毎年）

前年度(小
倉0.17%、
黒崎0.24%)

比減

迷惑行為防止重点地区
内の路面標示等サイン
整備の充実を図ること
で、円滑な巡視活動や
広報・周知の取り組み
強化につなげ、市民の
モラル・マナーアップ
を推進する。 路上喫煙率（歩行

者に占める喫煙者
の割合）

安
全・
安心
都市
整備
課

迷惑行為防止に係
る地域活動団体の
増加

路上喫煙率（歩行
者に占める喫煙者
の割合）

小倉
0.17%
黒崎
0.24%
（H26年
度）

条例や基本計画に基づ
き下記事業に取り組
む。
・小倉・黒崎地区（迷
惑行為防止重点地区）
での巡視活動（過料の
適用）
・地域が実施する迷惑
行為防止活動に対する
支援
・小学生を対象とした
モラル・マナーアップ
教育
・モラル・マナーアッ
プに関する広報啓発

82団体
（H26年
度）

迷惑行為防止に係
る地域活動団体の
増加

前年度(小
倉0.17%、
黒崎0.24%)

比減

前年度比増

4,000人
（平成
29年
度）

前年度(小
倉0.17%、
黒崎0.26%)

比減

前年度
(82団体）

比増

前年度以下
（毎年）

前年度比増
（毎年）

前年度比増

5,212件
（233件減）
(平成25年

度）

Ⅱ-3-
(4)-① 
平和の尊
さへの理
解の促進

戦時資料展示
コーナー管理運
営事業

北九州市安全・安心条
例では、「市民等は安
全・安心に関する意識
を自ら高め、行動する
こと」「市及び市民等
は相互に連携を深め、
防犯活動を協力して推
進すること」と定めら
れている。この事業で
は、市民の防犯意識を
高め、地域住民の自主
防犯活動を促進し、安
全・安心を実感できる
まちの実現を図る。

1,453

前年度
（73％)
比増

地域
振興
課

本事業は、市民からご
寄贈いただいた戦時下
の資料を保管、展示す
ることにより、北九州
市立埋蔵文化財セン
ター内に開設した戦時
資料展示コーナーにお
いて、戦争がもたらし
た惨禍と平和の尊さを
多くの市民に理解して
いただく。

安
全・
安心
推進
課

前年比減

前年
（4,973件）

比減

Ⅲ-1-
(1)-④ 
市民のモ
ラル・マ
ナーの向
上

Ⅱ-1-
(3)-⑤ 
非行や犯
罪を生ま
ない地域
づくり

地域防犯対策事
業

25

人

人

安
全・
安心
都市
整備
課

迷惑行為防止重
点地区サイン整
備事業

モラル・マナー
アップ関連条例
推進事業

26

28

27

　戦争がもたらした惨禍と平
和の尊さを、多くの市民に理
解していただくため、既存資
料を活用し、より分かりやす
い展示の充実を図るととも
に、広報活動により一層力を
入れ、入場者数の増加につな
げる。

　これまでの地域防犯対策事
業に加え、市民・警察・関係
団体等と連携し、防犯意識の
向上と自主防犯活動の一層の
促進を図り、安全で安心なま
ちづくりを目指す。

　地域防犯対策事業や市民や
警察、関係団体等との連携を
推進する。これにより、市民
の防犯意識を高め、非行や犯
罪を生まないまちづくりを目
指す。

前年
（5,212件）

比減

　条例や基本計画の認知度を
上昇させるため広報活動など
を行い、また、迷惑行為防止
重点地区への路面標示の整備
を行う。

順調

戦時資料展示コー
ナー見学者数

市民が感じる治安
状況
（体感治安）
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度 H27年度
事業費
の増減

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
成果の
方向性

H29年度H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

目
標

17
団
体

15
団
体

16
団
体

16
団
体

課
長

0.20 人

実
績

16
団
体

16
団
体

団
体

団
体

係
長

0.50 人

達
成
率

94.1 ％ 106.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

団
体

団
体

係
長

0.50 人

達
成
率

###### ％ ###### ％
職
員

0.50 人

順調

　本市の伝統文化の発掘や継
承を行うため、文化財的価値
の調査や文化財の維持管理に
資する補助制度の運用を行
う。

増額

―

平成28年3月2日、小倉
祇園太鼓が国の「記録
作成等の措置を講ずべ
き無形の民俗文化財」
に選択されたことに伴
い、その文化財として
の価値を明らかにする
べく、平成28年度から
「小倉祇園太鼓調査委
員会」を設置し、平成
30年度まで調査を実施
する。

文化財保存補助29

　小倉祇園太鼓が国の「記録
作成等の措置を講ずべき無形
の民俗文化財」に選択された
ことに伴い、平成28年7月に
「小倉祇園太鼓調査委員会」
を設置し、文化財的価値を明
らかにするための調査を開始
した。平成28年度～平成29年
度は調査を実施し、平成30年
度に調査報告書の刊行を目指
す。

編纂
執筆

刊行
（平成30
年度）

Ⅲ-2-
(1)-② 
地域にお
ける伝統
文化の発
掘・継承

30
＜新＞
小倉祇園太鼓調
査事業

文化
企画
課

伝統文化の継承者や保
存団体の活動を育成・
支援し、市内の伝統文
化を発掘し、次世代に
継承していく。

文化
企画
課

1,0521,007

――調査報告書の刊行 －

16団体
（H26年
度）

継続 順調11,050

11,050 ―

　福岡県指定文化財の指定を
受けている文化財が、「記録
作成等の措置を講ずべき無形
の民俗文化財」に選択された
ため、補助金額の増額を行
う。

10,520

16団体
（H28以降
毎年度）

指定無形民俗文化
財保存支援団体数
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度 H27年度
事業費
の増減

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
成果の
方向性

H29年度H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

目
標

80 ％ 80 ％ 80 ％ 80 ％

実
績

89 ％ 88 ％ ％ ％

達
成
率

111.3 ％ 110.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

65 ％ 65 ％ 65 ％ 65 ％

実
績

60 ％ 57.7 ％ ％ ％

達
成
率

92.3 ％ 88.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

85 ％ 85 ％ 85 ％ 85 ％
課
長

0.05 人

実
績

99 ％ 100 ％ ％ ％
係
長

0.06 人

達
成
率

116.5 ％ 117.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.06 人

目
標

110,000
千
円

110,000
千
円

110,000
千
円

110,000
千
円

実
績

105,980
千
円

106,909
千
円

千
円

千
円

達
成
率

96.3 ％ 97.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

60.0 % 60.0 % 65.0 % 75.0 %

実
績

59.9 % 58.7 % % %

達
成
率

99.8 ％ 97.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

10万 人 9万 人
課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.00 人

９万人／年 ― 4,1506,500

110,000千円
（毎年度）

継続

80.0%
(平成30
年度）

134,851

増額89,317人
(H26年度)来館者数年間９万人

響ホール事業・響
ホール自主事業入
場率

映画・テレビドラマ等
のロケ地誘致や撮影支
援を積極的に行い、本
市の知名度と都市イ
メージの向上を図る。
また、活動成果の市民
との共有や、「映画の
街・北九州」という新
たな都市ブランドの発
信により、街のにぎわ
いの創出や市民交流等
のまちづくりにつなげ
る。

【劇場・自主事業】
エンターテイメントか
ら芸術性の高い作品ま
で舞台芸術全般を網羅
し、幅広い年代層を
ターゲットに公演を行
う。また、北九州芸術
劇場オリジナルの演劇
作品等を制作し、公演
を実施。

【響ホール・自主事
業】
室内楽専用ホールの特
性を生かした質の高い
コンサートや響ホール
を拠点として地元演奏
家を積極的に育てるコ
ンサートを行う。ま
た、響ホールからの発
信を意識した、オリジ
ナリティのある演奏会
を実施。

地域の音楽文化の向上
を図ることを目的に、
クラシックコンサート
を中心とした音楽祭に
助成を行うもの。本音
楽祭は、市制25周年を
記念して始まり、29年
度で30回を数え、本市
の秋を彩る催し物とし
て定着している。

33

34
松永文庫企画事
業

維持

増額

増額56,38829,288

9,000

141,839

継続

継続

36,100

職
員

―

　日本批評価大賞受賞によ
り、全国から注目を集めてい
ることから、企画展の内容拡
充及び運営体制の充実を図
る。

順調

83％
（平成
21年
度）

文化
企画
課

59.8%
(H25年
度)

地域経済への貢献
（直接経済効果）

95％
（平成
21年
度）

100,000千円
(H21年度)

課
長

0.17

課
長

3,550

0.40

0.17

　「映画の街・北九州」ブラ
ンドを国内外に発信するた
め、これまで主にタイをター
ゲットとして海外の映画・テ
レビドラマの誘致に取り組ん
できたが、ロケ地として関門
海峡の魅力をＰＲする下関市
との連携事業により、ター
ゲットを韓国や中国にも拡大
する。
　また、アニメ作品の誘致に
も積極的に取り組むこととす
る。

　国際音楽祭は、本市の秋を
彩るレベルの高い音楽イベン
トとして定着しており、H29
年度は記念すべき30回目の開
催を迎える。企画内容等をよ
り充実させ、より質の高い音
楽を提供し、集客の向上を目
指す。

係
長

人

0.05

1.80

人

人

1.80

1,625

職
員

係
長

人

人

順調

順調

人

順調

　北九州芸術劇場や響ホール
が持つ特性を活かし、多彩で
良質な音楽・舞台芸術等を提
供していく必要がある。その
ため、事業の効率化を念頭に
置きながら、効果的な事業実
施に努めていく。

北九州フィルム・
コミッションの市
民への認知度

56％
（平成
21年
度）

映像製作誘致強
化関連事業

文化
企画
課

文化
企画
課

65％
（平成
29年
度）

Ⅲ-2-
(2)-① 
発信力の
高い文化
芸術の振
興

北九州芸術劇場・
自主事業入場率

31

32
北九州国際音楽
祭

80％
（平成
29年
度）

50,000
北九州市国際音楽
祭の満足度の割合

85％
（平成
29年
度）

40,000

映画・芸能資料館「松永
文庫」における企画展
示・イベント等の積極的
な開催を通じて、映画文
化の振興、「映画の街・
北九州」の情報発信に取
り組む。

芸術文化活性化
事業

文化
企画
課

　30回目の開催となる国際音
楽祭の充実を図り、また、下
関市との連携を図ることで、
映画やテレビのロケ地として
関門海峡の魅力を効果的に発
進するなど、発信力の高い文
化芸術の振興を行う。
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度 H27年度
事業費
の増減

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
成果の
方向性

H29年度H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

目
標

16
事
業

15
事
業

16
事
業

14
事
業

課
長

0.05 人

実
績

16
事
業

15
事
業

事
業

事
業

係
長

0.30 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

25 件 25 件 25 件 25 件
課
長

0.05 人

実
績

20 件 30 件 件 件
係
長

0.10 人

達
成
率

80.0 ％ 120.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

300,000 人 150,000 人 113,000 人 220,000 人

実
績

245,420 人 153,707 人 人 人

達
成
率

81.8 ％ 102.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

50,000 人 5,000 人 0 人 20,000 人

実
績

11,713 人 1,967 人 人 人

達
成
率

23.4 ％ 39.3 ％ ###### ％ 0.0 ％

目
標

430,000 人 410,000 人 420,000 人 420,000 人
課
長

1.40 人

実
績

474,939 人 472,389 人 人 人
係
長

1.80 人

達
成
率

110.5 ％ 115.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

5.40 人

北九州市の文化水準の
向上と地域文化の振興
に資することを目的と
して設置された北九州
市文化振興基金運用果
実により、市民の行う
芸術・文化活動等に対
し助成を行う。

美術
館普
及課

減額

増額

41,450

56,95448,684

10,130 11,190

36,350

80,120

博物館総入館者数

　平成29年11月に開館15周年
を迎えるとともに、29年度中
頃には、累計入館者600万人
の達成も見込まれる。この勢
いを維持発展させるため、周
年という好機を逃さずソフト
事業を充実させることで更な
る集客を図る。

順調

　文化芸術に関する市民の自
主的な活動を更に活発化し、
その内容がレベルアップする
よう引き続き効果的な支援を
行っていく。

順調

順調

人

人

人

継続

14事業
（平成
29年
度）

11,713人
（H26年
度）

文化
企画
課

本市の文化水準の向上
及び地域文化の振興を
推進することを目的と
して、積極的に文化活
動を展開している文化
団体等の事業に対し
て、助成を行う事業。

美術館本館及び分館に
おいて、多彩で魅力あ
る企画展を開催し、本
市の美術・文化の振興
を積極的に推進する。

25件
（毎年
度）

369,711人
（H24年
度）

27件
（H21年
度）

美術館の入館者数

16事業
（H23年
度）

74,600

継続 3,825

0.65

0.25

係
長

課
長

増額

　平成28年度中は休館してい
た美術館本館が、11月３日に
リニューアルオープンの予定
である。記念事業として開催
する大型展「ターナー展」、
同時開催のコレクション展と
もに多くの入館者を見込んで
いる。
　また、分館に於いては、引
き続き院展をはじめ、幅広い
企画展を開催し市民に美術に
触れる機会を提供していく。

220,000人
（H29年
度）

126,811

コレクション展の
観覧者数

継続

拡大 36,750

北九州市文化振興
基金奨励事業の補
助件数

その他

245,420人
（H26年
度）

3.65
職
員

文化
企画
課

北九州市文化振
興基金

芸術文化育成負
担金・補助金

37

35

　引き続き、本市の文化水準
の向上や市民の文化活動の活
性化を目指し、積極的に文化
活動を展開している団体等の
事業を助成していく。

Ⅲ-2-
(2)-② 
市民の文
化芸術活
動の促進

美術館企画展充
実事業

36

やや
遅れ

博物館企画展・
特別展充実事業

38

Ⅲ-2-
(2)-③ 
市民が文
化芸術に
接する機
会の拡大

　平成２９年度に美術館はリ
ニューアルオープン、博物館
は開館１５周年を迎えること
から、それぞれ魅力ある企画
展等を実施し、利用者数の増
加を図るなど、市民が文化芸
術に接する機会の拡大に努め
る。

順調

　文化関係団体等への助成や
基金を活用した支援事業を展
開することで、市民の文化芸
術活動の促進を図る。

順調

企画展･特別展は、特定の
テーマを設けて自然史や歴
史に関する展示を行うこと
によって、市民が楽しく学
べる場を提供し、本市の学
術文化の発展を図るもの。

＜平成２９年度特別展＞
・春の特別展
「(仮)翔～飛ぶ、駆ける、
泳ぐ｣
・夏の特別展
「(仮)大昆虫博」
・秋の特別展
「(仮)小倉藩主小笠原忠
真」
・冬の特別展
「(仮)アクア・キングダ
ム」
・春の特別展
「(仮)Bones～骨、ほね、
ホネ」

自然
史・
歴史
博物
館普
及課

5,825
各種文化事業の実
施

420,000人
（毎年
度）

20,000人
（H29年
度）
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度 H27年度
事業費
の増減

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
成果の
方向性

H29年度H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

目
標

15 ％
課
長

0.10 人

実
績

人 人 ― ― 6,000 ―
係
長

0.20 人

達
成
率

％ ％
職
員

3.00 人

目
標

1,000 人 1,200 人
課
長

0.10 人

実
績

682 人 人 人
係
長

0.30 人

達
成
率

― ％ ％ ％
職
員

0.40 人

目
標

6 人 6 人 6 人 6 人

実
績

6 人 3 人 人 人

達
成
率

100.0 ％ 50.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

2,200 人 2,200 人 2,200 人 2,200 人

実
績

2,153 人 1,694 人 人 人

達
成
率

97.9 ％ 77.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

50 ％

実
績

39 ％

達
成
率

78.0 ％

目
標

17

ブ

ロ
ッ

ク

実
績

12

ブ

ロ
ッ

ク

達
成
率

70.6 ％

目
標

1,000 件 1,000 件 1,000 件

実
績

570 件 件 件

達
成
率

57.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

1,000件

682人
（H27年
度）

39

＜新＞
美術鑑賞事業
「（仮称）
ミュージアム・
ツアー」

美術
館普
及課

市内の小学３年生を対象
に、美術作品の鑑賞他体
験型のプログラムを作成
し、子どもたちに体験し
てもらうことでシビック
プライドの醸成をはか
る。

25,650

増額

9,300

ＣＣＡ北九州は、現代美術
の世界的な拠点のひとつと
なることを目指して活動し
ている研究・学習機関で
す。国内外から集まる現代
美術の若手アーティスト等
の指導育成、招聘アーティ
ストによる新作発表のため
の展覧会、国内外の第一線
で活躍する学芸員による
「キュレーターミーティン
グ」を開催するとともに、
ＣＣＡ北九州のネットワー
クを活かして、その活動を
広く市民に浸透させるため
の文化講座、子ども向け
ワークショップなどの事業
を行っている。
これら事業を実施している
CCA北九州を支援するもの
である。

「ノンフィクション」
というジャンルの作文
を書くことで、子ども
たちが人間や社会への
関心をもつ契機とな
り、思考能力や人間と
しての成長を促すこと
を目的に、平成21年度
に全国の小中学生を対
象に創設した。

減額

12,502

41

「合唱の街づく
り」推進事業

現代美術セン
ター・ＣＣＡ北
九州支援事業

子どもノンフィ
クション文学賞

0.20

　応募地域の広がりを図り、
全国規模の賞としてふさわし
い応募数、内容となることを
目指す。また、市内小中学校
にも直接働きかけ、市内から
の応募数獲得に努める。

2,200人
（平成29
年度）

8,000

55,175

12,500

45,000

12,000

係
長

課
長

0.40

課
長

0.40

職
員

　楽器を必要としない合唱
は、誰もが参加しやすく、他
世代が一緒に歌うことで世代
間交流の促進という効果も期
待される。今後は、より「合
唱の街・北九州」を市内外に
ＰＲしていくとともに、合唱
参加者のレベルアップを促
し、活動の活性化を図る。

0.10

順調

　フェローシップ・プログラ
ムについては、一定レベルの
受講生の確保を図りつつ、学
研都市という周辺環境を活か
し、受入れ分野の多様化や他
機関との協力を行いながら、
充実したプログラムを実施す
る。また、開催方法・諸経費
削減等の見直しをするよう努
めつつ、地域との連携はもと
より、産学連携も視野に入れ
た事業展開を検討し、より多
く幅広い事業参加者の確保と
ＣＣＡの浸透に努める。

人

人

人

人維持

1,200人
（平成29
年度）

―

12ブロック
（H23年
度）

2,122人
（H23年
度）

合唱関連事業にお
ける歌い手として
の参加者

35%
(H24年
度）

6人
（H23年
度）

フェローシッププ
ログラムの受講者
数

0.00

－

係
長8,150

職
員

人

　北九州市立美術館は、西日
本有数の近現代美術のコレク
ションを有し、世界的な建築
家である磯崎新による建築と
市内を見渡す丘の上という立
地を特色としている。11月の
リニューアルオープンを契機
に、特色を活かした新しい美
術鑑賞プログラムを実施する
ことで、子どもたちのシビッ
クプライドの醸成をはかる。

－

1,000件
(H29年
度）

6人
（平成
29年
度）

拡大

継続

継続

7,150

人0.70

　市民の歌声があふれ
る「合唱の街・北九
州」の実現に向けて、
子どもたちからシニア
世代まで幅広い多くの
市民が、合唱する側や
聴いて楽しむ側として
参加するまちづくりを
進めていく。

文化
企画
課

市内からの応募割
合

17ブロック数のう
ち作品応募のあっ
たブロック数

文学
館

文化
企画
課

40

42

応募総数

ＣＣＡ北九州事業
参加者人数

参加校の割合 ―
100%

（H32年
度）

　前年度に引き続き、文化芸
術の担い手の育成に資する事
業を実施する。美術館におけ
る教育普及事業の見直しとし
て、小・中学生を対象に希望
制で行ってきた美術鑑賞教室
を充実させ、子どもたちのシ
ビックプライドの醸成をはか
る。

順調Ⅲ-2-
(2)-④
文化芸術
の担い手
の育成

―

順調

やや
遅れ
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度 H27年度
事業費
の増減

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
成果の
方向性

H29年度H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

目
標

400 件 1,000 件 1,000 件 700 件
課
長

0.05 人

実
績

1,602 件 975 件 件 件
係
長

0.30 人

達
成
率

400.5 ％ 97.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

2,500 人 3,000 人
課
長

0.15 人

実
績

係
長

0.40 人

達
成
率

職
員

0.40 人

1,602件
（H26年
度）

教育普及事業への参加
者数の増加

16,000
文学
館

文化
企画
課

維持

18,000

優れた文化・芸
術との“出会
い”創造事業

林芙美子文学賞
事業

44

　初年度の応募規定を見直
し、より質の高い作品が応募
されるものにした。また、受
賞者が文学界で活躍する足が
かりとなるような受賞後の
フォローを行うよう努める。

―
3,000人
（平成29
年度）

2500人
（H27年
度）

―

16,000
「林芙美子文学
賞」作品応募者数

維持

5,825 順調

　次代の文化の担い手育成や
文化活動の活性化のため、若
者や子どもたちを中心に、優
れた文化・芸術活動に触れる
機会を増やしていくととも
に、様々な事業主体によって
担われているアウトリーチ等
の現状を把握し、より効果
的・効率的に事業を実施する
体制を構築していくため、行
政や文化・福祉団体、研究機
関等を含めた体制づくりを目
指す。

8,72518,000

700件
(H29年
度）

継続

将来の文化・芸術の担
い手を育成し、本市の
文化振興をさらに進め
るとともに、シビック
プライドの情勢につな
げていくため、若者や
子どもたちを中心に優
れた文化・芸術との”
出会い”の場・機会を
創造していく。

　「放浪記」、「浮
雲」などの作品で知ら
れ、特に短編の名手と
して評価の高い林芙美
子の名を冠する文学
賞。
　多くの文学者、作家
を輩出した北九州市の
豊かな文化的土壌を全
国に発信するととも
に、北九州市文化振興
計画の重要な柱である
「人材育成」に寄与す
ることを目的とする。

43
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度 H27年度
事業費
の増減

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
成果の
方向性

H29年度H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

目
標

100,000 人 100,000 人 100,000 人 100,000 人
課
長

1.00 人

実
績

92,819 人 83,161 人 人 人
係
長

1.00 人

達
成
率

92.8 ％ 83.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

3.00 人

目
標

110,000
千
円

110,000
千
円

110,000
千
円

110,000
千
円

実
績

105,980
千
円

106,909
千
円

千
円

千
円

達
成
率

96.3 ％ 97.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

60.0 % 60.0 % 65.0 % 75.0 %

実
績

59.9 % 58.7 % % %

達
成
率

99.8 ％ 97.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

12,000 人
課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

10万 人 9万 人
課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.00 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

映画・芸能資料館「松
永文庫」における企画
展示・イベント等の積
極的な開催を通じて、
映画文化の振興、「映
画の街・北九州」の情
報発信に取り組む。

児童文学の顕彰
事業

9,0006,500 4,150

　前年度に引き続き、文学や
映画、漫画等を活用した各種
イベントや事業を実施すると
ともに、本市ゆかりの文学者
を顕彰するなど、文化芸術に
よるまちづくりに資する事業
を展開する。

順調

6,400 ―

―

　日本批評価大賞受賞によ
り、全国から注目を集めてい
ることから、企画展の内容拡
充及び運営体制の充実を図
る。

順調

36,100

44,000増額

Ⅲ-2-
(2)-⑤ 
文化芸術
によるま
ちづくり

49
完成

（平成30年
度）

　平成28年度は本市の児童文
学について、その顕彰の具体
的な方法の調査・研究を行
い、平成29年度は前年度の成
果を反映した顕彰の場につい
ての展示計画や図面の作成を
行う。

19,6003,000

計画策定 図面作成

顕彰することを目的と
した場の整備

―

―

73,050

増額56,388

62,755

漫画
ミュ
ージ
アム
事務
局

来館者数年間９万人48
松永文庫企画事
業

地域経済への貢献
（直接経済効果）

89,317人
(H26年度)

９万人／年

100,000
千円

(H21年
度)

59.8%
(H25年
度)

継続 22,000

83,161人
(H27年度)

10万人
／年

職
員

―

継続

増額

増額

80.0%
(平成30
年度）

39,000人
（Ｈ29～31
年度）

減額

　「映画の街・北九州」ブラ
ンドを国内外に発信するた
め、これまで主にタイをター
ゲットとして海外の映画・テ
レビドラマの誘致に取り組ん
できたが、ロケ地として関門
海峡の魅力をＰＲする下関市
との連携事業により、ター
ゲットを韓国や中国にも拡大
する。
　また、アニメ作品の誘致に
も積極的に取り組むこととす
る。

　さらなる漫画文化の普及及
び海外との連携強化を図るた
め「（仮称）日中韓新人ＭＡ
ＮＧＡ選手権」を開催する。
また、今後重要となる海外集
客に対応するため「海外集客
対策事業」を実施する。

継続

施設開館

29,288 順調

110,000
千円

（毎年
度）

1.80 人

人

人
係
長

課
長

映像製作誘致強
化関連事業

文化
企画
課

北九州文学サロ
ン管理運営事業
（旧・文学の
街・北九州発信
事業）

女性俳句の草分けであ
る杉田久女・橋本多佳
子などのPR・顕彰に取
り組むとともに、「北
九州文学サロン」を拠
点として、点在する文
学的素材やさまざまな
文化資源・文化的取組
みをつなげる仕組みづ
くりを行う。

北九州市漫画ミュージ
アムにおいて、常設展
示の充実・企画展・イ
ベント等の開催を通じ
て漫画文化の普及を目
指す。

文化
企画
課

文化
企画
課

46

45
北九州市漫画
ミュージアム普
及事業

本市ゆかりの児童文学
を顕彰することを目的
に、資料や情報資源を
集約した場を設けて継
続した調査・研究・普
及していく拠点とす
る。

映画・テレビドラマ等
のロケ地誘致や撮影支
援を積極的に行い、本
市の知名度と都市イ
メージの向上を図る。
また、活動成果の市民
との共有や、「映画の
街・北九州」という新
たな都市ブランドの発
信により、街のにぎわ
いの創出や市民交流等
のまちづくりにつなげ
る。

　平成29年度は、平成28年度
に整備した「北九州文学サロ
ン」を効果的に運営する。ま
た、学生や地元商店街の協力
による文学ツアー等での導線
作りや、本市ゆかりの文学者
を顕彰するための取り組みを
具体的に進めていく。。

1.80

0.40

漫画ミュージアム
年間入場者数

北九州フィルム・
コミッションの市
民への認知度

「北九州文学サロ
ン」の来館者数

47 6,40012,000―

文化
企画
課

―

順調―

―
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度 H27年度
事業費
の増減

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
成果の
方向性

H29年度H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

目
標

30,000 人 30,000 人 30,000 人 30,000 人
課
長

0.10 人

実
績

30,367 人 30,623 人 人 人
係
長

0.20 人

達
成
率

101.2 ％ 102.1 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

12,000 人 12,600 人 12,600 人 12,600 人
課
長

0.01 人

実
績

12,371 人 14,485 人 人 人
係
長

0.05 人

達
成
率

103.1 ％ 115.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.05 人

目
標

2,500 人 2,700 人 2,900 人 3,000 人
課
長

0.05 人

実
績

2,343 人 2,265 人 人 人
係
長

0.10 人

達
成
率

93.7 ％ 83.9 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.10 人

目
標

実
績

人 人

達
成
率

###### % ###### %

目
標

300 人 400 人

実
績

271 人 人 人

達
成
率

90.3 % 0.0 % ###### %

目
標

実
績

達
成
率

目
標

1 位 1 位 1 位 1 位

実
績

3 位 5 位 位 位

達
成
率

8,500

3,779

6,000

20,279

増額

維持

維持

継続

継続 維持

1位
（H31年
度）

継続

11.5億円
（H29年
度）

維持
30,367人
(Ｈ26年

度)

―

各区における
ニュースポーツ及
びファミリース
ポーツ大会の参加
人数

4,650

104,458

990

77,250

― ―

0.24

0.02

順調

順調

　市民の健康ニーズの高まり
とともに、年々参加者数は増
加しており目標は達成してい
る。他のイベントとのタイ
アップ等、開催方法を工夫す
るなど、引き続き参加者の増
加を目指す。

　より安全・快適で満足度の
高い大会となるよう、2017大
会（H28年度実施）から、定
員枠を拡大（マラソン：500
人、ペアリレーマラソン50組
100人）した。

人

　地域スポーツ施設の中核を
なす総合型地域スポーツクラ
ブへの育成・支援を継続し、
会員数の増加を図る。また、
クラブの質を高めるため、交
流事業や勉強会を定期的に開
催する。

　参加者数の目標について
は、達成している状況である
が、市内全域で行われる各種
大会の運営をスムーズに行う
ことで、更なる大会の盛り上
がりや、一般市民が大会に参
加しやすいような仕組みづく
りなど、工夫していきたい。

　引き続き『誰もが気軽にス
ポーツに親しめる環境づく
り』を推進するため、既存事
業（市民体育祭、生涯スポー
ツ振興事業等）への参加者数
の更なる増加を目指すととも
に、地域スポーツ振興の中核
をなす総合型地域スポーツク
ラブの育成・支援を継続す
る。
　また、北九州マラソンの継
続開催により、市民のスポー
ツ・健康に対する意識の更な
る向上を目指すとともに、本
市の魅力の全国発信を図る。

人

人

30,000人
（毎年
度）

8,500

順調

・主催：北九州市、（一
財）福岡陸上競技協会
・主管：北九州マラソン実
行委員会
・後援：国土交通省九州地
方整備局北九州国道事務所
ほか２５団体
・コース：北九州市役所前
～東田地区～戸畑駅前～東
港～門司港～北九州国際会
議場前
・種目及び参加人数（予
定）マラソン：１０，５０
０名、ペアリレーマラソ
ン：１５０組３００名、
ファンラン（３ｋｍ又は５
ｋｍ）：１，０００名
・大会当日および前日に関
連イベントを開催

市民への生涯スポーツ
振興・普及のため、各
区においてスポーツ教
室、交流大会、ニュー
スポーツ体験会などを
開催。

総合型地域ス
ポーツクラブ育
成・支援事業

Ⅲ-2-
(3)-① 
誰もが気
軽にス
ポーツに
親しめる
環境づく
り

生涯スポーツ振
興事業

51

54

市民体育祭選手参
加者数

12,371人
(Ｈ26年

度)

11.5億円

―

Ｈ30年度
までに
30,000人

20,279 順調

人

0.49

インターネットで
のマラソン大会全
国評価ランキング
（参加者7,000人以
上の大会を対象）

継続

課
長

選手強化事業参加
者数

マラソン大会開催
による経済波及効
果

8,000

―

継続

3,779

5 回以上

2,325
Ｈ32年度
までに
4,000人

毎年度5種
目以上

（H31年度
まで）

6,305

総合型地域スポー
ツクラブの会員数

――

―

――

―

教室・強化講習会
等の実施

5 回以上
教室・強化
講習会等

実施

教室・強化
講習会等

実施

10.5億円
(H25年度)

－

係
長

5位
（H28
年.6月
時点）

人

4.00

係
長

職
員

3.00103,571

課
長

職
員

人

2020年の東京オリン
ピック・パラリンピッ
ク競技大会の開催を踏
まえ、国際・全国大会
で活躍する選手を育成
するため選手個々の能
力を高める事業を実
施。

「市民皆スポーツ」を
モットーに、スポー
ツ・レクリエーション
の普及振興を図り、市
民の健康で明るい市民
生活に寄与するため、
市内全域で各種大会や
行事を開催。

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

総合型地域スポーツクラ
ブは、人々が身近な地域
でスポーツに親しむこと
のできるスポーツクラブ
である。多世代、多種
目、多志向を特徴とし地
域住民等により自主・主
体的に運営される総合型
地域スポーツクラブは、
これからの地域スポーツ
の中核をなすものであ
り、その役割は大きいこ
とから総合型地域スポー
ツクラブの育成・支援に
取り組む。

ス
ポー
ツ振
興課

52

50 市民体育祭

ス
ポー
ツ振
興課

1.50

順調

　市民に感動を与え、元気な
まちづくりに寄与する重要な
施策として継続する予定。今
後の選手強化事業の種目につ
いては、各協議団体との競技
のうえ検討し、毎年5種目以
上の実施を維持する。210人

（H26年
度）

－

―

―

北九州マラソン
開催事業

53
夢・スポーツ振
興事業

1,800人
(Ｈ22年

度)

11.5億円
H26年度は
未測定

11.5億円

順調
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度 H27年度
事業費
の増減

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
成果の
方向性

H29年度H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

目
標

21 回 20 回 26 回 27 回

実
績

29 回 26 回 回 回

達
成

率 138.1 ％ 130.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

3,000 人 3,000 人 3,000 人 3,000 人

実
績

3,116 人 3,221 人 人 人

達
成

率 103.9 ％ 107.4 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

90 ％ 90 ％ 90 ％ 90 ％

実
績

87 ％ 87 ％ ％ ％

達
成

率 96.7 ％ 96.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

4,500 人 4,500 人 4,500 人 5,000 人

実
績

3,622 人 3,488 人 人 人

達
成

率 80.5 ％ 77.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

28 ％ 34 ％ 40 ％ 40 ％
課
長

0.05 人

実
績

23 ％ 28 ％ ％ ％
係
長

0.15 人

達
成
率

82.1 ％ 82.4 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

1 件 3 件 3 件 3 件

実
績

4 件 件 件

達
成
率

133.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標 100 日

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.09 人

達
成
率

職
員

0.17 人

「みる」スポーツ
の機会提供の充実
（グラウンドの年
間利用日数）

戦略的な誘致
プロモーショ
ン活動等の実

施

―

Ⅲ-2-
(3)-② 
スポーツ
を通した
にぎわい
づくり

59
北九州スタジア
ム維持管理事業

ス
ポー
ツ振
興課

北九州スタジアムは、都心
部に人が集い、にぎわいあ
ふれる北九州市の創出を目
指し、Ｊリーグやラグビー
トップリーグなどの試合、
小中高生のサッカー・ラグ
ビー大会、グラウンド・ゴ
ルフ大会、子どもたちへの
芝生開放などに加え、まち
ににぎわいを生み出すイベ
ントの開催など、市民に夢
と感動を提供できる施設で
ある。
施設の適切な維持管理・運
営を実施することで、「み
る」スポーツの機会提供の
充実を図り、スポーツを通
したまちのにぎわいを生み
出す。

58

57

本市唯一のプロスポー
ツチームである「ギラ
ヴァンツ北九州」を支
援するため、ホーム
ゲーム開催経費や遠征
費の一部を補助。

戦略的な誘致
プロモーショ
ン活動等の実

施

―

―

戦略的な誘致
プロモーショ
ン活動等の実

施

戦略的な誘致
プロモーショ
ン活動等の実

施

-

順調

　ラグビーワールドカップ
2019日本大会及び2020年東京
オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会に向けたキャンプ
地誘致活動が本格化する中、
他都市との誘致競争をより有
利に進めるため、事業の拡充
を行い、これまで以上に積極
的な誘致活動を行う。

順調41,500 1.50

― 2,750

　施設の適切な維持管理・運
営を実施することで、「み
る」スポーツの機会提供の充
実を図り、スポーツを通した
まちのにぎわいを生み出す。

維持

継続 30,000

64,450

40％
(H29年
度)

15件以上
（H27～31
年度）

3,650

―

71,950 増額

維持60,000

6,575

継続

４件
（H27年
度）

＿

定員
3,000人
（毎年
度）

―

―

64,450

102,355

2,615

2.00
職
員

順調

人

人

人

―

1.00

30回
(H32年
度)

　北九州スタジアムが完成す
ることから、まちのにぎわい
づくりと「みる」スポーツの
更なる振興に寄与するため、
本市唯一のプロスポーツチー
ムである『ギラヴァンツ北九
州』への支援を継続する。

人

人

人

維持3,650

人

やや
遅れ

課
長

係
長

継続

　「ギラヴァンツ北九州」へ
の支援を継続し、本市唯一の
プロスポーツチームとして、
市民への更なる定着を目指
す。
　また、プロスポーツの観戦
招待や国際大会・全国大会等
の開催、ラグビーワールド
カップ2019日本大会や2020年
東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会等の大規模国
際大会のキャンプ地誘致等に
より市民全体の機運を高め、
スポーツの振興はもとより、
まちのにぎわいづくりを図
る。

―

1ヶ国又
は1協議
以上

（H31年
度）

―

本市をホームタウン・準
ホームタウンとする、
「ギラヴァンツ北九州」
や「堺ブレイザーズ」
「福岡ソフトバンクホー
クス」等の市民観戦事業
や、体験教室の開催な
ど、市民がスポーツに親
しむきっかけ作りを実
施。

生涯スポーツの振興やまち
のにぎわいづくりへとつな
がる大規模国際大会の試合
会場及び、ラグビーワール
ドカップ２０１９日本大会
や２０２０年東京オリン
ピック・パラリンピック競
技大会等のキャンプ地を本
市に誘致すること、並びに
誘致前後のスポーツ交流や
文化交流等へとつなげるこ
とを目的として、戦略的な
誘致プロモーションの展開
や、官民一体となった「誘
致委員会」による積極的な
活動を行う。

市内において国際大
会・全国規模の大会の
開催を行い、多くの市
民にスポーツに関心を
高め、「みる」スポー
ツのニーズを引き出す
とともに、スポーツに
取り組むきっかけをつ
くる。また、参加選手
の高いレベルに接する
ことで、個々の競技力
の向上につなげる。

ギラヴァンツ北九
州主催試合の平均
入場者数

87％
(H26年
度)

ギラヴァンツ北九
州の市民認知度

ギラヴァンツ北
九州支援事業

56

ホームタウン推
進事業

大規模国際大会
誘致関係事業

国際大会・全国
大会等スポーツ
開催

29回
(H26年
度)

5,000人
(H29年
度)

国際・全国大会等
の開催数

大型スポーツイベ
ント（自主事業）
の参加人数

係
長

0.10

0.10

3,000人
(H26年
度)

係
長

ラグビーワールド
カップ2019及び
2020東京オリン
ピック・パラリン
ピックにおける
キャンプ地誘致数

23％
(H26年
度)

0.01

国際大会や全国大
会等の誘致

スポーツ観戦率

3,622人
(H26年
度） 0.20

人

人

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

大規
模大
会誘
致推
進室

60,000 3,075

職
員

課
長

　関係団体と連携を密にし、
より多くの全国大会等の開催
と、スポーツイベントへの参
加者の増加を目指す。

55

90％
(H29年
度)

課
長

職
員

0.20

0.05

継続

100日
（毎年
度）

順調

　引き続き市民がスポーツ観
戦できる機会を積極的に提供
するとともに、参加者より好
評を得ているプロスポーツ選
手によるスポーツ教室等を継
続し、市民のスポーツ熱のさ
らなる高まりを目指す。
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度 H27年度
事業費
の増減

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
成果の
方向性

H29年度H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

目
標

136
団
体

134
団
体

134
団
体

134
団
体

課
長

0.05 人

実
績

130
団
体

133
団
体

団
体

団
体

係
長

0.10 人

達
成
率

95.6 ％ 99.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％ 職
員

0.30 人

目
標

10
団
体

10
団
体

10
団
体

10
団
体

課
長

0.05 人

実
績

9
団
体

6
団
体

団
体

団
体

係
長

0.15 人

達
成
率

90.0 ％ 60.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％ 職
員

0.20 人

目
標

42
千
人

42
千
人

42
千
人

42
千
人

実
績

41
千
人

41
千
人

千
人

千
人

達
成
率

97.6 ％ 97.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

1,955
千
人

1,955
千
人

2,200
千
人

2,200
千
人

実
績

2,084
千
人

2,136
千
人

千
人

千
人

達
成
率

106.6 ％ 109.3 ％

目
標

85 ％ 85 ％ 85 ％ 85 ％

実
績

80.3 ％ 82.0 ％ ％ ％

達
成
率

94.5 ％ 96.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

46 % 46 % 46 % 46 %

実
績

38.9 % 40.4 % % %

達
成
率

84.6 ％ 87.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

61

Ⅲ-3-
(1)-① 
市民主体
の地域づ
くりの促
進

　地域が一体となった、住民
主体の地域づくり・まちづく
りを促進するため、まちづく
り協議会や、地域で様々な取
り組みを行う各種地域団体等
に対し、地域総括補助金の交
付や、各種支援事業などの地
域のニーズに応じた施策を展
開する。

順調

やや
遅れ

減額

まちづくり協議会の活
性化を図るため、地域
課題解決のアイデア等
を盛り込んだ「地域カ
ルテ」の作成や、地域
カルテに基づく活動を
支援するフォローアッ
プ事業を行うととも
に、活動の参考となる
事例の紹介等を行う
「地域のちから」報告
会や、「地域づくりマ
ネジメント研修」を開
催し、住民主体の地域
づくりを促進する。

5,726
地域
振興
課

住民主体の新
たな地域づく
りが活発に御
行われている

状態

地域カルテフォ
ローアップ事業を
実施したまちづく
り協議会の数

― 継続

人

職
員

係
長

課
長

0.03

維持

3.30

4,095

3,825 順調

職
員

課
長

係
長

人

人

1.00

　地域コミュニティの拠点と
して更なる活用が見込めるよ
う、各市民センターの老朽化
対策やバリアフリー化、同セ
ンター職員の能力向上を図る
ための研修を実施する。

　自治会・町内会への加入促
進や活性化に繋がるよう、マ
ンションへの働きかけや、地
域活動の担い手の育成を図る
とともに、地域コミュニティ
の重要性について幅広く訴え
ていく。

地域づくり活動へ
肯定的な考えの市
民の割合

順調

人0.10

0.30 人

1.00

市民センター1館当
たりの利用者数

地域総括補助金を
導入したまちづく
り協議会数

130団体
(H26年
度）

40.5%
（H23年
度）

2,084千人
(27年度)

75.4%
（H23年
度）

地域づくり活動へ
の参加者の割合

41千人
(27年
度)

Ⅲ-3-
(1)-② 
地域コ
ミュニ
ティ施設
の活用・
運営

62

60 地域総括補助金

住民主体の地域
づくりの促進

各地域団体が連携・協
力し、まちづくり協議
会を中心に地域が一体
となった地域づくりを
促進するため、これま
で市各部局が事業ごと
に地域団体に交付して
いた補助金を可能な限
り一本化し、まちづく
り協議会に交付する。

2,216,023

42千人
(毎年
度)

46,250拡大

384,295

2,214,277

6,326

継続

市民センターの管理運
営を円滑・適正に行う
ため、公募により多様
な人材を市民センター
館長として採用し、地
域の活動を担うまちづ
くり協議会への管理委
託などを行う。また、
市民センターを拠点と
した地域づくりを推進
するため、未整備校区
に市民（サブ）セン
ターを整備し、老朽化
対策やバリアフリー化
を図り計画的な改修を
行う。

自治会と連携しなが
ら、加入率向上や組
織・活動の見直し及び
人材育成など新たな課
題への対応につながる
様々な事業に取り組
み、自治会･町内会の
活性化を図る。

地域
振興
課

地域
振興
課

市民センターの
充実

自治会･町内会活
性化の促進

市民センターにお
けるコミュニティ
活動の参加人数
（延べ） 人

　地域が一体となった、住民
主体の地域づくり・まちづく
りを促進するため、引き続き
まちづくり協議会や、地域で
様々な取り組みを行う各種地
域団体等に対し、地域総括補
助金を交付する。

　住民が参加するワーク
ショップを開催して、地域情
報や課題解決アイデアを盛り
込んだカルテを作成し、ま
た、地域カルテに基づき課題
解決に向けて新たな活動を実
施するまちづくり協議会を支
援する。

順調

85％
(毎年
度)

46％
(毎年
度)

137団体
(H30年
度)

2,200千人
(毎年度)

389,826

継続 順調63

3,575

維持

地域
振興
課

　自治会・町内会を取り巻く
課題を解決し活性化を促進す
るために、マンション等の管
理会社等の関係者に積極的に
働きかけていくほか、引き続
き地域コミュニティの重要性
や自治会の必要性について幅
広く理解を求めることに力を
入れていく。また、地域で
リーダーシップを発揮する人
材や地域活動の担い手育成支
援を積極的に行い、自治会・
町内会の加入促進や活性化を
図っていく。

順調

　市民センターを拠点とした
地域づくりを促進するため、
老朽化対策やバリアフリー化
等ハード面を整備するととも
に、館長及び市民センター職
員の能力向上を図る研修や、
タイムリーな情報発信等ソフ
ト面の充実に努め、利用者の
増加を図る。

Ⅲ-3-
(1)-③ 
自治会・
町内会へ
の加入促
進

維持36,87236,822
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度 H27年度
事業費
の増減

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
成果の
方向性

H29年度H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

目
標

45
法
人

60
法
人

75
法
人

90
法
人

実
績

47
法
人

60
法
人

法
人

法
人

達
成
率

104.4 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

23,000 人 23,500 人 24,000 人 24,500 人

実
績

23,127 人 23,623 人 人 人

達
成
率

100.6 ％ 100.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

48 件 68 件 74 件 80 件

実
績

62 件 72 件 件 件

達
成
率

129.2 ％ 105.9 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

230 人 280 人 330 人 380 人

実
績

250 人 296 人 人 人

達
成
率

108.7 ％ 105.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

― 件 5 件 5 件
課
長

0.03 人

実
績

― 件 件 件
係
長

0.20 人

達
成
率

― ％ ％ ％
職
員

0.15 人

目
標

550 人 700 人 1,000 人 1,250 人
課
長

0.20 人

実
績

639 人 929 人 人 人
係
長

0.30 人

達
成
率

116.2 ％ 132.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.40 人

目
標

― 件 5 件 5 件
課
長

0.03 人

実
績

― 件 件 件
係
長

0.20 人

達
成
率

― ％ ％ ％
職
員

0.15 人

80件
(H29年
度)

Ⅲ-3-
(3)-① 
市民参画
と協働の
ための仕
組みづく
り

市民主体のまちづくり
を推進するため、市民
活動への理解を深め、
新たな担い手の参加を
促すとともに、ＮＰＯ
と様々な団体間のネッ
トワークづくりや協働
を支援する。

市民
活動
推進
課

維持4,6984,698

市民主体のまちづくり
を推進するため、市民
活動への理解を深め、
新たな担い手の参加を
促すとともに、ＮＰＯ
と様々な団体間のネッ
トワークづくりや協働
を支援する。

市民
活動
推進
課

継続

継続

課
長

1.50

0.30

順調4,698 維持

維持

2,744

20,420 20,137 維持

減額

継続

順調

0.15

ＮＰＯと企業・地
域・大学等との協
働件数

－

人継続

人

4,698

3,470

継続 1,919

3,470

67

Ⅲ-3-
(2)-② 
ＮＰＯ、
企業、研
究機関な
どとの連
携の構築

68

人

　引き続きＮＰＯや企業等と
の交流会を実施するととも
に、各団体が自主的に協働で
きるよう側面的に支援してい
く。

　ＮＰＯ、企業、大学等との
連携を構築するため、引き続
き交流会を開催するなど側面
的な支援を行う。

順調

　多様化・複雑化する市民
ニーズに対応しながら、市と
ＮＰＯ等とが、協働して地域
課題の解決に取り組むことが
重要である。協働意識向上の
ための研修の充実、協働事例
の情報発信に取組み、協働を
進めるための人材育成に努め
る。

　市民活動の裾野を広げるた
め、活動のきっかけづくりと
なるセミナー等を引き続き開
催するとともに、ＮＰＯ育成
のための研修を充実させる。
また、ＮＰＯへの資金的な支
援を引き続き行っていく。

　引き続き、協働意識向上の
ための研修の充実、協働事例
の情報発信に取組み、協働を
進めるための人材育成に努め
る。
　また、ＮＰＯや企業等との
交流会等の側面的な支援も実
施する。

順調

人

0.15

人

1,962

係
長 順調

人

順調0.60

0.10

18法人
（H24年

度)

26人
（H22年

度)

18,362人
(H20年度)

－

成果発表会の参加
人数（累計）

新規設立ＮＰＯ法
人数（累計）

ＮＰＯとの協働に
ついての研修への
参加者数（累計）

補助交付事業件数
（累計）

ＮＰＯと企業・地
域・大学等との協
働件数

203人
（H22年

度)

64

Ⅲ-3-
(2)-① 
ＮＰＯ、
ボラン
ティア活
動の支援

「ＮＰＯとの協
働によるまちづ
くり」人材育成
事業

65

ＮＰＯ・市民活
動促進事業

協働に関する理解を深
めるための研修、協働
事業を実施するために
必要な団体運営力向上
を図るための研修を実
施する。
また、経済的に自立し
たＮＰＯの増加を図る
ため、資金調達力や企
画力の向上を図るセミ
ナーを実施する。

1,250人
(H29年
度)

5件
（H29年

度)

職
員

サポートセンター
利用者数

15件
（H21年

度)

2,489 3,775

24,500人
(H29年度)

課
長

係
長20,700

職
員

8,300

5件
（H29年

度)

380人
(H29年
度)

90法人
(H29年
度)市民活動の促進に加

え、ＮＰＯと行政の協
働を推進するため、活
動や協働等に関する相
談・助言、情報提供、
研修・啓発等を実施す
る。

市民活動の更なる促進
を支援するため、ＮＰ
Ｏ等が専門性を発揮し
て行う活動に対し、事
業費の一部を補助す
る。

市民
活動
推進
課

市民
活動
推進
課

市民
活動
推進
課

66

多様な主体によ
る市民活動の輪
づくり事業

ＮＰＯ公益活動
支援事業

多様な主体によ
る市民活動の輪
づくり事業

　ＮＰＯへの資金的な支援は
継続して実施する。

　市民活動の裾野を広げるた
め、市民に対し活動のきっか
けづくりとなるセミナー、講
演会等を引き続き開催すると
ともに、地域に支えられるＮ
ＰＯを育成するため、研修等
の充実を図る。

順調

　引き続きＮＰＯや企業等と
の交流会を実施するととも
に、各団体が自主的に協働で
きるよう側面的に支援してい
く。

順調
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度 H27年度
事業費
の増減

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
成果の
方向性

H29年度H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

目
標

45
法
人

60
法
人

75
法
人

90
法
人

実
績

47
法
人

60
法
人

法
人

法
人

達
成
率

104.4 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

23,000 人 23,500 人 24,000 人 24,500 人

実
績

23,127 人 23,623 人 人 人

達
成
率

100.6 ％ 100.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

550 人 700 人 1,000 人 1,250 人

実
績

639 人 929 人 人 人

達
成
率

116.2 ％ 132.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

3
団
体

6
団
体

8
団
体

10
団
体

実
績

3
団
体

6
団
体

団
体

団
体

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

15 件 20 件 25 件 31 件
課
長

0.10 人

実
績

16 件 22 件 件 件
係
長

0.15 人

達
成
率

106.7 ％ 110.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.15 人

目
標

22,000 人 22,000 人 22,000 人 22,000 人
課
長

0.50 人

実
績

26,564 人 23,436 人 人 人
係
長

0.50 人

達
成
率

120.7 ％ 106.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.25 人

目
標

60,000 人 60,000 人

実
績

41,025 人 46,278 人 人 人

達
成
率

68.4 ％ 77.1 ％ ###### ％ ###### ％

目
標

90 ％ 90 ％ 90 ％ 90 ％

実
績

86 ％ 85 ％ ％ ％

達
成
率

95.6 ％ 94.4 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

継続

18法人
（H24年

度)

継続

継続

継続

19,125 順調

3団体
(H26年
度)

企画展の入館者数
(単位：人）

維持

維持

増額

20,420

「ＮＰＯとの協
働によるまちづ
くり」人材育成
事業

継続

203人
（H22年

度)

58,187人
（22年
度）

補助交付事業件数
（累計）

20,700

Ⅳ-2-
(2)-② 
ソーシャ
ルビジネ
ス創出の
支援

環境未来都市計画が掲
げる目標を達成するた
め、ＮＰＯなどの提案
団体と市が協働して取
り組む事業に経費の一
部を補助。

協働に関する理解を深
めるための研修、協働
事業を実施するために
必要な団体運営力向上
を図るための研修を実
施する。
また、経済的に自立し
たＮＰＯの増加を図る
ため、資金調達力や企
画力の向上を図るセミ
ナーを実施する。

Ⅲ-3-
(3)-② 
市民との
協働を推
進できる
市役所づ
くり

市民
活動
推進
課

市民
活動
推進
課

　引き続き協働の理解浸透を
図る研修等を実施し、行政と
協働できるＮＰＯの育成に努
めるとともに、ＮＰＯと企
業、地域団体等との協働事業
立ち上げを支援する。

順調

　市民との協働を推進するた
め、引き続き、活動のきっか
けづくりとなるセミナー等の
充実、協働意識向上のための
研修の充実、協働事例の情報
発信に取り組んでいく。

　協働の理解浸透を図る研
修、成果発表会の開催、事例
紹介等を通して、行政と協働
できるＮＰＯの育成に努め
る。
　また、ＮＰＯと企業が協働
を行うきっかけが少ないた
め、本補助金の対象を企業・
地域団体等へ拡大し、協働事
業立ち上げを支援する。

順調

順調

人

人

10,741人
（H23年
度）

Ⅳ-4-
(1)-② 
偉人・先
人の顕彰

文学館普及研究
費

69

73

70

20,137

新規設立ＮＰＯ法
人数（累計）

24,500人
(H29年度)

90法人
(H29年
度)

71

市民活動団体等
による環境未来
都市推進支援事
業

市民活動の促進に加
え、ＮＰＯと行政の協
働を推進するため、活
動や協働等に関する相
談・助言、情報提供、
研修・啓発等を実施す
る。 サポートセンター

利用者数

順調

順調

18,362人
(H20年度)

0.30

企画展入場者の満
足度

ＮＰＯとの協働に
ついての研修への
参加者数（累計）

収入増加団体数
（累計）

松本清張記念館の
入館者数

入館者実績
の対前年度

増
（毎年度）

人

85％
（22年
度）

1.0012,900 増額14,918

順調

維持

人

人 順調

1.00

0.50

係
長

職
員

10団体
(H29年
度)

31件
(H29年
度)

8,300

0.40

1,962

職
員

3,775

1,919

4,954

人

人

23,250

12,625
22,000人
（H29年
度）

係
長

人

0.60

人

0.30

0.20

係
長

課
長

1.50

課
長

職
員

18,624

松本清張に関するあら
ゆる資料を収集・整理
し、松本清張の「人と
作品」を研究する調査
研究・資料収集事業の
実施や研究しを発行す
る。また、松本清張研
究者に奨励金を贈呈す
る研究奨励事業の実施
する。
さらに、企画展の開催
や講演会、読書感想文
コンクールなどの市民
文芸活動支援事業を行
う。

文学
館

松本
清張
記念
館事
務局

ＮＰＯ・市民活
動促進事業

松本清張記念館
研究センター・
普及事業

72

1,250人
(H29年
度)

市民
活動
推進
課

北九州市ゆかりの文学
者の業績を企画展等で
紹介するとともに、本
市の文芸の振興に功績
のあった文学者を市内
外に発信する。

90％以上
（毎年度）

課
長

　市民活動の裾野を広げるた
め、市民に対し活動のきっか
けづくりとなるセミナー、講
演会等を引き続き開催すると
ともに、地域に支えられるＮ
ＰＯを育成するため、研修等
の充実を図る。

　引き続き、入館者の増加に
繋がるよう、広報や話題性の
ある企画展に取り組む。

　松本清張や記念館の魅力を
伝え、入館者の増加を図る。
そのため、
①市民向けの普及事業を強化
する。
②話題性のある企画展を開催
する。
③ＩＴ技術を活用した外国語
表示や展示紹介等に取り組
む。

　引き続き企画展や文学館の
PRを行うなど、市民が文学に
接する機会の提供に努め、入
館者数の増加に繋げる。

6件
（H24年

度)
5,206

入館者実績の
対前年度増

入館者実績の
対前年度増

　多様化・複雑化する市民
ニーズに対応しながら、市と
ＮＰＯ等とが、協働して地域
課題の解決に取り組むことが
重要である。協働意識向上の
ための研修の充実、協働事例
の情報発信に取組み、協働を
進めるための人材育成に努め
る。
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市民文化スポーツ局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H28年度 H27年度
事業費
の増減

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
成果の
方向性

H29年度H28年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

人件費（目安）

人数

H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H26年度

目
標

110,000
千
円

110,000
千
円

110,000
千
円

110,000
千
円

実
績

105,980
千
円

106,909
千
円

千
円

千
円

達
成
率

96.3 ％ 97.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

60.0 % 60.0 % 65.0 % 75.0 %

実
績

59.9 % 58.7 % % %

達
成
率

99.8 ％ 97.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

15 件 20 件 25 件 31 件
課
長

0.10 人

実
績

16 件 22 件 件 件
係
長

0.15 人

達
成
率

106.7 ％ 110.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.15 人

75

Ⅵ-1-
(1)-① 
市民の力
で環境力
を高める
仕組みづ
くり

増額5,2064,954継続

市民
活動
推進
課

市民活動団体等
による環境未来
都市推進支援事
業

　引き続き協働の理解浸透を
図る研修等を実施し、行政と
協働できるＮＰＯの育成に努
めるとともに、ＮＰＯと企
業、地域団体等との協働事業
立ち上げを支援する。

順調

　協働の理解浸透を図る研
修、成果発表会の開催、事例
紹介等を通して、行政と協働
できるＮＰＯの育成に努め
る。
また、ＮＰＯと企業が協働を
行うきっかけが少ないため、
本補助金の対象を企業・地域
団体等へ拡大し、協働事業立
ち上げを支援する。

順調

継続

環境未来都市計画が掲
げる目標を達成するた
め、ＮＰＯなどの提案
団体と市が協働して取
り組む事業に経費の一
部を補助。

北九州フィルム・
コミッションの市
民への認知度

100,000千円
(H21年度)

29,288

31件
(H29年
度)

6件
（H24年

度)
3,775

補助交付事業件数
（累計）

59.8%
(H25年
度)

人

文化
企画
課

Ⅳ-4-
(2)-③ 
都市イ
メージの
向上

74
映像製作誘致強
化関連事業

地域経済への貢献
（直接経済効果）

職
員

増額

映画・テレビドラマ等
のロケ地誘致や撮影支
援を積極的に行い、本
市の知名度と都市イ
メージの向上を図る。
また、活動成果の市民
との共有や、「映画の
街・北九州」という新
たな都市ブランドの発
信により、街のにぎわ
いの創出や市民交流等
のまちづくりにつなげ
る。

110,000千円
（毎年度）

56,388

80.0%
(平成30
年度）

36,100

課
長

人

順調人 順調

　「映画の街・北九州」ブラ
ンドを国内外に発信するた
め、これまで主にタイをター
ゲットとして海外の映画・テ
レビドラマの誘致に取り組ん
できたが、ロケ地として関門
海峡の魅力をＰＲする下関市
との連携事業により、ター
ゲットを韓国や中国にも拡大
する。
　また、アニメ作品の誘致に
も積極的に取り組むこととす
る。

1.80

0.40

1.80

　下関市と関門海峡というロ
ケーションを活かしたロケ地
誘致を行うことで都市イメー
ジの向上を図る。

係
長
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.60 人

目
標

実
績

679
団
体

699
団
体

団
体

団
体

達
成
率

98.8 ％ 102.9 ％ ％ ％

目
標

実
績

22,380 人 22,722 人 人 人

達
成
率

97.6 ％ 101.5 ％ ％ ％

目
標

2,400 人 2,400 人 3,000 人 3,000 人
課
長

0.05 人

実
績

3,202 人 4,052 人 人 人
係
長

0.10 人

達
成
率

133.4 ％ 168.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

51 件 47 件 件 件
係
長

0.10 人

達
成
率

106.2 ％ 92.2 ％ ％ ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

43.5 ％ ％ ％
係
長

0.20 人

達
成
率

101.2 ％ ％ ％
職
員

0.30 人

維持

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組

増額

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H29年度

人数

事業費
の増減

社会福祉ボラン
ティア大学校運
営委託

地域
福祉
推進
課

ボランティア登録
団体数

Ⅰ-1-
(1)-⑤ 
特別な支
援を要す
る子育て
家庭への
対応

1
総合療育セン
ター再整備事業

障害
者支
援課

2
ボランティア活
動促進事業

実施設計
の実施

開所
(平成30
年度)

―
実施設計
の実施

―

施設の老朽化や障害
児・者のニーズの多様
化、拡大等に対応する
ため、北九州市立総合
療育センターを再整備
する。

―

―

ボラン
ティア登
録団体の
拡充

3

新総合療育セン
ターの開所

―

地域
福祉
推進
課

700団体
（平成27
年度）

ボランティア登録
人数

23,000人
(平成27年

度）

地域福祉の振興を図る
ため、北九州市社会福
祉協議会が実施してい
るボランティアの育
成、コーディネート、
活動支援、関係機関と
の連携による情報収
集・発信等のボラン
ティア活動促進事業に
対して補助している。

前年度比増

ボラン
ティア
人口の
拡充

前年度比増

9,800

課
長

人

係
長

2,518,500

0.10 人

人

職
員

0.05

0.10

2,32531,381

維持34,908 2,325

3,0757,720

ボランティア大学
校の研修の受講者
数（単年度）

維持

受講者
のボラ
ンティ
ア活動
の促進

前年度水
準を維持

弁護士・司法書士・社会
福祉士などの専門職によ
る第三者後見人が将来不
足することに備え、契約
能力の低下した認知症高
齢者等に対し、福祉サー
ビスの利用調整や日常生
活の見守りを中心とした
成年後見業務を担う｢市
民後見人｣を養成すると
ともに、養成した後見人
を登録し、後見業務を法
人として提供する機関に
補助金を交付し、成年後
見制度の利用促進を図
る。

法人後見受任件数
(年度末件数)

47件
（27年
度）

地域福祉活動やボラン
ティア活動を担う人材
育成に資するため、ボ
ランティア・市民活動
センターと一体とな
り、市民に広く研修機
会を提供する。

3,000人
（平成
27年
度）

高齢者の生
きがいづく
りや仲間づ
くり、及び
ボランティ
ア活動等の

促進

前年度
(687人)
比増

前年度比増

前年度比増 前年度比増

前年度水
準を維持

前年度(48
件)水準を

維持

前年度水
準を維持

研修修了者
の活躍の場
の確保

前年度比増

―

43.0％
（26年
度）

前年度比増

4,825

長寿
社会
対策
課

年長者研修大学
校及び北九州穴
生ドーム運営委
託

5

年長者研修大学校（周
望学舎・穴生学舎）及
び北九州穴生ドーム、
並びに生涯現役夢追塾
の運営を行う。

　社会福祉への理解を深め、
地域活動や社会貢献活動への
参加を促進するため、青少年
から高齢者にいたる幅広い市
民に活動機会を提供し、福祉
の心や互助の意識を育むこと
により、新たな活動の担い手
の育成を目指す。併せて、関
係機関・団体との協働体制を
確立し、災害時における多者
協働による支援体制を確立す
る。

順調

　ボランティア活動促進事業
については、社会福祉への理
解を深め、地域活動や社会貢
献活動への参加を促進するた
め、青少年から高齢者に至る
幅広い市民に活動機会を提供
し、福祉の心や互助の意識を
育むことにより、新たな活動
の担い手の育成を目指すとと
もに、関係機関・団体と、災
害時における多者協働による
協働・支援体制を確立する。
　社会福祉ボランティア大学
校運営委託については、今
後、地域福祉活動を担う人材
育成を進めるとともに、地域
でのマッチングを高めてい
く。

順調

　高齢化の進行や、認知症高
齢者数の増加に伴い、安定し
た成年後見制度の推進を図る
必要があるため、引き続き養
成研修を行うとともに、研修
修了者の活躍の場を確保する
ため法人後見の補助を行う。

　社会福祉法・介護保険制度
の見直し・生活困窮者自立支
援法の制定等、制度側がボラ
ンティアや地域の支え合い活
動を制度の中に位置づけてお
り、ボランティア・市民活動
への期待はますます高まって
いる。
　これまでの実施回数等の見
直しではなく、今後、求めら
れる地域福祉活動に特化した
人材育成に努め、制度での期
待に応えられる研修機関を目
指す。

順調

順調
　開所に向けて建築工事を着
実に行う。

順調
　建築工事の進捗管理を適切
に行っていく。

順調

順調

H28年度

253,400

34,956

31,417

7,817

Ⅰ-3-
(2)-② 
地域を支
えるボラ
ンティア
の育成

長寿
社会
対策
課

Ⅰ-3-
(2)-③ 
団塊の世
代の活用

前年度
(22,919人)

比増

修了生の地域活動
への参加状況

―

維持

153,885153,885

　さらなる講座の充実のため
にアンケート結果等を活用し
て、より魅力ある運営となる
よう努める。また地域活動の
拠点としての役割のためボラ
ンティア活動の充実などに努
める。

継続

4

前年度比増

権利擁護・市民
後見促進事業

―

H29年度

建築工事
の着手

建築工事
の実施

成果の
方向性

継続

継続

継続

継続

順調

前年度比増

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

　権利擁護・市民後見促進事
業については、高齢化の進行
や、認知症高齢者数の増加に
伴い、安定した成年後見制度
の推進を図る必要があるた
め、引き続き養成研修を行う
とともに、研修修了者の活躍
の場を確保するため法人後見
の補助を行う。
　年長者研修大学校及び北九
州穴生ドーム運営について
は、高齢者の生きがいづくり
や健康づくりを促進し、地域
活動を担う高齢者の人材育成
を図る。

H28年度
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H29年度

人数

事業費
の増減

H28年度

H29年度

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H28年度

目
標

55
団
体

80
団
体

85
団
体

110
団
体

課
長

0.30 人

実
績

71
団
体

79
団
体

団
体

団
体

係
長

16.50 人

達
成
率

129.1 ％ 98.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

0.00 人

目
標

実
績

1,545
（うち廃止
468世帯）

人
1,384

（うち廃止
465世帯）

人 人 人

達
成
率

目
標

実
績

589,420
千
円

593,191
千
円

千
円

千
円

達
成
率

目
標

実
績

91,092 件 86,008 件 件 件

達
成
率

目
標

実
績

99 ％ 98.9 ％ ％ ％

達
成
率

維持

―

―

―

―

―

いのちをつなぐ
ネットワーク推進
会議の参加団体数

79団体
(27年
度)

協力企
業・団体
による
ネット

ワークの
拡大

―

Ⅱ-1-
(1)-①
地域で安
心して暮
らせる仕
組みづく
り

9

保護
課

多様で複雑な問題を抱
える生活保護受給者に
対し、それらの問題を
解決し少しでも早く生
活保護から自立できる
ように、就労支援プロ
グラム等の各種自立支
援プログラムを活用
し、専門的に支援する
職員（専門員）を各区
に配置するなど、福祉
事務所における自立支
援体制を拡充し、支援
を行う。

課
長

―

―

―

公正で
信頼さ
れる保
健福祉
行政の
推進

―

― ―

公正で信頼される
保健福祉行政の推
進

―

―

被保護
者の自
立促進

― ―

課
長

0.50

充足率
の維持

職
員

170,397
係
長45,450 2.40

0.30

0.20

係
長

被保護
者の自
立促進

170,441

職
員

0.00

継続 7,300

人

人

人

民生委員・児童委員
は、社会福祉の精神を
もって、高齢者をはじ
め生活困窮者、児童、
障害者(児)、など援護
を必要とする者に相
談・助言を行い、福祉
事務所や社会福祉施設
などと密接に協力しな
がら、地域社会の福祉
の増進を図る。その民
生委員・児童委員の委
嘱、広報、研修などを
行う。

―

―

相談・支
援件数の

維持

―

効果額（千円）
（保護削減額）

―

―

―

―

就職者数（人）

―

増額継続

―

充足率 ―

―

86,008件
(27年度）

―

―

―

相談・支援件数

―

人

2.40 人

順調

順調

順調

　いのちをつなぐネットワー
ク事業については、関係団
体・機関と行政の連携体制を
再構築するため、会議実施方
法の工夫を検討する
　北九州市保健福祉オンブズ
パーソン事業については、積
極的な出張面談等により、相
談者の利便性を図る。
　生活保護受給者に対する自
立支援事業について、事業全
体の実績は順調であるため、
今後も同事業を継続してい
く。
　民生委員活動支援事業につ
いては、民生委員児童委員協
議会と行政機関の連携を密に
するため、引き続き、相互の
こまめな情報提供・会合を行
う。

　これまで進めてきた自立支
援事業の取り組み等の結果、
稼働能力のある就労支援対象
者が就職、自立して、徐々に
減少し続けている等、事業全
体の実績は順調であるため、
今後も同事業を継続してい
く。

　民生委員・児童委員の負担
軽減のため、平成28年度の一
斉改選に合わせ増員を行っ
た。また、民生委員児童委員
協議会と行政機関の連携を密
にするため、引き続き、相互
のこまめな情報提供・会合を
行う。

人

―

維持

順調172,200

157,758
民生委員活動支
援事業

10,037

8
生活保護受給者
に対する自立支
援事業

9,793

171,363

1,014

いのちをつなぐ
ネットワーク事
業

6

地域
福祉
推進
課

　市が実施し又は所管す
る保健福祉サービスに関
する利用者及び利用希望
者からの苦情を、中立か
つ公正な第三者（保健福
祉オンブズパーソン）が
面談し、市の機関へ調査
や報告を求めてその内容
を審理。不当な点があれ
ばその是正を勧告するな
どの苦情処理を行う。
　当事業は、既存の苦情
処理制度である広聴制度
（市民のこえ、市長への
手紙）や法定救済制度
（行政不服審査制度、行
政事件訴訟制度）を補完
するもの。

7

住民と行政の力を結集
し、地域における既存
のネットワークや見守
りの仕組みを結び付
け、セーフティネット
の網の目を細かくする
ことによって、高齢者
のみならず、支援を必
要としている人が社会
的に孤立することがな
いよう地域全体で見守
り、必要なサービス等
につなげていく取組み
である。

地域
福祉
推進
課

総務
課

北九州市保健福
祉オンブズパー
ソン事業

　積極的な出張面談等によ
り、相談者の利便性を図る。

順調1,000

―

継続

―

―

拡大

　関係団体・機関と行政の連
携体制の再構築するため、会
議実施方法の工夫を検討す
る。例えば、関係団体・機関
の実務者による会合を実施
し、より密な話し合いが行わ
れるよう少人数制にするな
ど、横のつながりを強化す
る。

―

12,300

維持
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H29年度

人数

事業費
の増減

H28年度

H29年度

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H28年度

目
標

課
長

4.30 人

実
績

係
長

17.30 人

達
成
率

職
員

7.70 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.10 人

目
標

10 件 10 件
課
長

0.30 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

1.00 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

職
員

係
長

課
長

人

― 人

人

3.00

2.00

1.00

増額

――

―

小児救急医療の先
進都市づくり

―

― ―

―

小児医療に関
する先進的な
取組みを実施

小児医療に関
する先進的な
取組みを実施

産婦人科、小児科
医師の確保

難病患者が相談機
関を利用する割合
（北九州市障害
児・者等実態調査
における調査よ
り）

―

産婦人科、小児
科医師等の確保
に係る事業を支

援

産婦人科、小児
科医師等の確保
に係る事業を支

援

― ―

―

―

― ―

　医師等の医療従事者や介護
関係者に対し、在宅医療分野
での栄養士の役割や機能につ
いて、平成２８年度の取り組
みを踏まえた研修会等を実施
し周知を図るとともに、在宅
医療分野で活動できる管理栄
養士の育成を行う。

　引き続き、医師会をはじめ
とする関係機関との連携を図
り、夜間や休日における救急
医療体制の維持確保に努め
る。

　引き続き、小児救急医療
ワークショップ等を開催し、
本市の小児医療に関する取り
組みを市内外の医療関係者等
にアピールするととともに、
その内容について充実に努め
る。

順調

維持

増額

維持

2,900

　引き続き、助成等を行うこ
とにより、周産期及び小児医
療に関する専門的な医療の提
供及び医師の確保を図り、医
療体制の充実に努める。

　H28年度に難病対策地域協
議会を立ち上げ、難病患者等
支援における課題を情報共有
した。その中で本市での難病
相談専門窓口の必要性や関係
機関の窓口につなげていく仕
組みづくりが必要という意見
を受け、難病患者支援の拠点
である難病相談支援センター
の整備を行う。
　平成30年4月の権限移譲に
向けて、難病の医療費管理シ
ステムの構築や認定体制づく
りなどの準備を行う。

――

救急医療体制の維
持

―

―

救急医
療体制
の維持

小児医療の
充実

12

1,088,632

3,158

280,200

――

地域
医療
課

小児医療先進都
市づくり事業

11

地域
医療
課

救急医療体制の
維持・確保

10

4,035継続

―

小児救急医療をはじめ
とする小児医療体制の
さらなる充実を図るこ
とで、小児医療の先進
都市づくりを行う。

継続

―

夜間や休日における救
急医療体制の維持・確
保。

10,000

―

継続 10,000

―

―

産婦人科・小児科医師
の確保を支援するため
の事業への助成を行
う。

大変
順調

54,000 ―

難病患者支援の拠点で
ある難病相談支援セン
ターを整備するととも
に、平成30年4月の権
限移譲に向けて、難病
の医療費管理システム
の構築や認定体制づく
りなどの準備を行う。

かかりつけ医を中心に
専門職が連携し、患者
の希望に沿った在宅医
療サービスの提供がな
されるよう、地域の専
門職の参画促進や、在
宅医療の中心的な役割
を担う訪問看護の充実
強化等、在宅医療の環
境整備を推進する。

専門職
の在宅
医療へ
の参画
促進

―

維持 20,950

難病患
者に対
する正
しい知
識の普

及

1,500

難病専
門窓口
開設に
よる相
談機関
の利用
者の増

加

主治医への助言件
数

―

難病患者に対する
正しい知識の普及

―

64.4%
（平成
26年度
調査

複数回
答有）

利用した相談
機関の割合の
増加（平成28
年度調査結
果）

地域
医療
課

順調

―13
在宅医療普及推
進事業

地域
医療
課

産婦人科・小児
科臨床研修医支
援等事業

Ⅱ-1-
(2)-①
医療・救
急体制の
充実

14
難病患者支援体
制推進事業

健康
推進
課

2,900

産婦人
科、小児
科医師等
の確保に
係る事業
を支援

1,079,271

大変
順調

1,727

49,000

　救急医療体制の維持・確保
については、関係機関との連
携を図り、夜間や休日におけ
る救急医療体制の維持確保に
努める。
　小児医療先進都市づくり事
業では、小児先進都市づくり
会議や小児救急医療ワーク
ショップ等について、内容の
充実に努める。
　産婦人科・小児科臨床研修
医支援等事業では、周産期及
び小児医療に関する専門的な
医療の提供及び医師の確保を
図り、医療体制の充実に努め
る。
　在宅医療普及推進事業で
は、医療従事者や介護関係者
に対し、在宅医療分野での栄
養士の役割や機能についての
研修会等を実施し周知を図る
とともに、在宅医療分野で活
動できる管理栄養士の育成を
行う。
　難病患者支援体制推進事業
では、難病患者支援の拠点で
ある難病相談支援センターの
整備を行う。また、平成30年
4月の権限移譲に向けて、難
病の医療費管理システムの構
築や認定体制づくりなどの準
備を行う。

1,800―
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H29年度

人数

事業費
の増減

H28年度

H29年度

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H28年度

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.30 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.70 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.60 人

目
標

課
長

0.01 人

実
績

係
長

0.02 人

達
成
率

職
員

0.05 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.30 人

衛生講習会や
リーフレットの
配布等を行っ

た。

維持

維持

健康危機管理の整
備・強化

医療体制や相談
体制の整備、市
民への啓発や情
報提供などを行

う

新型インフルエン
ザ等感染症の発生
に備えた対策

― ―

医療体制や相談
体制の整備、市
民への啓発や情
報提供などを行

う 関係機関
との協

力、連携
強化

必要とな
る備蓄品
の確保・

補充

―

　食品の安全を確保す
ることにより住民の健
康保護を図ることを目
的に、食品衛生法に規
定するリスクコミュニ
ケーションを実施す
る。

― ―

―
消費者への食品安
全に関する正しい
知識・情報の提供

― ―

衛生講習会や
リーフレットの
配布等を行っ

た。

食品等事業者の衛
生意識の向上

―

―

維持1,805

―

衛生講習会や監
視指導等を行っ

た。

―

7,650

―

食品等事業者
の衛生意識の
向上を図る。
(H30年度)

衛生講習会や監
視指導等を行っ

た。

―

Ⅱ-1-
(3)-⑤
非行や犯
罪を生ま
ない地域
づくり

19
社会を明るくす
る運動

総務
課

犯罪や非行の防止と罪
を犯した人たちの更生
について理解を深め、
明るい地域社会を築く
ため、法務省主唱の社
会を明るくする運動を
実施する。

犯罪や非行のない
明るい地域社会の
実現と罪を犯した
人たちの更生につ
いての理解促進

―

― 441

―

―

―

―

高齢者の生
きがいづく
りや仲間づ
くり、及び
ボランティ
ア活動等の

促進

―

― ―

高齢者の生きがい
づくり、社会参加
の促進

犯罪や非行
のない明る
い地域社会
の実現と罪
を犯した人
たちの更生
についての
理解促進

1,805

17

　引き続き、食品等事業者を
対象とした講習会の開催や監
視指導を実施し、事業者の衛
生意識の向上に努める。

順調

　犯罪や非行のない明るい地
域社会の実現に向け、今後も
犯罪予防活動や広報活動等を
継続的に実施する。

順調

　犯罪や非行のない明るい地
域社会の実現に向け、今後も
犯罪予防活動や広報活動等を
継続的に実施する。

維持 順調

順調 　食の安全安心確保推進事業
については、今後も食品衛生
監視指導計画を毎年度策定・
公表するとともに、消費者へ
食品の安全に関する正しい情
報を提供し、リスクコミュニ
ケーションの推進を図る。
　食中毒予防総合対策事業に
ついては、食品等事業者を対
象とした講習会の開催や監視
指導、啓発を今後も継続し、
事業者の衛生意識の向上を
図っていく。

　引き続き、食品衛生監視指
導計画を毎年度策定・公表す
るとともに、消費者へ食品の
安全に関する正しい情報の提
供、リスクコミュニケーショ
ンの実施に努める。

順調

継続

4,825

6,825

690460継続

―

―

―

―

― ――

―

　感染症対策推進事業につい
ては、感染症の発生予防及び
まん延防止のため、ホーム
ページ等を通じた市民への感
染症予防啓発を行うとともに
感染症に関する研修会の開催
やジカウイルス感染症、デン
グ熱等の蚊が媒介する感染症
対策の強化・充実を図る。
　新型インフルエンザ対策事
業については、「北九州市新
型インフルエンザ等対策マ
ニュアル（医療対応編）」に
基づき、引き続き、新型イン
フルエンザ等発生時に必要と
なる防護服等の備蓄・補充を
行う。

順調

　「北九州市新型インフルエ
ンザ等対策マニュアル（医療
対応編）」に基づき、引き続
き、新型インフルエンザ等発
生時に必要となる防護服等の
備蓄・補充を行う。

大変
順調

医療体制や相談
体制の整備、市
民への啓発や情
報提供などを行

う

維持

医療体制や相談
体制の整備、市
民への啓発や情
報提供などを行

う

― ―

14,565

健康危機
管理の整
備・強化

Ⅱ-1-
(2)-② 
健康危機
管理体制
の充実 平成21年4月に発生し

た新型インフルエンザ
（A/N1H1）対策を踏ま
え、今後の再流行や新
たな新型インフルエン
ザ等感染症の発生に備
えた検討などを行い、
必要な対策の充実を図
る。

保健
衛生
課

新型インフルエ
ンザ対策事業

16

15
保健
衛生
課

Ⅱ-1-
(2)-③
食の安
全・安心
の確保

保健
衛生
課

　食中毒発生時の迅速
な原因究明による健康
被害の拡大防止や流通
食品の汚染実態調査等
により、食中毒の総合
的な予防対策を実施す
る。

18

20

　感染症の発生予防及びまん
延防止のため、ホームページ
等を通じた市民への感染症予
防啓発を行うとともに感染症
に関する研修会の開催やジカ
ウイルス感染症、デング熱等
の蚊が媒介する感染症対策の
強化・充実を図る。

順調

長寿
社会
対策
課

食中毒予防総合
対策事業

年長者研修大学校（周
望学舎・穴生学舎）及
び北九州穴生ドーム、
並びに生涯現役夢追塾
の運営を行う。

―

保健
衛生
課

食の安全安心確
保推進事業

1,184継続

継続 24,949
感染症対策推進
事業

13,827

1,184

継続

―

―

―

―

――

― ―

感染症に係る基盤整
備、指導・相談や関係
機関との連携活動等を
行い、感染症の発生、
まん延防止の施策を行
う。

23,195

消費者へ食品安全に
関する正しい知識・
情報を提供する。

(H30年度)

4,400

8,700

― ―

――

年長者研修大学
校及び北九州穴
生ドーム運営委
託

Ⅱ-2-
(1)-① 
生涯現役
型社会の
環境づく
りの推進

　高齢者の生きがいづくりや
健康づくりを促進し、地域活
動を担う高齢者の人材育成を
図る。

順調

　さらなる講座の充実のため
にアンケート結果等を活用し
て、より魅力ある運営となる
よう努める。また地域活動の
拠点としての役割のためボラ
ンティア活動の充実などに努
める。

順調維持153,885153,885継続
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H29年度

人数

事業費
の増減

H28年度

H29年度

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H28年度

目
標

課
長

0.05 人

実
績

51 件 47 件 件 件
係
長

0.10 人

達
成
率

106.2 ％ 92.2 ％ ％ ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

1.30 人

達
成
率

職
員

2.40 人

目
標

31,018 人 33,629 人 32,312 人 30,799 人
課
長

1.06 人

実
績

33,306 人 35,490 人 人 人
係
長

3.70 人

達
成
率

107.4 ％ 105.5 ％ ％ ％
職
員

14.30 人

目
標

5,033 人 5,548 人

実
績

5,033 人 5,236 人 人 人

達
成
率

100.0 ％ ― ％ ％

目
標

2,197 人 2,451 人

実
績

2,199 人 2,253 人 人 人

達
成
率

100.1 ％ ― #VALUE! ％ 0.0 ％

目
標

7,109 人 12,067 人
課
長

0.60 人

実
績

係
長

1.50 人

達
成
率

職
員

2.50 人

職
員

介護予防・生活支
援サービス事業の
利用者数

―25
介護予防・生活
支援サービス事
業

地域
福祉
推進
課/認
知症
支
援・
介護
予防
セン
ター

平成27年４月からの介
護保険制度改正に伴
い、要支援１・２の認
定を受けた方が利用す
る訪問介護及び通所介
護について、全国一律
の保険給付から市町村
の事業である「介護予
防・生活支援サービス
事業」に段階的に移行
する.

― 636,400 2,576,512 増額 40,650

55,750

12,067 人
(H29年度)

―

0.50

1.40

特別養護老人ホー
ムの定員数

5,033人
(H26年
度)

減額

維持

課
長

30,799人
（H29年
度）

平成25年度
（81.1％）
を維持

―

地域包括支援セン
ター利用時の職員
対応満足度
（北九州市高齢者
等実態調査より）

81.1%
（Ｈ25
年度）

―

24

民間老人福祉施
設整備補助事業
（特別養護老人
ホーム等の整
備）

介護
保険
課

23

弁護士・司法書士・社会
福祉士などの専門職によ
る第三者後見人が将来不
足することに備え、契約
能力の低下した認知症高
齢者等に対し、福祉サー
ビスの利用調整や日常生
活の見守りを中心とした
成年後見業務を担う｢市
民後見人｣を養成すると
ともに、養成した後見人
を登録し、後見業務を法
人として提供する機関に
補助金を交付し、成年後
見制度の利用促進を図
る。

21

研修修了
者の活躍
の場の確

保

前年度水
準を維持

前年度水
準を維持

介護
保険
課

高齢者が住み慣れた地
域で、能力に応じて自
立した日常生活を営む
ことが出来るよう、訪
問介護・通所介護など
の在宅サービス・地域
密着型サービスの提供
を行う。

要介護者が、在宅生活
が困難になった場合な
どにおいても可能な限
り住み慣れた地域で生
活を継続することがで
きるよう、民間事業者
が行う介護保険施設等
の整備を行う。

―

2,199人
(H26年
度)

2,451人
(H29年
度)

　平成28年度の公募で事業予
定者の選定が目標数に達しな
かったものに関して、再公募
を実施する。 順調

　高齢化の進行や、認知症高
齢者数の増加に伴い、安定し
た成年後見制度の推進を図る
必要があるため、引き続き養
成研修を行うとともに、研修
修了者の活躍の場を確保する
ため法人後見の補助を行う。

長寿
社会
対策
課

権利擁護・市民
後見促進事業

5,548人
(H29年
度)

継続

継続

3,075

44,412,844

900,375拡大

7,817

645,500

　介護が必要な人に在宅サー
ビスが安定的に供給されるよ
う、第四次北九州市高齢者支
援計画に沿った支援を行う。

43,587,532

係
長

人

　高齢者人口や業務量等から
適切な人員配置に努めるとと
もに、介護予防・生活支援
サービス事業が開始したこと
による職員の更なるスキル
アップのための研修の充実を
図る。
　また、地域包括支援セン
ターのＰＲ方法についても引
き続き検討する。

順調

36,750

人4.80

156,440

　介護予防・生活支援サービ
ス事業への円滑な移行。
（平成28年10月より移行中）

1,049,240

順調

順調

人

在宅サービスの利
用人数

47件
（27年
度）

認知症グループ
ホームの定員数

―

前年度水
準を維持

―
平成25年度
（81.1％）

を維持

Ⅱ-2-
(1)-②
総合的な
地域ケア
の充実 　地域包括支援センター

は、高齢者が住み慣れた地
域でその人らしい生活を安
心して続けることが出来る
よう、保健・医療・福祉・
介護に関する幅広い相談に
応じる「総合相談窓口」で
ある。
　本市では、区役所、出張
所に地域包括支援センター
及びバックアップ機能とし
ての統括支援センターを配
置するとともに、市民セン
ターに巡回訪問するなどア
ウトリーチ機能を強化し、
効果的・効率的な運営を行
う。

地域
福祉
推進
課

地域包括支援セ
ンター運営事業

22 順調

　権利擁護・市民後見促進事
業では、高齢化の進行や、認
知症高齢者数の増加に伴い、
安定した成年後見制度の推進
を図る必要があるため、引き
続き養成研修を行うととも
に、研修修了者の活躍の場を
確保するため法人後見の補助
を行う。
　地域包括支援センター運営
事業では、高齢者人口や業務
量等から適切な人員配置に努
めるとともに、介護予防・生
活支援サービス事業が開始し
たことによる職員の更なるス
キルアップのための研修の充
実を図るほか、地域包括支援
センターのＰＲ方法について
も引き続き検討する。

順調

―

介護サービス等
給付費（介護保
険サービスの提
供（在宅サービ
スの提供））

7,720

継続

633,501

維持

維持

―

―

33,306人
(H26年度)

法人後見受任件数
(年度末件数)

―

前年度(48
件)水準を

維持

―

―

Ⅱ-2-
(1)-③
住み慣れ
た地域で
の生活支
援

　介護保険の在宅サービスに
ついては、介護が必要な人に
サービスが安定的に供給され
るよう、第四次北九州市高齢
者支援計画に沿った支援を行
う。
　施設サービスについては、
特別養護老人ホームなど、平
成２８年度公募で事業予定者
の選定が目標数に達しなかっ
たものに関して再公募を実施
する。
　また、介護予防・生活支援
サービスについては、介護予
防給付からの円滑な移行を行
うとともに、より介護予防に
重点を置いた短期集中予防型
サービスについて検証実施す
る。
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H29年度

人数

事業費
の増減

H28年度

H29年度

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H28年度

目
標

60,000 人 70,000 人 70,000 人

実
績

55,941
(累計) 人 64,922 人 人 人

達
成
率

128.0 ％ 108.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

300 件 300 件 300 件

実
績

256 件 件 件

達
成
率

85.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

継続

維持

前年度
(43,698人)

増加

10,370

認知症高齢者
の早期発見・
早期保護体制

の維持

維持 3,075

27

26

認知症高齢者等
安全確保事業

認知
症支
援・
介護
予防
セン
ター

認知症による徘徊行動
により行方不明となっ
た高齢者の早期発見・
早期保護を図るため、
「徘徊高齢者等SOS
ネットワークシステ
ム」の運営や、一時保
護施設の確保、GPSを
活用した位置探索サー
ビスの提供により、認
知症高齢者の安全確保
を図る。

認知症対策普
及・相談・支援
事業

認知
症支
援・
介護
予防
セン
ター

認知症高齢者やその家
族が住みなれた地域で
安心して暮らせるまち
づくりを目指し、 認
知症を理解して、認知
症の方を地域で温かく
見守り、支える「認知
症サポーター」の 養
成に取り組む。また、
認知症の本人や家族及
び高齢者を介護する家
族が抱える不安や悩み
などを気軽に相談でき
るコールセンターを設
置する。

―

―

―

― ―

3,0753,300
認知症高齢者の早
期発見・早期保護

256件
（H27年
度）

認知症・介護家族
コールセンター相
談件数

64,922人
（H27年
度）

認知症高齢者
の早期発見・
早期保護体制

の維持

―

―

認知症の本人
や家族がかか
える不安や悩
みなど相談を
受けることに
より、精神面
での効果的な
支援を行う。

H29年度
までに7
万人養

成

順調

　引き続き市民への認知症に
係る認知度を高めていくとと
もに、行方不明者等に対応す
る体制の充実を図る。

　メール配信の登録者数を増
やすなど、行方不明者等に対
応する体制の充実を図る。

順調

Ⅱ-2-
(1)-④
総合的な
認知症対
策

10,370

継続

職
員

0.20 人

順調

課
長

　認知症サポーターの受講者
数の更なる増加に向けて取り
組む。

係
長

3,300

0.10 人

認知症サポーター
養成講座受講者数
（累計）

0.05 人

―
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H29年度

人数

事業費
の増減

H28年度

H29年度

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H28年度

目
標

43,699 件
課
長

0.03 人

実
績

24,561 件 21,870 件 件 件
係
長

0.10 人

達
成
率

104.6 ％ 89.0 ％ ％ ％
職
員

0.20 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

280 人 人 人

達
成
率

106.5 ％ ％ ％

目
標

実
績

49 人 人 人

達
成
率

61.3 ％ ％ ％

目
標

980 人 1,050 人 1,120 人 1,200 人

実
績

870 人 1,011 人 人 人

達
成
率

88.8 ％ 96.3 ％ ％ ％

目
標

実
績

90 人 140 人 人 人

達
成
率

75.0 ％ 140.0 ％ ％ ％

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成

率
職
員

0.60 人

前年度
（263人）比増

―

100人

維持

（１）発達障害児（者）の方
や家族等の相談に応じるとと
もに、必要な情報提供する。
また、関係機関と連携しなが
ら、必要な支援を行ったり、
啓発活動を行う。
（２）発達障害児（者）のラ
イフステージに応じた適切な
支援体制の整備を行うことに
より、発達障害児（者）及び
その家族等の地域における生
活の安定と福祉の向上を図
る。
（３）発達障害児（者）につ
いて、先駆的な支援の取り組
みをモデル的に実践し、その
分析・検証を行うことで発達
障害児（者）に対する有効な
支援手法の確立を図る。
（４）発達障害に関する正し
い理解の啓発を図る。
（５）家族会等が実施する相
談支援や余暇活動の中で、今
後継続的に実施が見込まれる
ものに対して、事業費の一部
を予算の範囲内で補助する。

30
障害
者支
援課

発達障害者総合
支援事業

2,84528
障害者相談支援
事業

障害
者支
援課

（１）障害者基幹相談支援セン
ターを設置し、よろず相談窓口
として家庭訪問を含む相談支援
を行うとともに、併せて障害者
虐待防止センターの機能を持た
せて、虐待に関する通報の受理
や養護者への指導、啓発などを
行う。
（２）総合療育センター地域支
援室に障害児相談支援の統括者
を配置し、適切な機関・サービ
スにつなげる支援を実施する。
（３）障害者虐待相談員（嘱
託）を配置し、虐待に関する初
動対応や事実確認などを行う。
（４）障害者基幹相談支援セン
ターに「総合支援コーディネー
ター」を配置して、関係機関の
協力体制整備・充実を図る。

生涯を通じた支援
体制の構築

132,432
12,188件
（平成22
年度）

障害者基幹相談支
援センターの相談
件数

―

前年度比増

43,699件
（平成29
年度）

前年度
(23,484件)

比増

市内全
警察署
での研
修終了
（平成
30年
度）

―

2,518,500

―

160人以上
（H29年度

末）

―

―

継続

1,200人
（平成
29年
度）

前年度比
同水準

建築工事の
着手

建築工事の
実施

前年度
（120人）

維持

―

開所
(平成30
年度)

Ⅱ-2-
(2)-①
生涯を通
じ一貫し
た支援体
制の構築

総合療育セン
ター再整備事業

31
障害
者支
援課

施設の老朽化や障害
児・者のニーズの多様
化、拡大等に対応する
ため、北九州市立総合
療育センターを再整備
する。

入所施設からの地
域生活への移行者
数

実施設計の
実施

実施設計の
実施

警察関係者への研
修会参加者数

748人
（平成
22年
度）

発達障害者支援セ
ンター「つばさ」
の相談支援の実人
数

新総合療育セン
ターの開所

入所施設からの地
域生活への移行者
数

90人
（H26年
度）

―

―

　障害者相談支援事業につい
ては、引き続き、出前相談な
ど丁寧な相談支援を行うとと
もに、関係機関との連携強化
に努め、障害のある人が地域
で自立した生活を営むことが
できるように支援する。
　地域生活移行促進事業につ
いては、地域生活での受け皿
となるグループホーム充実の
ため、グループホーム・ケア
ホーム助成事業等を継続す
る。
　発達障害者総合支援事業に
ついては、成人期以降の方へ
の支援や、家族支援を継続し
て実施し、課題や今後の強化
について検討する。
　総合療育センター再整備事
業については、開所に向けて
建築工事を着実に行う。

　地域生活での受け皿となる
グループホーム充実のため、
グループホーム助成事業を継
続する。

　引き続き、出前相談など丁
寧な相談支援を行うことによ
り、障害のある人が自立した
日常生活や社会生活を営むこ
とができるようにする。

　成人期以降の方への支援
（特性の整理、自己理解のた
めの支援、就労支援機関の紹
介、事業所の体験等）や、家
族支援（発達障害の基本的な
理解の研修、先輩保護者の話
を聞く場の設定等）を継続し
て実施し、課題や今後の強化
について検討する。

　開所に向けて建築工事を着
実に行う。

順調

順調

順調人

人

課
長

0.20

―

25年度末入所者
80人移行 120人以上

49人
（H27年
度末）

29
地域生活移行促
進事業

障害
者支
援課

障害者が、施設、病
院、家庭から自立し
て、グループホームや
単身での生活ができる
ように、障害者の地域
移行を支援及び促進さ
せる事業を実施する。

160人以上

生涯を通じ
た支援体制

の構築

43,815

人

係
長

維持

人

―

前年度比
同水準

順調

0.10

3,000 減額

人0.50

9,050

人

増額

職
員

9,800

係
長

職
員

1,065

課
長

0.01

継続

継続 129,245

継続

6,000

44,725

―

前年度比増

― ―

253,400

280人
(H26年
度)

―

やや
遅れ

0.02

0.30
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H29年度

人数

事業費
の増減

H28年度

H29年度

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H28年度

目
標

85 人 90 人 90 人 90 人

実
績

88 人 67 人 人 人

達
成
率

103.5 ％ 74.4 ％ ％ ％

目
標

152 人

実
績

100 人 106 人 人 人

達
成
率

208.3 ％ ％ ％

目
標

3 人
課
長

0.20 人

実
績

0 人 人 人
係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.00 人

目
標

実
績

達
成

率

目
標

実
績

280 人 人 人

達
成

率 106.5 ％ ％ ％

目
標

実
績

49 人 人 人

達
成

率 61.3 ％ ％ ％

―

―

障害者就労支援
事業

障害
者就
労支
援室

　障害者しごとサポー
トセンターを拠点に、
障害者本人の能力や特
性に応じたきめ細かな
対応を行うとともに、
新たな職場開拓や企業
の意識啓発及び就労移
行支援に対する効果的
な支援への取組みを通
じて、障害者の雇用促
進を目指す。

33

34

　平成２７年７月に、保
健福祉局障害者就労支援
室内に開設した｢障害者
ワークステーション北九
州｣において、嘱託員と
して雇用した知的障害
者、精神障害者が専任指
導員のもと、市役所内の
データ入力やラベル貼り
などの軽易な業務に従事
し、その経験を踏まえ、
民間企業への就職につな
げるための取り組みを推
進する。

地域生活移行促
進事業

障害
者支
援課

障害者ワークス
テーション事業

障害
者就
労支
援室

Ⅱ-2-
(2)-②
地域にお
いて日常
生活を送
るための
基盤整備

32

福祉施設から一般
就労への移行件数

継続

―

障害者しごとサ
ポートセンター利
用者の就職人数

39,470

―

48人以上 ―

―

3人
（Ｈ29年

度）

障害者ワークス
テーションで働く
障害者の民間企業
等への就職者数

―

―

―

280人
(H26年
度)

―

生涯を通じた支援
体制の構築

　今後も、新たな職場開拓や
企業の意識啓発及び就労移行
支援に対する効果的な支援へ
の取組みを通じて、障害者の
雇用促進を図るとともに、企
業向けへのセミナー等におい
て、採用時における就労条件
等の雇用差別の禁止や、合理
的配慮の提供義務化などの周
知を強化する。

　障害者就労支援事業につい
ては、今後も新たな職場開拓
や企業の意識啓発及び就労移
行支援に対する効果的な支援
への取組みを通じて、障害者
の雇用促進を図るとともに、
企業向けへのセミナー等にお
いて、採用時における就労条
件等の雇用差別の禁止や、合
理的配慮の提供義務化などの
周知を強化する。
　障害者ワークステーション
事業については、嘱託員とし
て雇用した知的障害者、精神
障害者を「障害者ワークス
テーション北九州｣での業務
の経験を踏まえ、民間企業へ
の就職につなげるための取り
組みを推進する。
　地域生活移行促進事業につ
いては、地域生活での受け皿
となるグループホーム充実の
ため、グループホーム・ケア
ホーム助成事業等を継続す
る。

順調

　嘱託員として雇用した知的
障害者、精神障害者を「障害
者ワークステーション北九
州｣での業務の経験を踏ま
え、民間企業への就職をつな
げるための取り組みを推進す
る。

　地域生活での受け皿となる
グループホーム充実のため、
グループホーム助成事業を継
続する。

減額

順調4,345

0.10

4,300

0.03

係
長

0.40

減額

人0.00

0.01

1,065
やや
遅れ

人

人

順調

0.02

職
員

課
長

人

係
長

人

職
員

人

―

―

障害者が、施設、病
院、家庭から自立し
て、グループホームや
単身での生活ができる
ように、障害者の地域
移行を支援及び促進さ
せる事業を実施する。

維持

6,000

―

入所施設からの地
域生活への移行者
数

49人
（H27年
度末）

課
長

１５２人
(Ｈ29年

度)

160人以上
（H29年度

末）

―

―

９０人
(Ｈ29年

度)

3,000

生涯を通じ
た支援体制
の構築

120人以上

1,8332,200

40,189

前年度
（263人）

比増

入所施設からの地
域生活への移行者
数

160人以上

継続

継続

25年度末入
所者80人移

行

――

―

―
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H29年度

人数

事業費
の増減

H28年度

H29年度

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H28年度

目
標

実
績

5,232 人 5,079 人 人 人

達
成
率

108.5 ％ 97.1 ％ ％ ％

目
標

612 人

実
績

510 人 576 人 人 人

達
成
率

94.1 ％ 112.9 ％ ％ ％

目
標

実
績

149 点 165 点 点 点

達
成
率

136.7 ％ 110.7 ％ ％ ％

目
標

実
績

997 人 2,000 人 人 人

達
成
率

85.1 ％ 200.6 ％ ％ ％

目
標

74.4 人
課
長

0.10 人

実
績

84.9 人 88.3 人 人 人
係
長

0.30 人

達
成
率

111.3 ％ 96.1 ％ ％ ％
職
員

1.00 人

目
標

0.65 %

実
績

0.81 ％ 0.88 ％ ％ ％

達
成
率

目
標

0.82 ％

実
績

1.07 ％ 1.18 ％ ％ ％

達
成
率

前年度比増

障害者芸術祭来場
者数

113点
（H24年
度）

障害者スポーツ大
会参加者数

0.11ポイ
ント減

受診者数に対す
る割合が前年度
(1.17%)より減

少

前年度
（1,172
人）比増

前年度比増

障害者芸術祭出展
者数

減少
(H25年度
94.5人比

較）

0.09ポイ
ント増

36
障害者芸術文化
活動等推進事業

障害者の芸術・文化活
動を推進するため、
「障害者芸術祭」など
の芸術・文化活動の発
表の場を設けるととも
に、家に閉じこもりが
ちになる障害者が地域
社会へ一歩踏み出し、
社会の一員として自立
するための支援事業を
行う。

受診者数に対する
高血圧症該当者
（重度）の割合の
減少

健康
推進
課

「高齢者の医療の確保
に関する法律」に基づ
いて、４０歳～７４歳
の北九州市国民健康保
険被保険者を対象にメ
タボリックシンドロー
ムに着目した生活習慣
病予防のための特定健
診を実施する。また、
健診の結果、特定保健
指導やその他の保健指
導等適切な事後フォ
ローを実施する。

健康診査・健康
診査受診促進事
業

Ⅱ-2-
(2)-③
社会参加
の促進

35
障害者スポーツ
振興事業

障害
者支
援課

障害
者支
援課

がんなどの生活習慣病
予防対策の一環とし
て、これらの疾患の疑
いのある者や危険因子
を持つ者をスクリーニ
ングするため、各種が
ん検診等を実施する。
また、受診勧奨のハガ
キの送付や健康診査の
チラシの配布、啓発イ
ベントなどのＰＲ活動
を通じて、健康診査に
ついての知識を普及す
るとともに、健康診査
受診の動機づけを行う
ことで受診率の向上を
図る。

健康
推進
課

障害者のスポーツ大会
や、各種スポーツ教室
等を開催、障害者団体
等によるスポーツ大会
等への支援を行う。

1,040

40,920

7,195

人
課
長

0.04

課
長

0.01

0.04 人

順調54,448 3,635

障害者ス
ポーツ教
室等参加
者の拡大

0.25

　健康診査の受診促進につい
ては、受診料1,000円以下の
継続、無料クーポンの配布及
び個別勧奨を実施するほか、
県との共同事業によるがん検
診車の派遣回数の増加、企
業・ボランティア等との連携
による検診の普及啓発活動等
で、がん検診受診者の増加を
図る。
　特定健診・特定保健指導に
ついては、受診率の向上に向
けて、未受診者に対するハガ
キによる受診案内の送付等、
各種の受診勧奨事業を継続し
て実施するとともに、新たな
受診勧奨活動に取り組む。ま
た、受診後の適切なフォロー
体制をさらに充実させること
で受診促進と生活習慣病予防
及び重症化予防の推進を図
る。

順調

前年度
（4,822
人）比増

前年度
（109点）

比増

前年度比増

920,235

1.3％
（Ｈ23
年度）

前年度比増

534人
（H24年
度）

前年度
（542人）

比増

障害者スポーツ教
室等参加者数

4,108人
（H24年
度）

1.00

　芸術文化応援センター（東
部障害者福祉会館内）等の関
係機関との連携を強め、事業
の周知等を充実するととも
に、関連するイベント（ふれ
あいフェスタ）との一体的な
開催を継続し、魅力的なイベ
ント内容とすることにより、
参加者数・来場者数の更なる
拡大を図る。

順調

　障害者スポーツ振興事業に
ついては、関係団体と役割分
担や連携を図るとともに、各
事業の周知や参加者の拡大を
図る。
　障害者芸術文化活動等推進
事業については、関係団体と
の連携を図り、事業の周知を
充実するとともに、関連する
イベントとの一体的な開催等
の連携を継続し、魅力的なイ
ベント内容とすることによ
り、参加者数・来場者数の拡
大を図る。

1.0％
（Ｈ23
年度）

0.1ポイン
ト増

受診者数に対す
る割合が前年度
(0.9%)より減少

受診者数に対す
る割合が前年度
（0.81％）より

減少

受診者数に対する
血糖コントロール
不良者（重度）の
割合の減少

保健事業（特定
健診・特定保健
指導） 受診者数に対す

る割合が前年度
(1.07％)より減

少

0.07ポイ
ント減

Ⅱ-2-
(3)-①
生活習慣
病の予
防・重症
化予防

38

維持

0.82%
（平成
29年
度）

人

維持

0.07

係
長

4.00

人

人

維持

　受診率の向上に向けて、未
受診者に対するハガキによる
受診案内の送付等、各種の受
診勧奨事業を継続して実施す
るとともに、新たな受診勧奨
活動に取り組む。
　また、受診後の適切なフォ
ロー体制をさらに充実させる
ことで受診促進と生活習慣病
予防及び重症化予防の推進を
図る。

　各事業の周知の強化を図る
とともに、関係団体との役割
分担や連携を強化しながら、
参加者数の更なる拡大を図
る。

順調

0.08

順調

受診者数に対す
る割合が前年度
(1.18％)より減

少

職
員

維持

人

課
長

係
長

人

係
長

人

職
員

人
職
員

0.13

921,042

7,195

前年度比増 前年度比増

障害者芸術
祭来場者数
の拡大

前年度比増

障害者芸術
祭出展者数
の拡大

H29まで
に612人
の選手
参加

前年度比増

55,420

75歳未満のがんの
年齢調整死亡率の
減少

640人
（H24年
度）

92.6人
（Ｈ23
年度）

継続

前年度比増 前年度比増

37

前年度比
減少

前年度比増

0.65%
（平成
29年
度）

74.4人
（Ｈ29
年度）

受診者数に対す
る割合が前年度
（0.88％）より

減少

継続

継続

継続

　がん検診等の各種健康診査
が受けやすいように、受診料
1,000円以下で継続実施す
る。
　子宮頸がん・乳がん検診の
無料クーポンの配布や、無料
クーポン未使用者への個別受
診勧奨を実施するとともに、
福岡県との共同事業により、
がん検診車の派遣回数を増加
し、がん検診の受診機会を拡
充する。
　企業・ボランティア等との
連携を深め、継続的に検診の
普及啓発活動を行い、がん検
診受診者の増加を図る。

順調528,995

前年度比
減少

525,970 11,650
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H29年度

人数

事業費
の増減

H28年度

H29年度

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H28年度

目
標

実
績

76.3 ％ 75.3 ％ ％ ％

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

1.50 人

達
成
率

職
員

1.50 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.40 人

達
成
率

職
員

0.80 人

目
標

課
長

0.15 人

実
績

18.7 人 人 人
係
長

0.95 人

達
成
率

職
員

1.20 人

健康
推進
課

歯と口の健康は、美味
しい食事や家族や仲間
との会話を楽しむ等、
生活の質を図るための
重要な要素である。
乳幼児期から高齢者ま
で生涯を通じた歯と口
の健康づくりの一環と
して、歯科疾患の早期
発見・早期対応を目的
とした歯科健診や情報
提供・普及啓発を実施
することにより歯と口
の健康づくりの推進を
図る。

19.7人以下

毎日の食事をおい
しいと思う人の割
合（健康づくり実
態調査より）

平成26年度
比増

1ポイント
減

人

―

19.7人以下

―

39
平成23年度
(64.7%)比

増

平成23年度
水準

(64.7％)よ
り増加

3.4ポイン
ト増

―

―

３歳児でむし歯の
ない者の割合

歯科保健の推進

69.7％
（Ｈ23
年度）

64.7％
（Ｈ23
年度） 職

員

前年度
(72.9%)比

増

順調

自殺死亡率（人口
10万人あたりの自
殺者数）
※人口動態統計

―

19.04

H38年までに
H27年度

（19.04人）
比20%削減
（15.23人）

―

―

健康づくりや介護
予防のために取り
組んでいることが
あると答えた高齢
者の割合（北九州
市高齢者等実態調
査より）

―

平成25年度
(75.7%)比増
(H31年度)

食育に関心を持っ
ている人の割合

平成28年度
比増

（H33年
度）

平成28年度
比増

―

平成28年度
比増

―

順調71,049

　引き続き、より多くの高齢
者が介護予防活動に取り組め
るよう、効果的な介護予防プ
ログラムの提供など地域での
介護予防活動の機能強化を図
る。

20,225

75.3％
(Ｈ24年

度)

98,070

その他

人

1.15

―

75.7％
（H25調査
結果）

その他

　未受診者に対する受診勧奨
を強化するとともに、医科歯
科連携を図る。

―

0.30

111,398 23,575増額

15.23人以
下

課
長

係
長

10,575

1.15

26,825

人

86,135

平成28年度
比増

（H33年
度）

―

平成23年度
(64.7%)比

増

平成27年度
比増

90％
(平成30
年度)

5,345

地域における健康
づくり・介護予防の
推進

市民への啓発活動を中
心に、自殺者を減らす
ためのさまざまな事業
を実施する。

41

継続

継続

継続

平成25年度
比増

―

―

― ―

　地域における健康づくり・
介護予防については、効果的
な介護予防プログラムの提供
など地域での介護予防活動の
機能強化を図る。
　自殺対策事業については、
人材育成、普及啓発、関係機
関連携を進める一方、専門職
によるハイリスク者支援を実
施する。

Ⅱ-2-
(3)-②
食育及び
歯と口の
健康づく
りの推進

第二次北九州市食育推進計
画（平成26年４月策定）の
進捗管理にあたって、有識
者等から意見を聴取するた
め、「第二次北九州市食育
推進計画の推進にかかる意
見交換会」を設置する。ま
た、地域における食育推進
や地域で活動する食生活改
善推進員の養成を目的とし
た講座の開催により、食育
に関する人材育成を図ると
ともに、北九州市食生活改
善推進員協議会が実施する
「ふれあい昼食交流会」へ
の開催支援を行う。併せ
て、食育に関する情報発信
の充実や関係団体等のネッ
トワークづくりを進め、お
互いの情報共有や相互連
携・協力による食育を推進
する。

健康
推進
課

食育の推進40

　歯科保健については、未受
診者に対する受診勧奨を強化
するとともに、医科歯科連携
を図る。
　食育については、民間企業
や学校、団体等と連携した事
業展開を行う

順調

　食生活改善推進員養成教室
の広報に努める。また、スー
パーや学校など多くの市民が
集まる場所で、民間企業や学
校、団体等と連携した事業展
開を行う。

順調8,099

さまざまな高齢者が効果的
に介護予防に取り組むこと
ができるように、心身機能
の状態や程度に合わせたプ
ログラムを開発・提供し、
より多くの高齢者に対して
介護予防の機能強化を図
る。また、ひまわり太極拳
や公園の健康遊具など介護
予防ツールの普及・指導技
術を学ぶ講座等の実施や食
生活改善推進員などによる
訪問事業の実施、食生活改
善推進員協議会が実施する
「ふれあい昼食交流会」へ
の開催支援により、身近な
地域で介護予防活動を普
及・啓発する役割を担う実
践者を育成・支援し、地域
活動の充実を促進する。

認知
症支
援・
介護
予防
セン
ター

― ―

15.23人以
下

24.6人
(H17年
度)

順調増額28,656

Ⅱ-2-
(3)-③
豊かな社
会生活を
営むため
のこころ
と体の健
康づくり

　引き続き、人材育成、普及
啓発、関係機関連携を進める
一方、専門職によるハイリス
ク者支援を実施する。

順調

精神
保健
福祉
セン
ター

自殺対策事業42 27,995継続
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H29年度

人数

事業費
の増減

H28年度

H29年度

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H28年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

1,000 人 1,700 人 1,850 人 2,000 人
課
長

0.08 人

実
績

1,386 人 1,608 人 人 人
係
長

0.10 人

達
成
率

138.6 ％ 94.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.30 人

　ボランティア受入施設の増
加に向けた取組み（施設向け
の研修や広報）をより強化す
る。

人

0.05

0.20

0.30

― ―

―

― ―

―自分の健康状態に
ついて「普通」
「まあよい」「よ
い」と考えている
高齢者の割合（北
九州市高齢者等実
態調査より）

79.96%
(H25調
査結果)

人

―

75.7%
(H25調
査結果)

―

―

人

人

平成25年度
比増

平成28年度
比増

増額

0.30

平成25年度
比増

45
介護支援ボラン
ティア事業

介護
保険
課

43
健康マイレージ
事業

―

―

平成28年度
比増

(H31年度)

介護予防・生活習慣改
善等の取り組みや健康
診査の受診等をポイン
ト化し、そのポイント
を健康グッズなどと交
換することで、健康づ
くりの重要性を広く普
及啓発するとともに、
市民の自主的かつ積極
的な健康づくりへの取
り組みを促進する。
また、さらに身近で参
加しやすい事業となる
よう、地域が主体と
なった仕組みを展開す
る。

職
員

課
長

平成28年度
比増

(H31年度)

4,825

平成28年度
比増

健康づくりや介護
予防のために取り
組んでいることが
あると答えた高齢
者の割合（北九州
市高齢者等実態調
査より）

健康づくりや介護
予防のために取り
組んでいることが
あると答えた高齢
者の割合（北九州
市高齢者等実態調
査より）

｢普段、自分は健康
だと思う」「まあ
まあ健康だと思う
と答えた19歳以上
の市民の割合（健
康づくり実態調査
より）

0.50

―

職
員

維持

健康
推進
課

―

59,570

平成25年度
比増

(H30年度)

拡大

―

― ―
健康
推進
課

市民が主体となって、
地域の健康課題につい
て話し合い、目標の設
定・計画づくり･実践･
事業評価を一つのサイ
クルとして、まちづく
り協議会、健康づくり
推進員の会、食生活改
善推進進協議会、医師
会、歯科医師会、薬剤
師会、栄養士会、保健
師等の連携により健康
づくりに取組む。

平成23年度
比増

14,060

係
長

６５歳以上の高齢者が
特別養護老人ホームな
どの介護保険施設等で
ボランティア活動を
行った場合にポイント
を付与し、貯まったポ
イントを換金又は寄付
することができる事
業。

―

―

健康づくりや介護
予防のために取り
組んでいることが
あると答えた高齢
者の割合（北九州
市高齢者等実態調
査より）

―

75.7％
（H25調
査結
果）

維持

―

2,000人
（H29年
度）

― 17,400

―

―

人

平成23年度
比増

(H30年度)

課
長

―

人

― ―

7,900

0.10

―

順調

　中高齢者を中心とする市民
に健康づくりに取り組んでも
らうためのきっかけとなるよ
うインセンティブのあり方の
検討を行い、また、経費の節
減に努めながら事業を実施す
る。また、健康づくり・介護
予防の重要性を広く普及啓発
するために、他の事業やイベ
ント等においても本事業を引
き続き紹介していく。

順調

―

17,400

35,000
平成25年度
(75.7%)比増
(H31年度)

平成25年度
比増

市民センターを
拠点とした健康
づくり事業

平成23年度
比増

75.2％
(H23調
査結
果）

75.7％
(H25調
査結果)

介護支援ボラン
ティア登録者数

13,790

51,621

44

順調

　健康マイレージ事業につい
ては、インセンティブのあり
方や経費の節減に努めながら
事業を実施し、健康づくり・
介護予防の重要性の普及啓発
を図る。
　市民センターを拠点とした
健康づくり事業については、
全まち協137団体の実施に向
けて、未実施団体への働きか
けを強化する。
　介護支援ボランティア事業
については、ボランティア受
入施設の増加に向けた取組み
を強化する。
　地域リハビリテーション活
動支援については引き続き住
民運営の通いの場への支援を
行う。

―

―

継続

継続

平成25年度
比増

　引き続き、住民運営の通い
の場（高齢者等が主体となり
地域で実施している介護予防
教室等）への支援を行う。

4,825

係
長

3,420 順調

大変
順調

36,000継続

　北九州市健康づくり推進プ
ランの目標値「全まち協137
団体（H29年度）」の実施に
向けて、未実施団体(9団体）
への働きかけを区役所保健福
祉課が行う。また、新規実施
団体向けの研修会や各区での
活動報告会への参加を呼びか
けて、実施を促す。校区担当
保健師が未実施校区の実態を
把握し、実施可能な方法を検
討する。

維持

Ⅱ-2-
(3)-④
個人の健
康づくり
を支える
環境の整
備

市民が介護が必要となる
状態を防ぎ（介護予
防）、健康寿命の延伸を
図るために、高齢者等が
地域で実施している介護
予防教室等へ運動・栄
養・口腔分野の専門職等
が関与し、自立支援と地
域づくりの視点から効果
的な介護予防技術の伝達
や人材の育成等を行う。
また、技術を普及する専
門職間の介護予防に関す
る連携も強化し、より効
果的な介護予防の普及・
啓発を展開する。

認知
症支
援・
介護
予防
セン
ター

地域リハビリ
テーション活動
支援事業

46
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H29年度

人数

事業費
の増減

H28年度

H29年度

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H28年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

74.4 ％ ％ ％

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

74.4 ％ ％ ％

達
成
率

順調

―

　引続き、各種講演会等のア
ンケート結果や市民モニター
の意見等を参考にして、市民
の関心の高い人権課題や新し
い人権課題などをテーマとし
て取り上げていくとともに、
新たに、「北九州市人権推進
センターＹｏｕＴｕｂｅチャ
ンネル」を活用して啓発動画
を配信することにより、市民
が啓発活動に触れる機会の拡
大を図る。

　市民の関心の高い人権課題
や新しい人権課題などをテー
マとして取り上げていくとと
もに、市民が啓発活動に触れ
る機会の拡大を図る。
　人権の約束事運動の推進に
ついては、未参加登録団体へ
の参加依頼を行うとともに、
参加登録済団体に対しても、
約束事運動への取り組みを促
し継続した市民運動を目指
す。

人権
文化
推進
課

順調

―

―

維持

Ⅱ-3-
(1)-①
すべての
市民の人
権の尊重

47
市民への人権啓
発の推進

人権
文化
推進
課

―

74.4%
(平成27
年度)

「人権文化のまちづく
り」の実現に向けて、
幅広い年齢層の市民を
対象に、様々な機会を
通じて、人権啓発を推
進する。

48
人権の約束事運
動の推進

すべての市民の人
権が尊重される社
会の実現

―

― ―

―

―

2.80

課
長

1.40

人

人

0.70

課
長

―

―

―

6,066

平成27年度
比増

(平成32年度)
職
員

係
長

18,450 順調

　平成22年度にマスコット
キャラクター（モモマルく
ん）を作成し広報に一層の力
を入れた結果、キャラクター
自体の知名度に比例し、約束
事運動にも注目が集まり、参
加団体数が急激に増加した。
今後は、会員拡大の努力を行
うとともに、事業内容の充実
を図る。

人

1.20

0.30 人

0.60

人

―

―

―

「人権文化のまち
づくり」の推進

人権に関する身近な
テーマを約束事として
掲げ、その約束事を地
域や職場など団体の中
で守っていく市民運
動。団体、企業、施
設、学校など所在地が
北九州市内であれば参
加(無料)できる。
また、参加登録団体が
実施する人権啓発活動
への支援も行ってい
る。

―

北九州市民の人権
問題への関心層の
割合（人権問題に
関する意識調査よ
り）

74.4%
(平成27
年度)

平成27年度
比増

(平成32年度)

43,050

人

係
長

―

―

75,249

すべての
市民の人
権が尊重
される社
会の実現

75,237

6,000

―

―

― ―

―

―

北九州市民の人権
問題への関心層の
割合（人権問題に
関する意識調査よ
り）

継続

継続

職
員

―

「人権文
化のまち
づくり」
の推進

―

維持
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H29年度

人数

事業費
の増減

H28年度

H29年度

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H28年度

目
標

課
長

0.05 人

実
績

51 件 47 件 件 件
係
長

0.10 人

達
成
率

106.2 ％ 92.2 ％ ％ ％
職
員

0.20 人

目
標

60,000 人 70,000 人 70,000 人

実
績

55,941
(累計) 人 64,922 人 人 人

達
成
率

128.0 ％ 108.2 ％ ％ ％

目
標

300 件 300 件 300 件

実
績

256 件 件 件

達
成
率

85.3 ％ ％ ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

　高齢化の進行や、認知症高
齢者数の増加に伴い、安定し
た成年後見制度の推進を図る
必要があるため、引き続き養
成研修を行うとともに、研修
修了者の活躍の場を確保する
ため法人後見の補助を行う。

　認知症サポーターの受講者
数の更なる増加に向けて取り
組む。

順調

長寿
社会
対策
課

弁護士・司法書士・社
会福祉士などの専門職
による第三者後見人が
将来不足することに備
え、契約能力の低下し
た認知症高齢者等に対
し、福祉サービスの利
用調整や日常生活の見
守りを中心とした成年
後見業務を担う｢市民
後見人｣を養成すると
ともに、養成した後見
人を登録し、後見業務
を法人として提供する
機関に補助金を交付
し、成年後見制度の利
用促進を図る。

前年度(48
件)水準を

維持

認知症高齢者やその家
族が住みなれた地域で
安心して暮らせるまち
づくりを目指し、 認
知症を理解して、認知
症の方を地域で温かく
見守り、支える「認知
症サポーター」の 養
成に取り組む。また、
認知症の本人や家族及
び高齢者を介護する家
族が抱える不安や悩み
などを気軽に相談でき
るコールセンターを設
置する。

認知症対策普
及・相談・支援
事業

前年度
(43,698人)

増加

法人後見受任件数
(年度末件数)

権利擁護・市民
後見促進事業

3,075

研修修了
者の活躍
の場の確

保

10,370

64,922人
（H27年
度）

256件
（H27年
度）

H29年度ま
でに7万人

養成

0.05
課
長

―

認知症の本人
や家族がかか
える不安や悩
みなど相談を
受けることに
より、精神面
での効果的な
支援を行う。

職
員

10,370

―
高齢者虐待防止と
権利擁護の推進

継続

―

0.10
係
長

認知
症支
援・
介護
予防
セン
ター

認知症サポーター
養成講座受講者数
（累計）

すべての高
齢者の権利
が尊重さ

れ、その人
らしく安心
して生活で
きるまちを
目指す。

―

継続

認知症・介護家族
コールセンター相
談件数

　権利擁護・市民後見促進事
業について、市民後見人の養
成を行うとともに、活躍の場
を確保するため法人後見の補
助を行う。
　認知症対策普及・相談・支
援事業については、引き続き
市民への認知度を高めてい
く。
　高齢者の虐待防止事業につ
いては、職員への研修内容を
見直しながらレベルアップに
努めるとともに、市民周知促
進を図る。

順調

49

50 順調

7,720

Ⅱ-3-
(1)-②
高齢者の
人権の尊
重

判断能力が不十分な高齢
者等に、日常的な金銭管
理や福祉サービス利用手
続きの援助(相談）、ま
た、成年後見制度の利用
援助(相談)を行うことに
より、住み慣れた地域で
安心して暮らせるよう支
援を行う。また、高齢者
虐待に対する社会的支援
の必要性が非常に高まる
中で、相談窓口である地
域包括支援センター職員
を対象とした研修を毎年
実施するなど、高齢者が
その人らしく安心して暮
らしていくための虐待予
防・早期発見・援助に必
要な支援を行う。

長寿
社会
対策
課

高齢者の虐待防
止事業

51 36,000継続 順調

7,817

　虐待対応にあたる職員のレ
ベルアップや虐待防止につい
てさらなる市民周知が必要で
あるため、職員への研修内容
を見直すとともに、市民を対
象にしたセミナーを実施する
など市民に対する周知促進を
図る。

39,900

3,075

47件
（27年
度）

前年度水
準を維持

人

人

人0.20

3,075増額

前年度水
準を維持

前年度水
準を維持

――

維持

維持

―

―

―
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保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H29年度

人数

事業費
の増減

H28年度

H29年度

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H28年度

目
標

課
長

0.05 人

実
績

51 件 47 件 件 件
係
長

0.10 人

達
成
率

106.2 ％ 92.2 ％ ％ ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

1.00 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.50 人

減額3,1723,387継続

―

―

Ⅱ-3-
(1)-③
障害のあ
る人の人
権の尊重

53
障害者差別解消
法推進事業

　戦没者等の慰霊に対するご
遺族の想いを重く受けとめ、
また、次世代へ戦争の悲惨さ
や平和の尊さを継承するた
め、今後も慰霊・援護事業の
質を維持し、継続的に実施す
る。

　権利擁護・市民後見促進事
業について、市民後見人の養
成を行うとともに、活躍の場
を確保するため法人後見の補
助を行う。
　また、障害者差別解消法に
基づく取り組みを、市として
より実効的に推進するための
条例の必要性等を検討する。

順調

順調

順調

順調

52
権利擁護・市民
後見促進事業

長寿
社会
対策
課

弁護士・司法書士・社会
福祉士などの専門職によ
る第三者後見人が将来不
足することに備え、契約
能力の低下した認知症高
齢者等に対し、福祉サー
ビスの利用調整や日常生
活の見守りを中心とした
成年後見業務を担う｢市
民後見人｣を養成すると
ともに、養成した後見人
を登録し、後見業務を法
人として提供する機関に
補助金を交付し、成年後
見制度の利用促進を図
る。

障害
福祉
企画
課

平成28年4月の「障害
者差別解消法」施行に
伴い、障害を理由とす
る差別の解消を推進す
るための体制整備や普
及啓発等を行う。

―

法人後見受任件数
(年度末件数)

47件
（27年
度）

前年度(48
件)水準を

維持

「障害者差別解消
法」に対する認識
を深め、障害者差
別の解消の推進を
図る

前年度水
準を維持

―

―

地域協働による買
い物支援の取り組
みの推進

―

―

―

―

―

すべての市民が戦
没者や原爆の犠牲
者に対する追悼の
心を持ち、また、
援護していく必要
性を感じ、併せて
平和の尊さを理解
し共有すること

―

――

継続

―

― ―

―

―

7,817

「障害者差
別解消法」
啓発活動の

実施

20,000

54
戦没者等慰霊事
業

総務
課

6,294

Ⅱ-3-
(4)-① 
平和の尊
さへの理
解の促進

継続

―

―

―

市主催の戦没者追悼式
（旧５市の単位で５ヶ
所）、原爆犠牲者慰霊
平和祈念式典、海外に
おける福岡県出身戦没
者の慰霊巡拝、市内
５ヶ所に設置されてい
る忠霊塔等の維持管理
等による戦没者等の慰
霊に関する事業を実施
する。

研修修了者
の活躍の場
の確保

―

継続

22,858

地域協
働によ
る買物
支援の
取組の
推進

増額

―

維持

前年度水
準を維持

　高齢化の進行や、認知症高
齢者数の増加に伴い、安定し
た成年後見制度の推進を図る
必要があるため、引き続き養
成研修を行うとともに、研修
修了者の活躍の場を確保する
ため法人後見の補助を行う。

―

18,650

7,720

3,075

3,075

増額

―

6,325

　平成２８年４月に「障害者
差別解消法」が施行されたこ
とに伴い、①相談・紛争防止
のための体制整備、②障害者
差別解消支援地域協議会の運
営、③普及･啓発活動、④職
員への周知啓発など、障害者
差別の解消に向けての取り組
みが求められている。そのた
め、平成28年度に引き続き各
事業を展開するとともに、平
成29年度は新たに、障害者差
別解消法に基づく取り組み
を、市としてより実効的に推
進するための条例の方向性等
を検討する。

7,791

市民の戦争
に関する記
憶が風化す
ることな

く、また慰
霊の心や、
援護に対す
る心を持つ

前年度水
準を維持

順調

　戦没者等の慰霊に対するご
遺族の想いを重く受けとめ、
また、次世代へ戦争の悲惨さ
や平和の尊さを継承するた
め、今後も慰霊・援護事業の
質を維持し、継続的に実施す
る。

―

―

高齢化や都市化が進む
地域の現状を踏まえ、
高齢者などが安心して
買い物できる環境づく
りを進めるため、民間
事業者と地域をつなぐ
仕組みづくりや、地域
住民が主体となった買
い物支援活動の立ち上
げ支援に取り組み、地
域社会の協働による買
い物支援のネットワー
クの構築を図る。

地域
福祉
推進
課

買い物応援ネッ
トワーク推進事
業

55

Ⅲ-1-
(1)-① 
快適な住
環境の形
成

　いのちをつなぐネットワー
ク推進会議の見守り部会の協
力会員にも買い物支援につい
て周知を図るとともに、買い
物支援部会と見守り部会の相
互の団体・企業の連携により
事業の充実を図る。

順調

　いのちをつなぐネットワー
ク推進会議の見守り部会の協
力会員にも買い物支援につい
て周知を図るとともに、買い
物支援部会と見守り部会の相
互の団体・企業の連携により
事業の充実を図る。

順調

59



保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H29年度

人数

事業費
の増減

H28年度

H29年度

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H28年度

目
標

実
績

5,232 人 5,079 人 人 人

達
成
率

108.5 ％ 97.1 ％ ％ ％

目
標

実
績

510 人 576 人 人 人

達
成
率

94.1 ％ 112.9 ％ ％ ％

目
標

4,000 人 4,000 人 4,000 人 3,700 人

実
績

2,956 人 3,007 人 人 人

達
成
率

73.9 ％ 75.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

24 人 24 人 24 人

実
績

14 人 8 人 人 人

達
成
率

58.3 ％ 33.3 ％ 0.0 ％ ###### ％

目
標

24 人

実
績

達
成
率

目
標

300 人

実
績

人 人

達
成
率

###### ％ 0.0 ％

0.06

職
員

係
長8,732―― ―4,940

人0.30

人0.20

人
課
長

Ⅳ-3-
(1)-③ 
福祉など
の分野に
おける人
材育成の
支援

　高齢化の進展に伴い
必要となる介護人材の
確保及び定着を図るた
め、潜在的有資格者に
対する就労支援や介護
事業所経営者のマネジ
メント力向上支援、介
護事業所の積極的な職
場環境改善の取組を顕
彰する事業を実施す
る。

介護
保険
課

＜新＞
介護のしごと
「人材定着・職
場環境改善」事
業

58 ―

2,956人
（H26年
度）

介護保険適正化
事業（介護人材
の育成）

介護
保険
課

300人
(H29年
度）

8人
（H27年
度）

24人
(毎年
度）

職場環境改善セミ
ナーの参加者数

潜在的有資格者等
就労支援事業参加
者の就職者数

―

0.04

　介護保険適正化事業から、
介護のしごと「人材定着・職
場環境改善」事業として一部
を切り出し、人材の育成や経
営者のマネジメント力の向上
による職場環境の改善等の取
り組みを強化する。

やや
遅れ

職
員

0.20

　各事業の周知の強化を図る
とともに、関係団体との役割
分担や連携を強化しながら、
参加者数の更なる拡大を図
る。

　介護保険適正化事業におけ
る「介護従事者研修」のう
ち、介護の職場環境改善セミ
ナーについては、内容を見直
し開催回数を増やす。また、
本事業から切り出し、新規事
業（介護のしごと「人材定
着・職場環境改善」事業）に
移行して取組を強化すること
とした。
　潜在的有資格者等における
就労支援セミナーについて
は、開催の時期や曜日を見直
して、受講者数の増加を図
る。

　各事業の周知の強化を図る
とともに、関係団体との役割
分担や連携を強化しながら、
参加者数の更なる拡大を図
る。

順調

　高齢化の進展に伴い、介護
サービスの利用者数は増加傾
向にある一方、2025年には団
塊の世代が後期高齢者となる
ことから、介護人材の不足が
課題となっている。また、国
の介護労働実態調査による
と、離職の理由について「人
間関係」「法人の理念や運営
に不満」という意見が上位に
ある。
　このことから、介護人材の
確保・定着を図るために人材
の育成や経営者のマネジメン
ト力の向上による職場環境の
改善に取り組む。

やや
遅れ

順調

人

人

人

人

障害者スポーツ大
会参加者数

障害者スポーツ教
室等参加者数

4,108人
（H24年
度）

前年度
（4,822
人）比増

前年度比増

56
障害者スポーツ
振興事業

障害
者支
援課

障害者のスポーツ大会
や、各種スポーツ教室
等を開催、障害者団体
等によるスポーツ大会
等への支援を行う。

継続

Ⅲ-2-
(3)-① 
誰もが気
軽にス
ポーツに
親しめる
環境づく
り

人

人

54,448

534人
（H24年
度）

H29まで
に612人
の選手
参加

前年度
（542人）

比増

職
員

維持

3,700人
（H29年
度）

13,492 2,960

課
長

課
長

24人
(H29年
度）

3,635
係
長

0.04

0.10
係
長

介護サービス従事者を
対象として職種別専門
研修、全事業者に共通
する基礎的研修により
介護サービスの質の向
上と介護従事者のスキ
ルアップを図る。

57

介護サービス従事
者研修受講者数

0.25

0.13

障害者ス
ポーツ教室
等参加者の

拡大

継続

前年度比増

前年度比増

55,420

18,156

前年度比増 612人

その他

前年度比増

14人
（H26年
度）

潜在的有資格者等
就労支援事業参加
者の就職者数

60



保健福祉局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

人件費（目安）H29年度

人数

事業費
の増減

H28年度

H29年度

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H28年度

目
標

85 人 90 人 90 人 90 人

実
績

88 人 67 人 人 人

達
成
率

103.5 ％ 74.4 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

152 人

実
績

100 人 106 人 人 人

達
成
率

208.3 ％ ― ％ ％ ％

目
標

3 人
課
長

0.20 人

実
績

0 人 人 人
係
長

0.20 人

達
成
率

職
員

0.00 人―

　障害者就労支援事業につい
ては、今後も、新たな職場開
拓や企業の意識啓発及び就労
移行支援に対する効果的な支
援への取組みを通じて、障害
者の雇用促進を図るととも
に、企業向けへのセミナー等
において、採用時における就
労条件等の雇用差別の禁止
や、合理的配慮の提供義務化
などの周知を強化する。
　障害者ワークステーション
事業については、嘱託員とし
て雇用した知的障害者、精神
障害者を「障害者ワークス
テーション北九州｣での業務
の経験を踏まえ、民間企業へ
の就職につなげるための取り
組みを推進する。

　今後も、新たな職場開拓や
企業の意識啓発及び就労移行
支援に対する効果的な支援へ
の取組みを通じて、障害者の
雇用促進を図るとともに、企
業向けへのセミナー等におい
て、採用時における就労条件
等の雇用差別の禁止や、合理
的配慮の提供義務化などの周
知を強化する。

　嘱託員として雇用した知的
障害者、精神障害者を「障害
者ワークステーション北九
州｣での業務の経験を踏ま
え、民間企業への就職をつな
げるための取り組みを推進す
る。

順調

60
障害者ワークス
テーション事業

障害
者就
労支
援室

Ⅳ-3-
(2)-③ 
能力や意
欲を活か
した中高
年齢者や
障害のあ
る人の就
業促進

59
障害者就労支援
事業

障害
者就
労支
援室

　平成２７年７月に、
保健福祉局障害者就労
支援室内に開設した｢
障害者ワークステー
ション北九州｣におい
て、嘱託員として雇用
した知的障害者、精神
障害者が専任指導員の
もと、市役所内のデー
タ入力やラベル貼りな
どの軽易な業務に従事
し、その経験を踏ま
え、民間企業への就職
につなげるための取り
組みを推進する。

40,189

障害者しごとサ
ポートセンター利
用者の就職人数

福祉施設から一般
就労への移行件数

継続

0.00

88人
(H26年
度）

90人
(H29年
度)

39,470

100人
(H26年
度)

係
長

0.40

152人
(Ｈ29年

度)

48人以上

人

0.03 人

4,345

課
長

人

減額

職
員

障害者ワークス
テーションで働く
障害者の民間企業
等への就職者数

　障害者しごとサポー
トセンターを拠点に、
障害者本人の能力や特
性に応じたきめ細かな
対応を行うとともに、
新たな職場開拓や企業
の意識啓発及び就労移
行支援に対する効果的
な支援への取組みを通
じて、障害者の雇用促
進を目指す。

順調

―
3人

（Ｈ29
年度）

2,200

―

1,833 4,300

―

順調継続

―

―

減額
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

78.8%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（78.8%）比

向上

実
績

76.2 ％

達
成
率

95.3 ％

目
標

0 人 0 人 0 人 0 人
0人

(H31年度)

実
績

0 人 0 人 人 人

達
成
率

100 ％ 100 ％ ％ ％

75.4%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（75.4%）比

向上

実
績

73.4 ％ ％ ％

達
成
率

96.3 ％ ％ ％

目
標

0 人 0 人 0 人 0 人

実
績

0 人 0 人 人 人

達
成
率

100 ％ 100 ％ ％ ％

目
標

0 人 0 人 0 人 0 人

実
績

246 人 139 人 人 人

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

0 人 0 人 0 人

実
績

139 人 人 人

達
成
率

― ％ ％ ％

85.5%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（85.5%）比

向上

実
績

86.9 ％ ％ ％

達
成
率

126.9 ％ ％ ％

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

増額

維持

増額

H28年度

2,052,712

17,167,464

719,227
平成27年度
（86.9%）
比向上

順調

　放課後児童クラブの施設整
備や利用内容の充実など、運
営基盤の強化を図る。
　指導員の研修の実施や、臨
床心理士や放課後児童クラブ
アドバイザーの派遣、開所時
間の延長など放課後児童クラ
ブの運営体制の充実を図ると
ともに、クラブの活動内容の
充実を目指して、学校や地域
との連携を図り、魅力あるク
ラブの運営を促進する。
　また、保育所では、一部の
地区で、年度途中から待機児
童が生じていることから、
「北九州市子ども・子育て支
援事業計画」に基づき、入所
定員の拡大など計画的に教
育・保育を提供することで、
平成29年度末までを目標に、
年間を通じた待機児童の解消
を図る。
　教育・保育施設の利用状況
や利用者の希望とともに、幼
稚園、保育所事業者の意向な
どを踏まえ、幼稚園と保育所
の機能を併せ持つ認定こども
園への移行支援・普及に努め
る。

Ⅰ-1-
(1)-① 
仕事と子
育ての両
立支援

0.20

課
長

係
長

0.20

0.20

人

人

職
員

人

人

係
長

0.10

0.20

1
放課後児童クラ
ブの管理運営

子育
て支
援課

市民ニーズに応えられ
る放課後児童クラブの
運営内容を確保するた
め、運営団体に対する
研修会の実施、開設時
間の標準化や延長の推
進等により、運営体制
の充実を図る。また、
障害のある児童や高学
年児童を含め利用者が
増加する中で、児童へ
の対応を充実するた
め、適切な指導員数を
配置するとともに、研
修の充実、指導員相互
の交流や情報交換、障
害のある児童などの対
応を支援するための臨
床心理士等の巡回派遣
を行い、指導員の資質
向上を図る。

幼稚園に対する満
足度（施設・環
境）

平成28年度
比向上

0人
(H30･31年度)

課
長

職
員

5,400

18,071,929

人0.30

事業評価の成果指標（目標・実績）

平成26年度
（76.2%）
比向上

放課後児童クラブ待機児童
数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第2次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

H27年度H26年度 H28年度 H29年度

0人
(H25年度)

220人
(H25年度)

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン

(第2次計
画）」策定時
のニーズ調査
による数値

220人
(H25年度)

放課後児童クラブに対する
満足度（開所日、開所時
間）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

保育所待機児童数
(10月)

保育所待機児童数
(４月)

0人
(H25年度)

H29年度

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ

ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

平成25年度
（80.0%）
比向上

継続

成果の
方向性

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

保育所待機児童数
(10月)

放課後児童クラブに対する
満足度（開所日、開所時
間）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第2次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

3.90

1.35

0.35

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

 ※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第2次計

画）」での成
果指標（目

標）

1,684,037

0人
(H30･31年度)

2,273,638

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第2次計

画）」での成
果指標（目

標）

継続

拡大

人

係
長

課
長

46,775

人

人

人
職
員

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第2次計

画）」での成
果指標（目

標）

0人
(H30･31年度)

平成27年度
（73.4%）
比向上

平成28年度
比向上

平成26年度
（68.5%）
比向上

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン

(第2次計
画）」策定時
のニーズ調査
による数値

　一部地区では、年度途中か
ら待機児童が生じており、更
なる入所定員の拡大に向け
て、「北九州市子ども・子育
て支援事業計画」に基づき、
保育所の整備を行う。

　新制度の幼稚園及び認定こ
ども園への移行が増えてお
り、今後も、新制度に移行す
る私立幼稚園や認定こども園
に運営費を助成する。

順調

　指導員の資質向上を図るた
め、研修の充実や、臨床心理
士や放課後児童クラブアドバ
イザー（小学校長ＯＢの嘱託
職員）による訪問指導に引き
続き取り組む。
　また、利用者ニーズに対応
するため、開設時間について
は、「小１の壁」解消に向け
て、１９時以降まで開所する
クラブが増加するよう取り組
んでいく。

人件費（目安）

順調

5,800 順調

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

2

3

幼稚
園・
こど
も園
課

私立幼稚園（新制度対
象）や認定こども園の
運営費を助成する。

保育所運営事業
保育
課

仕事と子育ての両立支
援を推進するため、保
育を必要とする子ども
は誰でも保育所に入所
でき、多様なニーズに
応えながら、子どもの
健やかな育成を支援す
る保育サービスの実現
を図る。

幼稚園・認定こ
ども園運営事業

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

H28年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度 H28年度 H29年度

H29年度
成果の
方向性

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

人件費（目安）

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度

目
標

0 人 0 人 0 人 0 人

実
績

0 人 0 人 人 人

達
成

率 100 ％ 100 ％ ％ ％

目
標

0 人 0 人 0 人 0 人

実
績

246 人 139 人 人 人

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

91.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（91.3%）比

向上

課
長

0.10 人

実
績

89.6 ％ ％ ％
係
長

0.20 人

達
成
率

120.8 ％ ％ ％
職
員

0.20 人

90.4%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（90.4%）比

向上

実
績

79.1 ％ ％ ％

達
成
率

100.8 ％ ％ ％

89.6%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（89.6%）比

向上

実
績

89.3 ％ ％ ％

達
成
率

105.8 ％ ％ ％

90.4%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（90.4%）比

向上

実
績

79.1 ％

達
成
率

100.8 ％

89.6%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（89.6%）比

向上

実
績

89.3 ％ ％ ％

達
成
率

105.8 ％ ％ ％

Ⅰ-1-
(1)-②
年間を通
じた待機
児童解消
策の推進
など保育
の充実

増額

維持

1,121,105継続

拡大

継続

職
員

人

順調 　保護者の保育ニーズに対応
するため、「北九州市子ど
も・子育て支援事業計画」に
基づき、計画的に教育・保育
を提供することで、平成29年
度末までを目標に、年間を通
じた待機児童の解消を図る。
　保育士等の人材確保に取り
組むとともに、教育・保育の
質の向上を図るため、体系的
な研修等を通じて幼稚園教
諭、保育士等の専門性の向上
に取り組む。
　また、子どもの生活リズム
への十分な配慮や、家庭にお
ける子育てと仕事の調和に配
慮しながら、幼稚園における
預かり保育や保育所における
延長保育、休日保育など、多
様なニーズに対応した保育
サービスのさらなる充実を図
る。

課
長

　子どもの生活リズムを整え
ることや、親子で過ごす時間
を確保することなど、家庭に
おける子育てと仕事の調和に
十分配慮しながら、保護者の
多様なニーズに対応した、預
かり保育や延長保育などの特
別保育について、さらなる充
実を図る。

人

人

課
長

維持

維持
平成28年度
比向上

人

人

0.10

0.10

0.20

0.20

職
員

0.40

平成28年度
比向上

143,400

継続 134,585

150,000

748,531

課
長

0人
(H30･31年度)

1,559,893

平成28年度
比向上

人

人

人

0.10

0.10

人

0.10

3,650

係
長2,900

職
員

係
長

137,690

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第2次計

画）」での成
果指標（目

標）

平成25年度
(78.5%)比

向上

平成27年度
（89.6%）
比向上

保育所に対する満足度（保
育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

保育所に対する満足度（教
育・保育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

平成26年度
(84.4%)比

向上

　「北九州市子ども・子育て
支援事業計画」に基づき、小
規模保育事業を推進し、利用
定員の拡大を図る。

順調

　保護者のニーズに対応する
ため、「北九州市子ども・子
育て支援事業計画」に基づ
き、事業を実施する園の増加
に取り組む。

　平成29年度は、ニーズの高
い地域において新設を予定し
ている。
　「病児保育利用のてびき」
やポスターを作成し、関係各
施設で配布・掲示を行うとと
もに情報誌に利用案内を掲載
することで、効果的なＰＲに
努める。

大変
順調

順調

9,300

順調

係
長

5

4
地域型保育給付
（小規模保育）

一時預かり事業

幼稚
園・
こど
も園
課

保育
課

年間を通じた待機児童
の解消を図るため、年
度途中の入所が困難な
3歳未満児の保育ニー
ズに対応するため、小
規模保育事業を実施す
る幼稚園、保育所等に
対し、運営費を助成す
る。

「子ども・子育て支援
新制度」により実施す
る一時預かり事業にお
いて、保護者のニーズ
に応じて教育時間の終
了後等に預かり保育を
実施する私立幼稚園を
支援する。

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン

(第2次計
画）」策定時
のニーズ調査
による数値

保育所待機児童数
(４月)

保育所待機児童数
(10月)

平成26年度
（74.2%）
比向上

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

0人
(H30･31年度)

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

730,384

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

平成27年度
(89.3%)比

向上

平成27年度
(89.3%)比

向上

4,650

0人
(H25年度)

220人
(H25年度)

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

6
特別保育事業補
助

7
保育
課

保護者の就労形態の多
様化等に対応するた
め、保育所の保育時間
を午後7時もしくは8時
まで延長する「延長保
育」の充実を図る。ま
た、保護者のパート就
労や育児リフレッシュ
等の理由により、一時
的に家庭での保育が困
難となる児童を保育所
において保育する「一
時保育」の充実を図
る。さらに、保育所の
通常保育に加え、延長
保育や一時保育におい
ても、集団保育の可能
な障害のある児童の受
け入れを行う「障害児
保育」の充実を図る。

保育
課

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

幼稚園に対する満
足度（教育・保育
の内容）

保育所に対する満足度（教
育・保育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

平成25年度
(78.5%)比

向上保育所に対する満足度（保
育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

病児保育事業

保護者の勤務の都合、
疾病、事故、出産及び
冠婚葬祭など、やむを
えない事由により家庭
での保育が困難な病気
中、病気回復期にある
児童を医療機関併設型
の施設において保育
し、保護者の子育てと
就労の両立を支援す
る。

0.40

平成26年度
(84.4%)比

向上

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

H28年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度 H28年度 H29年度

H29年度
成果の
方向性

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

人件費（目安）

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度

目
標

0 人 0 人 0 人 0 人

実
績

0 人 0 人 人 人

達
成
率

100 ％ 100 ％ ％ ％

目
標

0 人 0 人 0 人 0 人

実
績

246 人 139 人 人 人

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

0 人 0 人 0 人 0 人
課
長

0.40 人

実
績

246 人 139 人 人 人
係
長

0.60 人

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％
職
員

0.60 人

保育士等の確保9

　関係機関（保育士養成施
設、保育所連盟、ハローワー
ク、他自治体保育士・保育所
支援センター等）と連携を図
り、就職支援の充実を図る。
　保育士等資格活用研修の内
容を充実させると共に受講者
の拡大を図るため、ＰＲ活動
を強化する。

順調維持11,31711,447 15,100
0人

(H30･31年度)

0.10

維持継続

継続

人

0.10 人

課
長

0.10

0人
(H30･31年度)

23,856

0人
(H30･31年度)

23,266

人

係
長

職
員

　４月以降に保育所等の利用
申込が増加することにともな
い、年度途中に待機児童が発
生している状況である。保育
サービスコンシェルジュによ
るそれぞれの世帯の状況や
ニーズに合った保育サービス
の提供やきめ細やかな対応は
重要であり、平成２９年度も
引き続き事業を行う。

大変
順調

220人
(H25年度)

2,9008
保育サービスコ
ンシェルジュ事
業

保育
課

保育所待機児童数
(10月)

220人
(H25年度)

保育所、幼稚園や地域
の子育て支援の事業等
の利用について、情報
の収集と提供を行うと
ともに、利用にあた
り、子どもや保護者か
らの相談に応じるた
め、各区役所及び
「ウーマンワークカ
フェ」に１名ずつ保育
サービスコンシェル
ジュを配置する。

保育士就職支援事業
（保育士資格取得見込
の学生等を対象とした
就職説明会や保育士の
資格もしくは看護師等
の免許を持っていて、
現在、保育士の職に就
いていない人（潜在保
育士）を対象とした研
修を実施）、保育士・
保育所支援センター事
業等（保育士の就職支
援や相談等による離職
防止）、幼稚園教諭免
許状を有する者の保育
士資格取得支援等事業
（幼稚園教諭の保育士
資格取得支援や幼稚園
への就職支援等）によ
り、待機児童の解消を
図るため、保育士等の
人材確保に取り組む。

幼稚
園・
こど
も園
課・
保育
課

保育所待機児童数
(10月)

保育所待機児童数
(４月)

0人
(H25年度)
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

H28年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度 H28年度 H29年度

H29年度
成果の
方向性

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

人件費（目安）

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度

目
標

100 ％
平成20年度
（58.8%）比

増加

実
績

94.2 ％

達
成
率

94.2 ％

目
標

平成25年度
（93.4%）比

増加

実
績

93.8 ％ ％ ％

達
成
率

99.6 ％ ％ ％

53.9%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（53.9%）比

減少

実
績

25.6 ％

達
成
率

― ％

64.3%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（64.3%）比

減少

実
績

30.2 ％

達
成
率

― ％

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）比

減少

実
績

23.9 ％ ％ ％

達
成
率

102.3 ％ ％ ％

51.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（51.7%）比

減少

実
績

29.4 ％ ％ ％

達
成
率

101.1 ％ ％ ％

順調 　母親学級や面接での母子健
康手帳の交付による必要な知
識の普及や相談体制の充実、
情報提供などにより、母体の
心身の変化が著しい妊娠・出
産期における不安の軽減と、
健康管理を推進する。
　乳幼児健診の実施や関係機
関との連携などにより、発達
の気になる子どもの早期発見
および早期支援体制の強化を
図る。
　10代の妊婦や産後うつ、乳
幼児健診未受診などで養育困
難な状況にある家庭に対する
乳児家庭の全戸訪問や関係機
関と連携した地域での見守り
体制の強化などにより、継続
した支援を行う。
　平成28年10月に制度改正を
行い、支援を拡充した子ども
医療費支給制度については、
円滑に制度を実施する。
　妊娠・出産・子育て期の切
れ目のない支援を強化するた
め、「妊娠・出産・養育にか
かる相談支援事業」を継続実
施する。

Ⅰ-1-
(1)-③ 
母子が健
康に生活
できる環
境づくり

維持

増額

0.20

12,300

職
員

人

平成28年度
比減少

平成27年度
（93.8%）
比増加

平成28年度
比増加

人

0.05

人

0.40

3,615

係
長

係
長

人

人10

子ども医療費支
給制度

58.8%
(H20年度)

93.4%
(H25年度)

継続 975,600

平成26年度
(25.6%)比

減少

課
長

職
員

0.01

0.40

0.80

課
長

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

988,300

2,818,400

人

妊娠１１週までの妊娠届出
者の割合

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

乳幼児等の健康の保持
と健やかな育成を図る
ため、保険診療にかか
る医療費の自己負担額
を助成する。

子育
て支
援課

妊婦や乳幼児の疾病ま
たは異常の発見および
防止を図り、健康を保
持増進させるため、妊
婦、乳幼児の定期的な
健診の機会を提供す
る。
（妊婦健康診査、B型
肝炎母子感染防止事
業、先天性代謝異常等
検査、乳児健康診査、
1歳６か月児健康診
査、３歳児健康診査）

平成25年度
(30.5%)比

減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第2次計

画）」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

平成27年度
(23.9%)比

減少

　母子の健やかな発育を支援
し、経済的な負担を軽減する
ため、妊婦や乳幼児に対する
健診等の公費助成やその周
知、健診結果に応じた支援を
継続して行う。

順調

順調

　平成２８年１０月に通院医
療費の助成対象を、「小学校
６年生まで」拡充する等の見
直しを行った。
　引き続き、当制度を実施す
る。

平成26年度
（94.2%）
比増加

平成26年度
(30.2%)比

減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第2次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

継続

平成28年度
比減少

平成27年度
(29.4%)比

減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第2次計

画）」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

3,154,000

母子健康診査

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

11

平成25年度
(31.6%)比

減少

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

子育
て支
援課

妊娠１１週までの妊娠届出
者の割合

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第2次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

H28年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度 H28年度 H29年度

H29年度
成果の
方向性

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

人件費（目安）

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度

53.9%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（53.9%）比

減少

実
績

25.6 ％ ％ ％

達
成
率

― ％ ％ ％

目
標

平成25年度
（93.4%）比

増加

実
績

93.8 ％ ％ ％

達
成
率

99.6 ％ ％ ％

53.9%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（53.9%）比

減少

実
績

25.6 ％

達
成
率

― ％

目
標

平成25年度
（88.9%）比

増加

実
績

93.0 ％ ％ ％

達
成
率

107.1 ％ ％ ％

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）
比減少

課
長

0.01 人

実
績

％ ％
係
長

0.05 人

達
成
率

％ ％
職
員

0.05 人

のびのび赤ちゃ
ん訪問事業

母子健康手帳の交付、
妊産婦乳幼児なんでも
相談、母親学級、両親
学級、育児学級等の母
子保健教室、乳幼児発
達相談指導「わいわい
子育て相談」、乳幼児
健診未受診者フォロー
事業（児童虐待予防事
業）、その他母子保健
に関する事業を実施す
る。

子育
て支
援課

増額14
妊娠・出産・養
育にかかる相談
支援事業

維持

6,500

25,211

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画）」での成
果指標（目
標）

990

維持

人

人

人

0.10

子育
て支
援課

子育
て支
援課

平成28年度
比増加

平成27年度
（93.0%）比

増加

平成27年度
(93.8%)比

増加

平成28年度
比増加

―

平成28年度
比減少

－

0.104,115

0.20

課
長

係
長

平成26年度
（86.8%）比

増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標
（目標）

49,023

子育ての孤立化を防
ぎ、乳児の健全な育成
環境の確保を図るた
め、生後４か月までの
乳児がいるすべての家
庭を訪問することで、
子育て情報の提供を行
うとともに、さまざま
な不安や悩みを聞き、
支援が必要な家庭に対
して適切な指導や支
援、サービス提供に結
びつける。また、うつ
状態等を早期に把握
し、きめ細かに支援す
るため、全産婦に産後
うつを早期に発見する
ための質問票を用い
て、支援する。

区役所の「健康相談
コーナー」及び「子ど
も家庭相談コーナー」
を子育て世代包括支援
センターと位置づけ、
妊娠期から子育て期ま
でワンストップで支援
する機能を強化する。

職
員

職
員

0.01

0.40

0.40

課
長

係
長

人

人

人

継続

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

49,932

平成25年度
(30.5%)比

減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

平成26年度
（94.2%）
比増加

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

生後４か月までの乳児家庭
訪問の割合

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時の
ニーズ調査に
よる数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

　子育ての孤立化を防ぎ、地
域での見守り体制を充実して
いくために、引き続き関係機
関と連携し、事業の推進を図
る。

　安心して妊娠・出産・子育
てできる環境づくりを行うた
め、母親学級や妊産婦・乳幼
児なんでも相談等を継続して
実施する。また、あらゆる機
会を通じて事業の周知を図
り、利用を促進する。

順調

順調

　妊産婦の育児不安を軽減す
るため、平成２８年８月から
事業を開始した養育支援が必
要な家庭へのヘルパー派遣を
引き続き実施する。今後、思
いがけない（望まない）妊娠
等に関する電話相談の設置に
ついて検討し、妊産婦等に対
する支援の充実を図る。

6,150

13

23,968継続

7,500

88.9%
(H25年度)

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

平成25年度
(30.5%)比

減少

すくすく子育て
支援事業

93.4%
(H25年度)

12

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

妊娠１１週までの妊娠届出
者の割合

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

H28年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度 H28年度 H29年度

H29年度
成果の
方向性

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

人件費（目安）

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度

53.9%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（53.9%）比

減少

実
績

25.6 ％ ％ ％

達
成
率

― ％ ％ ％

64.3%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（64.3%）比

減少

実
績

30.2 ％ ％ ％

達
成
率

― ％ ％ ％

目
標

実
績

59.9 ％

達
成
率

103.5 ％

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）比

減少

実
績

23.9 ％ ％ ％

達
成
率

102.3 ％ ％ ％

51.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（51.7%）比

減少

実
績

29.4 ％

達
成
率

101.1 ％ ％ ％

目
標

実
績

59.9 ％ ％ ％

達
成
率

103.5 ％ ％ ％

53.9%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（53.9%）比

減少

実
績

25.6 ％ ％ ％

達
成
率

― ％ ％ ％

44.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.3%）比

増加

実
績

49.0 ％ ％ ％

達
成
率

95.5 ％ ％ ％

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）比

減少

実
績

23.9 ％ ％ ％

達
成
率

102.3 ％ ％ ％

乳幼児を持つ保護者の
子育てへの不安を軽減
するため、親子が気軽
に集い、交流、情報交
換、育児相談等ができ
るスペースを既存の公
共施設を活用しなが
ら、区役所や児童館な
どで運営する。

増額

維持

33,655

継続 4,266

平成27年度
（23.9%）
比減少

総務
企画
課

Ⅰ-1-
(1)-④
 子育ての
不安や悩
みを軽減
する環境
づくり

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

平成27年度
（49.0%）
比増加

平成28年度
比減少

平成27年度
(23.9%)比

減少

平成28年度
比減少

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

　市民センターや、子育て支
援団体、育児サークル等との
ネットワーク化を図るなど、
身近な地域における子育てを
支えるネットワークづくりを
行うことで、地域社会全体で
子育てを支援する環境づくり
を進める。
　子育てに悩みや不安を持つ
保護者に対しきめ細かく対応
するため、親子ふれあいルー
ムのスタッフや子ども・家庭
相談コーナーの相談員に対
し、研修等を実施し、相談員
等の資質の向上を図るなど、
子育てに悩みや不安を持つ保
護者が、分かりやすく利用し
やすい相談体制を整備する。
　子育て中の人が知りたい情
報をタイムリーに手軽に入手
できるよう、情報誌やホーム
ページなどを活用した情報提
供を行う。

順調

0.10

6,150

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

16

15

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

平成27年度
(29.4%)比

減少

平成28年度
比減少

子育て中の人が、子ど
もの成長に合わせた情
報をタイムリーかつ手
軽に入手できるよう、
情報誌の内容や、情報
提供方法の充実を図
り、必要とする市民に
子育ての情報を的確に
届ける。
また、本市が取り組ん
でいる子どもの健全育
成や子育て支援につい
ての成果や課題、デー
タを盛り込んだ「子ど
も家庭レポート」を発
行し、市民や地域の担
い手に周知すること
で、地域全体で子育て
を支援する環境づくり
の一助とする。

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

平成25年度
(30.5%)比

減少

課
長

人0.35

0.35

0.20

0.10

0.40

係
長

係
長

人

人

人
職
員

職
員

7,275 人

人

課
長

平成26年度
(25.6%)比

減少

平成26年度
(25.6%)比

減少

平成26年度
(51.3%)比

増加

平成28年度
比増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

　引き続き、ニーズにあった
研修を実施することで、運営
スタッフの質の向上を図ると
ともに、連絡会議を開催し情
報交換を行うことで、各ルー
ム間の連携や活動の充実を目
指す。また、市民センターを
はじめ、子育て支援団体、育
児サークル等とのネットワー
ク化を図るなど、地域との連
携の促進に取り組む。

順調

順調

　子育て中の人が、子どもの
成長に応じた情報をタイム
リーに、かつ手軽に入手でき
るよう、情報誌「こそだて情
報」やホームページ「子育て
マップ北九州」を活用した情
報提供の継続実施に努める。

子育
て支
援課

親子ふれあい
ルーム運営事業

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

－

－

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

子育てが地域の人
に支えられている
と感じる人の割合

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H27～31年度）」掲
載内容

平成26年度
(30.2%)比

減少

―

4,266―

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

36,239

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

継続

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

子育てが地域の人に支えら
れていると感じる人の割合
（就学前児童の保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

平成25年度
(57.9%)比

増加

平成25年度
(30.5%)比

減少

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

子育てに関する
情報提供の充
実・ＰＲ

平成25年度
(57.9%)比

増加

子育てが地域の人
に支えられている
と感じる人の割合

平成25年度
(31.6%)比

減少
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

H28年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度 H28年度 H29年度

H29年度
成果の
方向性

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

人件費（目安）

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度

53.9%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（53.9%）比

減少

実
績

25.6 ％ ％ ％

達
成
率

― ％ ％ ％

64.3%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（64.3%）比

減少

実
績

30.2 ％

達
成
率

― ％

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）比

減少

実
績

23.9 ％

達
成
率

102.3 ％

51.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（51.7%）比

減少

実
績

29.4 ％

達
成
率

101.1 ％

53.9%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（53.9%）比

減少

実
績

25.6 ％

達
成
率

― ％

64.3%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（64.3%）比

減少

実
績

30.2 ％

達
成
率

― ％

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）比

減少

実
績

23.9 ％ ％ ％

達
成
率

102.3 ％ ％ ％

51.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（51.7%）比

減少

実
績

29.4 ％ ％ ％

達
成
率

101.1 ％ ％ ％

維持

維持14,310

平成27年度
（23.9%）
比減少

平成28年度
比減少

89,002

4,150

平成28年度
比減少

平成27年度
(29.4%)比

向上

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

平成28年度
比減少

0.05

職
員

課
長

6,075

職
員

平成27年度
（29.4%）
比減少

平成28年度
比減少

0.60

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

13,715

0.10

平成27年度
(23.9%)比

向上

平成26年度
(30.2%)比

減少

係
長

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

18

子ども・家庭相
談コーナー運営
事業

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

各区役所に「子ども・
家庭相談コーナー」を
設置し、子どもと家庭
に関するあらゆる相談
をひとつの窓口で受
け、母子家庭の自立支
援、ＤＶ被害者対応、
児童虐待等、それぞれ
の相談に応じた支援・
対応を行うとともに、
必要に応じて他の機関
のサービス・支援へと
つなげる。

17
子育
て支
援課

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

平成25年度
(30.5%)比

減少

平成25年度
(30.5%)比

減少

人

人

人

0.10

人0.00

0.30

人

課
長

人

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

平成26年度
(25.6%)比

減少

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

　相談員を対象に年間を通じ
て計画的に行っている初任者
研修、主務者研修、弁護士会
との合同研修等に加え、子ど
も・家庭相談コーナーのニー
ズに応じた研修を新たに行う
ことにより、相談員の資質の
向上を図り、あらゆる相談に
きめ細かく対応する。

順調

　今後も子育て相談に対応す
る体制を整え、関係機関との
連携もさらに深め、情報収集
を行いながら、子育て支援の
充実を図る。

順調係
長

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値

平成25年度
(31.6%)比

減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

平成26年度
(25.6%)比

減少

平成25年度
(31.6%)比

減少

平成26年度
(30.2%)比

減少

90,350

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

継続

継続

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

保育
課

「子育て支援サロン
“ぴあちぇ－れ”」に
子育て支援総合コー
ディネータ－を配置
し、面接、電話やメー
ルによる子育てに関す
る相談の対応を行い、
必要な関係機関との連
携、調整等の支援を行
う。
また、大学教授や小児
科医、保育経験者等を
講師に招き、子どもの
発達や食育、遊び等を
テーマとした育児講座
の開催や絵本の貸出を
行い、子育て支援の充
実を図る。

子育て支援総合
コーディネー
ター事業
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

H28年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度 H28年度 H29年度

H29年度
成果の
方向性

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

人件費（目安）

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度

目
標

6,000 人

実
績

4,947 人

達
成
率

82.5 ％

目
標

実
績

58.8 ％

達
成
率

108.7 ％

目
標

平成25年度
（10,011人）

比増加

実
績

10,015 人 人 人

達
成
率

97.7 ％ ％ ％

62.1%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（62.1%）比

減少

実
績

39.8 ％ ％ ％

達
成
率

146.1 ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

23か所
(H31年度)

実
績

15
か
所

か
所

か
所

達
成
率

115.4 ％ ％ ％

90.4%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（90.4%）比

向上

実
績

79.1 ％ ％ ％

達
成
率

100.8 ％ ％ ％

89.6%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（89.6%）比

向上

実
績

89.3 ％ ％ ％

達
成
率

105.8 ％ ％ ％

平成25年度
（62.1%）比

減少

順調

　児童の精神の安定、自立の
ために、本事業は継続して行
う必要がある。社会的養護が
必要な子どもを家庭的な環境
で育てることができるよう、
地域小規模児童養護施設や児
童養護施設等の職員給与等の
改善を実施する。

Ⅰ-1-
(1)-⑤
特別な支
援を要す
る子育て
家庭への
対応

「母子・父子福祉セン
ター」において、ひと
り親家庭や寡婦の生活
上の悩みや相談を受け
たり、仕事のために必
要な知識や技能を身に
つけるための講座等を
無料で実施する。その
他各種研修会や催し等
を行い、ひとり親家庭
等の生活の安定、福祉
の向上を目指す。

62.1%
(H25年度)

平成27年度
(10,015
人）増加

4,363 減額

維持

増額

41,297継続

継続

継続

平成27年度
（39.8%）
比減少

平成25年度
(62.1%)比

減少

平成28年度
比増加

平成27年度
（15か所）

比増加

平成28年度
（18か所）
比増加

平成28年度
比減少

　ひとり親家庭が自立し、安
定した生活を営むことができ
る社会環境づくりを推進する
ため、母子・父子福祉セン
ターでの講座の開催や就業支
援など、ひとり親家庭への支
援に取り組む。
　また、ひとり親家庭が自立
に必要な施策を有効に活用で
きるよう、ひとり親の支援情
報の提供を充実させるなど、
総合的な自立支援を行う。
　児童養護施設において、児
童の社会性の涵養、情緒の安
定等を促進するため、引き続
き、小規模グループケア、地
域小規模児童養護施設の設置
を進めるとともに、子どもに
あった養育環境の充実に取り
組む。
　さらに、就職・進学に際
し、児童が希望する進路を選
択できるよう、自立に向けた
支援を行う。
　児童虐待の早期発見、早期
対応、発生予防に努めるた
め、育児不安の軽減を図るな
ど、児童虐待の発生予防に取
り組み、虐待に至る前に気に
なるレベルで適切な支援を行
う。
　また、児童虐待が深刻化す
る前に、子どもの安全を守る
ための一時保護や被虐待児の
ケア、家族再統合に向けた保
護者への支援等を迅速かつ適
切に行うことで児童虐待の防
止に努める。
　子どもの孤食を防止し、幸
福感や安心感を与える居場所
を提供するため「子ども食
堂」をモデル事業として継続
実施する。

―

0.02

係
長4,650

平成26年度
(10,252人)

比増加

―

10,011人
(H25年度)

ひとり親家庭の就業を支す
る施策の利用数（母子・父
子福祉センターの延べ利用
者数）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

―

平成26年度
(58.8%)比

減少

0.30

人

0.10 人

0.10

課
長

4,871人
(H25年度)

ひとり親家庭の支援・相談
窓口を知らない人の割合
（母子・父子福祉セン
ター）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

母子・父子福祉セ
ンターにおける講
座等の受講者延べ
人数

2,336,800

平成25年度
(78.5%)比

向上

―

平成28年度
比向上

平成26年度
（13か所）

比増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

生活環境整備
等の促進

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計

画）」での成
果指標（目

標）

人

順調

　ひとり親家庭が自立し、安
定した生活を営むことができ
る社会環境づくりを推進する
ため、引き続き、講座や就職
相談会などの就業支援に取り
組むとともに、様々な機会を
通じて母子・父子福祉セン
ターをＰＲし認知度を上げる
よう努める。

0.20

課
長

20

保育所に対する満足度（保
育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)(H27～
31年度）」掲載内容

19
子育
て支
援課

21
保育
課

母子・父子福祉
センター運営事
業

親子通園事業

幼児期の子どもの発達
や育児に関して、不安
や孤独感を抱えている
保護者にとっては、思
いを共有し、気兼ねな
く安心して親子で過ご
せる場所を提供する
等、伴走型の支援が必
要であり、あそびや体
験等を通じて、子育て
の楽しさや成長の喜び
を保護者が感じられる
よう保育所での継続し
た支援、相談を行う。

児童養護施設・乳児
院・情緒障害児短期治
療施設・自立支援施
設・自立援助ホーム・
ファミリーホーム・里
親において、保護を要
する児童に係る必要な
経費を負担し、社会的
養護が必要な子ども
が、それぞれの子ども
にあった生活環境で、
健やかに育まれ、自立
できる社会環境づくり
を推進する。

保育所に対する満足度（保
育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

ひとり親家庭の支
援・相談窓口を知
らない人の割合
（母子・父子福祉
センター）

地域小規模児童養護施設・
小規模グループケアの実施
か所数

※「現状値」は「元気発
進！子どもプラン(第２次
計画）【H27～31年度】」
掲載内容

－

児童養護施設にお
ける生活環境整備
等の促進

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

11か所
(H25年度)

41,297

児童養護施設等
措置費

子育
て支
援課

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

平成26年度
(84.4%)比

向上

12,825

人

0.30

人

人

人

職
員

0.20

係
長

人

　関係機関等を通じ、支援を
必要とする親子への情報提供
を積極的に行う。
　H29年度も引き続き支援体
制の強化を図る。

職
員

0.85

係
長

課
長

やや
遅れ

順調

人

職
員

1,480 0.05

平成27年度
(89.3%)比

向上

4,140

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

1,954,669
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

H28年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度 H28年度 H29年度

H29年度
成果の
方向性

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

人件費（目安）

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度

目
標

平成20年度
（374件）比

減少

実
績

454 件 件 件

達
成
率

― ％ ％ ％

目
標

平成25年度
（380件）比

減少

実
績

606 件 件 件

達
成
率

― ％ ％ ％

51.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（51.7%）比

減少

課
長

0.01 人

実
績

％ ％
係
長

1.00 人

達
成
率

％ ％
職
員

0.20 人

― 11,615増額7,4005,000

順調

　仕事等で保護者の帰宅が遅
くなる家庭等の子どもの孤食
を防止し、幸福感や安心感を
与える居場所を提供するた
め、「子ども食堂」をモデル
事業として継続実施する。
　また、この取組みを通じ、
今後、民間を主体とした「子
ども食堂」の活動が本市にお
いて広がるよう、活動支援の
ための補助制度を創設する。

仕事などの都合で保護
者の帰宅が遅くなる家
庭の児童に対し、学習
支援や食事の提供など
を行う（「子ども食
堂」）をモデル的に実
施する。

子育
て支
援課

子ども食堂運営
事業

23

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第2次計

画）」での成
果指標（目

標）

維持

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

平成27年度
（606件）
比減少

21,865

平成28年度
比減少

平成27年度
（29.4%）
比減少

374件
(H20年度)

380件
(H25年度)

平成28年度
比減少

人

－

人

人

1.00

職
員

課
長

係
長

2.00

平成25年度
（380件）
比減少

　児童虐待の早期発見、早期
対応、また発生予防に努め、
迅速かつ適切に対応すること
は元より、子どもの心のケア
に重点を置いた取組みや児童
福祉司等児童虐待担当者の能
力向上を図る取組みを実施
し、児童虐待対応体制を強化
する。

児童虐待対応件数

※「現状値」及び
「中間目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画)【H27～31年
度】」掲載内容

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画）【H27
～31年度】」掲載内容

22

子ど
も総
合セ
ン
ター

児童虐待の早期発見及
び被虐待児童の迅速か
つ適切な保護を行うた
め、関係機関との連携
強化を図り、児童虐待
の防止等のために必要
な体制を整備するとと
もに、関係機関等の職
員の研修及び広報活動
を行う。

児童虐待防止
（子どもの人権
擁護）推進事業

22,614

3.00

54,000

平成26年度
（454件）
比減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

児童虐待対応件数

※「現状値」及び
「中間目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(H22～26
年度）」掲載内容

継続

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
（第2次計

画）」策定時
のニーズ調査
による数値
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

H28年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度 H28年度 H29年度

H29年度
成果の
方向性

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

人件費（目安）

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度

目
標

実
績

59.9 ％ ％ ％

達
成
率

103.5 ％ ％ ％

44.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.3%）比

増加

実
績

49.0 ％ ％ ％

達
成
率

95.5 ％ ％ ％

目
標

実
績

59.9 ％

達
成
率

103.5 ％

53.9%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（53.9%）比

減少

実
績

25.6 ％ ％ ％

達
成
率

― ％ ％ ％

44.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.3%）比

増加

実
績

49.0 ％ ％ ％

達
成
率

95.5 ％ ％ ％

44.7%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.7%）比

減少

実
績

23.9 ％ ％ ％

達
成
率

102.3 ％ ％ ％

目
標

実
績

59.9 ％

達
成
率

103.5 ％

44.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（44.3%）比

増加

実
績

49.0 ％ ％ ％

達
成
率

95.5 ％ ％ ％

平成28年度
比増加

平成27年度
（23.9%）
比減少

平成28年度
比減少

維持

維持

維持1,300継続

15,028

5,451

仕事の都合や子どもの
軽い病気の時に、ボラ
ンティア組織「ほっと
子育てふれあいセン
ター」の会員間で子ど
もの預かりや送迎な
ど、子育て支援サービ
スの充実を図る。

子育
て支
援課

総務
企画
課 平成27年度

（49.0%）
比増加

平成27年度
（49.0%）
比増加

平成28年度
比増加

24

　従来の研修に加え、ヒヤリ
ハットのケーススタディや事
故が発生した場合の対処法
（行政との連携）等の事例研
修を充実させ、安全で質の高
いサービスの提供に努める。
また、市政だよりでの広報の
ほか、区役所へのポスターの
掲示、市の主催（共催）する
講演会でのパンフレットの配
布等を行い、提供会員数の更
なる増加を図る。

順調

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

ほっと子育てふ
れあい事業

14,789

－

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

人

人

人
課
長

職
員

人

0.30

　市民センターや、子育て支
援団体、育児サークル等との
ネットワーク化を図るなど、
身近な地域における子育てを
支えるネットワークづくりを
行うことで、地域社会全体で
子育てを支援する環境づくり
を進める。
　また、子育て家庭の状況に
応じて、必要な人に必要な支
援を適切に行うことのできる
環境づくりを進める。

順調

0.10

0.10

0.30

0.10

0.01

Ⅰ-1-
(1)-⑥
地域など
と行政の
連携・協
働による
子育て支
援の推進

課
長

0.10

課
長

係
長

係
長

4,400

1,865
係
長

職
員

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

子育てが地域の人
に支えられている
と感じる人の割合

子育てが地域の人に支えら
れていると感じる人の割合
（就学前児童の保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

赤ちゃんの駅登
録事業

官民が協力して、乳幼
児を持つ保護者が外出
した際、授乳やオムツ
替えができる施設を
「赤ちゃんの駅」とし
て登録し、子育て中の
親が安心して外出でき
る環境づくりを行う。

子育
て支
援課

26

みんなの子育
て・親育ち支援
事業

乳幼児の親同士が交流
を通じて、自主的な活
動を行えるよう育児
サークルを支援する。
また、自由に参加・利
用できるフリースペー
スの活動を支援すると
ともに、地域で子育て
をしやすいシステムづ
くり、仲間づくりを支
援する。

子育てが地域の人に支えら
れていると感じる人の割合
（就学前児童の保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン【H22～26年度】」
掲載内容

人

人

人

平成26年度
(51.3%)比

増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

平成27年度
（49.0%）
比増加

平成28年度
比増加

5,444

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

―

平成26年度
(25.6%)比

減少

－

継続

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

－

継続

―

平成25年度
(57.9%)比

増加

平成26年度
(51.3%)比

増加

　引き続き、育児サークルや
子育て支援者グループなどの
「子育てに関わる団体」への
活動支援として、活動経費の
一部を補助する。また、身近
な地域での交流の場（フリー
スペース）や育児サークルに
ついて調査を行い、その情報
を発信し、利用促進を図る。
さらに、地域づくりや子育て
支援に関して豊富な経験・実
績を有する地域支援アドバイ
ザーを各地域に派遣し、活動
がより活発化するよう団体間
のつなぎ役を担い、子育て
ネットワークの構築を図る。

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

順調

人

1,300

　登録施設数の増加に向けた
協力依頼を行うとともに、
「赤ちゃんの駅」の認知度向
上や利用促進に向けたＰＲ活
動を行い、子育て家庭が安心
して外出できる環境づくりを
進める。

平成25年度
(57.9%)比

増加

子育てが地域の人
に支えられている
と感じる人の割合

平成25年度
(30.5%)比

減少

－

子育てが地域の人
に支えられている
と感じる人の割合

子育てが地域の人に支えら
れていると感じる人の割合
（就学前児童の保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

25

0.30

6,400

人

職
員

0.10
大変
順調

平成25年度
(57.9%)比

増加

平成26年度
(51.3%)比

増加
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

H28年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度 H28年度 H29年度

H29年度
成果の
方向性

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

人件費（目安）

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度

目
標

94 園

実
績

94 園

達
成
率

100.0 ％

91.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（91.3%）比

向上

実
績

89.6 ％ ％ ％

達
成
率

120.8 ％ ％ ％

91.3%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（91.3%）比

向上

実
績

89.6 ％ ％ ％

達
成
率

120.8 ％ ％ ％

89.6%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（89.6%）比

向上

実
績

89.3 ％ ％ ％

達
成
率

105.8 ％ ％ ％

平成27年度
（89.6%）
比向上

平成28年度
比
向上

増額

増額

拡大

継続

順調係
長

課
長

人

人

27

本市の幼児教育の振興
と子育て支援機能の強
化を図るため、私立幼
稚園での幼児教育環境
の整備（施設の設備や
備品・教材等の購入な
ど）や預かり保育、子
育て相談、体験保育な
どの子育て支援機能の
充実に対する助成を行
う。

幼稚
園・
こど
も園
課 幼稚園に対する満足度

（教育・保育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

6,190

平成28年度
比向上

人

人

0.40

0.35

　保育所、幼稚園等と小学校
間が連携し、保育所・幼稚園
等の保育環境から、小学校の
学習環境への円滑な接続を図
る。
　特別な支援が必要な子ども
への対応など子育て支援機能
の充実に取り組む。
　公私立幼稚園合同研修等幼
児教育の質の向上を図る。

　本市では、平成２６年１１
月に「元気発進！子どもプラ
ン（第２次計画）」を策定
し、事業内容や目標設定の見
直し等を行っている。
　平成２９年度予算では、学
校関係者評価推進事業や特別
支援教育助成事業の拡充を行
うなど、子ども・子育て支援
新制度で求められる質の向上
に向けた予算の充実を図る。

0.06

0.25

順調

―

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

94園
(H26年度)

幼児教育の振
興・子育て支援
機能の充実

保育所、幼稚園の保育
環境から小学校の学習
環境への円滑な接続を
図るため、公私、保幼
小の代表者で構成する
「保幼小連携推進連絡
協議会」を設置し、年
2回協議を行う。ま
た、保幼小連携担当者
を対象に研修会を実施
する。

Ⅰ-1-
(2)-① 
幼児教育
の充実

28
保育所、幼稚
園、小学校の連
携

幼稚
園・
こど
も園
課

人

　本市では、「元気発進！子
どもプラン（第２次計画）」
に基づき、保育所・幼稚園・
小学校の連携を組織的・体系
的に進めることが必要と考え
ており、「保幼小連携推進連
絡協議会」における外部有識
者等の意見も踏まえ、引き続
き保幼小連携研修会がより効
果的なものとなるよう実施方
法等の見直しなどを行う。

0.05 人

7,825

平成26年度
(74.2%)比

向上

預かり保育の実施
園

保育所に対する満足度（保
育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

320,440

673

349,567

平成26年度
(84.4%)比

増加

958

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

係
長

職
員

平成27年度
（89.6%）
比向上

平成28年度
比向上

平成27年度
（89.3%）
比向上

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

順調

0.50

幼稚園に対する満足度
（教育・保育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

平成26年度
(74.2%)比

向上

職
員

課
長
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

H28年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度 H28年度 H29年度

H29年度
成果の
方向性

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

人件費（目安）

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度

目
標

3,200 人
平成25年度
（6,342人）

比増加

課
長

0.10 人

実
績

5,279 人 5,415 人 人 人
係
長

0.50 人

達
成
率

165.0 ％ 102.6 ％ ###### ％ ###### ％
職
員

0.00 人

目
標

24 件

実
績

36 件 35 件 件 件

達
成

率 ― ％ 145.8 ％ ％ ％

目
標

実
績

2 件 件 件

達
成

率 66.7 ％ ％ ％

目
標

実
績

11.47 ％ ％ ％

達
成
率

― ％ ％ ％

目
標

500人
(H31年度)

実
績

291 人 人 人

達
成
率

120.7 ％ ％ ％

目
標

実
績

38.0 ％ ％ ％

達
成
率

― ％ ％ ％

目
標

7.0人
(H31年度)

実
績

9.6 人 7.9
（暫定値） 人 人 人

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

10 人
平成25年度
（10人）
比増加

実
績

17 人 17 人 人 人

達
成
率

170.0 ％ 100 ％ ###### ％ ###### ％

平成28年度
と同水準

減額

維持

維持

45,673

23,343

42,400

継続

　相談者の状況を見ながら、
適切な時期に的確なつなぎを
行い、相談者がより一層円滑
に支援が受けられるように努
める。また、自立度に合わせ
た体験プログラムの内容の更
なる充実について、関係機関
と連携して研究する。

順調

継続

不安定な雇用やニート（若年
無業者）、不登校やひきこも
り等、雇用情勢の悪化や経済
的格差の拡大、家族や周囲と
の円滑なコミュニケーション
の欠如などにより、将来を見
通せない不安の中で、社会生
活を円滑に営む上での困難を
抱えている子どもや若者が増
加している。
　そのため、困難を抱える子
どもや若者を総合的にサポー
ト（コーディネート）してい
く総合相談窓口『子ども・若
者応援センター「ＹＥＬ
Ｌ」』を設置し、自立を支援
する。

青少
年課

子ども・若者応
援センター
「YELL」の運営

31

平成28年比
減少

平成27年度
（291人）
比増加

平成28年度
比増加

平成27年度
（17人）と

同水準

平成27年
（7.9人）
比減少

平成28年度
比増加

平成28年度
比増加

6,342人
(H25年度)

社会生活を円滑に
営む上での困難を
抱えている若者の
割合

1.00

2.00

3,775 0.15

0.10

職
員

係
長

課
長

人

人

人

人

0.15

人

38.1%
(H25年度)

人

継続

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

継続

―

平成27年度
(35件）
比増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

222人
(H25年度)

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

課
長

係
長

38,000

23,630

45,602

―

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

25,875

39,950

3.57%
(H25年度)

―

青少
年課

社会の構成員としての規範意
識や他者への思いやり等の豊
かな人間性を育むとともに、
社会性や協調性等を身に付け
ることができるよう、青少年
が行うボランティア活動を支
援・促進する。
①ボランティア活動の推進：
青少年が参加できるボラン
ティアプログラムの開発及び
関係機関・団体等への働きか
けを行う。
②社会参加ボランティアの実
施：関係機関と連携しなが
ら、ボランティア活動を通し
た青少年の社会的自立を支援
する。
③リーダーの養成や登録：ボ
ランティア活動の知識や実践
力を育て、活動を支援できる
リーダーの養成及び登録を行
う。

青少
年課

中学生・高校生を中心
とした若者の活動拠点
となり、社会参加準備
のためのさまざまな活
動を体験することがで
きる施設として「ユー
スステーション」の運
営を行う。

人

人

維持

【非行防止対策】
　非行の入り口となり、様々な危
険を伴う深夜はいかいを防止する
ため、民間警備会社に委託し長期
休暇期間中に行う「深夜声かけパ
トロール」や、青少年支援拠点
「ドロップインセンター」の運営
に加え、平成28年度に事業を開始
した、小中学生を中心とした子ど
もを主な対象として、市民が一丸
となって守る「子どもの安全を守
る『はいかい防止声かけネット
ワーク』」を、企業・青少年団
体・地域などと更に連携を強化
し、推進して行く。
【立ち直り支援】
　非行少年の立ち直り支援をより
効果的に推進するため、協力雇用
主と保護司が連携した取り組みを
行う。
【薬物乱用防止対策】
　危険ドラッグ等の違法薬物乱用
を防止するため、各種啓発や関係
機関と連携した取り組みを推進し
ていく。

　平成２８年度から指定管理
者制度を導入した。民間事業
者独自のノウハウを最大限に
活用することにより、利用者
サービスの向上を図る。

0.50

―

　引き続き、豊富な体験活動
プログラムの開発や提供を行
いながら、青少年のボラン
ティア体験活動の支援･促進
に努める。
　また、ボランティア参加の
契機となる「ボランティア出
前講演」についても積極的に
ＰＲ･実施していく。

32

青少年ボラン
ティアステー
ション推進事業

「北九州市『青
少年の非行を生
まない地域づく
り』推進本部」
運営事業

「ユースステー
ション」運営費

29

機会や場の
提供の増加

青少年ボランティアステー
ションにおけるボランティ
ア体験活動者数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

青少年への社会体
験活動等の機会や
場の提供

21件
(H25年度)

1,830

平成25年度
（3件）比

増加

若者による自主企
画事業の数

3件
(H25年度)

平成27年度
（5,415人）

比増加

Ⅰ-1-
(4)-①
青少年の
健全育
成・非行
を生まな
い地域づ
くり

30

青少
年課

1,861

「Ⅰ非行防止対策」
「Ⅱ非行からの『立ち
直り』支援」「Ⅲ薬物
乱用の防止と啓発」
「Ⅳ地域団体・関係機
関との連携強化」の４
つの柱をたて、就労支
援の取り組みを強化す
るなど、青少年の非行
防止施策を総合的かつ
積極的に展開する。

平成26年度
(17人)と同

水準

10人
(H25年)

平成26年
(9.6人)比

減少

北九州市協力雇用主見舞金
登録者数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

平成25年
(11.0人)比

減少
少年人口1,000人あたりの
検挙補導人員を表す非行者
率（暦年統計）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

11.0人
(H25年)

人

1.25

順調

順調

順調

課
長

1.30

職
員

係
長

平成26年度
（241人）
比増加

平成26年度
（5,279人）

比増加

　次代を担う青少年が社会と
の関わりを自覚し、自己を確
立・向上していけるよう、引
き続き、青少年に社会体験活
動等の機会や場を提供すると
ともに、「ボランティア出前
講演」を積極的にＰＲ･実施
するなど、ボランティア参加
の契機を拡大する。
　青少年を様々な危険から守
るため、「子どもの安全を守
る『はいかい防止声かけネッ
トワーク』」など、企業・青
少年団体・地域等と連携し、
有害環境の浄化とともに、非
行防止に取り組む。
　関係機関や、地域団体等と
の連携を図り、薬物乱用防止
教室等を行い、薬物乱用の撲
滅機運を高めるための取り組
みを推進する。
　また、協力雇用主や保護司
と連携し、非行少年の立ち直
り支援を進める。

「YELL」来所相談者の就業
等実績（累計数）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

14歳以上の検挙補導人員に
再犯者が占める割合（暦年
統計）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン【H22～26年度】」
掲載内容

職
員

6,150

平成25年
(38.1%)比

減少

順調

1.00

平成25年度
（5.36%）
比減少
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

H28年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度 H28年度 H29年度

H29年度
成果の
方向性

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

人件費（目安）

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度

目
標

実
績

11.47 ％

達
成
率

― ％ ％ ％

目
標

実
績

2,663 件 2,237 件 件 件

達
成
率

84.0 ％ ％ ％

目
標

実
績

11.47 ％ ％ ％

達
成
率

― ％ ％ ％

目
標

500人
(H31年度)

実
績

291 人 人 人

達
成
率

120.7 ％ ％ ％

目
標

実
績

38.0 ％

達
成
率

― ％

目
標

7.0人
(H31年度)

実
績

9.6 人 7.9
（暫定値） 人 人 人

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

10 人
平成25年度
（10人）
比増加

実
績

17 人 17 人 人 人

達
成
率

170.0 ％ 100 ％ ###### ％ ###### ％

　現代の若者の悩みやトラブ
ルは複合化・複雑化してお
り、不安定な雇用やニート
（若年無業者）、ひきこもり
などに対応するためには、従
来の個別分野における対応で
は限界がある。
 若者が自立できるまで、継
続性のある有効な支援を行う
ため、相談者の状況を見なが
ら、適切な時期に的確なつな
ぎを行い、相談者がより一層
円滑に支援が受けられるよ
う、教育、福祉、保健・医
療、矯正・更生保護、雇用等
の関連機関・団体が連携し、
若者を総合的にサポートする
環境づくりを行う。
　警察や保護司会、協力雇用
主会等、関係機関・団体との
連携を図り、非行相談や、家
庭環境等に問題を抱える青少
年の居場所づくり等、非行少
年の立ち直り支援をより効果
的に推進する。

増額

減額

1,554

42,400

23,343

継続

継続

平成27年
（7.9人）
比減少

平成28年比
減少

平成27年度
(2,237件)
比増加

平成28年
度比増加

平成27年度
（17人）比

同水準

平成28年度
比同水準

0.10

平成27年度
（291人）
比増加

平成28年度
比増加

「YELL」来所相談者の就業
等実績（累計数）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

3,775

社会生活を円滑に
営む上での困難を
抱えている若者の
割合

維持

10人
(H25年)

平成25年
(38.1%)比

減少

課
長

0.10

職
員

0.10

―

38,000

職
員

39,950

人

人

人

人

人

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

H25年度
（2,366人）

比増加

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

2,521

―

―

222人
(H25年度)

子ども・若者応援
センター「YELL」
の相談件数

38.1%
(H25年度)

3.57%
(H25年度)

平成26年度
（241人）
比増加

平成22年度
(7.37%)比減

少

平成25年
(11.0人)
比減少

平成26年
(9.6人)比

減少

人

　「子ども･若者支援地域協
議会」や「ユースアドバイ
ザー養成講習会」について
は、運営や内容の充実を図
る。また、若者向けホーム
ページについては、引き続き
結婚情報や事業、イベントの
紹介を行い、社会情勢を反映
した内容、機能の充実を図
る。

2,900

1.00

子ども・若者応
援センター
「YELL」の運営

「北九州市『青
少年の非行を生
まない地域づく
り』推進本部」
運営事業

0.15

平成26年
度(17人)
と同水準

継続

Ⅰ-1-
(4)-③ 
若者の自
立支援

33

35

若者のための応
援環境づくり推
進事業

課
長

0.10

11.0人
(H25年)

2,366件
(H25年)

2.00

職
員

係
長

課
長

0.15

青少
年課

「Ⅰ非行防止対策」
「Ⅱ非行からの『立ち
直り』支援」「Ⅲ薬物
乱用の防止と啓発」
「Ⅳ地域団体・関係機
関との連携強化」の４
つの柱をたて、就労支
援の取り組みを強化す
るなど、青少年の非行
防止施策を総合的かつ
積極的に展開する。

不安定な雇用やニート
（若年無業者）、不登
校やひきこもり等、雇
用情勢の悪化や経済的
格差の拡大、家族や周
囲との円滑なコミュニ
ケーションの欠如など
により、将来を見通せ
ない不安の中で、社会
生活を円滑に営む上で
の困難を抱えている子
どもや若者が増加して
いる。そこで、若者の
ための応援環境づくり
を推進する。

少年人口1,000人あたりの
検挙補導人員を表す非行者
率（暦年統計）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

14歳以上の検挙補導人員に
再犯者が占める割合（暦年
統計）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン【H22～26年度】」
掲載内容

社会生活を円滑に
営む上での困難を
抱えている若者の
割合

3.57%
(H25年度)

平成25年度
（5.36%）
比減少

平成25年度
（5.36%）
比減少

係
長

北九州市協力雇用主見舞金
登録者数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

順調

人

順調

1.30

【非行防止対策】
　非行の入り口となり、様々な
危険を伴う深夜はいかいを防止
するため、民間警備会社に委託
し長期休暇期間中に行う「深夜
声かけパトロール」や、青少年
支援拠点「ドロップインセン
ター」の運営に加え、平成28年
度に事業を開始した、小中学生
を中心とした子どもを主な対象
として、市民が一丸となって守
る「子どもの安全を守る『はい
かい防止声かけネットワー
ク』」を、企業・青少年団体・
地域などと更に連携を強化し、
推進して行く。
【立ち直り支援】
　非行少年の立ち直り支援をよ
り効果的に推進するため、協力
雇用主と保護司が連携した取り
組みを行う。

順調

順調

係
長

人

人

　相談者の状況を見ながら、
適切な時期に的確なつなぎを
行い、相談者がより一層円滑
に支援が受けられるように努
める。また、自立度に合わせ
た体験プログラムの内容の更
なる充実について、関係機関
と連携して研究する。

青少
年課

―
平成26年度
（2,663件）

比増加

34 23,630
青少
年課

不安定な雇用やニート
（若年無業者）、不登
校やひきこもり等、雇
用情勢の悪化や経済的
格差の拡大、家族や周
囲との円滑なコミュニ
ケーションの欠如など
により、将来を見通せ
ない不安の中で、社会
生活を円滑に営む上で
の困難を抱えている子
どもや若者が増加して
いる。
　そのため、困難を抱
える子どもや若者を総
合的にサポート（コー
ディネート）していく
総合相談窓口『子ど
も・若者応援センター
「ＹＥＬＬ」』を設置
し、自立を支援する。
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

H28年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度 H28年度 H29年度

H29年度
成果の
方向性

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

人件費（目安）

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度

目
標

実
績

38.0 ％ 人 人

達
成
率

― ％ ％ ％

目
標

7.0人
(H31年度)

実
績

9.6 人 7.9
（暫定値） 人 人 人

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

10 人
平成25年度
（10人）
比増加

実
績

17 人 17 人 人 人

達
成
率

170.0 ％ 100 ％ ###### ％ ###### ％

　青少年を様々な危険から守
るため、「子どもの安全を守
る『はいかい防止声かけネッ
トワーク』」など、企業・青
少年団体・地域等と連携し、
有害環境の浄化とともに、非
行防止に取り組む。
　また、協力雇用主や保護司
と連携し、非行少年の立ち直
り支援を進める。
　関係機関や、地域団体等と
の連携を図り、薬物乱用防止
教室等を行い、薬物乱用の撲
滅機運を高めるための取り組
みを推進する。

減額42,400
青少
年課

「Ⅰ非行防止対策」
「Ⅱ非行からの『立ち
直り』支援」「Ⅲ薬物
乱用の防止と啓発」
「Ⅳ地域団体・関係機
関との連携強化」の４
つの柱をたて、就労支
援の取り組みを強化す
るなど、青少年の非行
防止施策を総合的かつ
積極的に展開する。

平成28年度
比同水準

平成27年度
（17人）比

同水準

平成28年度
比同水準

平成27年
（7.9人）
比減少

平成28年比
減少

平成26年
(9.6人)比

減少

38.1%
(H25年度)

平成26年
度(17人)
比同水準

11.0人
(H25年)

10人
(H25年)

1.30 人

人

2.00

北九州市協力雇用主見舞金
登録者数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

Ⅱ-1-
(3)-⑤
非行や犯
罪を生ま
ない地域
づくり

少年人口1,000人あたりの
検挙補導人員を表す非行者
率（暦年統計）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

38,000 1.00

―

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

継続

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

14歳以上の検挙補導人員に
再犯者が占める割合（暦年
統計）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン【H22～26年度】」
掲載内容

人

順調36

「北九州市『青
少年の非行を生
まない地域づく
り』推進本部」
運営事業

平成25年
(11.0人)
比減少

順調

【非行防止対策】
　非行の入り口となり、様々な
危険を伴う深夜はいかいを防止
するため、民間警備会社に委託
し長期休暇期間中に行う「深夜
声かけパトロール」や、青少年
支援拠点「ドロップインセン
ター」の運営に加え、平成28年
度に事業を開始した、小中学生
を中心とした子どもを主な対象
として、市民が一丸となって守
る「子どもの安全を守る『はい
かい防止声かけネットワー
ク』」を、企業・青少年団体・
地域などと更に連携を強化し、
推進して行く。
【立ち直り支援】
　非行少年の立ち直り支援をよ
り効果的に推進するため、協力
雇用主と保護司が連携した取り
組みを行う。
【薬物乱用防止対策】
　危険ドラッグ等の違法薬物乱
用を防止するため、各種啓発や
関係機関と連携した取り組みを
推進していく。

課
長

係
長39,950

平成25年
(38.1%)比

減少

職
員

平成27年度
（17人）比

同水準
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

H28年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度 H28年度 H29年度

H29年度
成果の
方向性

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

人件費（目安）

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度

目
標

平成20年度
（374件）比

減少

実
績

454 件 件 件

達
成
率

― ％ ％ ％

目
標

平成25年度
（380件）比

減少

実
績

606 件 件 件

達
成
率

― ％ ％ ％

目
標

平成25年度
（380件）比

減少

課
長

0.01 人

実
績

454 件 606 件 件 件
係
長

0.10 人

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％
職
員

0.15 人

53.9%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（53.9%）比

減少

実
績

25.6 ％ ％ ％

達
成
率

― ％ ％ ％

64.3%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（64.3%）比

減少

実
績

30.2 ％

達
成
率

― ％

目
標

平成20年度
（374件）比

減少

実
績

454 件 件 件

達
成
率

― ％ ％ ％

目
標

平成25年度
（380件）比

減少

実
績

606 件 件 件

達
成
率

― ％ ％ ％

平成28年度
比減少

平成27年度
（606件）
比減少

平成28年度
比減少

平成25年度
(30.5%)比

減少

平成27年度
（606件）

減少

平成28年度
比
減少

平成25年度
（380件）
比減少

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（小学生の保護
者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

維持

維持

増額

89,002

21,865継続

継続38 380件
(H25年度)

380件
(H25年度)

380件
(H25年度)

平成25年度
（380件）
比減少

374件
(H20年度)

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

0.60

課
長

係
長

人

係
長37

課
長

22,614

3.00

54,000

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

児童虐待対応件数

※「現状値」及び
「中間目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(H22～26
年度）」掲載内容

39

児童虐待防止
（子どもの人権
擁護）推進事業

人

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

90,350継続

4,000

人

　虐待防止の拠点病院を指定
し、虐待専門のコーディネー
ターを配置することで、医療
機関相互のネットワークづく
りを推進する。併せて、医療
機関が関わった事例などをお
互いに検討する場を設け、虐
待通告の徹底、診断や治療の
スキルアップを図る。

順調

順調

順調

　「子ども・家庭相談コー
ナー」において、子どもや家
庭に関する様々な相談に応じ
ることで、育児不安の軽減を
図るとともに、適切な支援に
つなぎ、児童虐待の発生予防
に取り組む。
　また、児童虐待が深刻化す
る前に、子どもの安全を守る
ための一時保護や被虐待児の
ケア、家族再統合に向けた保
護者への支援等を迅速かつ適
切に行うことで、児童虐待の
防止に努める。

2,2404,737

職
員

職
員

　相談員を対象に年間を通じ
て計画的に行っている初任者
研修、主務者研修、弁護士会
との合同研修、事例検討会等
に加え、子ども・家庭相談
コーナーのニーズに応じた研
修を新たに行うことにより、
相談員の資質の向上を図り、
あらゆる相談にきめ細かく対
応する。

順調

　児童虐待の早期発見、早期
対応、また発生予防に努め、
迅速かつ適切に対応すること
は元より、子どもの心のケア
に重点を置いた取組みや児童
福祉司等児童虐待担当者の能
力向上を図る取組みを実施
し、児童虐待対応体制を強化
する。

6,075 人

0.05

0.10

平成26年度
（454件）
比減少

1.00 人

2.00 人

平成25年度
(31.6%)比

減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

子育ての悩みや不安を感じ
る人の割合（就学前児童の
保護者）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

平成27年度
（606件）

減少

平成26年度
（454件）比

減少

374件
(H20年度)

平成26年度
（454件）比

減少

児童虐待の早期発見及
び被虐待児童の迅速か
つ適切な保護を行うた
め、関係機関との連携
強化を図り、児童虐待
の防止等のために必要
な体制を整備するとと
もに、関係機関等の職
員の研修及び広報活動
を行う。

子育
て支
援課

各区役所に「子ども・
家庭相談コーナー」を
設置し、子どもと家庭
に関するあらゆる相談
をひとつの窓口で受
け、母子家庭の自立支
援、ＤＶ被害者対応、
児童虐待等、それぞれ
の相談に応じた支援・
対応を行うとともに、
必要に応じて他の機関
のサービス・支援へと
つなげる。

児童虐待の早期発見、
早期対応につなげるた
め、中核的な小児救急
病院等に児童虐待コー
ディネーターを配置
し、地域の医療機関か
ら児童虐待対応に関す
る相談への助言を行う
など、医療機関を中心
としたネットワークを
構築し、児童虐待対応
への必要な体制整備を
行う。

Ⅱ-3-
(1)-④
子どもの
人権の尊
重

子ども・家庭相
談コーナー運営
事業

子育
て支
援課

児童虐待防止医
療ネットワーク
事業

平成25年度
（380件）比

減少

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値

子ど
も総
合セ
ン
ター

児童虐待対応件数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

児童虐待対応件数

※「現状値」及び
「中間目標」は
「元気発進！子ど
もプラン(第２次計
画)【H27～31年
度】」掲載内容

児童虐待対応件数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

児童虐待対応件数

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容
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子ども家庭局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

H28年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度H26年度 H28年度 H29年度

H29年度
成果の
方向性

No.

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

人数

人件費（目安）

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度

90.4%
(H20年度)

目
標

平成20年度
（90.4%）比

向上

実
績

79.1 ％ ％ ％

達
成
率

100.8 ％ ％ ％

89.6%
(H25年度)

目
標

平成25年度
（89.6%）比

向上

実
績

89.3 ％ ％ ％

達
成
率

105.8 ％ ％ ％

748,531730,384継続

保護者の就労形態の多
様化等に対応するた
め、保育所の保育時間
を午後7時もしくは8時
まで延長する「延長保
育」の充実を図る。ま
た、保護者のパート就
労や育児リフレッシュ
等の理由により、一時
的に家庭での保育が困
難となる児童を保育所
において保育する「一
時保育」の充実を図
る。さらに、保育所の
通常保育に加え、延長
保育や一時保育におい
ても、集団保育の可能
な障害のある児童の受
け入れを行う「障害児
保育」の充実を図る。

保育
課

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」での成
果指標（目

標）

平成27年度
(89.3%)比

向上

平成28年度
比向上

　子どもの生活リズムへの十
分な配慮や、家庭における子
育てと仕事の調和に配慮しな
がら、幼稚園における預かり
保育や保育所における延長保
育、休日保育など、多様な
ニーズに対応した保育サービ
スのさらなる充実を図る。

順調

　子どもの生活リズムを整え
ることや、親子で過ごす時間
を確保することなど、家庭に
おける子育てと仕事の調和に
十分配慮しながら、保護者の
多様なニーズに対応した、預
かり保育や延長保育などの特
別保育について、さらなる充
実を図る。

順調

保育所に対する満足度（保
育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(H22～26年度）」掲
載内容

人

人

0.20

維持

0.10

職
員

係
長

特別保育事業補
助

40

Ⅳ-3-
(2)-②
女性が活
躍する産
業都市づ
くりの推
進

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」での成果
指標（目標）

3,650

課
長

人

0.10

保育所に対する満足度（教
育・保育の内容）

※「現状値」及び「中間目
標」は「元気発進！子ども
プラン(第２次計画)【H27
～31年度】」掲載内容

平成26年度
(84.4%)比

向上

※上記は、
「元気発進！
子どもプラン
(第２次計
画)」策定時
のニーズ調査
による数値

平成25年度
(78.5%)比

向上

※上記は、
「元気発進！
子どもプラ
ン」策定時の
ニーズ調査に

よる数値
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環境局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

目
標

80.0 ％ 81.0 ％ 82.0 ％ 83.0 ％
課
長

0.10 人

実
績

67.6 ％ 66.1 ％ ％ ％
係
長

0.30 人

達
成
率

84.5 ％ 81.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.40 人

目
標

97 回 97 回 360 回 360 回
課
長

0.15 人

実
績

80 回 356 回 回 回
係
長

0.30 人

達
成
率

82.5 ％ 367.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

4,000 人 5,000 人 5,500 人 5,500 人
課
長

0.15 人

実
績

2,424 人 2,774 人 人 人
係
長

0.30 人

達
成
率

60.6 ％ 55.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.70 人

目
標

20.0 ％ 8.0 ％ 9.0 ％ 10.0 ％

実
績

4.1 ％ 5.5 ％ ％ ％

達
成
率

20.5 ％ 68.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

H28年度 H29年度

9,975

7,150

―

9,225

12.0%
（H31年

度)

Ⅰ-3-
(3)-③ 
ＥＳＤの
推進

ＥＳＤ活動支援
事業

4
環境
学習
課

アンケート調査に
おけるＥＳＤ認知
度

―

80回
（H26年
度）

　持続可能な社会の構
築を図るため、国連な
ど世界規模で進められ
ている「持続可能な開
発のための教育（ＥＳ
Ｄ）」を、北九州ESD
協議会を中心に、市
民、企業、大学等と連
携しながら推進する。
　具体的には、あらゆ
る人々が地域等におけ
る様々な課題に気付
き、つながり、既に実
践している活動等に
ESDの視点を加えて、
暮らしや社会のあり方
等を変えていく人づく
り・学びあいの場づく
りを進める。

人

人

0.60

0.30

― ―

環境ミュージアム
サポーターによる
出張ミュージアム
回数

行動変革を実行す
る市民環境力を醸
成・向上させる

65.7%
(H23年
度)

95.0%
(H42年
度)

市民のESD活動の認
識の向上と活動の
普及

 4.1%
（H23年
度)

360回
（H30年
度まで
毎年
度）

5,500人
（H30年
度）

2,424人
（H26年
度）

北九州市環境首都
検定の受検者数

―

人件費（目安）

人数

27,796 13,950

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

課
長

―

認識の
向上と
活動の
普及

―

―

順調

 「北九州ESDアクションプラ
ン」を基に、ESDのさらなる
普及促進のため、既存の取組
みの継続・強化に加え、北九
州地域全体でESDを推進する
ため、北九州ESD協議会を中
心に、市民を巻き込む新たな
取組みの創出を図る。

0.60

係
長

人

H29年度

職
員

事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

―

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要

　環境未来都市の実現を目指
し、その基盤となる持続可能
なまちづくりに向けて、ESD
活動の全市的普及を強化して
いく。

順調

北九州環境みら
い学習システム
「ドコエコ！」
推進事業

環境
学習
課

　環境学習コンシェルジュに
よる楽しく効果的な学習支援
や、情報発信のさらなる拡大
を行い、より多くの市民のラ
イフスタイルの変革を図る。

順調

　現在の取組みに加え、イン
ターネット、印刷物等の様々
な媒体を活用した幅広い市民
への情報発信及び環境学習コ
ンシェルジュによる積極的な
環境学習の提案を行う。
　また、環境学習施設間の連
携を促進し、環境学習プログ
ラムの強化・創出を図る。

　北九州市の環境の取
組みの歴史を継承する
とともに、本市の環境
力をさらに高めるた
め、学習・情報発信・
活動の３つの機能を備
えた、環境学習拠点
「環境ミュージアム」
及び家庭での省エネ型
のライフスタイルを提
案する「北九州エコハ
ウス」等の管理運営を
行う。

4,680

　本市の恵まれた自然
や充実した環境関連施
設等を結びつけ、多世
代の市民が意欲や能力
に応じて、エコツアー
などまち全体で楽しく
環境学習が行える仕組
みづくりを行う。

3

1

Ⅰ-3-
(3)-① 
北九州環
境みらい
学習シス
テムの推
進

順調

Ⅰ-3-
(3)-② 
環境人材
のスキル
アップと
活用

　地域の環境リーダーを育む
ため、環境ミュージアムガイ
ドやその他ボランティア・団
体との協働、得意分野を活か
した活動の充実を図る。

順調75,910

環境
学習
課

環境ミュージア
ム及び北九州エ
コハウス維持管
理業務

2

　環境首都検定について、啓
発やPR活動の機会をさらに増
やすなど、小学校受検ととも
に一般受検者も増加するよう
な工夫を行う。

やや
遅れ

14,686
環境人財育成事
業

　市民一人ひとりが環
境との関わりを理解
し、より良い環境・地
域づくりへの意識を
もって行動を起こすこ
とのできる環境人財を
育むため、「環境首都
検定」をはじめとする
施策に取り組む。

環境
学習
課

　環境ミュージアム及び北九
州エコハウス維持管理業務に
ついては、今後も継続して活
動の充実化を図り、地域の環
境リーダーを育むため、環境
ミュージアムスタッフやその
他ボランティア・団体との協
働、得意分野等を活かした活
動の拡がりを目指す。
　環境人財育成事業について
は、継続的に学校関係を中心
にPR活動を実施して、環境首
都検定の認知度の向上及び受
検者の増加を目指す。また、
合わせて環境首都検定応援団
の増加を目指す。

順調

成果の
方向性

拡大

継続

継続

拡大

H28年度

4,800

75,910

14,675

17,956

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

維持

維持

維持

増額
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環境局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
成果の
方向性

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

目
標

5 件 5 件 7 件 7 件
課
長

0.10 人

実
績

6 件 6 件 件 件
係
長

0.10 人

達
成
率

120.0 ％ 120.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

450 人 450 人 450 人 450 人
課
長

0.10 人

実
績

1,209 人 1,313 人 人 人
係
長

0.10 人

達
成
率

268.7 ％ 291.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

125,000 人 138,000 人 138,000 人 138,000 人

実
績

135,276 人 137,863 人 人 人

達
成
率

108.2 ％ 99.9 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

60 ％ 60 ％ 60 ％ 60 ％

実
績

48 ％ 48 ％ ％ ％

達
成
率

80.0 ％ 80.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

10 件 10 件 10 件 10 件
課
長

0.05 人

実
績

9 件 8 件 件 件
係
長

0.30 人

達
成
率

90.0 ％ 80.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

累計240
件

（H32年
度）

アンケート調査に
おける地域でのま
ち美化清掃実行の
割合

環境
国際
戦略
課

　アジアの途上国やそ
の都市が自らの力で環
境改善の取組を進める
ことができるよう、
JICA等国の支援や連携
により、実践的な国際
環境研修事業を推進し
ていく。
　海外からの研修員を
受け入れることによ
り、環境問題解決の一
助を担うとともに、現
地の環境改善や海外諸
都市とのネットワーク
構築、ひいては環境国
際ビジネスへの事業展
開に繋げる。

業務
課

北九州エコプレミ
アム選定件数
（単年度）

９件
累計190
件
（H26年
度）

まち美化ボラン
ティア清掃参加者
数（単年度）

　市内で生産されてい
る環境配慮型製品や環
境負荷低減に寄与する
サービスを「北九州エ
コプレミアム」として
選定し、広くPRを行う
ことにより、その販売
促進の支援を行う。

137,863人
（H27年
度）

6件
（H26年
度）

4,100

0.05

60%
(H29年
度)

0.103,075

Ⅲ-1-
(1)-③ 
まち美化
活動の拡
充

まち美化等啓発
事業

アジアの環境人材
育成のための研修
員等の受講者数
（単年度）

Ⅳ-1-
(1)-④ 
地元製
品・サー
ビスの利
活用の推
進

環境
国際
戦略
課

環境
産業
推進
課

新規環境産業創
出事業（北九州
エコプレミアム
産業創造事業）

7

8

アジアの環境人
材育成拠点形成
事業

　北九州市空き缶等の
散乱の防止に関する条
例（まち美化条例）に
基づき、ポイ捨てのな
い清潔で美しいまちづ
くりを推進するため、
市民や企業、ボラン
ティア団体等と連携
し、まち美化事業を実
施する。
　市民の環境美化に対
する関心及びモラル・
マナーの向上を図り、
「世界の環境首都」に
相応しい清潔で美しい
まちづくりを推進す
る。

Ⅱ-3-
(4)-② 
国際協
力・交流
の推進

5
環境国際協力推
進事業

6

138,000人
（H29年
度）

3,536

48%
(H27年
度)

　途上国技術者を受け入
れる国際研修や経験豊か
な市内企業技術者等を諸
外国都市に派遣し、現地
で相手都市も主体的に関
わった実践的な技術指導
を実施する。
　また、国内外の関係機
関と協働・連携した調
査、情報収集や発信を行
うとともに、各種都市間
ネットワークを活用した
プロジェクトを実施す
る。更には市内企業や国
際機関等と密に連携し
て、協力対象国や都市の
「緑の成長」にも資する
環境国際協力を目指す。

継続

戦略的環境国際協
力事業の件数（累
計）

450人
（H30年
度）

1,209人
（H26年
度）

1,780 4,400

5,825

7件
（H30年
度）

3,000 6,650

0.20

　KITAやJICAなどとの関係機
関との連携を図りながら引き
続き事業を推進する。

係
長

人

人

人
課
長

職
員

順調

大変
順調

順調

大変
順調

順調

　国や国際機関等の補助金を
活用しながら引き続き事業を
推進する。

　清掃活動にはじめて参加す
る若者・団体等、市民の拡大
を図るため、一例として大学
新入生説明会に出向き清掃ボ
ランティアへの協力を呼びか
ける。
　また、観光地等でのごみの
持ち帰りを周知させるため、
関係機関と協議して啓発看板
を設置してもらう等、ポイ捨
てのない美しいまちづくりを
推進する。

　常設展示の場所を増やすと
ともに、カタログの作成・配
布や、エコテクノ展などでの
発表会、建設リサイクル資材
認定、トライアル発注、ホー
ムページへの掲載など、ＰＲ
を強化する。

順調
　清掃参加者の固定化・高齢
化に対する取り組みやポイ捨
て防止の取り組みを強化。

　北九州エコプレミアムの知
名度の向上と選定商品・サー
ビスのＰＲに引き続き取り組
む。

順調

　環境国際協力推進事業につ
いては、引き続き国や国際機
関等の補助事業を活用しなが
ら、また、アジアの環境人材
育成拠点形成事業について
は、引き続きKITAやJICAなど
の関係機関との連携を図りな
がら事業を推進していく。

継続

継続

継続 3,000

1,780

3,553 維持

維持

維持

減額5,342
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環境局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
成果の
方向性

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

目
標

2 件 4 件
課
長

0.50 人

実
績

係
長

1.40 人

達
成
率

職
員

1.40 人

目
標

2 件 4 件
課
長

0.50 人

実
績

係
長

1.40 人

達
成
率

職
員

1.40 人

目
標

実
績

261万 人 204万 人 人 人

達
成
率

352.7 ％ 275.7 ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

74万人以上 74万人以上

― ―

―

―

0.259,475
係
長20,544継続

市民・企
業・行政等
の交流によ
るネット
ワーク構築
と拡大

74万人
以上

（H30年
度）

市民・企業・行政
等の交流による
ネットワーク構築
と拡大

―

74万人以上

人

人

人0.15

0.70
職
員

課
長

Ⅵ-1-
(1)-①
市民の力
で環境力
を高める
仕組みづ
くり

環境
学習
課

11

　市民環境力の持続的
発展を目指し、環境モ
デル都市を推進する活
動への支援や、市民・
NPO、事業者など地域
社会を構成する各主体
が、情報を共有し、新
たな取組みを生み出
し、発信・啓発する北
九州エコライフステー
ジ事業などを行う。

エコライフステー
ジ参加者数（単年
度）

市民環境力支援
事業

―

74万人以上

―

―

―

40,000

142.4万人
（H24年
度）

―

―

―

地域エネルギー関
連産業の創出や、
実証取組み件数

地域エネルギー関
連産業の創出や、
実証取組み件数

75,400 順調30,250 ―

順調

　引き続き経費節減に取り組
むとともに、若者世代を中心
に情報発信を支援し、市民環
境力の向上を目指していく。

順調

　「①風力」「②バイオマ
ス」「③水素」といった再生
可能エネルギー等の推進や
「④エネルギーマネジメン
ト」「⑤災害時対応」「⑥新
たな再エネ事業化支援」の６
分野の取組みを重点的に行
う。

　市民環境力支援事業につい
ては、引き続き経費節減に取
り組みつつ、環境未来都市の
担い手となる市民の環境力の
向上を目指す。

　「①風力」「②バイオマ
ス」「③水素」といった再生
可能エネルギー等の推進や
「④エネルギーマネジメン
ト」「⑤災害時対応」「⑥新
たな再エネ事業化支援」の６
分野の取組みを重点的に行
う。

―

　「低炭素で安定したエ
ネルギーを作り賢く使う
まちづくりの推進」「災
害に強いまちづくりへの
寄与」「エネルギー産業
の振興」「日本を牽引す
る先進的取組みの実践」
といった地域エネルギー
政策を進める。
　特に、「①風力」「②
バイオマス」「③水素」
といった再生可能エネル
ギー等の推進や、「④エ
ネルギーマネジメント」
「⑤災害時対応」「⑥新
たな再エネ事業化支援」
の６分野の取組みを重点
的に行う。

４件
（H29年
度）

20,273

増額

維持

Ⅴ-1-
(4)-②
再生可能
エネル
ギー・基
幹エネル
ギーの創
出拠点の
形成

9
次世代資源・エ
ネルギーシステ
ム創生事業

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

Ⅴ-1-
(4)-③ 
安定・安
価で賢い
エネル
ギー網の
構築

10
次世代資源・エ
ネルギーシステ
ム創生事業

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

　「低炭素で安定したエ
ネルギーを作り賢く使う
まちづくりの推進」「災
害に強いまちづくりへの
寄与」「エネルギー産業
の振興」「日本を牽引す
る先進的取組みの実践」
といった地域エネルギー
政策を進める。
　特に、「①風力」「②
バイオマス」「③水素」
といった再生可能エネル
ギー等の推進や、「④エ
ネルギーマネジメント」
「⑤災害時対応」「⑥新
たな再エネ事業化支援」
の６分野の取組みを重点
的に行う。

30,250

４件
（H29年
度）

　「①風力」「②バイオマ
ス」「③水素」といった再生
可能エネルギー等の推進や
「④エネルギーマネジメン
ト」「⑤災害時対応」「⑥新
たな再エネ事業化支援」の６
分野の取組みを重点的に行
う。

― 40,000 75,400 増額

―

― 順調

　「①風力」「②バイオマ
ス」「③水素」といった再生
可能エネルギー等の推進や
「④エネルギーマネジメン
ト」「⑤災害時対応」「⑥新
たな再エネ事業化支援」の６
分野の取組みを重点的に行
う。

80



環境局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
成果の
方向性

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

目
標

実
績

45.4 ㎏ 42.5 kg ㎏ kg

達
成
率

― ％ ― ％ ― ％ ― ％

目
標

136
団
体

137
団
体

137
団
体

137
団
体

実
績

132
団
体

133
団
体

団
体

団
体

達
成
率

97.1 ％ 97.1 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

実
績

団
体

団
体

達
成
率

###### ％ ###### ％

目
標

実
績

495 ｇ 488 ｇ ｇ

達
成
率

― ％ 101 ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

261万 人 204万 人 人 人

達
成
率

352.7 ％ 275.7 ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

130,000 人 130,000 人 130,000 人 130,000 人
課
長

0.15 人

実
績

134,124 人 131,092 人 人 人
係
長

0.30 人

達
成
率

103.2 ％ 100.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.60 人

順調

  さらに多くの市民等から愛
される魅力的なミュージアム
となるよう、本市唯一の環境
学習拠点としての進化を目指
す。
　また、公害克服の歴史を次
代に継承するための取組みと
して環境資源を活かした学び
の支援などを強化する。

順調15 維持75,91075,910継続

74万人以上

74万人
以上

（H30年
度）

　北九州市の環境の取
組みの歴史を継承する
とともに、本市の環境
力をさらに高めるた
め、学習・情報発信・
活動の３つの機能を備
えた、環境学習拠点
「環境ミュージアム」
及び家庭での省エネ型
のライフスタイルを提
案する「北九州エコハ
ウス」等の管理運営を
行う。

環境ミュージア
ム及び北九州エ
コハウス維持管
理業務

環境
学習
課

Ⅵ-1-
(2)-① 
交流の場
づくりと
連携の強
化

9,225

人

―

環境ミュージアム
利用者数（単年
度）

市民環境力支援
事業

環境
学習
課

エコライフステー
ジ参加者数（単年
度）

単年度の目
標設定なし

単年度の
目標設定

なし

単年度の
目標設定
なし

単年度の目
標設定なし

単年度の
目標設定
なし

係
長

0.15

0.05

課
長

74万人以上

３Ｒの
意識醸

成

470g以下
（H32年
度）

単年度の目
標設定なし

0.10

　市民環境力の持続的
発展を目指し、環境モ
デル都市を推進する活
動への支援や、市民・
NPO、事業者など地域
社会を構成する各主体
が、情報を共有し、新
たな取組みを生み出
し、発信・啓発する北
九州エコライフステー
ジ事業などを行う。

循環
社会
推進
課

　一般廃棄物の減量
化・資源化促進のた
め、古紙回収奨励金の
交付等を通じ、市民団
体による集団資源（古
紙）回収活動を支援す
る。
　また、古着の地域循
環システムの促進と、
回収拠点の増加による
市民の利便性確保の観
点から、奨励金の交付
等を通じ、地域での古
着回収体制を新たに整
備し、地域団体による
回収活動を支援する。

市民一人あたりの
年間古紙回収量

３Rの意識の醸成

506g
（H21年
度）

55.2kg
（平成
32年
度）

―

―

134,124人
（H26年
度）

職
員

140,000人
（H31年
度）

―

―

Ⅵ-1-
(1)-③ 
地域の環
境特性を
活かした
取組の推
進

地域特性型（メ
ニュー選択方
式）市民環境活
動推進事業

循環
社会
推進
課

　地域団体等が自主的
に活動する事業（剪定
枝リサイクル等）を支
援することにより、地
域における自主的な環
境活動の拡大と地域コ
ミュニティ活動の活性
化を図る。

人

職
員

0.40 人

―

74万人以上

142.4万人
（H24年
度）

74万人以上

―

50.1kg
（H21年
度）

―

―

市民・企業・行政
等の交流による
ネットワーク構築
と拡大

―

―

市民１人一日あた
りの家庭ごみ量

―

― ―

20,273 20,544

9,571

継続

市民・企業・
行政等の交流
によるネット
ワーク構築と

拡大

維持

495ｇ以下

―

―

―

―

14

13

人

4,575

課
長

係
長

人

順調

順調

　引き続き経費節減に取り組
むとともに、若者世代を中心
に情報発信を支援し、市民環
境力の向上を目指していく。

　事業参加団体の増減による
実施体制を検討し、効率的な
事業運営を行う。

　平成28年度に改定した「北
九州市循環型社会形成推進基
本計画」に基づき、循環型社
会形成に向けた取り組みを推
進していく。

順調

単年度の
目標設定

なし

9,475 0.25

人

人0.70

　市民環境力支援事業につい
ては、引き続き経費節減に取
り組みつつ、環境未来都市の
担い手となる市民の環境力の
向上を目指す。
　環境ミュージアム及び北九
州エコハウス維持管理業務に
ついては、今後も東田地区の
近隣施設と連携した活動の充
実化を図り、地域の環境リー
ダーを育むため、環境ミュー
ジアムスタッフやその他ボラ
ンティア・団体との協働、得
意分野を活かし、活動の拡が
りを目指す。

9,563継続

維持 14,150

人

順調

　家庭ごみとして出された古
紙のうち約半分を占める雑が
みについて、積極的な広報活
動を行い、回収強化を図る。

単年度の
目標設定

なし

継続 238,990

維持

Ⅵ-1-
(1)-② 
地域コ
ミュニ
ティ活動
の支援

12
古紙・古着リサ
イクル推進事業

古紙回収に取り組
むまちづくり協議
会数

132団体
（H26年
度）

239,790

35.0％
以上

（H32年
度）

全137団
体の参

加
（毎年
度）

職
員

1.20

0.40

課
長

人 順調

　古紙等については、平成28
年に改定した「北九州市循環
型社会形成推進基本計画」に
基づき循環社会形成に向けた
取り組みを推進していく。

係
長

一般廃棄物のリサ
イクル率

26.3%
（H26年
度）

単年度の
目標設定

なし

0.10
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環境局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
成果の
方向性

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

目
標

20.0 ％ 8.0 ％ 9.0 ％ 10.0 ％

実
績

4.1 ％ 5.5 ％ ％ ％

達
成
率

20.5 ％ 68.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

4,000 人 5,000 人 5,500 人 5,500 人
課
長

0.15 人

実
績

2,424 人 2,774 人 人 人
係
長

0.30 人

達
成
率

60.6 ％ 55.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.70 人

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

65.7 ％ 67 ％ ％ ％

達
成
率

― ％ - ％ ％ ％

目
標

60 ％ 60 ％

実
績

％ ％

達
成
率

％ ％

係
長

13,950

Ⅵ-1-
(2)-② 
あらゆる
主体によ
る環境政
策への参
加の推進

アンケート調査に
おけるＥＳＤ認知
度

―

52.2%
(H27年
度)

アンケート調査に
おける環境マス
コットキャラク
ターの認知度

アンケート調査に
おける環境未来都
市選定の認知度

―

単年度目
標設定な
し

　環境未来都市の実現を目指
し、その基盤となる持続可能
なまちづくりに向けて、ESD
活動の全市的普及を強化して
いく。
　環境人財育成事業について
は、継続的に学校関係を中心
にPR活動を実施して、環境首
都検定の認知度の向上及び受
検者数の増加を目指す。ま
た、あわせて環境首都検定応
援団の増加を目指す。

人0.30
課
長

人

順調

9,975

市民のESD活動の認
識の向上と活動の
普及

4.1%
（H23年

度)

拡大

12.0%
（H31年

度)

認識の
向上と
活動の
普及

ＥＳＤ活動支援
事業

環境
学習
課

　持続可能な社会の構
築を図るため、国連な
ど世界規模で進められ
ている「持続可能な開
発のための教育（ＥＳ
Ｄ）」を、北九州ESD
協議会を中心に、市
民、企業、大学等と連
携しながら推進する。
　具体的には、あらゆ
る人々が地域等におけ
る様々な課題に気付
き、つながり、既に実
践している活動等に
ESDの視点を加えて、
暮らしや社会のあり方
等を変えていく人づく
り・学びあいの場づく
りを進める。

16

環境人財育成事
業

27,796

―

5,683

60.0％
（H29年
度）

単年度目
標設定な
し

―

80.0％
（H29年
度）

18

0.60 人

人0.60
職
員

係
長

職
員

順調

　「北九州ESDアクションプ
ラン」を基に、ESDのさらな
る普及促進のため、既存の取
組みの継続･強化に加え、北
九州地域全体でESDを推進す
るため、北九州ESD協議会を
中心に、市民を巻き込む新た
な取組みの創出を図る。

―

　環境未来都市の認知
度の向上及び環境広報
の強化のため、環境マ
スコットキャラクター
「ていたん」を活用し
た広報や、イベント等
でのPRを継続して行
う。

総務
課

67.0%
（H27年
度）

―

14,686

　市民一人ひとりが環
境との関わりを理解
し、より良い環境・地
域づくりへの意識を
もって行動を起こすこ
とのできる環境人財を
育むため、「環境首都
検定」をはじめとする
施策に取り組む。

継続 14,675

5,500人
（H30年
度）

北九州市環境首都
検定の受検者数

2,424人
（H26年
度）

　環境首都検定について、啓
発やPR活動の機会をさらに増
やすなど、小学校受検ととも
に一般受検者も増加するよう
な工夫を行う。

やや
遅れ

人0.30
課
長

増額

　環境マスコットキャラク
ターを活用して、多くの人が
環境未来都市について知る機
会の提供に努める。

順調

　市内外の各年齢層に対し、
効果的な環境啓発活動を行う
ため、駅や空港等に頻繁に出
動する。

順調8,700

人0.30

0.30

環境
学習
課

17

―

5,269

17,956

拡大

―

増額

維持

Ⅵ-1-
(2)-③ 
環境情報
の収集・
整備・提
供

環境未来都市広
報事業
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環境局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
成果の
方向性

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

― ％ ％ ％ ％
職
員

0.40 人

目
標

315,000
千
円

297,600
千
円

実
績

千
円

千
円

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

目
標

70 件 62 件

実
績

件 件

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

千
円

千
円

係
長

0.10 人

達
成
率

#DIV/0! ％ #VALUE! ％
職
員

0.20 人

目
標

23 件 29 件 33 件 34 件
課
長

0.03 人

実
績

29 件 32 件 件 件
係
長

0.20 人

達
成
率

126.1 ％ 110.3 ％ ％ ％
職
員

0.30 人

単年度の目標
設定なし

3,650

6,150

　旺盛な研究開発ニーズに対
して効果的に助成を行うとと
もに、助成終了後も国等の研
究開発予算の活用を進める。

4,595 順調

512,020
千円

（H26年
度）

Ⅵ-2-
(2)-① 
市民・企
業などに
よるCO2削
減

8,755

8,000

―

H32年度
までに
126万㌧
（温対計
画に掲げ
る目標）

累計36
件

（H32年
度）

50,600

―

H32年度まで
にH22年度比

10％減
（H22年度実
績　原油換算
89,599kl）

8,755

―

維持
27件

（H26年
度）

　新規性、独自性に優
れた環境技術の研究開
発費の一部助成によ
り、中小企業をはじめ
とした地元企業等に技
術開発の機会を提供す
るとともに、本市にお
ける環境分野の技術の
集積を促す。

Ⅵ-2-
(2)-② 
低炭素社
会に貢献
する技術
開発、製
品・サー
ビス提供
拠点の形
成

環境未来技術開
発助成事業

次世代エネル
ギー設備導入促
進事業

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

22

20

21
＜新＞
地球温暖化対策
推進事業

本助成事業で助成
した研究開発の事
業化数

環境
産業
推進
課

省エネ投資額（千
円）

前年度比
１％減

CO2削減
量18万
㌧
（H26年
度）

順調

順調

―

　旺盛な研究開発ニーズに対
して効果的に助成を行うとと
もに、助成終了後も国等の研
究開発予算の活用を進める。

4,825

前年度比
1.5%減

前年度比
１％減

前年度比
3%減

H22年度総
エネルギー
使用量実績
（原油換算
89,599kl)

前年度比
１％減

地域
エネ
ル
ギー
推進
課

前年度比
１％減

19

北九州市役所環
境・エネルギー
プロジェクト推
進事業

市有施設のエネル
ギー
消費原単位の改善

継続

継続 50,588

補助金活用件数
（件）

温暖
化対
策課

　平成28年8月に策定
した「北九州地球温暖
化対策実行計画・環境
モデル都市行動計画」
（温対計画）に掲げた
目標の着実な達成に向
け、市民、事業者、行
政がこれまで以上に計
画的かつ効果的に取組
みを推進する必要があ
るため、各種調査及び
啓発事業の強化等を行
う。

維持

　市役所においては、これま
での省エネ・節電の活動の徹
底と、省エネ機器への更新を
実施する。また、全庁を対象
とした省エネ会議を通じて、
更なる省エネ・節電を進め
る。

課
長

―

　企業等に対し、省エネ改
修・エネルギーの見える化導
入の取組みについて働きかけ
を行う。

「北九州地球温暖化対策実行
計画・環境モデル都市行動計
画」を平成28年8月に策定し
たことから、計画に掲げる目
標達成に向け、エネルギー使
用量やＣＯ２排出量の実態調
査を実施する。また、市民向
け啓発事業の強化等を行う。

0.05 人

―

人0.30

人
係
長

97件
（H26年

度

減額― 120,000 0.20

職
員

CO2削減量（万㌧）

　工場や事業所におけ
る一層の省エネルギー
対策を推進するため、
省エネ設備や新エネ設
備、エネルギーの見え
る化設備を設置する市
内の中小企業等に対
し、設置費用の一部を
補助する事業を実施す
る。

　環境モデル都市とし
ての市役所の率先垂範
を実践するため、ま
た、省エネ法及び温対
法の規制へ対応するた
め、平成２３年度から
本事業により市役所の
環境・エネルギー対策
として、省エネ・節電
を推進する。

100,000

―

順調

　市役所においては、これま
での省エネ・節電の活動の徹
底と、省エネ機器への更新を
実施する。また、全庁を対象
とした省エネ会議を通じて、
更なる省エネ・節電を進め
る。
　企業等に対しては、省エネ
改修・エネルギーの見える化
導入の取組みについて働きか
けを行う。
　地球温暖化対策推進事業に
ついては、温対計画に掲げる
目標達成に向け、エネルギー
使用量やＣＯ２排出量の実態
調査を実施する。また、市民
向け啓発事業の強化等を行
う。
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環境局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
成果の
方向性

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

目
標

実
績

42.5 ㎏ 45.1 kg ㎏ kg

達
成
率

― ％ ― ％ ― ％ ― ％

目
標

136
団
体

137
団
体

137
団
体

137
団
体

実
績

132
団
体

133
団
体

団
体

団
体

達
成
率

97.1 ％ 97.1 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

実
績

団
体

団
体

達
成
率

###### ％ ###### ％

目
標

実
績

495 ｇ 488 ｇ ｇ ｇ

達
成
率

― ％ 101 ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

495 ｇ 488 ｇ ｇ

達
成
率

― ％ 101 ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.70 人

8,825

495ｇ以下

1.20 人

　家庭ごみとして出された古
紙のうち約半分を占める雑が
みについて、積極的な広報活
動を行い、回収強化を図る。

職
員

人0.10

市民１人一日あた
りの家庭ごみ量

―

課
長

市民１人一日あた
りの家庭ごみ量

全137団
体の参

加
（毎年
度）

―― ―

単年度の目
標設定なし

単年度の目
標設定なし 495ｇ以下

506g
（H21年
度）

単年度の目
標設定なし

単年度の目
標設定なし

３Rの意識の醸成

―

―

単年度の
目標設定
なし

470g以下
（H32年
度）

9,563 9,571

―

単年度の
目標設定
なし

―

24

25
循環型社会を形
成するための環
づくり支援事業

0.40

人

係
長

0.30

人

人

順調

順調

―

単年度の目
標設定なし

― ―

―

市民一人あたりの
年間古紙回収量

50.1kg
（H21年
度）

単年度の
目標設定

なし

―

単年度の
目標設定

なし

35.0％
以上

（H32年
度）

239,790

― ―

継続

継続

470g以下
（H32年
度）

―

係
長

一般廃棄物のリサ
イクル率

古紙回収に取り組
むまちづくり協議
会数

23
古紙・古着リサ
イクル推進事業

循環
社会
推進
課

―

地域特性型（メ
ニュー選択方
式）市民環境活
動推進事業

26.3%
（H26年
度）

　一般廃棄物の減量
化・資源化促進のた
め、古紙回収奨励金の
交付等を通じ、市民団
体による集団資源（古
紙）回収活動を支援す
る。
　また、古着の地域循
環システムの促進と、
回収拠点の増加による
市民の利便性確保の観
点から、奨励金の交付
等を通じ、地域での古
着回収体制を新たに整
備し、地域団体による
回収活動を支援する。

132団体
（H26年
度）

14,150

単年度の
目標設定

なし

単年度の
目標設定
なし

維持

55.2kg
（平成
32年
度）

238,990

循環
社会
推進
課

　地域団体等が自主的
に活動する事業（剪定
枝リサイクル等）を支
援することにより、地
域における自主的な環
境活動の拡大と地域コ
ミュニティ活動の活性
化を図る。

0.40

維持

３Ｒの意
識醸成

　事業参加団体の増減による
実施体制を検討し、効率的な
事業運営を行う。

4,575

課
長

0.05

係
長

0.10 人

順調

　より多くの市民が３Ｒの意
識醸成できるよう、リデュー
スクッキング講座や生ごみリ
サイクル講座等の未実施地域
などを対象に講座実施の働き
かけを行なう。

0.70

職
員

人

0.05

　「使い切り、食べ切
り、水切り」の「３切
り運動」及び食べもの
の「残しま宣言運動」
の推進、生ごみリサイ
クル講座等の実施によ
り生ごみの減量化・資
源化を推進する。

506g
（H21年
度）

単年度の目
標設定なし

３Ｒの意識醸成 ―

―

継続 5,200 4,200 8,825減額

３Ｒ意識
の醸成

アンケート調査に
おける食品ロス削
減するための取組
み実施率

循環
社会
推進
課

－

アンケー
トの実施

－

　循環型社会の形成に向け
て、食品ロスを削減すること
は重要な課題となっている。
　食品ロスを削減するために
は、市民一人ひとりの取組み
が必要なことから、市民運動
として取り組むもの。

―

人

職
員

課
長

人

Ⅵ-3-
(1)-① 
市民環境
力による
３Ｒ活動
の推進

順調

　平成28年に改定した「北九
州市循環型社会形成推進基本
計画」に基づき循環社会形成
に向けた取り組みを推進して
いく。
　また、循環型社会の形成に
向けて、食品ロスを削減する
ことは重要な課題となってい
る。
　食品ロスを削減するために
は、市民一人ひとりの取組み
が必要なことから、市民運動
として取り組んでいく。

　循環型社会の形成に
向けて、重要な課題で
ある食品ロスを削減す
るため、平成27年度か
ら実施してきた「残し
ま宣言」運動の更なる
普及を図るとともに、
新たに未就学児を対象
とした啓発活動を実施
する。

循環
社会
推進
課

＜新＞
食品ロス削減市
民運動推進事業

26 ―2,000―
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環境局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
成果の
方向性

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

目
標

実
績

495 ｇ 488 ｇ ｇ

達
成
率

― ％ 101 ％ ％ ％

目
標

実
績

26.3 ％ 26.6 ％ ％

達
成
率

― ％ 81.8 ％ ％ ％

目
標

3 件 3 件 3 件 3 件

実
績

7 件 4 件 件 件

達
成
率

233.3 ％ 133.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

2 件 2 件 2 件

実
績

1 件 件 件

達
成
率

50.0 ％ ％ ％

目
標

5
億
円

5
億
円

7
億
円

7
億
円

実
績

9
億
円

10
億
円

億
円

億
円

達
成
率

180.0 ％ 200.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

100,000 人 100,000 人 100,000 人 100,000 人

実
績

100,332 人 100,893 人 人 人

達
成
率

100.3 ％ 100.9 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

23 件 29 件 33 件 34 件
課
長

0.03 人

実
績

29 件 32 件 件 件
係
長

0.20 人

達
成
率

126.1 ％ 110.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

優良排出事業者の
認定件数（単年
度）

100,332人
（H26年
度）

単年度目
標なし

人
課
長

職
員

単年度の目
標設定なし

38,250

市民１人一日あた
りの家庭ごみ量

優良産廃処理業者
の認定件数（単年
度）

循環
社会
推進
課

　本市では、「北九州
市循環型社会形成推進
基本計画」（本市の一
般廃棄物処理計画）を
策定し、ごみの減量
化・資源化、適正処理
の推進等を行ってい
る。
　本事業では本市のご
み処理に関する現状を
分析し、より効果的・
効率的な施策や啓発・
広報の方法の検討を行
う。

環境未来技術開
発助成事業

環境
産業
推進
課

Ⅵ-3-
(2)-② 
環境分野
における
技術開発
の促進

「北九州市循環
型社会形成推進
基本計画」推進
事業

Ⅵ-3-
(1)-② 
適正な廃
棄物の処
理

948

本助成事業で助成
した研究開発の事
業化数

7億円
（毎年
度）

継続

2件
（毎年
度）

ｴｺﾀｳﾝ事業による投
資額
（単年度）

ｴｺﾀｳﾝ視察者数
（単年度）

10万人
（毎年
度）

9億円
（H26年
度）

27件
（H26年
度）

470g以下
（H32年
度）

累計36件
（H32年
度）

35.0％
以上

（H32年
度）

50,600

　新規性、独自性に優
れた環境技術の研究開
発費の一部助成によ
り、中小企業をはじめ
とした地元企業等に技
術開発の機会を提供す
るとともに、本市にお
ける環境分野の技術の
集積を促す。

係
長

0.10

2,325

4,575

職
員

課
長

継続

13,60011,893

1,044

13,775

32.5％以上

495ｇ以下
単年度の目
標設定なし

2件
（H26年
度）

　資源循環型社会の実
現に向けて、環境産業
の集積化と環境・エネ
ルギー技術開発の拠点
化を図るため、企業支
援や国等関係機関との
協議のほか、貸付用地
の維持管理を行う。

　産業廃棄物の適正処
理・３Ｒを推進するた
め、優れた排出事業
者・処理業者への認定
やインセンティブ付
与、排出・処理動向や
将来見通しの分析・公
表、産業廃棄物３Ｒ・
適正処理講習会等を活
用した適正処理・３Ｒ
情報の普及啓発を実施
する。

一般廃棄物のリサ
イクル率

27

29

30

北九州エコタウ
ン事業

4,595

Ⅵ-3-
(1)-③ 
産業廃棄
物排出量
の減量化

28
産業廃棄物処理
推進事業

産業
廃棄
物対
策課

環境
産業
推進
課

0.10

減額

維持

維持

人

人
職
員

人

人

係
長

0.10 人

人

0.40

人

3.00

人

1.00

係
長

課
長

0.05

0.05

0.50

順調

順調

順調

順調

　旺盛な研究開発ニーズに対
して効果的に助成を行うとと
もに、助成終了後も国等の研
究開発予算の活用を進める。

　投資額、エコタウンへの視
察者数いずれも単年度目標を
上回っているため、現状どお
り事業を進めていく。

　市内の産業廃棄物排出事業
者・処理業者に対し、３Ｒ・
適正処理の推進を普及啓発す
るため講習会を開催するとと
もに、優良なものを表彰し、
業界の意識向上を図ってい
く。

　平成28年度にごみ量の変化
や国の動向等を踏まえ、計画
を改定。改定した計画に基づ
き、課題となっている事業系
ごみ対策をはじめとして、具
体的な減量化・資源化施策を
展開していく。

順調

順調

　市内の産業廃棄物排出事業
者・処理業者に対し、３Ｒ・
適正処理の推進を普及啓発す
るため講習会を開催するとと
もに、優良なものを表彰し、
業界の意識向上を図ってい
く。

Ⅵ-3-
(2)-① 
次世代資
源循環型
産業拠点
の形成

　改定した計画をもとに具体
的なごみの減量化・資源化方
策を実施する。

順調

順調

　投資額、視察者数いずれも
順調であり、今後もさらなる
増加を目指す。

　旺盛な研究開発ニーズに対
して効果的に助成を行うとと
もに、助成終了後も国等の研
究開発予算の活用を進める。

4件
（H26年
度）

506g
（H21年
度）

30.4％
（H21年
度）

単年度の目
標設定なし

3件
（毎年
度）

単年度の目
標設定なし

単年度の目
標設定なし

継続

継続

50,588

14,247

維持
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環境局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
成果の
方向性

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

目
標

実
績

26.3 ％ 26.6 ％ ％

達
成
率

― ％ 81.8 ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

469,000 本 536,000 本 603,000 本 670,000 本

実
績

625,954 本 657,903 本 本 本

達
成
率

133.5 ％ 122.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

2,000 人 2,000 人 2,000 人 2,000 人

実
績

約2,000 人 約2,000 人 人 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ ％ ％

目
標

469,000 本 536,000 本 603,000 本 670,000 本

実
績

625,954 本 657,903 本 本 本

達
成
率

133.5 ％ 122.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

2,000 人 2,000 人 2,000 人 2,000 人

実
績

約2,000 人 約2,000 人 人 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ ％ ％

目
標

2,000 人 2,000 人 2,000 人
課
長

0.10 人

実
績

約
2,000

人 人 人
係
長

0.25 人

達
成
率

100.0 ％ ％ ％
職
員

0.40 人

16,930 16,930

6,650

2,000人
(毎年
度)

継続

環境首都100万本植
樹プロジェクト推
進（累計）

自然環境保全活動
参加者数（イベン
ト等の延べ参加者
数）

　2,000人
（毎年
度）

48,476

係
長

順調0.75

職
員

0.75

自然環境保全活動
参加者数（イベン
ト等の延べ参加者
数）

30.4％
（H21年
度）

2,000人
（毎年
度）

自然環境保全活動
参加者数（イベン
ト等の延べ参加者
数）

循環
社会
推進
課

　本市の豊かな自然環境の
保全など、様々な自然分野
の取り組みを推進するた
め、生物多様性基本法に規
定される地域戦略として策
定した「北九州市生物多様
性戦略」の主要プロジェク
トに位置づけている響灘ビ
オトープの運営管理等を行
う事業である。
　絶滅危惧種など希少な動
植物が５００種類以上も生
息する生物の楽園を保全し
つつ、市民が見て触れて、
自然生態系の仕組みや生物
多様性の重要性などが学習
できる施設として運営を行
う。

34

環境
科学
研究
所

Ⅵ-4-
(1)-① 
多様な自
然環境・
生物多様
性の保全

生物多様性戦略
推進事業

Ⅵ-4-
(1)-③ 
市民と自
然とのふ
れあいの
推進

環境首都100万本植
樹プロジェクト推
進（累計）

625,954本
（H26年
度）

ごみの減量やリサ
イクルなどの３Ｒ
活動の推進

47,544

継続

2,000人
（毎年
度）

20,650

累計100万本
植樹

（H35年度）

継続

Ⅵ-4-
(1)-② 
身近に自
然を感じ
る都市づ
くり

生物多様性戦略
推進事業

環境
科学
研究
所

　都市と自然との共生
を基本理念とし、「都
市のなかの自然、自然
のなかの都市」の実現
のため、豊かな自然環
境と生物の多様性を保
ちつつ、新たな産業都
市として持続的な発展
が可能な都市づくりを
目指す。

625,954本
（H26年
度）

20,650

人

職
員

1.60 人

課
長

1.60

係
長

7,825

課
長

32.5％以上

職
員

継続

人

―

一般廃棄物のリサ
イクル率

―

0.05

人

係
長

環境
科学
研究
所

　都市と自然との共生
を基本理念とし、「都
市のなかの自然、自然
のなかの都市」の実現
のため、豊かな自然環
境と生物の多様性を保
ちつつ、新たな産業都
市として持続的な発展
が可能な都市づくりを
目指す。

16,930

―

―

32

―

　事業所に対する一般
廃棄物の減量化等の推
進及び３Ｒ活動を行う
団体の表彰等により、
３Ｒ活動の推進を図
る。

３Ｒ意識
の醸成

2,000人
（毎年
度）

響灘ビオトープ
運営等事業

31

33

累計100万本
植樹

（H35年度）

―

単年度目
標なし

―

―

1,130

単年度の
目標なし

　2,000人
（毎年
度）

Ⅵ-3-
(3)-③ 
環境に配
慮する消
費者(グ
リーンコ
ンシュー
マー)活
動の推進

３Ｒ活動推進事
業

0.10 人

0.10

人

人

人0.20

課
長

人

0.70

順調

　指定管理者制度による民間
活力を利用し、市民と自然と
のふれあいの場となる環境学
習施設として、継続的に運営
を行うと共に、市としても響
灘ビオトープの広報に努め
る。

　自然環境保全に関する活動
は、市民とりわけ地域団体の
自主的な活動が不可欠である
ため、継続して市民やボラン
ティア団体などと協働して自
然環境保全活動を進めてい
く。

　自然環境保全に関する活動
は、市民とりわけ地域団体の
自主的な活動が不可欠である
ため、継続して市民やボラン
ティア団体などと協働して自
然環境保全活動を進めてい
く。

　事業者への訪問調査や３Ｒ
推進活動表彰等を通じて、地
域や子どもの日常生活に３Ｒ
活動が定着してきているた
め、引き続き啓発活動を継続
する。

順調

順調

順調

順調

順調

順調

　自然環境保全に関する活動
は、市民とりわけ地域団体の
自主的な活動が不可欠である
ため、継続して市民やボラン
ティア団体などと協働して自
然環境保全活動を進めてい
く。

　自然環境保全に関する活動
は、市民とりわけ地域団体の
自主的な活動が不可欠である
ため、継続して市民やボラン
ティア団体などと協働して自
然環境保全活動を進めてい
く。

　民間活力を利用し、環境学
習施設として、継続的に運営
を行うと共に、市としても響
灘ビオトープの広報に努め
る。

　平成28年度に改定した循環
型社会形成推進基本計画を基
に、一層のごみ減量・資源化
に取り組む。

35.0％
以上

（H32年
度）

―

単年度の
目標なし

3,930

16,930

減額

維持

維持

維持
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環境局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
成果の
方向性

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

目
標

課
長

0.20 人

実
績

76 t 78 t t t
係
長

1.10 人

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％
職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.60 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

継続 17,657

－

人0.90

8,325

6,075

職
員

―

―

―

廃棄物の不法投棄
量（単年度）

企業の法令順守の
徹底

13,870

大気環境
の適正な

把握

15,55013,924

１６０ｔ
以下

―

―

―

― ―

―

大気環境の適正な
把握

Ⅵ-4-
(2)-① 
生活環境
保全対策
の推進

―

不法投棄防止事
業

37

36

35

環境対策事業

―

―

１６０ｔ
以下

160ｔ以下
（毎年
度）

大気汚染常時監
視システム整備
保守事業

―現状の環境を保全

76ｔ
(H26年
度)

環境
監視
課

―

環境
監視
課

０件

―

企業の法令
順守の徹底

―

―

―

現状の
環境を
保全

課
長

係
長61,923

―

継続
改善命令

０件

－ －

62,706

産業
廃棄
物対
策課

　市内の産業廃棄物の
不法投棄の未然防止や
拡大防止を目的とし、
監視パトロール、監視
カメラ整備、市民通報
員の活用により、早期
発見・早期撤去を進め
るとともに、警察と連
携して実行者へ厳しく
対処する。

継続

人

0.10

0.05

　大気汚染物質等の測定結果
を迅速・正確に得て、その結
果を適性に評価できるようシ
ステムの維持・管理を行う。

順調

　前年度に引続き、不法投棄
防止パトロールを実施すると
ともに、監視カメラの移設や
市民通報制度の充実等を進め
る。

　大気、水質、騒音、振動に
ついて、モニタリング計画を
立て、測定を継続し環境質の
現状を把握し、維持・向上に
努める。

順調

順調

順調

　不法投棄防止事業について
は、監視パトロールを継続す
るとともに、不法投棄情報の
効果的な収集・運用を進めて
いく。
　大気汚染常時監視システム
整備保守事業については、計
画通り測定網を保守し大気環
境の適正把握に努めるととも
に、課題解決に向け、保守の
方法について見直しを行う。
　環境対策事業については、
良好な環境維持に向け継続し
て行うこと、また、市内企業
を対象に環境保全に関するセ
ミナーを実施する。

維持

－

１６０ｔ
以下

人

１６０ｔ
以下

改善命令
０件

改善命令
０件

17,657

維持

維持

　大気汚染防止法22条
の規定に基づく環境大
気汚染状況の常時監視
を行うため、公害監視
センターと市内21ヶ所
に設置した常時監視測
定局から成る測定網を
整備する。常時監視結
果を本市の環境保全の
推進に役立てるととも
に、大気環境の現状把
握に努める。

　環境法令に基づき、
大気汚染や水質汚濁、
騒音・振動の監視測定
（環境モニタリング）
などを行い、環境質の
現状を把握し、維持・
向上に努める。
　また、市内企業を対
象に、環境モニタリン
グ結果等を共有し、環
境保全を一層促進する
ため、環境モニタリン
グの結果や環境法令の
概要、また不適正事案
の防止策等に関するセ
ミナーを実施する。
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環境局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
成果の
方向性

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

111.7 ％ 100.0 ％ ％ ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

505 t 551 t t t
係
長

0.10 人

達
成
率

210.4 ％ 109.1 ％ ％ ％
職
員

0.20 人

目
標

7 台 30 台 90 台

実
績

8 台 台 台

達
成
率

114.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

8.3 t 35 t 106 t

実
績

9.4 t t t

達
成
率

113.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

1
箇
所

2
箇
所

3
箇
所

3
箇
所

課
長

0.10 人

実
績

1
箇
所

2
箇
所

箇
所

箇
所

係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

243 件 292 件 件 件
係
長

0.80 人

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％
職
員

4.00 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.60 人―

―

3,650

―

前年度水準
(200t)
を維持

5,000

課
長

3,650

0.20

0.20

0.10

職
員

人

人

人

水素燃料自動車へ
転換した場合のＣ
Ｏ２削減量（累
計）

係
長

市内における燃料
電池自動車の普及
台数（累計）

前年度水準
(551t)
を維持

4,650

505t
（H26年
度）

―

　燃料電池自動車
（FCV）を市内に普及さ
せるため、車両購入費の
一部助成を行う。また、
災害時における電力供給
協力の誓約を条件に、
FCVから電力を取り出す
「外部給電器」も助成対
象とし、燃料電池自動車
の動く発電設備としての
活用をPRするとともに、
本市の危機管理体制向上
も図る。

エコドラ北九州プ
ロジェクト参加事
業者のCO２削減量
（単年度）

　自動車から排出され
るCO２削減のため、企
業内でのエコドライブ
活動を支援するととも
に、市民へのエコドラ
イブの普及啓発を図
る。

温暖
化対
策課

水素
社会
創造
課

　水素利用拡大方策、水素
エネルギービジネス実用化
に向けた仕組みづくり等の
検討を行う。
　また、水素エネルギーの
社会への浸透を目指し、
「本市の先導的な取組
み」、「水素エネルギーが
便利で身近なものであるこ
と」を市民に理解してもら
えるよう啓発を実施する。

Ⅵ-4-
(2)-④ 
越境大気
汚染対策
の推進

Ⅵ-4-
(2)-② 
自動車環
境対策の
推進

水素エネルギー
社会構築推進事
業

燃料電池自動車
導入助成事業

41

40

5,0275,035

17,657

―

―

H32年度
までに5
箇所

―

－ －

6,075
大気環境の適正な
把握

17,657
大気環境の
適正な把握

―

大気汚染常時監
視システム整備
保守事業

―

　大気汚染防止法22条の
規定に基づく環境大気汚
染状況の常時監視を行う
ため、公害監視センター
と市内21ヶ所に設置した
常時監視測定局から成る
測定網を整備する。常時
監視結果を本市の環境保
全の推進に役立てるとと
もに、大気環境の現状把
握に努める。

Ⅵ-4-
(2)-③ 
事業者の
公害防止
に対する
環境管理
の強化

工場・事業場監
視事業

環境
監視
課

　市内の工場・事業場に
対し、大気汚染防止法・
水質汚濁防止法等に基づ
いて、立入検査及び排ガ
ス・排水中の規制項目に
関する測定を実施し、事
業者の環境法令の遵守を
監視するとともに、環境
管理の取り組みを促進す
るよう促す。また、一般
市民からの公害関係苦
情・要望を受け、発生源
指導を行う。

42

環境
監視
課

19,272

380件以下

26,059

300件以下

公害に関する苦
情・要望件数（単
年度）

243件
（H26年
度）

300件以下
（H29年
度）

300件以下

1箇所
(平成26
年度）

水素ステーション
の設置件数(累計)

継続

前年度水準
を維持

200t
（H26年
度）

Ｈ31年
度まで
に市内
で300台

前年度
水準を
維持

（毎年
度）

ノーマイカー普
及戦略事業

エコドライブ推
進事業

38

39

ノーマイカーデー
実施によるCO２削
減量（単年度）

380件以下

43

4,650

38,575

H31年度
までに
354t

継続

水素
社会
創造
課

前年度水準
(179t）
を維持

温暖
化対
策課

順調

順調

順調

順調

　水素関連企業や自動車関連
企業と情報交換をしながら、
また燃料電池自動車の普及状
況に相応して、水素ステー
ションの誘致を推進してい
く。

　燃料電池自動車に加え、
FCVから電力を取り出す「外
部給電器」も助成対象とし、
燃料電池自動車の動く発電設
備としての活用をPRするとと
もに、本市の危機管理体制向
上も図る。

　平成27年度のPCB処理施設
（JESCO北九州）での排ガス
中ベンゼン超過事案を受け
て、28年より同施設の監視体
制を強化。これに伴い本事業
内のPCB処理施設の排ガス中
のダイオキシン類測定業務に
ついて、測定回数を増やす措
置を実施。

　大気汚染物質等の測定結果
を迅速・正確に得て、その結
果を適性に評価できるようシ
ステムの維持・管理を行う。

順調

　これまでの取組みに加え、
地域の各種メディア等と連携
して、市民や事業者に対して
積極的にＰＲを行う。

順調

　これまでの取組みに加え、
地域の各種メディア等と連携
して、市民や事業者に対して
積極的にＰＲを行う。

順調

　これまでの取組みに加え、
地域の各種メディア等と連携
して、市民や事業者に対して
積極的にＰＲを行う。
　燃料電池自動車導入助成事
業については、引続き水素関
連企業や自動車関連企業と情
報交換をしながら燃料電池自
動車の普及、水素ステーショ
ンの誘致を推進していく。

順調

順調

維持

維持600

390

前年度水準
(200t)
を維持

前年度
水準を
維持

（毎年
度）

　喫緊の課題（JESCOの監視
強化）に対応することで、環
境保全面から市民の安全・安
心の確保を行う。

　計画通り測定網を保守し大
気環境の適正把握に努めると
ともに、課題解決に向け、保
守の方法について見直しを行
う。

200t 継続

継続

前年度水準
(240ｔ）
を維持

200t

前年度水準
を維持

前年度水準
(505t)
を維持

継続

継続

600

5,000

390

維持

　過度なマイカー利用
を抑制し、環境にやさ
しい公共交通機関の積
極的な利用を促進す
る。

増額

維持

維持
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環境局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
成果の
方向性

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

目
標

5 件 5 件 7 件 7 件
課
長

0.10 人

実
績

6 件 6 件 件 件
係
長

0.10 人

達
成
率

120.0 ％ 120.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

450 人 450 人 450 人 450 人
課
長

0.10 人

実
績

1,209 人 1,313 人 人 人
係
長

0.10 人

達
成
率

268.7 ％ 291.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

4
都
市

5
都
市

6
都
市

6
都
市

実
績

4
都
市

5
都
市

都
市

都
市

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

環境
国際
戦略
課

　引き続き国や国際機関等の
補助事業を活用し、KITAや
JICAなどの関係機関との連携
を図りながら事業を推進して
いく。
　「まち・ひと・しごと創生
総合戦略」に掲げる「アジア
からの人材受入育成拠点の形
成」を進めるため、受入体制
基盤の強化、海外都市間連携
の可能性調査および情報発信
を行う。

都市間連携協力実
施都市数（累計）

４都市
（H26年
度）

― ―

　中国におけるPM2.5（微
小粒子状物質）等をはじめ
とする大気汚染について
は、日本への影響も懸念さ
れており、その対策を講じ
ることについては喫急の課
題となっている。
　本市では、中国諸都市と
連携し、中国における大気
汚染への対策を講じるた
め、国の事業を活用し、平
成26年度から5ヵ年間の予
定で中国側の行政官や技術
者等の資質向上を目的とし
た研修生の受け入れや、現
状を把握・分析等するため
の専門家の派遣を行う。ま
た、具体的課題解決のため
の共同研究を実施する。

職
員

― ―

15,950

―

維持継続

―

3,000

Ⅶ-1-
(3)-① 
環境国際
協力の推
進

61,226

7件
（H30年
度）

1,780継続

現地の環
境改善―

戦略的環境国際協
力事業の件数（累
計）

―

1,209人
（H26年
度）

6件
（H26年
度）

現地の環境改善

環境国際協力推
進事業

アジアの環境人
材育成拠点形成
事業

アジアの環境人材
育成のための研修
員等の受講者数
（単年度）

環境
国際
戦略
課

　アジアの途上国やその
都市が自らの力で環境改
善の取組を進めることが
できるよう、JICA等国の
支援や連携により、実践
的な国際環境研修事業を
推進していく。
　海外からの研修員を受
け入れることにより、環
境問題解決の一助を担う
とともに、現地の環境改
善や海外諸都市とのネッ
トワーク構築、ひいては
環境国際ビジネスへの事
業展開に繋げる。

環境
国際
戦略
課

1,780

6,650

維持

　途上国技術者を受け入
れる国際研修や経験豊か
な市内企業技術者等を諸
外国都市に派遣し、現地
で相手都市も主体的に関
わった実践的な技術指導
を実施する。
　また、国内外の関係機
関と協働・連携した調
査、情報収集や発信を行
うとともに、各種都市間
ネットワークを活用した
プロジェクトを実施す
る。更には市内企業や国
際機関等と密に連携し
て、協力対象国や都市の
「緑の成長」にも資する
環境国際協力を目指す。

4,400

450人
（H30年
度）

維持3,000継続

45

―

日中大気汚染・
省エネ対策共同
事業

46

44

人

1.00

課
長

人

0.30

人

係
長

0.50

順調

大変
順調

大変
順調

　引き続き国や国際機関等の
補助事業を活用し、KITAなど
の関係機関との連携を図りな
がら事業を推進していく。

　KITAやJICAなどとの関係機
関との連携を図りながら引き
続き事業を推進する。

　国や国際機関等の補助金を
活用しながら引き続き事業を
推進する。

H26年度
～H30年
度で

４都市

61,220

大変
順調
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環境局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名No.

H29年度事業評価の成果指標（目標・実績）

H26年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業・取組概要
成果の
方向性

H28年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

目
標

課
長

2.05 人

実
績

係
長

2.80 人

達
成
率

職
員

4.75 人

目
標

2 件 2 件 3 件 3 件
課
長

0.05 人

実
績

5 件 4 件 件 件
係
長

0.10 人

達
成
率

250.0 ％ 200.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.10 人

目
標

2 件
課
長

0.50 人

実
績

件 件
係
長

0.50 人

達
成
率

#DIV/0! ％ ％
職
員

0.50 人

2,325
5件

（H26年
度）

―

既存都市及び首都
圏においてパイ
ロット事業に着手
した数（都市数）

大変
順調

　過年度の助成企業に対する
追跡調査等のフォローアップ
を重点的に行い、その後の事
業展開（国家プロジェクト採
択等）や、事業化に伴う新規
雇用者数の把握等について、
これまで以上に注力してい
く。

海外での実証事業
等の進出数（単年
度）

3件
（H32年
度）

環境
国際
戦略
課

87,200維持

　アジア地域でのCO2排出量
削減に向けて、引き続き各種
プロジェクトの推進及び企業
協議、ビジネスマッチング等
の支援を行っていく。
　プロジェクト推進にあたっ
ては、パッケージ型のインフ
ラ輸出を推進していくととも
に、国等からの外部資金を活
用することで、本市の経費負
担削減に努めていく。

― ―

― ―

　H26～H28の事業である「北
九州モデル」を活用した都市
環境インフラビジネス推進事
業の成果を踏まえ、新事業で
深化、水平展開を目指し、下
記施策に取り組む。
①グリーン成長都市のフォ
ローアップ（問題解決、パイ
ロット事業の普及）
②アセアンの首都圏における
横展開
③グリーン成長都市のネット
ワーク化と相互の情報・経験
の共有化

47

　アジア低炭素化セン
ターを中核として、環
境に関する多様な技術
や社会システム等を海
外に輸出することで、
地域経済の活性化を推
進する。

アジア地域でのCO2
排出量を削減

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

―

環境
国際
戦略
課

アジア低炭素化
センター推進事
業

― 12,000

継続 31,469

8,037継続

― 14,500 ―

　引き続き、削減されたCO2
等温室効果ガスの定量化を推
進するとともに、国等の外部
資金を活用しながら、都市イ
ンフラビジネスに積極的に取
り組む。

＜新＞
アジアの“グ
リーン成長”推
進のためのプ
ラットフォーム
構築事業

環境
国際
戦略
課

H31年度
までに8
都市

Ⅶ-2-
(1)-① 
アジア低
炭素化セ
ンターを
核とした
都市イン
フラビジ
ネスの推
進

大変
順調

49

　本市に蓄積された都市
環境インフラに係る技術
や行政ノウハウなどを体
系的に整理した「北九州
モデル」を活用した都市
環境インフラビジネス推
進事業の成果を踏まえ、
新規事業として、既存の
連携都市における取組み
の深化、首都圏への横展
開を進めるためのプラッ
トフォーム構築、さらに
はグリーン成長都市の
ネットワーク化に取組
み、都市環境インフラ輸
出の推進を図る。

―

―

8,037

31,469

単年度目標
設定なし

2005年度
（1,630ト
ン）比

150％削減
（2050
年）

　市内中小企業が所有
する既存の技術・製品
に関して、海外での
ニーズに合わせた現地
での事業可能性調査
（ＦＳ）や実証試験を
行うための費用の一部
を助成し、市内企業の
海外への技術輸出の推
進を図る。

48
中小企業アジア
環境ビジネス展
開支援事業

大変
順調

維持
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

目
標

1,200 人 1,200 人 1,200 人 1,200 人
課
長

0.13 人

実
績

1,102 人 1,070 人 人 人
係
長

0.45 人

達
成
率

91.8 ％ 89.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.40 人

目
標

40 ％ 40 ％ 40 ％ 40 ％

実
績

32 ％ 31 ％ ％ ％

達
成
率

80.0 ％ 77.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

60 ％ 60 ％ 75 ％ 90 ％

実
績

97 ％ 98 ％ ％ ％

達
成
率

161.7 ％ 163.3 ％ ％ ％

目
標

60 ％ 60 ％ 60 ％ 60 ％

実
績

97.3 % 97.7 % % %

達
成
率

162.2 ％ 162.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

62 社 63 社 60 社 60 社

実
績

94 社 61 社 社 社

達
成
率

151.6 ％ 96.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

実
績

％ ％

達
成
率

％ ％

目
標

230 人

実
績

人 人

達
成
率

###### ％ 0.0 ％

1.00

係
長

0.40 人

　産学連携施設や共同利用施
設の稼働率向上を図るため、
効果的・効率的な管理運営を
行う。また、利用者の更なる
満足度向上のため、意見や要
望を管理運営に活かすこと
で、産学連携の促進、学研都
市の機能や魅力を向上させ
る。

順調

　共同利用施設の稼働率は目
標には届いていないものの、
施設利用者の満足度は高い達
成率を維持している。市民の
利便性の向上及び市民利用に
繋がる取り組みを継続すると
ともに学研都市への知の集積
を図る。

順調

人
職
員

施設の稼働率
32％

(H26年
度)

40％
(H29年
度)

継続 866,696

利用者の満足度
95％

(H24年
度)

90％
(H29年
度)

2
学術研究都市管
理運営事業

新産
業振
興課

アジアの中核的学術研
究拠点の形成と本市の
産業振興拠点としての
機能を高めるため、北
九州学術研究都市の学
術研究施設を一体的に
管理・運営すること
で、本市の産業を支え
る知的基盤の充実を図
る。

就職決定者数
1,102人
(H26年
度)

60%
(H25年
度)

順調

　雇用情勢の改善など求職者
を取り巻く環境の変化を受
け、新規利用者の開拓等を目
的に、大学生向けセミナーの
充実や、新たに女性向けのセ
ミナーの開催を盛り込む。

71,800

1,200人
(H31年
度)

継続 順調

　雇用情勢の改善など求職者
を取り巻く環境の変化を受
け、新規利用者の開拓等を目
的に、大学生向けセミナーの
充実や、新たに女性向けのセ
ミナーの開催を盛り込む。

Ⅰ-2-
(2)-① 
成長産業
を支える
高度人材
の育成

4

＜新＞
地方創生イン
ターンシップ事
業

若年者の就業支援の拠
点として「若者ワーク
プラザ北九州」及び
「若者ワークプラザ北
九州・黒崎」におい
て、就業相談、セミ
ナー、職業紹介等を実
施し、若年者の就業を
促進する。

雇用
政策
課

市内学生を対象とした
ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟを実施する
ほか、対象者に東京圏
の大学生を加えたイン
ターンシップの仕組み
づくりや、学生受入に
向けた地元企業への支
援を実施する。

Ⅰ-2-
(1)-① 
北九州学
術研究都
市の機能
の充実

Ⅰ-1-
(4)-③ 
若者の自
立支援

1
若者ワークプラ
ザ北九州運営事
業

雇用
政策
課

順調

　若者の地方還流・地元就職
を促進するために、受け入れ
対象学生に東京圏在住の学生
も加え、新たなスキームで実
施する。

人数

7,325

H26年度

人

係
長

0.05

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度

0.30 人

課
長

維持 8,995

課
長

維持 13,800

0.20 人

事業費
の増減

77,721

834,251

― ― 10,000

330人
(H31年
度)

成果の
方向性

インターンシップ
参加者の地元就職
率

人

60社
(H29年
度)

21.6%
(H24～27
年度累計)

累計
25%

平成29
年度～
31年度
の累計
25%

61社
(H27年
度)

インターンシップ
参加人数

217人
(H27年度)

― ―

　近年の本市からの人口流出
増加に対応するため、若者の
地方還流・地元就職の促進を
目的として、インターンシッ
プ事業の対象者を東京圏在住
（主に本市出身）に拡充し、
新たなスキームで実施する。
　また、地元企業の人材確保
に繋げるため、インターン
シップ受入に向けた地元企業
への支援等を行う。

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

順調

　昨年度は産学連携事業等の
各種取り組みを円滑に推進す
ることで、学研都市の機能充
実に寄与することができた。
今後、（公財）北九州産業学
術推進機構（FAIS）について
は、（公財）九州ヒューマン
メディア創造センターとの統
合を見据えて事業内容を精査
し、学研都市の研究開発拠点
としての機能向上を図るべ
く、各種産学連携事業や大学
間連携事業等を総合的に支援
していく。

順調

Ⅰ-2-
(1)-③ 
最先端の
研究開発
を担う人
材の確
保・育成

3
学術研究拠点推
進事業

新産
業振
興課

（公財）北九州産業学
術推進機構（FAIS）が
行う大学間連携事業の
ほか、産学連携、半導
体技術拠点形成、技術
移転等の実施に対する
支援等を行うことによ
り、北九州学術研究都
市の研究開発拠点とし
ての機能を高め、地域
における産業技術の高
度化と新たな産業の創
出を図る。

　学研都市を中心とした各種
産学連携事業、大学間連携事
業等をさらに効果的に実施
し、最先端の研究開発を担う
人材の確保・育成に寄与す
る。

継続 355,953 358,746

60%
(H29年
度)

学研都市の取り組
み評価（学研都市
内の大学や入居企
業・研究機関の評
価）

新たな研究開発プ
ロジェクトに参加
した企業数 職

員
0.50

維持

人

人

人

0.15

0.15

0.05

3,200

職
員

係
長

課
長
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

95 ％ 95 ％ 95 ％ 95 ％
課
長

0.05 人

実
績

89 ％ 93.4 ％ ％ ％
係
長

0.10 人

達
成
率

93.7 ％ 98.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

95 ％ 95 ％ 95 ％ 95 ％
課
長

0.05 人

実
績

89 ％ 93.4 ％ ％ ％
係
長

0.10 人

達
成
率

93.7 ％ 98.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

48,530 人

実
績

50,000 人

達
成
率

103.0 ％ #DIV/0! ％ #DIV/0! ％

目
標

1,750 人 3,500 人 5,250 人

実
績

1,091 人 人 人

達
成
率

62.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

101 名 106 名 111 名 116 名

実
績

105 名 108 名 名 名

達
成
率

104.0 ％ 101.9 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

課
長

― 人

実
績

3 人 3 人 人 人
係
長

― 人

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％
職
員

― 人

　マイスターや技の達人の認
定は、順調に実施しており、
今後も着実に進めていく。
　講演については、学校側か
らの講師派遣依頼が減ってい
ることから、今後中学校等に
対して講師派遣に係る費用負
担の削減等についても検討し
ていくとともに、新たな活動
の場の開拓に取組む。

順調1,473人
(H26年度)

126名
(H31年
度)

　マイスターや技の達人の認
定は、順調に実施しており、
今後も着実に進めていく。
　講演については、学校側か
らの講師派遣依頼が減ってい
ることから、今後中学校等に
対して講師派遣に係る費用負
担の削減等についても検討し
ていくとともに、新たな活動
の場の開拓に取組む。

係
長

0.65 人

職
員

0.65 人

15,400

課
長

0.35 人

維持 順調

実学ナレッジセミ
ナー受講者アン
ケート（役立ち
度）の結果（％）

95％
(毎年
度)

戦略的思考力や果敢な
行動力を有する経営
リーダー、高度技術を
持った人材の育成な
ど、企業の経営革新に
大きな役割を担う中核
人材の創出・育成を図
るために必要な専門講
座を実施する。

95％
(毎年
度)

技能伝承講座等の
参加人数（累計）

92％
(H23年
度)

48,530人
(H26年度)

順調

　引き続き、地域企業と緊密
な情報交換を行い、ビジネス
展開を支援していく。
　局を横断する課題が発生し
た場合は連携を密にしなが
ら、課題解決に向け協議を進
めていく。

順調

　今後も引き続き、市内中小
企業のニーズを充足しつつ、
より効率的に事業を実施する
ため、商工会議所その他支援
機関と協働・連携し、費用対
効果の高い事業運営に努め
る。

―

単年度の目
標設定なし

単年度の目
標設定なし

継続

平成28
年度～
32年度
の累計4

人

8,750人
(H31年度)

3,000

継続

単年度の目
標設定なし

―

【施策の指標】
地域企業のビジネ
ス展開を推進する
組織横断的な体制
の整備による、雇
用創出数
（H28年度以降は、
H28年度からの累
計）

―

継続 7,247 7,452

――

単年度の目
標設定なし

―

実学ナレッジセミ
ナー受講者アン
ケート（役立ち
度）の結果（％）

92％
(H23年
度)

105名
(H26年
度)

講演受講者と実技
指導受講者の合計
（累計）

Ⅰ-2-
(3)-① 
中小企業
の後継者
育成の支
援

Ⅳ-1-
(1)-①
地域企業
のビジネ
ス展開を
推進する
組織横断
的な体制
の整備

【施策評価のみ】
地域企業のビジ
ネス展開を推進
する組織横断的
な体制の整備

8

【施策の内容】
地域企業が本市で元気
に産業活動が行えるよ
うに、日頃から企業と
情報交換を密にすると
ともに、市役所全体と
して推進体制を築き、
その環境整備に努め
る。

7

6
経営リーダー育
成支援事業

中小
企業
振興
課

戦略的思考力や果敢な
行動力を有する経営
リーダー、高度技術を
持った人材の育成な
ど、企業の経営革新に
大きな役割を担う中核
人材の創出・育成を図
るために必要な専門講
座を実施する。

産業
政策
課

北九州技能伝承
推進事業

　市内中小企業のニーズを充
足しつつ、より効果的に事業
を実施するため、商工会議所
その他支援機関と協働・連携
し、費用効果の高い事業運営
に努める。

　今後も引き続き、市内中小
企業のニーズを充足しつつ、
より効率的に事業を実施する
ため、商工会議所その他支援
機関と協働・連携し、費用対
効果の高い事業運営に努め
る。

順調

3,825 順調

順調

　市内中小企業のニーズを充
足しつつ、より効果的に事業
を実施するため、商工会議所
その他支援機関と協働・連携
し、費用効果の高い事業運営
に努める。

―

3,000

―

Ⅰ-2-
(2)-② 
地域企業
の中核と
なる人材
の育成

5
経営リーダー育
成支援事業

中小
企業
振興
課

Ⅰ-2-
(3)-② 
技術・技
能を継承
する人材
の育成

マイスターおよび
技の達人認定延べ
人数（隔年で認
定）

雇用
政策
課

金属・機械・電気等の
工業系分野を対象とし
た「北九州マイス
ター」と、暮らしに身
近な生活関連・サービ
ス産業なども含めた幅
広い分野を対象とした
「北九州技の達人」の
２つの制度において、
高度技能者を認定・表
彰する。
認定された高度技能者
の協力の下、優れた技
能を次代に継承し、地
域産業の振興に貢献す
るための技術継承活動
を推進する。

48,377人
(H25年度)

減額

2,114

2,114

減額

3,825
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

60 ％ 60 ％ 65 ％ 65 ％
課
長

0.02 人

実
績

63.6 ％ 71.4 ％ ％ ％
係
長

0.10 人

達
成
率

106.0 ％ 119.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.10 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

50
（平成21年
度助成分・
5年経過
後）

％

67
（平成22年
度助成分・
5年経過
後）

％ ％ ％
係
長

0.10 人

達
成
率

― ％ － ％ ％ ％
職
員

0.30 人

目
標

90 ％ 90 ％ 90 ％ 90 ％

実
績

98 ％ 98 ％ ％ ％

達
成
率

108.9 ％ 108.9 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

90 ％ 90 ％ 95 ％ 95 ％

実
績

100 ％ 100 ％ ％ ％

達
成
率

111.1 ％ 111.1 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

3 名

実
績

達
成
率

目
標

3 件

実
績

達
成
率

課
長

係
長

課
長

利用者アンケート
による満足度（専
門家派遣）

利用者アンケート
による満足度（窓
口相談）

81％
(H22年
度)

3名
（毎年
度）

95％
(毎年
度)

90％
(毎年
度)

当該年度中の
目標設定なし
（5年後65%以

上）

―

65％
(毎年
度)

継続

25,466

継続 22,100 23,980

当該年度中の
目標設定なし
（5年後65%以

上）

65％
(助成5
年後)

1,980

継続

順調
製品化・実用化の
割合（％）

3,825

順調0.10 人

職
員

0.20

2,730

人

　これまでどおり、新技術・
新製品の開発に取り組む中小
企業への助成や企業への動機
付けのための成果発表の実施
など、事業の効果的な運営に
努める。

0.02

人

7,600―

増額

24,499

当該年度中の
目標設定なし
（5年後65%以

上）

当該年度中の
目標設定なし
（5年後65%以

上）

増額

大規模展示会等出
展支援を行った企
業の中で、商談成
約に至った企業割
合の向上

-
(H28年
度)

96％
(H25年
度)

10,376 11,280

中小
企業
振興
課

中小企業支援法第７条に
基づき、（公財）北九州
産業学術推進機構を指定
法人として、平成１４年
度に北九州市中小企業支
援センター（以下「中小
企業支援センター」）を
開設し、市内中小企業の
ための窓口相談・専門家
派遣・情報提供など、専
門的かつ総合的なサービ
スを提供しいる。
市は、これらの事業を行
うために必要な経費を補
助している。

中小企業支援セ
ンター特定支援
事業

10

ビジネスチャン
ス拡大支援事業

12

＜新＞
ロボット・IoT・
AIを活用した生
産性向上支援事
業

9

技術力はあるが営業経
験に乏しく、情報発信
力も十分ではない地元
中小企業の受注拡大・
販路開拓の取組みを支
援するもの。
①大規模展示会等出展
支援
②巡回指導・マッチン
グコーディネート（公
益財団法人北九州産業
学術推進機構が実施）

11

新技術・新製品開発に
取り組む中小企業に対
する研究開発費の助成
を行うことにより、中
小企業の技術開発力の
向上と高付加価値企業
への転換を促進する。

　引き続き、窓口相談、専門
家派遣、情報提供などの事業
を効率的･効果的に実施する
ことで、市内中小･小規模企
業を支援する。

　これまでどおり、技術力は
あるが営業経験に乏しく、情
報発信力も十分ではない地元
中小企業の販路開拓支援を実
施していく。また、（公財）
北九州産業学術推進機構中小
企業支援センターのマネー
ジャーの専門性・人脈等を活
用し、効率的な運営に努め
る。

順調
67％

(H22年
度)

67％
(H18年
度助成
実施分)

維持

中小
企業
振興
課

中小
企業
振興
課

中小企業技術開
発振興助成金

今後の実用化・普及が見
込まれる新産業（ロボッ
ト・IoT・AI）に関し
て、地元中小企業への積
極的な導入支援策を講じ
ることで、生産性向上や
地域間競争力の強化を図
る。

新産
業振
興課

0.15 人

―

　労働人口の減少や高齢化と
いった社会動向は、製造業に
おける生産性の低下、ひいて
は経済の停滞を引き起こす。
ロボット・IoT・AIといった
新技術を導入し、生産性を補
完・向上させることで、市内
企業（特に中小企業）の活性
化を図る。また、そのような
ムーブメントを起こすため、
新技術を製造過程に導入でき
る指導者の育成や、生産性向
上の成功事例を創出する。

人
係
長

0.40

カイゼンインスト
ラクターの育成

ロボット・IoT・AI
導入事例の創出

3件
(毎年
度) 職

員
0.25 人

Ⅳ-1-
(1)-② 
中小企業
の競争力
向上

― 15,000

順調

　市内中小企業の競争力向上
のために重要な施策であるこ
とから、引き続き取り組む必
要がある。

-
(H28年
度)
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

95 社 96 社 99 件 102 件

実
績

93 社 98 社 社 社

達
成

率 97.9 ％ 102.1 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

16 社 18 社 20 社 21 社

実
績

17 社 19 社 社 社

達
成

率 106.3 ％ 105.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

69.9 ％ 82.3 ％ ％ ％
係
長

0.20 人

達
成
率

185.4 ％ 199.8 ％ ％ ％
職
員

0.30 人

目
標

10 件

実
績

15 件

達
成

率 150.0 ％

目
標

2 件

実
績

3 件

達
成

率 150.0 ％

目
標

26 件 26 件 26 件

実
績

36 件

達
成

率 138.5 ％

目
標

2 件 2 件 2 件

実
績

3 件 件 件

達
成

率 150.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

60 ％ 60 ％ 60 ％ 60 ％

実
績

97.3 % 97.7 % % %

達
成
率

162.2 ％ 162.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

62 社 63 社 60 社 60 社

実
績

94 社 61 社 社 社

達
成
率

151.6 ％ 96.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

Ⅳ-1-
(1)-⑤
地元企業
の高度
化・新製
品開発支
援

（公財）北九州産業学
術推進機構（FAIS）が
行う大学間連携事業の
ほか、産学連携、半導
体技術拠点形成、技術
移転等の実施に対する
支援等を行うことによ
り、北九州学術研究都
市の研究開発拠点とし
ての機能を高め、地域
における産業技術の高
度化と新たな産業の創
出を図る。

新産
業振
興課

学術研究拠点推
進事業

16

中小
企業
振興
課

ベンチャー企業等に対
して、インキュベー
ションマネージャー
(ＩＭ)による創業期の
経営支援を重点的に実
施するとともに、「北
九州ベンチャーイノ
ベーションクラブ（Ｋ
ＶＩＣ）」の運営を通
じた交流促進等を行
う。

企業
立地
支援
課

地元製品街かど
ショールーム事
業

11,050

支援対象となる地
元企業製品の認知
度向上

1,200 減額継続 2,000

23社
(H31年
度)

34.3%
(H25年
度)

売上高１億円企業
の輩出数（件数は
累計）

維持

15社
(H25年
度)

14,776

市内インキュベー
ション施設の卒業
企業数（件数は累
計）

355,953継続

67,005

平成25年度
比30％向上
(H29年度)

継続

108社
(H31年
度)

15,055

56,975

5,400

課
長

大変
順調

　展示会等に出展した企業に
対する認知度は目標をクリア
している。今後は市内外から
多くの集客が見込める北九州
スタジアム等を活用した展示
会等を行い、更なる認知度向
上と販路拡大へと繋げる。

　「北九州市新成長戦略」を
推進（地元企業の高度化・新
製品開発）するため、市内の
大学や企業が行なう研究開発
を支援する。
　学研都市を中心とした各種
産学連携事業、大学間連携事
業等をさらに効果的に実施
し、最先端の研究開発を担う
人材の確保・育成に寄与す
る。

順調

大変
順調

　昨年度は産学連携事業等の
各種取り組みを円滑に推進す
ることで、学研都市の機能充
実に寄与することができた。
今後、（公財）北九州産業学
術推進機構（FAIS）について
は、（公財）九州ヒューマン
メディア創造センターとの統
合を見据えて事業内容を精査
し、学研都市の研究開発拠点
としての機能向上を図るべ
く、各種産学連携事業や大学
間連携事業等を総合的に支援
していく。

順調

　今後は市内外から多くの集
客があるイベントとタイアッ
プした形での展示を年１回集
中的に行う。

　市内で実施している研究開
発の成果を出すため、研究開
発助成金の一部には引き続
き、大学との連携を必須条件
とする。

0.40

人

人

13
ベンチャー総合
支援事業

維持

60社
(H29年
度)

平成25年
度比30％
向上

平成25年
度比25％

向上

平成25年
度比20％

向上

26件
(毎年
度)

2件
(毎年
度)

平成25年度
（34.3％）
比10％向上

Ⅳ-1-
(1)-③ 
ベン
チャー企
業の創
出・育成

厳しい経済情勢の中
で、誘致活動と同様に
地元企業を支援し、将
来にわたって本市で事
業を継続・発展しても
らうため、アンケート
調査に基づき、「地元
製品街かどショールー
ム」等を活用した地元
製品のＰＲや認知度向
上、販路拡大に向けた
支援を行う。

Ⅳ-1-
(1)-④
地元製
品・サー
ビスの利
活用の推
進

14

15

新成長戦略推進
のための研究開
発プロジェクト
事業

　引き続き、市内中小企業に
求められる支援メニューの整
備等に取り組み、効率的な事
業の実施体制に努める。

「先導的低炭素化
技術研究戦略指
針」に基づく重点
プロジェクト実施
件数

90社
(H25年
度)

新産
業振
興課

0.50 人

　入居企業のニーズに応じた
支援に努めるため、ＩＭ（イ
ンキュベーション・マネー
ジャー）の適切な配置や施設
の安全管理に要する費用の見
直しも行う。

0.20

順調係
長

0.50 人

人

医療・介護分野の
助成金申請件数

継続

7件
(H24年
度)

3件
(H23年
度)

事業化件数 ―

課
長

減額

10件
(毎年
度) 人0.15

0.252件
(毎年
度)

大変
順調

大変
順調

人

人

人

7,600

職
員

研究開発プロジェ
クト実施件数

―

「北九州市新成長戦
略」を推進するため、
市内の大学や企業が実
施する「低炭素化技
術」、「次世代自動
車」、「ロボット」、
「医療・介護」等の分
野の研究開発を支援す
る。

学研都市の取り組
み評価（学研都市
内の大学や入居企
業・研究機関の評
価）

60%
(H25年
度)

61社
(H27年
度)

係
長

0.30

新たな研究開発プ
ロジェクトに参加
した企業数 0.50

7,325

課
長

職
員

60%
(H29年
度)

358,746

0.05

係
長

職
員

94



産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

91 社 100 社 105 社 105 社
課
長

0.20 人

実
績

94 社 103 社 社 社
係
長

0.40 人

達
成
率

103.3 ％ 103.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.40 人

目
標

5 件

実
績

1 件

達
成

率 20.0 ％

目
標

38 人 50 人 52 人

実
績

48 人 人 人

達
成

率 126.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

10 件 10 件
課
長

0.30 人

実
績

件 件
係
長

0.30 人

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

8 件 18 件 18 件 18 件

実
績

6 件 10 件 件 件

達
成

率 75.0 ％ 55.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

2 社 4 社 6 社

実
績

2 社

達
成

率 100 %

目
標

2 件
課
長

0.10 人

実
績

件 件
係
長

0.30 人

達
成
率

#DIV/0! ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

　本市ロボット産業は、地方
創生、新成長戦略等における
重点プロジェクトであり、国
家戦略特区の指定に基づく介
護ロボットの実証実装を通し
て、多用な分野で活躍するロ
ボット技術の実用化、特区事
業における追加規制緩和に向
けた取組を強化する。

―6,400―15,000――

Ⅳ-1-
(2)-② 
我が国を
リードす
るロボッ
ト産業拠
点の形成

新産
業振
興課

＜新＞
介護ロボット等
開発・実用化推
進事業

21

国家戦略特区の介護ロ
ボット実証事業におい
て、企業や大学の開発
を支援するとともに、
ロボット普及に向けた
ＰＲ等を行うもの。

新成長戦略の重点プロジェ
クトである、我が国をリー
ドする「ロボット産業拠点
の形成」を目指すなかで、
ロボット導入による地元企
業のものづくり力の強化に
取り組んでいる。この一環
として、「産業用ロボット
導入支援センター」におい
て、生産性向上に意欲的な
地元企業へのロボット導入
を総合的に支援する。

次世代自動車中
核技術研究開
発・実証拠点化
事業

企業等との共同研
究

―

ロボット産業への
新規参入社数

2社
（H27年
度）

企業
立地
支援
課

減額

課
長

係
長

50件
（H25～
31年
度）

10件
（H27～
31年
度）

26,585 19,800

20,000

8,700

減額

人

人

5,382

105社
(H29年
度)

8,000

9,300

人

人

大変
順調

大変
順調

　関係機関との連携強化な
ど、市以外のリソースも活用
した効果的かつ効率的な事業
実施を図る。

0.30

0.30

0.30

　業界団体との連携など、他
のリソースも活用した効果的
かつ効率的な事業実施。
　自動車関連企業の研究開発
拠点誘致と同時に、進出企業
のサポートを積極的に行うこ
とで、次世代自動車産業の拠
点化を図る。

　ロボット産業は製造業にお
ける生産性の向上、介護現場
の就業環境の改善等に大きく
貢献できる可能性がある。国
家戦略特区への指定も追い風
とし、本市におけるロボット
産業の集積を重要な政策と位
置づけ、引き続き積極的な開
発・実証・導入支援の拡大を
図っていく。

順調

1.00

0.20

職
員

自動車産業新規
参入・取引拡大
支援事業

パーツネット北九
州会員数
（累計）

平成２７年度の北部九州の
自動車生産台数は１３２万
台を超えた。カーメーカー
による更なる地場調達促進
の取組みや調達先の複数化
など部品サプライチェーン
の再構築が進められてお
り、地元企業にとって自動
車産業への新規参入・取引
拡大の契機となっている。
自動車メーカーや部品サプ
ライヤーのニーズや取組み
を捉え、地元企業の技術力
等の積極的な情報発信をし
ながら、ビジネスマッチン
グの機会拡大に取り組んで
いく。

57社
(H21年
度)

8,700

4,605

継続

27,408

―

10社以上
（Ｈ27～
31年度）

－

継続

5,895

維持

やや
遅れ

人

　中小製造業の生産性向上を
ロボット導入により実現する
「カイゼン指導者（Sier）」
の育成を図るなど、産業用ロ
ボット導入支援センターの機
能強化を行い、中小企業への
支援体制を強化する。

Ⅳ-1-
(2)-①
次世代自
動車産業
拠点の形
成

17

19
新産
業振
興課

20

ロボットテクノ
ロジーを活用し
たものづくり力
強化事業

新産
業振
興課

―

　北九州学術研究都市では、
自動運転関連研究者の集積に
より、研究開発プロジェクト
の活性化、進出企業の拡大な
ど、次世代自動車産業の拠点
化が進んでいる。今後、AIに
関する研究を更に加速し、研
究開発・実証拠点化を図るた
め、関係団体との連携強化、
実証フィールドの提供などの
取り組みを強化する。

8件
（H29～32
年度）

　北九州学術研究都市におけ
る研究開発体制を強化するた
め、自動運転関連研究者の更
なる集積を目指し、関連企業
の研究開発拠点誘致を積極的
に行う。

―

4,466

介護ロボットの開
発・改良

維持

人

大変
順調

地元企業のロボッ
ト導入企業件数
（累計）

世界的に注目される自
動運転の中核技術であ
るAIに関する研究を加
速し、研究開発・実証
拠点化を図るため、関
係団体との連携強化、
実証フィールドの提供
などの取り組みを強化
する。

56人
(H31年
度)

継続

新産
業振
興課

北九州学術研究都市におけ
る研究開発体制を強化する
ため、産総研・人工知能研
究センター等との連携によ
り、新たな研究開発プラッ
トフォームを構築し、各大
学の研究者の研究シーズを
自動車用に開発・融合する
ことにより、人工知能を活
用した安全・安心なモビリ
ティシステムを構築する。

自動運転関連研究
者集積

次世代自動車産
業拠点化事業

35名
(H26年
度)

18

環境配慮型部品の
供給基地の形成

1件
(H26年
度)

6件
(H26年
度)

係
長

課
長

職
員

1.00
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

570 人 855 人 855 人 855 人
課
長

0.20 人

実
績

250 人 396 人 人 人
係
長

0.20 人

達
成
率

43.9 ％ 46.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

0 件 0 件 件 件
係
長

0.10 人

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％
職
員

0.20 人

目
標

150 人 150 人

実
績

164 人 128 人

達
成
率

109.3 ％ 85.3 ％

目
標

3 件 3 件

実
績

2 件 2 件

達
成
率

66.7 ％ 66.7 ％

目
標

25 人 25 人

実
績

達
成
率

目
標

5 社 5 社

実
績

達
成
率

やや
遅れ

やや
遅れ

　重点誘致産業である素材・
部材の対象企業の本市への立
地（拡張・増設を含む）を促
進・支援することで、雇用の
創出拡大を目指し、地方創生
の観点による本社機能等の移
転・拡充等の支援と合わせ
て、市外企業の新規立地に向
けた誘致活動及び市内企業の
増設や事業拡張に向けた支援
を積極的に進めていく。

　今後、次世代リージョナル
ジェット機ＭＲＪの受注数の
増加に伴い、生産体制（月産
１０機）の強化が必要となる
場合に備え、現在フライト関
連のサブ拠点となっている北
九州空港が第二の生産拠点候
補に検討されるよう、引き続
き環境整備及び誘致に取り組
む。また、福岡県や福岡県航
空機産業振興会議と連携し、
地元企業の航空機産業への参
入に向け、セミナー開催や航
空機産業に対する理解や意識
の向上を図る。

順調 順調

Ⅳ-1-
(2)-⑤ 
知識サー
ビス産業
の振興

24
サービス産業振
興事業

課
長

係
長

職
員5社

（H26年
度）

150人
(H27年
度)

継続

3件
(H27年
度)

5社
（毎年
度）

順調

　市内サービス事業者の生産
性向上に関する意識向上を図
るため、国や県、商工会議所
等と連携して成功事例や効果
的なツール等を紹介していく
とともに、個別具体的取組の
支援を通じて、生産性向上モ
デルを構築し、広く市内事業
者に周知していく。

順調

　市内サービス事業者の生産
性向上に関する意識向上を図
るため、国や県、商工会議所
等と連携して成功事例や効果
的なツール等を紹介していく
とともに、個別具体的取組の
支援を通じて、生産性向上モ
デルを構築し、広く市内事業
者に周知していく。

3件
(H23年
度)

セミナー、講座の
参加人数（単年
度）

25人
（H26年
度）

サービス産業の生産性
向上のための啓発や具
体的な活動を支援する
ことにより、市内サー
ビス産業の競争力向上
を図る。 25人

（毎年
度）

10,800減額

企業立地促進事
業（素材・部
材）

市内中小企業のデ
ザイン賞受賞数商

業・
サー
ビス
産業
政策
課

150人
(H26年
度)

シンポジウムの参
加人数(単年度）

210人
(H25年
度)

増額

増額

本市への企業立地をさ
らに促進するため、素
材・部材産業や情報通
信産業の重点誘致産業
を中心に誘致活動の強
化を図る。

今後成長が期待される
航空機産業の誘致促進
を図るため、「福岡県
航空機産業振興会議」
での取り組みを強化す
るとともに、裾野の広
い航空機産業への市内
企業の参入に向けた支
援を行う。

継続 5,80014,922 17,682

平成34年度ま
でに１件誘致

する

　メーカーの生産体制に係る
情報や航空機の今後の需要動
向を把握し、福岡県や福岡県
航空機産業振興会議との連携
を図りながら、航空機産業の
生産拠点の誘致及び地元企業
の航空機産業への参入に向け
た環境整備に努める。

　重点誘致産業である素地・
部材の対象企業の本市への立
地（拡張・増設を含む）を促
進・支援することで、雇用の
創出拡大を目指す。

0.20 人

3,650
航空機産業誘致
促進事業

企業
立地
支援
課

平成27年度ま
でに１件誘致

する

継続 2,340

1件
(H34年
度まで
の累計)

855人
(H25～
29年度)

平成34年度ま
でに1件誘致

する

4,534 3,576

2,500

22

Ⅳ-1-
(2)-③ 
素材・部
材産業

Ⅳ-1-
(2)-④ 
航空機産
業の振興

23

平成34年度ま
でに１件誘致

する

0.40 人

0.60 人

企業
立地
支援
課

市内サービス事業
者に対する取組み
支援件数

0件
(H25年
度)

航空機産業の生産
拠点等の誘致件数

新たな雇用創出数
（累計）
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

1,400 人 2,100 人 2,700 人 2,700 人
課
長

0.20 人

実
績

1,600 人 2,057 人 人 人
係
長

0.20 人

達
成
率

114.3 ％ 98.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

0 人 人 人
係
長

0.10 人

達
成
率

- ％ ％ ％
職
員

0.10 人

目
標

71 % 75 % 77 % 79 %
課
長

0.20 人

実
績

71 % 75 % % %
係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

実
績

％ ％

達
成
率

％ ％

目
標

230 人

実
績

人 人

達
成
率

###### ％ 0.0 ％

目
標

小倉
7.4
黒崎
18.4

％

小倉
7.0
黒崎
18.0

％

小倉
8.3
黒崎
16.8

％

小倉
8.2
黒崎
16.6

％

実
績

小倉
8.6
黒崎
20.1

％

小倉
8.4
黒崎
16.8

％ ％ ％

達
成
率

小倉
98.7
黒崎
97.9

％

小倉
98.5
黒崎
101.5

％ ％ ％

目
標

小倉
147,632
黒崎

16,859

人

小倉
149,855
黒崎

17,108

人

小倉
144,110
黒崎

16,369

人

小倉
145,536
黒崎

16,531

人

実
績

小倉
152,035
黒崎

16,820

人

小倉
142,683
黒崎

16,207

人 人 人

達
成
率

小倉
103.0
黒崎
99.8

％

小倉
95.2
黒崎
94.7

％ ％ ％

　情報通信産業など、重点誘
致産業の本市への立地（拡
張・増設を含む）を促進する
ことで、雇用の創出拡大を目
指し、地方創生の観点による
本社機能等の移転・拡充等の
支援と合わせて、市外企業の
新規立地に向けた誘致活動及
び市内企業の増設や事業拡張
に向けた支援を積極的に進め
ていく。
　未利用エネルギーの活用に
ついては、個別企業のニーズ
に対応した環境整備の検討を
行うとともに、企業への誘致
活動を進める。

順調

大変
順調

順調

雇用
政策
課

0.10

0.20

0.40

0.05

順調継続 6,920 6,1506,360 人

課
長小倉及び黒崎地区

商店街エリアの空
き店舗率（％）

小倉及び黒崎地区
商店街エリアの歩
行者通行量（人/
日） 人

減額

人

職
員

67％
(H25年
度)

28

＜新＞
地方創生イン
ターンシップ事
業

分譲率
北九州空港跡地
産業団地整備事
業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

「北九州市新成長戦
略」の「街なかのにぎ
わいづくり及び中心市
街地活性化」に位置づ
けられた小倉・黒崎地
区の商店街の活性化を
支援するため、
・商業活性化懇話会運
営事業
・フォローアップ調査
事業
を実施。

Ⅳ-1-
(3)-①
成長性、
経済波及
効果の高
い産業の
重点的誘
致

25
新たな雇用創出数
（累計）

小倉地区は
8.0％

黒崎地区は
16.5％

(H31年度)

単年度目
標はなし

北九州空港跡地産業団
地の整備を行う。

単年度目
標はなし

2,700人
(H25～
29年度)

小倉
142,683人

黒崎
16,207人
(H27年度)

若松区響灘エリアでは、
「北九州市地域エネル
ギー拠点化推進事業」に
基づく低炭素で安定安価
なエネルギー拠点が形成
されるとともに、同エリ
アに集積する工場群、及
びひびきＬＮＧ基地から
発生する未利用エネル
ギーや、同エリアのユー
ティリティを活用した新
たな産業誘致構想を策定
し、更なる産業を誘致
し、雇用の創出を目指
す。

小倉
8.4％
黒崎
16.8％

(H27年度)

233,000

継続

累計
25% 平成29

年度～
31年度
の累計
25%

インターンシップ
参加者の地元就職
率

響灘エリア未利
用エネルギー活
用誘致事業

企業
立地
支援
課

市内学生を対象とした
ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟを実施する
ほか、対象者に東京圏
の大学生を加えたイン
ターンシップの仕組み
づくりや、学生受入に
向けた地元企業への支
援を実施する。

21.6%
(H24～27
年度累計)

小倉地区は
148,390人
黒崎地区は
16,855人
(H31年度)

本市への企業立地をさ
らに促進するため、素
材・部材産業や情報通
信産業の重点誘致産業
を中心に誘致活動の強
化を図る。

―

535人
(H21年
度)

順調

減額

増額 5,800

企業
立地
支援
課

300人
（H32年
度）

継続 4,050 3,500 2,900

　響灘エリア未利用エネル
ギー活用誘致構想のモデル化
に向け、進出意思の強い企業
の個別ニーズに対応した環境
整備の検討を行うとともに、
企業への誘致活動を進める。

237,293

17,68214,922

分譲率
100％
(H30年
度)

― 10,000

　情報通信産業など、重点誘
致産業の本市への立地（拡
張・増設を含む）を促進する
ことで、雇用の創出拡大を目
指し、地方創生の観点による
本社機能等の移転・拡充等の
支援と合わせて、市外企業の
新規立地に向けた誘致活動及
び市内企業の増設や事業拡張
に向けた支援を積極的に進め
ていく。

維持

―

継続

企業立地促進事
業

26

Ⅳ-1-
(3)-③ 
人材供
給、住環
境整備な
どの立地
支援

29

Ⅳ-2-
(1)-①
中心市街
地の商業
振興

Ⅳ-1-
(3)-② 
効果的な
優遇制
度、産業
基盤など
の充実

27

街なか商業魅力
向上事業

　引き続き関係部局との連携
を図り、造成工事を進め、産
業用地の売却に努める。

　企業立地を進めるため、引
き続き関係部局との連携を図
り、造成工事を進める。

順調

― 順調

　若者の地方還流・地元就職
を促進するために、受け入れ
対象学生に東京圏在住の学生
も加え、新たなスキームで実
施する。

順調

　小倉・黒崎両地区での商業
活性化懇話会の活動をより活
発なものへと導くとともに、
新たに取り組む「インバウン
ド対応店舗応援事業」を通し
て、中心市街地の商業の活性
化を図る。

　小倉・黒崎両地区の商業活
性化に向けた取組等を検討す
る商業活性化懇話会におい
て、今後の具体的な取組につ
ながるようなテーマを設定
し、積極的な情報提供を行う
等、活発な議論へと導くとと
もに、懇話会を通して実施さ
れた取組の効果測定を行う。

単年度目
標はなし

新たなビジネスに
おける雇用人数

6,550

3,200

人

人

0.15

0.15

　近年の本市からの人口流出
増加に対応するため、若者の
地方還流・地元就職の促進を
目的として、インターンシッ
プ事業の対象者を東京圏在住
（主に本市出身）に拡充し、
新たなスキームで実施する。
また、地元企業の人材確保に
繋げるため、インターンシッ
プ受入に向けた地元企業への
支援等を行う。

企業
立地
支援
課

―

インターンシップ
参加人数

217人
(H27年度)

330人
(H31年
度)

人

職
員

係
長

課
長

係
長
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

30 ％ 30 ％ 30 ％
課
長

0.05 人

実
績

27.2 ％ 28.2 ％ ％ ％
係
長

0.10 人

達
成
率

94.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

30 ％ 30 ％ 30 ％
課
長

0.05 人

実
績

27.2 ％ 28.2 ％ ％ ％
係
長

0.10 人

達
成
率

94.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.20 人

目
標

30 ％ 30 ％ 30 ％

実
績

27.2 ％ 28.2 ％ ％ ％

達
成
率

94.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

16.3 ％ 16.3 ％ 16.3 ％ 16.3 ％

実
績

16.7 ％ 16.3 ％ ％ ％

達
成
率

99.5 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

30 ％ 30 ％ 30 ％

実
績

27.2 ％ 28.2 ％ ％ ％

達
成
率

94.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

66.5 ％ 70 ％ 70 ％ 70 ％

実
績

62.0 ％ 73.3 ％ ％ ％

達
成
率

93.2 ％ 104.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

減額

係
長

継続 2,036

―

職
員

3,075

課
長

　移り変わりの早い社会情勢
に対応した各種セミナーなど
を開催するとともに、さらに
具体的な経営課題に対応でき
るよう、個別訪問などを含ん
だより踏み込んだ商業者の育
成を図っていく。

24.5%
(H22年
度)

63.0%
(H25年
度)

大変
順調

　引き続き魅力あるセミナー
を開催するとともに、より踏
み込んだ取組を行うことで、
更なる人材育成を図ってい
く。

人

0.05 人

大変
順調

0.20

0.10 人

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

市内の商業・サービス
業に対して、販促ノウ
ハウなどの商業セミ
ナー等の実施を通し
て、経営力の向上を支
援する。

市民アンケートで
「商店街や市場
（スーパーを除
く）を週１回以上
利用する」と答え
る割合

順調

　引き続き商店街、地域、市
民ニーズに合った商店街の活
性化に向けた支援を行うのみ
ならず、国・県・本市の支援
制度の積極的な情報提供を商
店街に行うことで、総体的な
商店街支援施策の充実を目指
す。

単年度目標
設定無し

順調

　商店街アンケートの機会等
を積極的に活用し、商店街に
国や県の制度を紹介、活用し
てもらうとともに、本市の制
度の活用も促していく。

　引き続き、様々な機会で周
知を行い、制度活用の促進を
図る。

減額

人

0.20 人
職
員

3,075

課
長

0.05 人

順調0.10

3,075

3,075
係
長

Ⅳ-2-
(1)-② 
がんばる
商店街へ
の支援

30
商店街活性化計
画づくり支援事
業

―

商店街の活性化に向け
た個店の経営力強化や
販売促進等の勉強会へ
の専門家派遣（無料）
や、商店街の活性化基
本計画の策定など、商
店街（小売市場含む）
が自ら行なう活性化の
取組に対して、経費の
一部を補助。

2,921 2,885

3,618

30％
(H31年
度)

70％
(H31年
度)

継続

―

市内主要商店街の
空き店舗率

市民アンケートで
「商店街や市場
（スーパーを除
く）を週１回以上
利用する」と答え
る割合

市民アンケートで
「商店街や市場
（スーパーを除
く）を週１回以上
利用する」と答え
る割合

単年度目標
設定無し

受講者アンケート
で「満足」又は
「大変満足」と答
えた割合

継続
30％

(H31年
度)

30％
(H31年
度)

継続

単年度目標
設定無し

単年度目標
設定無し

1,873

3,933

5,765

30％
(H31年
度)

16.3％
未満

(H31年
度)

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

24.5%
(H22年
度)

16.3%
(H25年
度)

市民アンケートで
「商店街や市場
（スーパーを除
く）を週１回以上
利用する」と答え
る割合

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

商店街が実施する賑わ
いづくりのためのイベ
ント、ガイドマップ作
成等の情報発信、共同
宅配事業などのソフト
事業について、立上げ
時の経費の一部を補
助。

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

商店街の空き店舗へ出
店する方に賃借料等の
一部を補助（開業支援
事業、店舗運営事
業）。
　また、商店街・市場
の組合が空き店舗をコ
ミュニティー施設に活
用する場合に賃借料の
一部を補助（コミュニ
ティー支援事業）。

33

24.5%
(H22年
度)

―

24.5%
(H22年
度)

Ⅳ-2-
(1)-③ 
次代を担
う新しい
商業者の
創出・育
成

32

31
商店街賑わいづ
くりスタート支
援事業

商業人材育成事
業

商店街空き店舗
活用事業

順調

　積極的に商店街や大学との
コミュニケーションを図り、
商店街のニーズを把握するこ
とで、商店街に国や県の制度
も含めた最適な支援メニュー
を提案し、商店街活性化に向
けた取組を支援する。

6,267

維持

減額
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

5 人 5 人 5 人 5 人

実
績

11 人 9 人 人 人

達
成
率

220.0 ％ 180.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

3,000 人 3,000 人 3,000 人 3,000 人

実
績

9,002 人 1,944 人 人 人

達
成
率

300.1 ％ 64.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

5 人 5 人 5 人 5 人
課
長

0.10 人

実
績

18 人 13 人 人 人
係
長

0.20 人

達
成
率

360.0 ％ 260.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.50 人

目
標

5 人 5 人 5 人 5 人
課
長

0.10 人

実
績

18 人 13 人 人 人
係
長

0.20 人

達
成
率

360.0 ％ 260.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.50 人

　北九州市健康・生活産業振
興協議会の活動をより充実さ
せるため、会員数の増加を図
るとともに、日常生活におけ
る課題やニーズを共有し、事
業者連携による複合的なビジ
ネスモデル構築を図る。

順調

課
長

減額

9,050

0.20

順調

人

4,926継続

6,842

　北九州市健康・生活産業振
興協議会活動を通じて、健康
増進や生活支援等のニーズを
把握し、会員同士のつながり
から新たなビジネスモデルが
形成されるよう、同協議会の
活動を促進していく。

順調減額4,531

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

企業、大学、医療・福
祉機関、行政などが連
携し、高齢者ニーズに
対応したビジネスや市
民生活の質の向上に貢
献するビジネスを振興
するため、北九州市健
康・生活産業振興協議
会を核に、企業間の交
流や個別企業への具体
的支援、複数企業によ
るサービスのパッケー
ジ化を通して、新たな
ビジネスと雇用の創出
を図る。

35

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

健康・生活産業に
おける雇用の創出
数

係
長

0.30

　新サービスに挑戦しようと
する事業者は多く存在する
中、引き続き市民のニーズに
応える新たなビジネスモデル
の創出を支援していく。
　また、創出されたサービス
が継続、拡大できるよう経過
調査を行い、健康・生活産業
振興協議会等を活用して適切
な支援を行っていく。

5人
（毎年
度）

　北九州市健康・生活産業振
興協議会活動を通じて、健康
増進や生活支援等のニーズを
把握し、会員同士のつながり
から新たなビジネスモデルが
形成されるよう、同協議会の
活動を促進していく。
　一方で、上記のニーズに対
応し得る新サービスに取り組
む事業者に対し、助成等を通
じて支援していく。

企業、大学、医療・福
祉機関、行政などが連
携し、高齢者ニーズに
対応したビジネスや市
民生活の質の向上に貢
献するビジネスを振興
するため、北九州市健
康・生活産業振興協議
会を核に、企業間の交
流や個別企業への具体
的支援、複数企業によ
るサービスのパッケー
ジ化を通して、新たな
ビジネスと雇用の創出
を図る。

減額

　北九州市健康・生活産業振
興協議会の活動をより充実さ
せるため、会員数の増加を図
るとともに、日常生活におけ
る課題やニーズを共有し、事
業者連携による複合的なビジ
ネスモデル構築を図る。

継続
5人

(毎年
度)

6,295継続

3,000人
（毎年
度）

4,531

5人
(H26年
度)

5人
(H26年
度)

市民の健康や生活を支
援するための多様な
ニーズに応える新たな
「健康・生活支援サー
ビス」の創出を目的
に、民間事業者からの
ビジネスプランの公募
による助成施策や、イ
ベント、展示会への出
展、セミナーの開催な
どによる支援を行い、
「健康・生活支援サー
ビス」の振興を図る。

5人
(毎年
度)

4,926

健康・生活産業
振興事業

Ⅳ-2-
(2)-① 
高齢者を
中心とし
た健康・
生活支援
ビジネス
の推進

2,353人
(H25年
度)

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

健康・生活産業に
おける雇用の創出
数

5人
(H26年
度)

健康・生活産業分
野での新たなサー
ビス事業の事業化
による雇用創出数

健康・生活産業の
創出に向け取組実
績(イベント・セミ
ナー等への来場者
数)

36

いきいき健康生
活応援！新サー
ビス創出事業

34

健康・生活産業
振興事業

順調

順調

人

Ⅳ-2-
(2)-② 
ソーシャ
ルビジネ
ス創出の
支援

6,900

6,900

職
員

0.50 人
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

25
億
円

実
績

87.66
億
円

達
成

率 350.6 ％ ％ ％

目
標

500 人

実
績

490 人

達
成

率 98.0 ％

目
標

400 人 400 人 400 人

実
績

409 人 人 人

達
成

率 102.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

100 人 100 人 100 人

実
績

121 人 人 人

達
成

率 121.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

150 人 150 人

実
績

164 人 128 人

達
成

率 109.3 ％ 85.3 ％

目
標

3 件 3 件

実
績

2 件 2 件

達
成

率 66.7 ％ 66.7 ％

目
標

25 人 25 人

実
績

達
成

率

目
標

5 社 5 社

実
績

達
成

率

減額

25億円
(H26年
度)

セミナーの参加者
数

7回
(H27年
度)

講座の受講者延べ
人数

18回
(H27年
度)

100人
(毎年
度)

高度ＩＣＴ人材育
成事業で育成する
人材数

85人
(H23年
度)

人

21億円
(H23年
度)

順調

0.00

　平成28年度7月、本市は、
国や業界団体で構成される
「IoT推進ラボ」から「地方
版IoT推進ラボ」に選定され
た。
　選定により事業相談件数や
事業連携パートナーの加入が
増加しており、ICTプロジェ
クトを創出する基盤が強化さ
れてきている。
　今後は取組みを更に加速さ
せるため、ビジネスマッチン
グや事業紹介の機会を拡大
し、事業周知に取組むととも
に、事業を下支えする地域の
実践型人材の育成にも継続的
に取組み、ICTを活用した地
域課題解決に資する新サービ
ス創造に取組んでいく。

順調

　引き続き、北九州e-PORT構
想2.0を中核として、地域課
題解決に資する「ICTを活用
した新サービスの創出」や
「既存産業の高度化」に取組
むことにより、情報産業の振
興を図っていく。

人

市内サービス事業
者に対する取組み
支援件数

5社
（H26年
度）

3,576

3件
(H27年
度)

継続

5社
（毎年
度）

　市内サービス事業者の生産
性向上に関する意識向上を図
るため、国や県、商工会議所
等と連携して成功事例や効果
的なツール等を紹介していく
とともに、個別具体的取り組
みの支援を通じて、生産性向
上モデルを構築し、広く市内
事業者に周知していく。

人

職
員

0.60

課
長

0.20

150人
(H27年
度)

4,534

セミナー、講座の
参加人数（単年
度）

25人
（H26年
度）

市内中小企業のデ
ザイン賞受賞数

3件
(H23年
度)

10,800

累計500人
(H22～26年

度）

6,15043,330

人

49,062

サービス産業振
興事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

サービス産業の生産性
向上のための啓発や具
体的な活動を支援する
ことにより、市内サー
ビス産業の競争力向上
を図る。

順調

150人
(H26年
度)

　市内サービス事業者の生産
性向上に関する意識向上を図
るため、国や県、商工会議所
等と連携して成功事例や効果
的なツール等を紹介していく
とともに、個別具体的取り組
みの支援を通じて、生産性向
上モデルを構築し、広く市内
事業者に周知していく。

人

シンポジウムの参
加人数(単年度）

e-PORT関連（デー
タセンター、情報
倉庫など）の売上
高

人

順調減額

25人
（毎年
度）

38

Ⅳ-2-
(2)-④
サービス
産業への
支援の充
実

課
長

係
長

0.40

Ⅳ-2-
(2)-③ 
サービス
産業の高
付加価値
の推進及
び情報通
信産業の
集積

37
情報産業振興事
業

新産
業振
興課

ＩＣＴを活用して既存
産業の高度化や新規事
業の創出、地域経済社
会の発展に資すること
を目的に設立された
ヒューマンメディア財
団と連携し、ＩＣＴ産
業の振興に寄与するた
めの施策を実施する。

400人
(毎年
度)

継続 係
長

0.50

0.10

職
員

100



産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

1 人 3 人 3 人 3 人

実
績

0 人 1 人 人 人

達
成
率

0.0 ％ 33.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

2 件 25 件 30 件 35 件

実
績

15 件 25 件 件 件

達
成
率

750.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

15
億
円

15
億
円

15
億
円

15.7
億
円

課
長

0.20 人

実
績

15.4
億
円

16
億
円

億
円

億
円

係
長

0.50 人

達
成
率

102.7 ％ 106.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

1.00 人

目
標

18 件 20 件 24 件 28 件

実
績

15 件 24 件 校 校

達
成
率

83.3 ％ 120.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

17 ％ 20 ％ 26 ％ 27 ％

実
績

10.4 ％ 25 ％ 校 校

達
成
率

61.2 ％ 125.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

校 校
係
長

0.20 人

達
成
率

###### ％ ###### ％
職
員

0.50 人

順調

人

―

14,800

9,050減額5,500

9,150

3人
(H29年
度)

0人
(H25年
度)

課
長

係
長

1件
(H25年
度)

展示商談会出展に
おける商談成立件
数（件）※累計

農林
課

人づくり担い手
対策事業

市内の農林水産業の応
援団として、地産地消
サポーター制度を運営
する。生産者、消費
者、飲食・販売店、加
工・製造業の各サポー
ターへの情報提供を行
い、交流や連携の促進
を図り、地産地消を推
進する。
また、イベント等で積
極的に市内産農林水産
物の消費宣伝を行うと
ともに農林水産物や直
売所等をPRするパンフ
レット等により、市民
への周知を図る。

42
＜新＞
有毛浜田地区ほ
場整備事業

新たな農業従事者の育
成や、営農組織・認定
農業者等への経営診断
及び活動支援などを行
い、農業分野における
担い手を育成・確保す
る。

若松区有毛浜田地区に
おいて、農業の生産基
盤としてほ場整備を行
い、耕作放棄地の解消
や耕地集積・集約化を
進め、また担い手の確
保に取り組むととも
に、稲作等から高収益
作物への転換を行う。

農林
課

40

41

Ⅳ-2-
(3)-① 
地元産品
の６次産
業化など
ビジネス
化の推進

6次産業化推進事
業

―

６次産業化の取組
による雇用増
（人）※累計

基盤整備面積
（ha）

大変
順調

維持

0.80

Ⅳ-2-
(3)-② 
農林水産
業の生産
基盤の整
備や担い
手の育成

本市目標所得を達
成した認定農業者
の割合

8.8%
(H22年
度)

食の
魅力
創
造・
発信
室

14億円
(H23年
度)

地元いちばん・
地産地消推進事
業

39

食の
魅力
創
造・
発信
室

職
員

　引き続き、関係機関の協力
を得ながら新規就農研修の充
実と研修参加者の募集を強化
するとともに、認定農業者の
経営診断・経営改善指導に取
り組む。

係
長

課
長

―

　セミナーや交流会の内容充
実を図る。また、イベントを
活用し、６次産品の情報発信
を行うとともに、移転した東
京事務所を活用した首都圏で
のＰＲや販路拡大を図る。

0.20

職
員

0.10

40件
(H32年
度)

30%
(H32年
度)

継続

4.5ha
(H32年
度)

16億円
(H32年
度)

　市内農林水産物や６次産業
化商品の認知度向上のため、
直売所等売場での消費宣伝Ｐ
Ｒを充実させるとともに、
様々な情報発信方法を利用し
てＰＲを行うことにより、市
民への周知を図る。
　また、６次産業化に関する
セミナーや交流会の内容充実
を図る。

順調

10,48610,486

順調

11,600―

直売所等の販売額
（億円）

市内で新規就農し
た者

5件
(H22年
度)

0.20

人

人

　市内農林水産物の認知度向
上のために、地産地消サポー
ター制度を活用した情報提供
を充実させるほか、交流や連
携の促進を図り、地産地消を
推進する。
　さらに、イベント等で市内
農林水産物の消費宣伝を行う
とともに、特に、小倉都心部
でのイベントにおいて、農林
水産物や直売所等をPRするパ
ンフレットやパネルを設置す
るなど、市民への周知を図
る。

0.50

　有毛浜田地区は排水不良や
担い手のいない小規模農家が
多く耕作放棄地が集中してい
る。農地の基盤整備を行うこ
とで耕地集積・集約化を進
め、生産性を上げるとともに
キャベツなどの高収益作物に
転換をする。

人0.30

大変
順調

35件
(H29年
度)

継続 6,000

20,58419,809

継続

―

農林漁業者が「自ら生
産物の加工・販売」を
行う６次産業化や、商
工業者との連携により
新商品を開発する「農
商工連携」などによ
り、生産物の付加価値
を向上させ、所得の向
上や地域の活性化を図
る取組みを支援する。

維持

6,325―

　農業従事者の高齢化、後継
者不足が進む中、新たな農業
従事者を担い手として確保す
ることが重要な課題となって
いるため、特に若者・女性へ
幅広く周知し、農業参入をサ
ポートする。
　平成27年度に策定した「北
九州市農林水産業振興計画」
の新規施策の実践や、調査研
究、モデル的取組を実施し、
具体的な事業化に結びつけ
る。
　耕地集積・集約化を進め、
生産性を上げるとともに高収
益作物に転換をすることが必
要であるため、農地の基盤整
備を推進する。

人

人
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

46 ha

実
績

31 ha 校 校

達
成
率

67.4 ％ #REF! ％ #REF! ％

目
標

250 ｔ 300 ｔ 300 ｔ

実
績

61 t 校 校

達
成
率

24.4 % 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

4,800 t 4,800 t 4,300 t 4,300 t
課
長

0.20 人

実
績

4,069 t 3,920 t 校 校
係
長

0.95 人

達
成
率

84.8 ％ ― ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

1.35 人

目
標

340
千
人

320
千
人

320
千
人

320
千
人

実
績

305
千
人

281
千
人

校 校

達
成
率

89.7 ％ 87.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

― ％ 75 ％ 75 ％

実
績

72.4 ％ 校 校

達
成
率

－ ％ 0.0 ％ 0.0 ％

　放置竹林対策については、
目標達成に向けて周知の徹
底・活用の提案を行う。
　里海づくりについては、自
然環境の変化に左右されず
に、市民に新鮮で安全・安心
な水産物を安定的に供給する
ために、藻場・干潟の再生、
漁場の整備、魚介類の放流な
どを継続して実施する必要が
ある。

4,069t
（H26
年）

44
里海づくり推進
事業

30.1％
(H23年
度) 　竹材の活用を拡大する施策

と一体的に事業を継続し、放
置竹林解消を目指す。
　関連機関と連携し新たな技
術開発や活用方法の提案など
を行うことで搬出、消費の事
業者を確保する。

放置竹林対策事
業

45
総合農事セン
ター管理運営事
務

総合
農事
セン
ター

43

―

312千人
(H23年
度)

320千人
(H32年
度)

係
長

順調

毎年
300t

（～H29
年度）

放置竹林の整備面
積
(27年度までに累積
で103haの整備を目
標とする。)

　障害者施設からの体験学習
の参加受け入れや、イベント
を通して市民の来園を促すこ
とで、農林水産業と市民との
交流を図る。

0.50

人

0.05

順調

5.00

継続 6,300

管理されていない竹林
の増加により、森林景
観の悪化や保水力の低
下による災害の危険性
が問題となっている。
このような竹林の拡大
防止のため、管理竹林
への再生を行う。さら
に、竹の粉砕機を市民
に無料で貸し出しを
行っている。

市内水産物の年間
漁獲量

活用された竹材量

総合農事センター
入場者数

53,250

1,480維持

総合農事センター
の認知度

103ha
(H27年
度)

増額

6,000

順調

遅れ

0.10 人
職
員

0.02
課
長

　全国的に沿岸漁業の年間漁
獲量は激減しており、北九州
市も同様の傾向を示してい
る。年間漁獲量の減少に歯止
めをかけ、成果目標を達成す
るため計画的な「藻場の造
成」や「種苗放流」に取組む
と共に、漁家経営の安定化を
図るため、水産物のPRや衛生
対策などブランド化を推進す
る.

継続 108,695 117,387 21,925

Ⅳ-2-
(3)-④ 
農林水産
業と市民
との交流

職
員

水産
課

総合農事センターは、
「農業の振興」、「市
民と農業の接点」、
「憩いの場の提供」を
基本方針として、都市
型農業の振興を図るた
めに農業に関する試験
研究や展示栽培など営
農問題の解決の一翼を
担うほか、市民に農業
を紹介し、学び、理解
を深める施設として運
営する。

Ⅳ-2-
(3)-③
環境に配
慮した農
林水産業
の推進

課
長

係
長

4,300t
（毎年、
H28-H32）

56,714

80.0%
(H32年
度)

継続 順調

　前年度に引き続き、
・試験研究について、県との
連携を図り、課題を含めた情
報交換を行う。
・体験学習について、障害者
施設からの参加も積極的に受
け入れる。
・施設内の直売所と連携した
イベントを開催し、来園者の
増加を図る。

72.4%
(H27年
度) 人

1.00 人維持

人

57,874

農林
課

人と自然が共生し、豊
かな水産資源と生物多
様性を持ち、市民が海
とふれあえる沿岸環境
を実現するため、「里
海づくり」を推進す
る。藻場・干潟の再
生、漁場の整備、魚介
類の放流などを行い、
豊饒な海をつくり、漁
業経営の安定化を図る
とともに、市民に新鮮
で安全・安心な水産物
を持続的に供給する。

人
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

4,800 t 4,800 t 4,300 t 4,300 t
課
長

0.25 人

実
績

4,069 t 3,920 t 校 校
係
長

0.25 人

達
成
率

84.8 ％ ― ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

2.45 人

目
標

実
績

86 日 校 校

達
成

率 69.8 ％ ###### ％ ###### ％

目
標

実
績

55 回 校 校

達
成

率 90.9 ％ ###### ％ ###### ％

目
標

5,058
千
円

3,069
千
円

3,048
千
円

実
績

3,089
千
円

校 校

達
成

率 163.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

600 件 600 件 600 件

実
績

900 件 校 校

達
成

率 66.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

100 ％ 80 ％

実
績

90 ％ 90 ％ 校 校

達
成
率

90.0 ％ 112.5 ％ #REF! ％ ###### ％

目
標

実
績

12.0 ％

達
成
率

― ％

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

％ ％
職
員

0.50 人

人

4,069t
（H26
年）

6,150

市内水産物の年間
漁獲量

48

47
有害野生鳥獣被
害対策事業

農作物生産振興
対策事業

鳥獣
被害
対策
課

70％
(H23年
度)

職
員

0.40

0.20

係
長

1,357

－

3,048千円/
年以下

(H29年度)

100日
(H25年
度)

0.10 人

　平成28年度より事業の成果
指標を農薬の使用状況の記帳
割合からＧＡＰに取組む生産
組織の割合に変更している。
平成29年も引き続きＧＡＰの
推進を図り、取組みの拡大を
目指す。

　有害鳥獣対策として、生ゴ
ミやペットの餌の適切な管理
などイノシシやサルを寄せ付
けないまちづくりに向け市民
と協働した事業を充実する。
また、有害捕獲実施者へのＩ
ＣＴを活用した効率的な捕獲
などの支援を充実する。

大変
順調

　水産物供給基盤の整備を行
い、漁業活動の効率化や防災
機能の強化を図る。

順調

順調

農業者が農薬に関する
正しい知識を理解し、
適正に使用し、安全な
農産物を生産する状態
にする。

イノシシ･サルなどの
野生鳥獣による市街地
や農作物被害に対応す
るため、わなや銃によ
る捕獲や追払いのほ
か、市民相談や現地対
応、市民啓発等を実施
する。

増額

7,252千円
(H22年度)

100回
(H25年
度)

地域住民によるサ
ル追払い回数
（２６年度まで）

4,300t
（毎年、
H28-H32）

246,700

22,000

継続 333,695

人

増額

Ⅳ-2-
(3)-⑤ 
農林水産
業の危機
管理体制
の確立、
防災機能
の強化

46
水産物供給基盤
整備事業（補
助）

水産
課

漁業活動の効率化や防
災機能の強化を図るた
め、水産物供給基盤
（防波堤、岸壁、護
岸、航路、泊地、桟
橋、道路など）を整備
する。

農林
課

49
＜新＞
老朽ため池災害
対策事業

人

人0.30

0.30

23,750

9,700

60日／年
以下

継続 増額 0.40

―
課
長

28.0%

―

12％
(H27年
度)

サルの群れの出没
日数（２６年度ま
で）

600件/年
以下

(H29年度)

イノシシによる農
作物被害額

26,340

市民からの野生鳥
獣の相談件数

50回／年
以下

ため池の利用状況
等現状調査の進捗
率（％）

農産物の安全・安
心確保（農業者に
よる農薬使用状況
の記帳割合、２７
年度まで）

農作物の安全・安
心確保（GAP〔農業
生産工程管理〕に
取り組む生産組織
の割合）

拡大

3,000

601件
(H25年
度)

―
農林
課

災害によるため池の決
壊を防止するため、た
め池の調査を実施し、
改修等の対策を講じ
る。

―

――

1,865

20.0%

50％
(H32年
度)

順調

　「漁港施設機能保全計画」
を基に、既存施設の長寿命
化、危機管理体制の確立、防
災機能強化に引き続き取り組
んでいく必要がある。
　有害鳥獣対策は市民と協働
した事業などを充実してい
く。
　ＧＡＰに取り組むことは農
業従事者、消費者の双方の安
全・安心において大変重要で
あるため、引き続き本取組み
の推進を行う。
　ため池の災害防止のため、
調査を実施し、危険度の高い
ものから対策を講じていく必
要がある。

6,325 ―

　本市において、H28年に市
有ため池が決壊したことを受
け、このような災害を防止す
るため、ため池の調査を実施
し、危険度の高いものは対策
を講じる必要がある。また、
使用していない市有ため池に
ついては用途廃止等維持管理
のコスト削減にも努める。

100％
(H31年
度)

―

係
長

人

職
員

課
長
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

1,500 人 1,500 人 1,760 人 1,780 人

実
績

1,682 人 1,953 人 人 人

達
成
率

112.1 ％ 130.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

220 人 220 人 300 人 350 人

実
績

551 人 224 人 人 人

達
成
率

250.5 ％ 101.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

110 人 140 人 400 人 600 人 課
長

0.05 人

実
績

115 人 142 人 人 人 係
長

0.10 人

達
成
率

104.5 ％ 101.4 ％ 0.0 ％ 0.0 ％ 職
員

0.84 人

目
標

200 人 課
長

0.05 人

実
績

人 人 係
長

0.10 人

達
成
率

#REF! ％ 0.0 ％ 職
員

0.84 人

142人
(H27年
度)

継続 30,000

1,000人
(H27～
31年度)

― ―

1,000人
(H27～
31年度)

減額 7,87524,550

―

順調
順調

　東京事務所に常駐する移住
相談員やセカンドキャリア支
援員、ウェルとばたに常駐す
るシニア求人支援員等と一体
的な運営委託、事業連携を行
うことで、5年間で1,000人の
U･Iターン就職者数の達成を
図る。

7,8757,000

0.05

増額 11,200

・企業見学バスツアーへの参
加を各学校に積極的に働きか
けるとともに、会社合同説明
会やインターンシップ事業と
連携し、若者と地元企業との
マッチングの強化を図る。
・Ｕ・Ｉターンの促進につい
ては、東京事務所とウェルと
ばたに常駐の支援員等を置
き、一体的な運営委託、事業
連携を行う。
・ライフシミュレーションや
市内企業のＰＲブログの作成
等を通じ、本市へのＵ・Ｉ
ターン就職を具体的にイメー
ジしやすくする。

―

　近年の雇用情勢の改善によ
り、若者の大手企業志向や福
利厚生面重視の傾向が強まる
中で、地元中小企業の魅力や
本市で暮らす魅力を伝える手
段として、若者の多くが活用
するSNS（ブログ）による情
報発信を行う。また、本市へ
のU・Iターン就職を具体的に
イメージしやすくすること
で、Ｕ・Ｉターン事業の目標
である5年間で1,000人の就職
者数の実現をサポートする。

人

係
長

0.35 人

職
員

雇用
政策
課

会社合同説明会
参加者数

本市へのＵ・Ｉターン
就職希望者に対する地
元企業の求人情報の提
供や転職相談、職業紹
介等の支援を総合的に
実施する。
また、若年人材等の地
元への還流を促進する
ため、学生等に対する
Ｕ・Ｉターン就職活動
支援の拡充を図る。

地元企業見学バス
ツアー参加者数

Ｕ・Ｉターン就職
者数（H27年度以降
はH27年度からの累
計表示）

Ⅳ-3-
(1)-① 
中小企業
の人材不
足への対
応

50
集まれ若者！キ
タキュー就職促
進事業

雇用
政策
課

地元企業情報の提供・
マッチングの機会の創
出、地元企業の若年者
採用支援を行い、市内
外の学生の地元企業へ
の就職と市内定住の促
進を図る。

51

北九州で働こ
う！Ｕ・Ｉター
ン応援プロジェ
クト

雇用
政策
課

200人
(H26年
度)

450人
(H31年
度)

Ｕ・Ｉターン就職
者数（H27年度以降
はH27年度からの累
計表示）

20,790継続

142人
(H27年
度)

52

＜新＞
ハッピーライ
フ・ハッピー
ワーク事業

既存のＵ・Ｉターン就
職支援の取組みに加
え、ライフシミュレー
ションの作成や市内企
業PRブログの作成等に
より、本市で働きたい
方のＵ・Ｉターン就職
促進を図る。

1,820人
(H31年
度)

人

16,790

0.95

1,500人
(H26年
度)

順調

　高校生、大学生を対象とし
た企業見学バスツアーについ
て、各学校に積極的に働きか
け、参加校数の増加に努める
とともに、会社合同説明会や
インターンシップ事業と連携
し、マッチングの強化を図
る。

課
長
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

110 人 140 人 400 人 600 人 課
長

0.05 人

実
績

115 人 142 人 人 人 係
長

0.10 人

達
成
率

104.5 ％ 101.4 ％ 0.0 ％ 0.0 ％ 職
員

0.84 人

目
標

200 人 課
長

0.05 人

実
績

人 人 係
長

0.10 人

達
成
率

#REF! ％ 0.0 ％ 職
員

0.84 人

目
標

1,200 人 1,200 人 1,200 人 1,200 人
課
長

0.13 人

実
績

1,102 人 1,070 人 人 人
係
長

0.45 人

達
成
率

91.8 ％ 89.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.40 人

目
標

実
績

％ ％

達
成
率

％ ％

目
標

230 人

実
績

人 人

達
成
率

###### ％ 0.0 ％

目
標

1,200 人 1,200 人 1,200 人 1,200 人
課
長

0.13 人

実
績

1,102 人 1,070 人 人 人
係
長

0.45 人

達
成
率

91.8 ％ 89.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.40 人

Ⅳ-3-
(2)-① 
若年者の
就業意識
の啓発や
能力開
発・就職
活動への
支援

57
若者ワークプラ
ザ北九州運営事
業

雇用
政策
課

若年者の就業支援の拠
点として「若者ワーク
プラザ北九州」及び
「若者ワークプラザ北
九州・黒崎」におい
て、就業相談、セミ
ナー、職業紹介等を実
施し、若年者の就業を
促進する。

係
長

課
長

― 3,200

職
員

10,000

累計
25%

――

平成29
年度～
31年度
の累計
25%

1,102人
(H26年
度)

インターンシップ
参加者の地元就職
率

維持 8,99571,800

継続

既存のＵ・Ｉターン就
職支援の取組みに加
え、ライフシミュレー
ションの作成や市内企
業PRブログの作成等に
より、本市で働きたい
方のＵ・Ｉターン就職
促進を図る。

1,000人
(H27～
31年度)

21.6%
(H24～27
年度累計)

本市へのＵ・Ｉターン
就職希望者に対する地
元企業の求人情報の提
供や転職相談、職業紹
介等の支援を総合的に
実施する。
また、若年人材等の地
元への還流を促進する
ため、学生等に対する
Ｕ・Ｉターン就職活動
支援の拡充を図る。

順調

　東京事務所に常駐する移住
相談員やセカンドキャリア支
援員、ウェルとばたに常駐す
るシニア求人支援員等と一体
的な運営委託、事業連携を行
うことで、5年間で1,000人の
U･Iターン就職者数の達成を
図る。

順調

順調

　雇用情勢の改善など求職者
を取り巻く環境の変化を受
け、新規利用者の開拓等を目
的に、大学生向けセミナーの
充実や、新たに女性向けのセ
ミナーの開催を盛り込む。

順調継続
1,200人
(H31年
度)

―

雇用
政策
課

雇用
政策
課

市内学生を対象とした
インターンシップを実
施するほか、対象者に
東京圏の大学生を加え
たインターンシップの
仕組みづくりや、学生
受入に向けた地元企業
への支援を実施する。

若年者の就業支援の拠
点として「若者ワーク
プラザ北九州」及び
「若者ワークプラザ北
九州・黒崎」におい
て、就業相談、セミ
ナー、職業紹介等を実
施し、若年者の就業を
促進する。

就職決定者数
1,102人
(H26年
度)

Ⅳ-3-
(1)-② 
地域企業
のニーズ
に沿った
人材育
成・確保
の促進

53

北九州で働こ
う！Ｕ・Ｉター
ン応援プロジェ
クト

若者ワークプラ
ザ北九州運営事
業

56

＜新＞
地方創生イン
ターンシップ事
業

雇用
政策
課

55

＜新＞
ハッピーライ
フ・ハッピー
ワーク事業

雇用
政策
課

54
142人
(H27年
度)

―

77,721

7,87524,550

77,721継続
1,200人
(H31年
度)

減額

順調

7,875

維持

Ｕ・Ｉターン就職
者数（H27年度以降
はH27年度からの累
計表示）

142人
(H27年
度)

　近年の本市からの人口流出
増加に対応するため、若者の
地方還流・地元就職の促進を
目的として、インターンシッ
プ事業の対象者を東京圏在住
（主に本市出身）に拡充し、
新たなスキームで実施する。
また、地元企業の人材確保に
繋げるため、インターンシッ
プ受入に向けた地元企業への
支援等を行う。

　雇用情勢の改善など求職者
を取り巻く環境の変化を受
け、新規利用者の開拓等を目
的に、大学生向けセミナーの
充実や、新たに女性向けのセ
ミナーの開催を盛り込む。

1,000人
(H27～
31年度)

7,000

Ｕ・Ｉターン就職
者数（H27年度以降
はH27年度からの累
計表示）

・Ｕ・Ｉターンの促進について
は、東京事務所とウェルとばた
に常駐の支援員等を置き、一体
的な運営委託、事業連携を行
う。
・ライフシミュレーションや市
内企業のＰＲブログの作成等を
通じ、本市へのＵ・Ｉターン就
職を具体的にイメージしやすく
する。
・若者ワークプラザ北九州の新
規利用者の開拓等を目的に、大
学生向けセミナーの充実や、女
性向けのセミナーの新規開催を
行う。
・若者の地方還流・地元就職促
進のため、東京圏在住の学生も
インターンシップの対象とす
る。

　近年の雇用情勢の改善によ
り、若者の大手企業志向や福
利厚生面重視の傾向が強まる
中で、地元中小企業の魅力や
本市で暮らす魅力を伝える手
段として、若者の多くが活用
するSNS（ブログ）による情
報発信を行う。また、本市へ
のU・Iターン就職を具体的に
イメージしやすくすること
で、Ｕ・Ｉターン事業の目標
である5年間で1,000人の就職
者数の実現をサポートする。

71,800

30,000

8,995

―

　雇用情勢の改善など求職者
を取り巻く環境の変化を受
け、新規利用者の開拓等を目
的に、大学生向けセミナーの
充実や、新たに女性向けのセ
ミナーの開催を盛り込む。

――

就職決定者数

インターンシップ
参加人数

217人
（H27年
度）

330人
(H31年
度) 人

人

人

0.15

0.15

0.05
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

550 人 600 人 1,200 人 1,800 人
課
長

0.06 人

実
績

566 人 626 人 人 人
係
長

0.60 人

達
成
率

102.9 ％ 104.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.60 人

目
標

200 件
課
長

0.10 人

実
績

係
長

1.20 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

200 件
課
長

0.10 人

実
績

係
長

1.20 人

達
成
率

職
員

0.30 人

目
標

3

社
・
団
体

課
長

0.20 人

実
績

人 人
係
長

0.30 人

達
成
率

###### ％ 0.0 ％
職
員

0.40 人

　本市の豊かな食材や独自の
文化を土台とした個性的な加
工食品など、「北九州の魅
力」が溢れた素晴らしいＰＲ
素材としての「食」が存在し
ている。それらの市内での認
知度は徐々に高まりつつある
一方、全国的な知名度という
とまだまだのものが多く、こ
れから強力に高めていく必要
がある。

― 8,300

　本市には、豊かな食材や独
自の文化を土台とした個性的
な加工食品など、「北九州の
魅力」が溢れた素晴らしいＰ
Ｒ素材としての「食」が存在
している。それらの市内での
認知度は徐々に高まりつつあ
る一方、全国的な知名度とい
うとまだまだのものが多く、
これから強力に高めていく必
要があるため、本事業を実施
する。

大変
順調

6社・団体
(H31) ― － ―

東京での出展企業
数（社・団体）
※単年度

― 1,000

雇用
政策
課

3,000人
（H27年
度～H31
年度）

継続

首都圏等における
セカンドキャリア
転職希望者と市内
企業が求める人材
との年間仲介件数

566人
(H26年
度)

58
中高年齢者雇用
環境づくり事業

59

Ⅳ-4-
(1)-①
北九州の
魅力づく
り

61

＜新＞
有楽町で食べま
しょう～「食」
を通じた北九州
プロモーション
事業～

「食の魅力」をより効
果的に発信していくた
め、市内での集客力の
高いイベントへ出展
し、市内外の来場者に
対し地元の魅力を伝え
る他、首都圏のＰＲ拠
点となる本市東京事務
所を活用し、全国でも
負けない個性的な食品
についての情報発信を
行う。

雇用
政策
課

高年齢者就業支援セン
ターを拠点とした就業
支援及びカウンセリン
グ、能力開発講座、民
間ネットワーク等を活
用した再就職支援を行
う。

食の
魅力
創
造・
発信
室

＜新＞
シニア活躍！セ
カンドキャリア
支援プロジェク
ト

セカンドキャリア支援
に関するマッチングを
効果的に実施するため
の仕組みづくりを行
う。

21,092 39,969 その他 順調11,190

　中高年齢者の対する就業支
援（カウンセリング・能力開
発など）マッチング機会の強
化、充実を図る。

26,750― ―

なし
(27年
度)

首都圏等における
セカンドキャリア
転職希望者と市内
企業が求める人材
との年間仲介件数

中高年齢者のマッ
チング数
(H27年度以降はH27
年度からの累計表
示）

　首都圏等から本市への転職
を希望するキャリア人材の還
流を促進する取組み。首都圏
企業の役職定年者などが持っ
ている知識や経験を市内企業
で発揮し活躍してもらうこと
で地域における中小企業の成
長を後押しし、首都圏方面か
らのアクティブシニアの定
住・移住を促進していく。

― 15,400 ―
500件
(31年
度)

60

＜新＞
シニアインター
ンシップ・お試
し転勤事業

雇用
政策
課

「セカンドキャリア支
援プロジェクト」の効
果を高めるため、市内
企業での就労体験とし
て「シニアインターン
シップ・お試し転勤」
をモデル実地するも
の。

― ― 2,000

なし
(27年
度)

― 15,400 ―

　首都圏等から本市への転職
を希望するキャリア人材の還
流を促進する取組み。首都圏
企業の役職定年者などが持っ
ている知識や経験を市内企業
で発揮し活躍してもらうこと
で地域における中小企業の成
長を後押しし、首都圏方面か
らのアクティブシニアの定
住・移住を促進していく。

500件
(31年
度)

Ⅳ-3-
(2)-③ 
能力や意
欲を活か
した中高
年齢者や
障害のあ
る人の就
業促進

　中高年齢者の対する就業支
援（カウンセリング・能力開
発など）マッチング機会の強
化、充実を図る。
　シニア求人支援員やセカン
ドキャリア支援員を配置する
ことで、求人の掘り起こしや
首都圏大企業へのアプローチ
を行い、本市への定住を求め
る求職者に対して、マッチン
グを効率的・効果的に行うシ
ステムを構築する。

順調
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

240 件 252 件 264 件 276 件

実
績

298 件 300 件 件 件

達
成

率 124.2 ％ 119.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

20
万
人

実
績

21
万
人

達
成

率 105.0 ％

目
標

22
億
円

22
億
円

22
億
円

実
績

26
億
円

億
円

億
円

達
成

率 118.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

100
商
品

150
商
品

実
績

150
商
品

153
商
品

商
品

商
品

達
成

率 150.0 ％ 102.0 ％ #REF! ％ #REF! ％

目
標

2,460
万
人

2,460
万
人

2,460
万
人

実
績

2571.4
万
人

万
人

万
人

達
成

率 104.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

130
万
人

130
万
人

130
万
人

実
績

170.0
万
人

万
人

万
人

達
成

率 130.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

60 人 60 人 120 人 180 人

実
績

122 人 60 人 58 人 人

達
成
率

203.3 ％ 100.0 ％ 48.3 ％ 0.0 ％

目
標

160 人 160 人

実
績

360 人 330 人 89 人 人

達
成
率

225.0 ％ 206.3 ％ #DIV/0! ％ #DIV/0! ％

目
標

4 件 4 件

実
績

人 人

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

目
標

400,000 人 500,000 人 550,000 人 550,000 人
課
長

0.20 人

実
績

365,760 人 559,036 人 人 人
係
長

0.40 人

達
成
率

91.4 ％ 111.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.60 人

大変
順調

課
長

係
長

職
員

減額
　本市への観光客数の増加に
向け、継続的なセールス活動
を行う。

0.03

0.65 人

0.70

MICE
推進
課

人

北九州空港と定期便の
ある首都圏や九州新幹
線・山陽新幹線の沿線
都市からの観光客誘客
を目的に、国内の旅行
エージェントへ旅行商
品造成の働きかけを中
心としたセールス活動
を行う。

10,82012,275

Ⅳ-4-
(3)-①
国内外か
らの観光
の推進

63
観光プロモー
ション推進事業

観光
課

継続 13,343

　国際会議をはじめとしたＭ
ＩＣＥ開催件数を増やしてい
くため、開催助成金制度を拡
充する。
　本市への観光客数の増加へ
向けて、継続してＰＲ・セー
ルス活動を行う。

0.53

大変
順調

15,290

観光客数のうち宿
泊者数

60万人
（H31年
度）

産業観光客数 236,420人
(H23年度)

4件
(毎年
度)

122人
(H26年
度)

ＭＩＣＥ開催件数
183件
(H20年
度)

大変
順調

134,429
大変
順調

　国際会議や海外からのイン
センティブツアーなどＭＩＣ
Ｅ誘致を強化するため、重要
な誘因となる開催助成金制度
を拡充して実施し、「国際Ｍ
ＩＣＥ都市　北九州」の確立
に向けた取組みを推進する。

継続

　小倉都心部での実績を踏ま
え、市内各地におけるリノ
ベーションまちづくりの展開
に取り組んでいく。
　また、各地でのイベントや
セミナーの開催を通じ、不動
産オーナーや事業者の発掘を
行う。

― 135,397

経済効果

人

人

人

人

人

64
リノベーションス
クールや各種講座
の受講者数

国際会議等ＭＩ
ＣＥ事業の推進

―

キーパーソン等へ本市
の優位性（アクセス・
施設・助成金）などを
ＰＲするなどの誘致活
動を展開することによ
り、本市での国際会
議・大会等のMICE開催
を目指す。

9.7万人
(H20年
度)

160人
(H23年
度)

継続

職
員

維持

160人
（毎年
度）

300人以上
(H27～31
年度)

12,400

150商品
(Ｈ27年

度)

小倉都心部の遊休不動
産をリノベーションの
手法を活用して再生さ
せ、新規創業者や新規
雇用者を創出する。今
後は、他地区展開を行
うことにより、小倉北
区以外のまちなかのに
ぎわいを拡大させる取
り組みを推進する。

62

4件
(H24年
度)

ＭＩＣＥ参加者数
（北九州国際会議
場・展示場）

300件
(H31年
度)

130万人
（H31年
次）

0.60

0.10
課
長

係
長

人

2,460万人
(毎年度)

リノベーションまち
づくり事業を通じて
の新規創業者・新規
雇用者数（H27年度
以降はH27年度から
の累計表示）

リノベーションま
ちづくりにおける
事業化件数

10,705

22億円
(H31年
度)

119万人
(H23年)

減額

10,800

観光客数 2,242万人
(H23年)

17,950

150商品
(H23年
度)

安定した旅行商品
造成

リノベーション
まちづくり推進
事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

職
員

係
長

課
長

産業都市の特性を活かした
「産業観光」や工場夜景を
含む「夜景観光」の推進を
図るとともに、近代化産業
遺産などを活用した観光客
誘致を行うことで、国内外
からの集客及び関連事業の
振興を図る。

観光
課

環境・ものづく
り観光推進事業

65

Ⅳ-4-
(3)-②
にぎわい
づくりに
よる集客
交流産業
の拡充

その他14,540

　「リノベーションまちづく
りと言えば北九州市」という
認識が全国的に定着し、市の
イメージアップにも繋がって
いる事業である。
　このように多様な成果が得
られている事業であるため、
引き続きこれまでの取組を維
持していく。
　今後も世界遺産等の産業遺
産、工場見学や夜景観賞と
いった本市の重要な観光資源
である、産業観光の魅力向上
を図り、市内外へ情報発信
し、産業観光者数の更なる増
加を目指す。

大変
順調

人

1.00

0.70

0.30

8,000拡大

　産業観光協力事業所の拡
大、連携の強化等による魅力
向上や、世界遺産をはじめと
した本市の産業遺産等のPRを
図り、産業観光者数の維持、
増加に努める。

大変
順調
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

2,460
万
人

2,460
万
人

2,460
万
人

実
績

2571.4
万
人

万
人

万
人

達
成

率 104.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

130
万
人

130
万
人

130
万
人

実
績

170.0
万
人

万
人

万
人

達
成

率 130.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

7.4 ％ 7.0 ％ 8.3 ％ 8.2 ％

実
績

8.6 ％ 8.4 ％ ％ ％

達
成
率

98.7 ％ 98.5 ％ ％ ％

目
標

147,632 人 149,855 人 144,110 人 145,536 人

実
績

152,035 人 142,683 人 人 人

達
成
率

103.0 ％ 95.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

55,000 人 55,000 人 55,000 人
課
長

0.20 人

実
績

46,000 人 人 人
係
長

1.00 人

達
成
率

83.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.80 人

目
標

18.4 ％ 18.0 ％ 16.8 ％ 16.6 ％

実
績

20.1 ％ 16.8 ％ ％ ％

達
成
率

97.9 ％ 101.5 ％ ％ ％

目
標

16,859 人 17,108 人 16,369 人 16,531 人

実
績

16,820 人 16,207 人 人 人

達
成
率

99.8 ％ 94.7 ％ ％ ％

　「おもてなし」の充実を図
るため、今後も継続して事業
を実施する。

大変
順調

課
長

係
長

0.10

　北九州市に訪れた方が「ま
た訪れたい」と思えるよう、
観光案内所等の「おもてな
し」の向上を引き続き行う。

　小倉地区の商業活性化に向
けた取組等を検討する商業活
性化懇話会において、今後の
具体的な取組につながるよう
なテーマを設定し、積極的な
情報提供を行うなど、活発な
議論へと導くとともに、懇話
会を通して実施された取組の
効果測定を行う。

係
長

0.20 人

0.10

継続 6,920

観光客数のうち宿
泊者数

2,460万人
(毎年度)

職
員

0.03

人

人

課
長

順調

人

北九州の「食」
のおもてなし促
進事業

食の
魅力
創
造・
発信
室

Ⅴ-1-
(2)-① 
都心のに
ぎわいづ
くり

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

6,920

142,683人
(H27年度)

148,390人
(H31年度)

街なか商業魅力
向上事業

67

Ⅴ-1-
(2)-② 
文化・交
流、居住
機能を重
視した副
都心づく
り

69
街なか商業魅力
向上事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

68

2,242万人
(H23年)

66

「北九州市新成長戦
略」の「街なかのにぎ
わいづくり及び中心市
街地活性化」に位置づ
けられた小倉地区の商
店街の活性化を支援す
るため、
・商業活性化懇話会運
営事業
・フォローアップ調査
事業
を実施。

0.20

課
長

継続

小倉地区商店街エ
リアの歩行者通行
量（人/日）

　黒崎地区での商業活性化懇
話会の活動をより活発なもの
へと導くとともに、新たに取
り組む「インバウンド対応店
舗応援事業」を通して、中心
市街地の商業の活性化を図
る。

0.40

0.10

　小倉地区での商業活性化懇
話会の活動をより活発なもの
へと導くとともに、新たに取
り組む「インバウンド対応店
舗応援事業」を通して、中心
市街地の商業の活性化を図
る。
　食のイベントに関しては、
開催回数も重ね、出店団体
（グループ）の経験値も高く
なってきていることから、
個々のPR方法等についてのレ
ベルアップを図る。また、ご
当地グルメだけでなく、地産
地消を実践する飲食店等の積
極的な出店促進に努める。

順調人

継続 75,143

55,000人
(毎年度)

6,360

職
員

　黒崎地区の商業活性化に向
けた取組等を検討する商業活
性化懇話会において、今後の
具体的な取組につながるよう
なテーマを設定し、積極的な
情報提供を行うなど、活発な
議論へと導くとともに、懇話
会を通して実施された取組の
効果測定を行う。

0.40 人
職
員

減額 順調

人

6,150
係
長

「北九州市新成長戦
略」の「街なかのにぎ
わいづくり及び中心市
街地活性化」に位置づ
けられた黒崎地区の商
店街の活性化を支援す
るため、
・商業活性化懇話会運
営事業
・フォローアップ調査
事業
を実施。

6,360

観光客数

16,207人
(H27年度)

黒崎地区商店街エ
リアの歩行者通行
量（人/日）

119万人
(H23年)

16.8％
(H27年
度)

黒崎地区商店街エ
リアの空き店舗率
（％）

小倉地区商店街エ
リアの空き店舗率
（％）

順調0.20

16.5％
(H31年
度)

8.4％
(H27年
度)

74,493

3,910

16,855人
(H31年度)

8.0％
(H31年
度)

4,000

130万人
（H31年
次）

維持

維持 2,845

減額

55,000人
(H27年度)会場への来場者数 18,300

6,150

順調

　開催回数も重ね、出店団体
（グループ）の経験値も高く
なってきていることから、
個々のPR方法等についてのレ
ベルアップを図る。また、ご
当地グルメだけでなく、地産
地消を実践する飲食店等の積
極的な出店促進に努める。

継続

 本市および周辺地域
の食、グルメを集めた
イベントを小倉駅周辺
で開催し、市内外の人
へおもてなしとＰＲを
行い、また小倉駅周辺
の賑わいづくりを図
る。

Ⅳ-4-
(3)-③
ホスピタ
リティの
向上

観光振興対策推
進事業

観光
課

本市の観光情報発信拠
点である観光案内所等
でのおもてなしの向上
に努めることで、観光
客数の増加へ繋げるも
の。

人

人
大変
順調
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

60 人 60 人 120 人 180 人

実
績

122 人 60 人 58 人 人

達
成
率

203.3 ％ 100.0 ％ 48.3 ％ 0.0 ％

目
標

160 人 160 人

実
績

360 人 330 人 89 人 人

達
成
率

225.0 ％ 206.3 ％ #DIV/0! ％ #DIV/0! ％

目
標

4 件 4 件

実
績

人 人

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

目
標

71 % 75 % 77 % 79 %
課
長

0.20 人

実
績

71 % 75 % % %
係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

670,000 人 670,000 人 710,000 人 710,000 人
課
長

1.00 人

実
績

626,070 人 670,031 人 人 人
係
長

1.00 人

達
成
率

93.4 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

3.00 人

目
標

690 ha 836 ha 960 ha 1,124 ha
課
長

0.05 人

実
績

689 ha 835 ha 校 校
係
長

0.10 人

達
成
率

99.9 ％ 99.9 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.20 人

継続 15,290

6,550

減額 17,950

Ⅴ-1-
(2)-③
未利用地
等の活用

70
リノベーション
まちづくり推進
事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

300人以上
(H27～31
年度)

　「リノベーションまちづく
りと言えば北九州市」という
認識が全国的に定着し、市の
イメージアップにも繋がって
いる事業である。
　このように多様な成果が得
られている事業であるため、
引き続きこれまでの取組を維
持していく。

小倉都心部の遊休不動
産をリノベーションの
手法を活用して再生さ
せ、新規創業者や新規
雇用者を創出する。今
後は、他地区展開を行
うことにより、小倉北
区以外のまちなかのに
ぎわいを拡大させる取
り組みを推進する。

北九州空港跡地
産業団地整備事
業

H29年度
までに
1,124ha
整備

3,075

大変
順調

　引き続き関係部局との連携
を図り、造成工事を進め、産
業用地の売却に努める。

　小倉都心部での実績を踏ま
え、市内各地におけるリノ
ベーションまちづくりの展開
に取り組んでいく。
　また、各地でのイベントや
セミナーの開催を通じ、不動
産オーナーや事業者の発掘を
行う。

順調

人

人

人

4件
(毎年
度)

160人
（毎年
度）

0.30

　企業立地を進めるため、引
き続き関係部局との連携を図
り、造成工事を進める。

271ha
(H23年
度)

67％
(H25年
度)

リノベーションス
クールや各種講座
の受講者数

リノベーションまちづ
くり事業を通じての新
規創業者・新規雇用者
数（H27年度以降はH27
年度からの累計表示）

維持237,293

リノベーションま
ちづくりにおける
事業化件数

4件
(H24年
度)

233,000

122人
(H26年
度)

分譲率

160人
(H23年
度)

順調

大変
順調

Ⅵ-2-
(1)-③ 
総合的な
緑化・森
林整備の
実施

1.00

0.70

門司
港レ
トロ
課

平成１５年をピークに観
光客が伸び悩んでいる門
司港レトロ。
平成２５年９月から、門
司港レトロの象徴的な観
光スポットである門司港
駅が５年半の保存修理工
事に入り、更なる観光客
の減少が見込まれる。
この厳しい状況を打破す
るため、新成長戦略に
沿った「門司港レトロリ
ニューアル」を推進し、
５年間　（平成２５～２
９年度）の観光客や観光
消費の増加を目指す。

森林は、水を貯え、土砂災
害を防ぎ、二酸化炭素を吸
収するなどの公益的機能の
働きによって、市民の生活
にさまざまな恵みを与えて
いる。しかし、長期間手入
れがなされず、荒廃した森
林が増え、このような働き
が低下し、市民の生活に重
大な影響を及ぼすことが懸
念されている。このため、
平成２０年度に創設された
「福岡県森林環境税」を活
用し、荒廃した森林の再生
を推進する。

農林
課

72

北九州空港跡地産業団
地の整備を行う。

企業
立地
支援
課

Ⅴ-1-
(3)-② 
産業拠点
の整備

71

門司港レトロリ
ニューアル事業

71万人
(H29年
度)

継続 65,774

10,705

分譲率
100％
(H30年
度)

継続

65,410継続

職
員

係
長

課
長

44,000

Ⅴ-1-
(3)-④ 
広域観光
拠点の整
備

順調

　平成29年度は、観光地とし
ての機能を低下させないため
の補修・調査や、観光客のさ
らなる集客に向けた事業等を
実施していく。

有料観光施設の利
用者数

平成２４年
度（門司港
駅工事開始
前）有料施
設入館者数
661,947人

増額 順調260,700

　平成29年度は施設の機能維
持を図るとともに、関門地域
夜間景観周遊バスの運行等の
「関門海峡都市・観光まちび
らき連携事業」による関門地
域のさらなる連携による観光
客誘致機能を強化する。

荒廃森林再生事
業

73

荒廃が進んでいる
私有林のスギ林や
ヒノキ林の整備面
積

　引き続き、荒廃した森林を
整備し、水源のかん養や山地
災害の防止等森林が有する公
益的機能の向上を図る。

大変
順調

　引き続き、森林所有者の理
解と協力を得るための「説明
会の実施」や「広報活動」に
積極的に取り組む。

大変
順調

維持64,516
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

2 件

実
績

3 件

達
成

率 150.0 ％

目
標

5 件 5 件 5 件

実
績

5 件 件 件

達
成

率 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

1 件 1 件 1 件

実
績

0 件 件 件

達
成

率 0.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

2 件

実
績

3 件

達
成

率 150.0 ％

目
標

5 件 5 件 5 件

実
績

5 件 件 件

達
成

率 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

1 件 1 件 1 件

実
績

0 件 件 件

達
成

率 0.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

1 社

実
績

1 社

達
成

率 100.0 ％

目
標

実
績

46 人 人 人

達
成

率 ― ％ ％ ％

目
標

実
績

10 人 人 人

達
成

率 ― ％ ％ ％

目
標

2 件 3 件 4 件

実
績

2 件 人 人

達
成

率 100.0 ％ ％ ％

7,400

職
員

0.50

平成23
年度～
26年度
の累計4

社

―

係
長

0.25 人

課
長

0.10 人

課
長

56,975

人

順調7,600

5件
(毎年
度)

継続

0.15

係
長

0.40

職
員

―

―

― ―

企業との共同研究 ―

25件
（H31年
度ま
で）

2件
(毎年
度)

76
環境エレクトロ
ニクス拠点化推
進事業

新産
業振
興課

低炭素社会の実現に向
けて、電力の有効利用
をはじめ、自動車や電
車、家電製品等の省エ
ネルギー化に貢献する
基盤技術として期待さ
れているパワーエレク
トロニクスを中心とし
た環境エレクトロニク
スについて、環境エレ
クトロニクス研究所で
研究開発を促進すると
ともに国内外のネット
ワークづくりに取り組
む。

新産
業振
興課

「北九州市新成長戦
略」を推進するため、
市内の大学や企業が実
施する「低炭素化技
術」、「次世代自動
車」、「ロボット」、
「医療・介護」等の分
野の研究開発を支援す
る。

1件
(毎年
度)

減額

「先導的低炭素化
技術研究戦略指
針」に基づく重点
プロジェクト実施
件数

2件
(毎年
度)

継続 75,000

―

67,005

継続

0.25

減額 順調

　環境エレクトロニクス研究
所の研究環境の充実を図ると
ともに研究開発拠点化を推進
するため、大学・研究機関・
企業等との連携や外部資金の
確保等を実施する。

　環境エレクトロニクス研究
所と学研都市を中心とした大
学・研究機関・企業等との連
携の促進により、研究開発拠
点化のさらなる推進を図る。

順調

人

　市内で実施している研究開
発の成果を出すため、研究開
発助成金の一部には引き続
き、大学との連携を必須条件
とする。

人

人

67,005

「先導的低炭素化
技術研究戦略指
針」に基づく重点
プロジェクト実施
件数

75

新成長戦略推進
のための研究開
発プロジェクト
事業

Ⅵ-3-
(2)-③ 
環境配慮
型製品・
環境関連
サービス
の集積

2件
(H23年
度)

Ⅵ-2-
(2)-② 
低炭素社
会に貢献
する技術
開発、製
品・サー
ビス提供
拠点の形
成

74

新成長戦略推進
のための研究開
発プロジェクト
事業

新産
業振
興課

「北九州市新成長戦
略」を推進するため、
市内の大学や企業が実
施する「低炭素化技
術」、「次世代自動
車」、「ロボット」、
「医療・介護」等の分
野の研究開発を支援す
る。

　市内で実施している研究開
発の成果を出すため、研究開
発助成金の一部には引き続
き、大学との連携を必須条件
とする。

順調係
長

0.40 人

職
員

課
長

0.15

人

人

減額 7,600

1件
(毎年
度)

5件
(毎年
度)

56,975

　市内で実施している研究開
発の成果を出すため、研究開
発助成金の一部には引き続
き、大学との連携を必須条件
とする。

0.25

順調

事業化件数

―
研究開発プロジェ
クト実施件数

―

2件
(H23年
度)

研究開発プロジェ
クト実施件数

事業化件数

企業誘致数
1社

(H23年
度)

研究者・技術者の
集積

35人
(H26年
度)

専門人材(ﾊﾟﾜｴﾚ)の
輩出

―

―

200人
(H31年
度)

70,000

50人
(H31年
度)

―
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産業経済局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

人数H26年度

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H28年度 H29年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

施策番号
・施策名

H27年度

No.

H28年度 人件費（目安）H29年度
事業費
の増減

成果の
方向性

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

目
標

73 ha 80 ha 85 ha 87 ha
課
長

0.10 人

実
績

68.98 ha 82.25 ha 件 件
係
長

0.20 人

達
成
率

94.5 ％ 102.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

130 件 121 件 122 件 124 件

実
績

118 件 120 件 件 件

達
成

率 90.8 ％ 99.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

20 本 40 本 40 本

実
績

47 本 本 本

達
成

率 235.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

― ％ ― ％
職
員

― 人

目
標

1,500 件 1,500 件 1,500 件 1,500 件

実
績

1,187 件 1,505 件 件 件

達
成
率

79.1 ％ 100.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

20 件 20 件 20 件 20 件

実
績

28 件 20 件 件 件

達
成
率

140.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

1 件 1 件 1 件

実
績

0 件 件 件

達
成

率 0.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

70 社 70 社 70 社 70 社

実
績

100 社 71 社 社 社

達
成

率 142.9 ％ 101.4 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

54 件

実
績

0 件

達
成

率 0.0 ％

―

共同研究件数（累
計）

外国企業との商談
件数

1,341件
(H23年
度)

外国企業との成約
件数

23,347

共同研究による発
表論文数

増額9,076

―

単年度目標設
定なし

単年度目標設
定なし

15社･団体

【施策の指標】
賛同するメンテナ
ンス関連企業数

124件
(H29年
度)

112件
(H24年
度)

その他

減額

17件
(H23年
度)

8,259

15社･団体
(H29年度)

11,541

20件
(毎年
度)

5,400
大変
順調

　環境に配慮した農業は大変
重要であるため、今後も取組
の推進を行い、実施面積の拡
大を目指す。

大変
順調

　環境に配慮した農業は大変
重要であるため、今後も取組
の推進を行い、実施面積の拡
大を目指す。

Ⅶ-2-
(1)-② 
海外工場
のサポー
ト拠点の
形成

79
【施策評価のみ】
アジアものづく
りサポート推進

産業
政策
課

【施策の内容】
本市のオペレーションや
メンテナンス（O＆M）技
術集積の強みを活かし
て、アジアへ進出する我
が国のものづくり企業の
工場･製造設備、ユー
ティリティ等の運用･保
守管理などを本市企業が
受託できる仕組みづくり
を行う。

8社･団体
(H25年度)

市内企業と勉強
会を実施

ﾆｰｽﾞ調査･ｼｰｽﾞ
調査を実施

単年度目標設
定なし

―
やや
遅れ

― ―

　本市企業のＯ＆Ｍ技術を活
かしたアジアでの事業展開が
進められるよう、引き続きＪ
ＩＣＡ事業等の外部資金の受
託に向けた支援等を行う。

―― ―

36,565 順調

人

課
長

人

継続
　市内企業のニーズに柔軟に
対応し、成約に繋がる効率的
な商談機会の創出に努める。

1,500件
(毎年
度)

0.11

順調
　引き続き商談機会の創出に
努め、市内企業の更なる競争
力強化を図る。

Ⅶ-2-
(1)-③ 
北九州発
ブランド
の海外ビ
ジネス支
援

80
国際競争力強化
支援事業

国際
ビジ
ネス
政策
課

北九州市、ジェトロ北
九州、(公社)北九州貿
易協会の３機関で設置
している「北九州貿
易・投資ワンストップ
サービスセンター
（KTIセンター）」に
おいて、販路開拓、部
品調達など地元企業の
国際ビジネス推進を支
援することにより、企
業の国際競争力の向上
を図る。

係
長

1.91 人

職
員

2.16

人

0.25

職
員

70社
(毎年
度)

7,515

54件
(H26年
度)

1件
(毎年
度)

視察受入企業数
70件

(H24年
度)

本市への外国企
業・機関の進出件
数

　引き続き、国の流れに乗
り、本市の投資環境をＰＲす
るための環境整備や、海外企
業等に対して効果的な広報を
実施する。

やや
遅れ

　政府は、「日本再興戦略
（平成25年6月閣議決定）」
において、対内直接投資残高
を倍増することを掲げた。
　本市においても、国の流れ
に乗り、投資環境のPRツール
の強化を図って効果的な広報
活動を行う。また、関係機関
と連携しながら外国企業・機
関の誘致を積極的に行い、進
出事例の創出に努める。

人

人

係
長

0.11

1件
(H26年
度)

北九州ブランド
（モジデコ）の海
外企業との商談件
数

24件
(H24年
度)

環境に配慮した農
業に取り組んだ面
積

0ha
(H22年
度)

90ha
(H32年
度)

拡大

Ⅵ-3-
(3)-① 
環境に配
慮した農
林水産業
の推進

77
生産環境保全対
策事業

農林
課

地球温暖化防止や生物
多様性保全に効果の高
い営農活動に取り組む
農業者に対して助成す
る。

Ⅶ-1-
(2)-① 
学術交流
の推進

78
海外連携プロ
ジェクト助成事
業

新産
業振
興課

海外の大学・研究機関
等と、学術研究都市進
出大学等との連携プロ
ジェクト等に対する支
援を行う事業。

　引き続き、海外の大学等と
の共同研究や交流の促進を図
り、本市の新産業の創出・産
業振興を図る。

係
長

0.20 人

課
長

0.10 人

順調

　引き続き、海外の大学等と
の共同研究や交流の促進を図
り、本市の新産業の創出・産
業振興を図る。

順調6,207

0.30 人

5,400

国際
ビジ
ネス
政策
課

対日投資促進事
業

81

40本
(毎年
度) 職

員

継続 7,500

課
長

Ⅶ-2-
(3)-① 
アジアか
ら本市へ
の投資の
呼び込み

やや
遅れ

維持2,1502,150継続

海外企業の本市進出
や、地元企業との事業
連携等を促進するた
め、ジェトロ北九州や
県などの関係機関と連
携して、本市のビジネ
ス環境などのＰＲを積
極的に行うとともに、
ＰＲに必要なツールの
作成・ 整備を行う。

0.50
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建設局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

目
標

24
公
園

20
公
園

18
公
園

20
公
園

課
長

0.05 人

実
績

24
公
園

19
公
園

公
園

公
園

係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 95.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.70 人

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

1.50 人

達
成
率

職
員

8.00 人

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

1.00 人

目
標

2
公
園

1
公
園

1
公
園

2
公
園

課
長

0.10 人

実
績

10
公
園

1
公
園

公
園

公
園

係
長

0.10 人

達
成
率

500.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.20 人
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施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

成果の
方向性

H28年度 H29年度
事業費
の増減

人件費（目安） H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 人数

Ⅰ-1-
(1)-⑥ 
地域など
と行政の
連携・協
働による
子育て支
援の推進

1
地域に役立つ公
園づくり事業

みど
り・
公園
整備
課

身近な公園の再整備に
ついて、小学校区単位
で開催するワーク
ショップで地域住民の
意見を聞き、地域ニー
ズを反映した公園整備
を行うことで、これま
で以上に利用される公
園を目指す。
計画段階から地域住民
が参加することで公園
への愛着を高め、地域
活動など公園利用の活
性化につなげる。計画
策定後は、翌年から概
ね２ヵ年で再整備を行
う。

地域に役立つ公園
づくり事業による
整備公園数

― ― 継続 171,100 136,000 順調

地域と行政が連携して魅力あ
る公園づくりに向けて、多世
代の参画が必要である。
ワークショップの内容を知ら
せる「かわら版」の全戸配布
や、小学校への公園利用アン
ケートの実施を行うなど、引
き続き、広く地域ニーズを聞
取り、かつ住民相互の理解を
深めることに努める。

減額 6,825 順調

ワークショップ参加者の年齢
層に偏りが見られるため、多
世代参加に向け更なる努力が
必要である。
ワークショップの内容を知ら
せる「かわら版」の全戸配布
や、小学校への公園利用アン
ケートの実施を行うなど、引
き続き、広く地域ニーズを聞
取り、かつ住民相互の理解を
深めることに努める。

Ⅰ-3-
(1)-②
教育関係
施設の連
携による
人材育成

2

【施策評価のみ】
到津の森公園に
よる学習プログ
ラムの提供

公園
管理
課

【施策の内容】
小学生を対象とした、
動物や自然とのふれあ
いを通して命の大切さ
や自然環境の保護の必
要性を学ぶプログラム
の提供

【施策の指標】
「市民環境力」を
高め、環境保全に
対する意識が高
まった状態

―

― ― ― ― 「市民
環境

力」を
高め、
環境保
全に対
する意
識が高
まった
状態― ―

― ― ― ― ― ― ― 順調
引き続き、小学校へ学習プロ
グラムを提供する。

― ―

Ⅱ-1-
(4)-④ 
総合的な
災害対策
の推進

3
河川改修事業の
推進

水環
境課

近年、ゲリラ豪雨や都
市化の進展に起因する
浸水被害が増加してい
る。
浸水被害を抑制するた
め、治水事業の根幹と
なる河川改修を推進す
る。

4
旦過地区まちづ
くりに伴う河川
整備事業

神嶽
川旦
過地
区整
備室

浸水被害の低減 ―

― ― ― ―

H45年度に
河川毎に計
画している
降雨（１時
間で50～
70mm程度）
に対応でき

る状態

継続 1,713,400 1,676,330 維持 86,500 順調

頻発する局地的豪雨などによ
る浸水被害を抑制するため、
引き続き計画的な治水整備を
進める。

順調

頻発する局地的豪雨などによ
る浸水被害を抑制するため、
引き続き計画的な治水整備に
努める。

― ―

― ―

長年市民に親しまれて
いる旦過市場をさらに
魅力ある商業拠点とす
るために、地元と協働
で旦過地区まちづくり
整備計画を策定し、神
嶽川の治水安全度を高
める、河川事業を推進
する。

神嶽川（旦過地
区）の治水安全度
向上

―

― ― ― ―

概ね50年に
一度発生す
る降雨にも
対応できる
よう、神嶽
川（旦過地
区）の治水
安全度向上

継続 420,000 326,000 減額 18,250 順調

旦過市場については、平成30
年度の再整備着手に向け、今
後も地元関係者との合意形成
に努める。また、河川改修に
ついては、引続き市場対岸
（馬借地区）の護岸工事を進
める。

― ―

― ―

Ⅱ-2-
(3)-④ 
個人の健
康づくり
を支える
環境の整
備

5
健康づくりを支
援する公園等整
備事業

緑政
課

公園に高齢者の健康増
進に配慮した健康遊具
を設置し、運動教室を
開催して、利用者に使
い方を説明する。
継続的にこの健康遊具
を利用することによ
り、高齢者の体力増進
に繋げる。
また、ウォーキングを
通じた健康づくりをサ
ポートする路面表示な
どを実施する。

高齢者に配慮した
健康遊具の設置公
園数

―

累計
20公園
（平成
29年
度）

継続 17,000 18,000 増額 3,650 順調
健康遊具の設置や路面表示な
ど、引き続き健康づくりを推
進する環境整備に努める。

順調
健康遊具の設置や路面表示な
ど、引き続き健康づくりを推
進する環境整備に努める。
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）
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（千円）
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位
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施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

成果の
方向性

H28年度 H29年度
事業費
の増減

人件費（目安） H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 人数

目
標

225
団
体

211
団
体

216
団
体

218
団
体

課
長

0.05 人

実
績

210
団
体

215
団
体

団
体

団
体

係
長

0.17 人

達
成
率

93.3 ％ 101.9 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.95 人

目
標

1,160 団
体

1,160 団
体

1,160 団
体

1,160 団
体

課
長

0.24 人

実
績

1,167 団
体

1,169 団
体

団
体

団
体

係
長

0.45 人

達
成
率

100.6 ％ 100.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

1.45 人

目
標

68
団
体

69
団
体

70
団
体

71
団
体

課
長

0.01 人

実
績

67
団
体

68
団
体

団
体

団
体

係
長

0.01 人

達
成
率

98.5 ％ 98.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.03 人

Ⅲ-1-
(1)-③ 
まち美化
活動の拡
充

6

ボランティア
ネットワークの
推進（道路サ
ポーター）

道路
計画
課

市が維持及び管理する
道路において、道路清
掃・美化などのボラン
ティア活動を行う地域
の団体を対象に、清掃
用具や花苗の支給など
により支援する。

道路サポーター加
入団体数

―
220団体
（H30年
度）

継続 17,810 17,810 維持 9,400 順調
団体数は順調に増加してお
り、引き続き、団体数の増加
に努める。

順調

高齢化などの理由により解散
する団体がある中、制度の見
直しも視野に入れて、継続し
て活動しやすい仕組みづくり
を行う。

活動しやすい仕組みづくりに
継続して取り組み、団体数の
維持・増加に努める。

河川愛護団体の活動について
多くの市民に関心を持っても
らうため、更なる活動促進を
図る。

7

ボランティア
ネットワークの
推進（公園愛護
会）

公園
管理
課

10名程度の地域住民で
組織されるボランティ
ア団体で、公園の美化
活動・公園施設の点検
や禁止行為の連絡・公
園利用者のマナーづく
り・市民花壇づくりな
どを行い、活動面積に
応じて活動費を助成し
ている。

公園愛護会の結成
数

―
1,160団体
（毎年
度）

継続 45,456 46,062 維持 18,135 順調

8

ボランティア
ネットワークの
推進（河川愛護
団体）

水環
境課

地域の住民で構成する
河川愛護団体に清掃道
具購入の費用等となる
補助金を交付すること
により、美化活動を広
げる。また、美化活動
に参加することによ
り、地域の河川を身近
に感じ、自分たちの川
として愛着を持つよう
な啓発活動へとつなげ
る。

河川愛護団体数 ―
72団体
（H30年
度）

継続 2,450 2,350 維持 440 順調
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）
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（千円）
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位
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施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

成果の
方向性

H28年度 H29年度
事業費
の増減

人件費（目安） H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 人数

目
標

－ 団
体

583 団
体

592 団
体

601 団
体

実
績

574 団
体

570 団
体

団
体

団
体

達
成
率

― ％ 97.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

5,000 ㎡ 17,092 ㎡ 3,000 ㎡

実
績

0 ㎡ 14,510 ㎡ ㎡ ㎡

達
成
率

0.0 ％ 84.9 ％ 0.0 ％ #VALUE! ％

目
標

24
公
園

20
公
園

18
公
園

20
公
園

課
長

0.05 人

実
績

24
公
園

19
公
園

公
園

公
園

係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 95.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.70 人

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

2.00 人

Ⅲ-1-
(2)-①
魅力ある
生活空間
づくり

9

「花やみどり」
による彩りと潤
いのあるまちづ
くり

緑政
課

都市景観の向上と潤い
のある街づくりを目指
し、花壇（公共花壇）
の整備を行うと共に、
市民花壇やスポンサー
花壇、うぇるっちゃ！
花壇といった、市民ボ
ランティアや企業･団
体と一体となって美し
く快適なまちづくりを
推進する。
さらに特別緑地保全地
区制度や保存樹制度を
活用し、都市に残され
た貴重な緑の保全に努
めていく。

10
地域に役立つ公
園づくり事業

みど
り・
公園
整備
課

市民花壇活動団体
数

570団体
（H27年
度）

628団体
（H32年
度）

継続 80,170 55,550 その他 23,150

課
長

0.10 人

順調

都市景観の魅力向上を図るた
め、公共花壇の効率的な配置
を進めるとともに維持管理の
質の向上に努める。また、市
民花壇への加入を推進し、地
域に根ざした花づくり活動の
場を拡大する。

順調

職
員

2.00 人

魅力ある生活空間づくりに向
けて、公共花壇の効率的な配
置と維持管理の質の向上を図
るとともに、市民花壇の加入
を推進し地域に根ざした花づ
くり活動の場を拡大する。
また、地域ニーズを公園整備
に反映するためにワーク
ショップを開催するが、ワー
クショップの内容を知らせる
「かわら版」の全戸配布や、
小学校への公園利用アンケー
トの実施を行うなど、多世代
の参加を求める。

係
長

0.70 人

特別緑地保全地区
の買収面積

―

―

―

身近な公園の再整備に
ついて、小学校区単位
で開催するワーク
ショップで地域住民の
意見を聞き、地域ニー
ズを反映した公園整備
を行うことで、これま
で以上に利用される公
園を目指す。
計画段階から地域住民
が参加することで公園
への愛着を高め、地域
活動など公園利用の活
性化につなげる。計画
策定後は、翌年から概
ね２ヵ年で再整備を行
う。

地域に役立つ公園
づくり事業による
整備公園数

― ― 継続 171,100 136,000 減額 6,825 順調

ワークショップ参加者の年齢
層に偏りが見られるため、多
世代参加に向け更なる努力が
必要である。
ワークショップの内容を知ら
せる「かわら版」の全戸配布
や、小学校への公園利用アン
ケートの実施を行うなど、引
き続き、広く地域ニーズを聞
取り、かつ住民相互の理解を
深めることに努める。

Ⅲ-1-
(2)-③ 
市民に親
しまれる
水際線・
農山村風
景づくり

11
身近に自然を感
じる河川整備事
業

水環
境課

都市内に唯一残された
貴重な自然空間である
河川を、水際の植生や
自然な流れの復元など
により、生物の生息・
生育環境に配慮した整
備を行うことによっ
て、ホタルの飛翔や緑
の増加など、身近に自
然を感じる水辺環境整
備事業を行っている。

環境に配慮した護
岸整備

―

― ― ― ― 生態系
に配慮
した整
備を行
うこと
で、自
然を身
近に感
じる状

態

継続 255,000 273,000 増額 25,750 順調

治水対策とのバランスを図り
ながら、市民が身近に自然を
感じられるよう、引き続き環
境に配慮した護岸の整備を進
める。

順調
市民が身近に自然を感じられ
るよう、生態系に配慮した護
岸の整備を進める。

― ―

― ―
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現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
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（千円）

職
位
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局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

成果の
方向性

H28年度 H29年度
事業費
の増減

人件費（目安） H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 人数

目
標

89 ％ 90 ％ 91 ％ 91 ％
課
長

0.10 人

実
績

89 ％ 90 ％ ％ ％
係
長

1.00 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

2.00 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

82
箇
所

113
箇
所

箇
所

箇
所

係
長

1.00 人

達
成
率

職
員

2.00 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

4.00 人

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

1.00 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

4.00 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

5.00 人

目
標

課
長

3.00 人

実
績

係
長

6.50 人

達
成
率

職
員

15.70 人

Ⅲ-1-
(3)-② 
安心して
通行でき
る身近な
道路の整
備

12
バリアフリーの
まちづくり

道路
計画
課

高齢者や障害者など、
誰もが安全で快適に通
行できるよう、バリア
フリーのまちづくりを
進める。具体的には、
歩道の新設や拡幅、段
差解消、視覚障害者誘
導用ブロックの設置な
どのバリアフリー化を
行う。

13
通学路の安全対
策

道路
計画
課

主要駅周辺地区の
主要経路の整備率

―
95％

（H30年
度）

継続 858,902 871,500 その他 26,150 順調

これからのバリアフリーのま
ちづくりの取組みは、ハード
整備と合わせて、ソフト施策
の充実を図ることが重要であ
り、関係部署と連携し、これ
まで実施してきたバリアフ
リー点検に加え、その他のソ
フト施策の充実を図る。

順調

「北九州市通学路交通安全プ
ログラム｣に基づき、通学路
の安全確保に向けた取組みを
計画的に取組むとともに、高
齢者や障害者など、誰もが安
心して通行できるバリアフ
リー化のまちづくりを推進す
る。

― ―

― 継続 維持

登下校中の児童が交通
事故に巻き込まれず、
安全に安心して通学で
きる環境を整えるた
め、教育委員会や学校
関係者、警察と一体と
なって、さらなる通学
路の安全対策を推進す
る。

通学路の危険箇所
における対策完了
箇所数

―

― ―

26,150 順調

「北九州市通学路交通安全プ
ログラム｣に基づき、児童生
徒が安全に通学できるよう、
通学路の安全確保に向けた取
組みを計画的に推進してい
く。

― ― ― ―

874,000 874,000

Ⅴ-1-
(2)-① 
都心のに
ぎわいづ
くり

14
小倉駅・黒崎駅
前の賑わいづく
りの推進

道路
計画
課

北九州市の玄関口とな
る小倉都心部と黒崎副
都心部の駅前におい
て、魅力的な都市環境
の創造につながる道路
環境整備を行い、まち
の賑わいを推進する。

15
旦過地区まちづ
くりに伴う河川
整備事業

神嶽
川旦
過地
区整
備室

歩いてみたくなる
歩行空間を創出

―

― ― ― ―

歩いて
みたく
なる歩
行空間
の創出

継続 1,640,700 880,000 減額 61,500 順調

小倉駅南北公共連絡通路のリ
ニューアルが着実かつ効果的
に実施できるように、地元団
体やJR九州等の関係者と連携
して引き続き取組みを進め
る。

順調

都心のにぎわいづくりに向け
て、引き続き小倉駅南北公共
連絡通路のリニューアル及び
旦過地区再整備着手に向けて
地元の合意形成を進めてい
く。また、都心部の公共空間
魅力アップや、歩いてみたく
なる歩行空間の整備にも取り
組む。

― ―

― ―

長年市民に親しまれて
いる旦過市場をさらに
魅力ある商業拠点とす
るために、地元と協働
で旦過地区まちづくり
整備計画を策定し、神
嶽川の治水安全度を高
める、河川事業を推進
する。

神嶽川（旦過地
区）の治水安全度
向上

―

― ― ― ―
概ね50年に
一度発生す
る降雨にも
対応できる
よう、神嶽
川（旦過地
区）の治水
安全度向上

継続 420,000 326,000 減額 18,250 順調

旦過市場については、平成30
年度の再整備着手に向け、今
後も地元関係者との合意形成
に努める。また、河川改修に
ついては、引続き市場対岸
（馬借地区）の護岸工事を進
める。

― ―

― ―

Ⅴ-1-
(2)-② 
文化・交
流、居住
機能を重
視した副
都心づく
り

16
小倉駅・黒崎駅
前の賑わいづく
りの推進

道路
計画
課

北九州市の玄関口とな
る小倉都心部と黒崎副
都心部の駅前におい
て、魅力的な都市環境
の創造につながる道路
環境整備を行い、まち
の賑わいを推進する。

黒崎駅南北自由通
路利用者数

4,500人
/日

（H24年
度）

― ― ― ―

6,500人
/日

（H30年
度）

継続 1,640,700 880,000 減額 61,500 順調

黒崎駅南北自由通路、黒崎駅
前ペデストリアンデッキルー
フの整備が着実かつ効果的に
実施できるように、地元団体
やJR九州等の関係者と連携し
て引き続き取組みを進める。

順調

副都心のにぎわいづくりに向
けて、引き続き黒崎駅南北自
由通路及び黒崎駅前ペデスト
リアンデッキルーフの整備を
行う。

― ―

― ―

Ⅴ-2-
(2)-① 
広域物流
ネット
ワークの
強化

17
自動車専用道路
ネットワークの
整備

道路
計画
課

港湾・空港・鉄道ター
ミナルなど、拠点間を
結ぶ交通・物流ネット
ワークの構築や地域間
の連携・交流促進を図
るため、環状放射型自
動車専用道路ネット
ワークの整備を推進す
る。

18
主要な道路の整
備（恒見朽網線
など）

道路
計画
課

朝ピーク時の響灘
地区～東田地区間
の所要時間

43分
（H21年
度）

― ― ― ―

13分
（H39年
度）

継続 1,500,000 1,500,000 維持 69,000 順調

引き続き、早期供用に向けた
計画的な整備を図る。事業費
は一層の選択と集中を図り、
効率的な事業展開を図る。

順調
広域物流ネットワークの強化
に向けて、計画的な整備を図
る。

― －

― －

5,279,564

主要な街路・道路事業
を重点的かつ速やかに
整備することで、市内
の渋滞対策、物流ネッ
トワークの強化、地域
間の連携・交流促進を
図る。

新門司地区～北九
州空港間の所要時
間

36分
（H21年
度）

― ―

増額 217,250 順調

― ―

28分
（H37年
度）

継続 4,670,995

暫定供用など、計画的な整備
を図る。事業費は一層の選択
と集中を図り、効率的な事業
展開を図る。

― －

― －
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
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事業
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局施策
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施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

成果の
方向性

H28年度 H29年度
事業費
の増減

人件費（目安） H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 人数

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

5.00 人

目
標

課
長

3.00 人

実
績

係
長

6.50 人

達
成
率

職
員

15.70 人

目
標

課
長

0.75 人

実
績

係
長

1.50 人

達
成
率

職
員

4.50 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

Ⅴ-2-
(2)-② 
市民の交
通利便性
の向上と
産業活動
の支援

19
自動車専用道路
ネットワークの
整備

道路
計画
課

港湾・空港・鉄道ター
ミナルなど、拠点間を
結ぶ交通・物流ネット
ワークの構築や地域間
の連携・交流促進を図
るため、環状放射型自
動車専用道路ネット
ワークの整備を推進す
る。

20
主要な道路の整
備（恒見朽網線
など）

道路
計画
課

朝ピーク時の響灘
地区～東田地区間
の所要時間

43分
（H21年
度）

― ― ― ―

13分
（H39年
度）

継続 1,500,000 1,500,000 維持 69,000 順調

引き続き、早期供用に向けた
計画的な整備を図る。事業費
は一層の選択と集中を図り、
効率的な事業展開を図る。

順調
市民の交通利便性の向上と産
業活動の支援に向けて、計画
的な整備を図る。

― －

― －

5,279,564

主要な街路・道路事業
を重点的かつ速やかに
整備することで、市内
の渋滞対策、物流ネッ
トワークの強化、地域
間の連携・交流促進を
図る。

新門司地区～北九
州空港間の所要時
間

36分
（H21年
度）

― ―

増額 217,250 順調

― ―

28分
（H37年
度）

継続 4,670,995

暫定供用など、計画的な整備
を図る。事業費は一層の選択
と集中を図り、効率的な事業
展開を図る。

― －

― －

Ⅴ-3-
(1)-② 
都市基
盤・施設
の適正な
維持管理

21
都市モノレール
長寿命化事業
（道路・街路）

道路
維持
課

北九州モノレールは、
昭和60年に開業後、約
30年が経過しており、
軌道桁やそれを支える
支柱等について、経年
的な劣化が見られる。
このため、劣化対策
（耐震対策も含む）を
行い、桁や支柱等、構
造物の長寿命化や維持
管理費の縮減を図り、
市民の重要な交通機関
であるモノレールの安
全性・信頼性の確保を
図る。

インフラ構造物の
長寿命化を実施す
ることで、モノ
レールの安全・安
心な運行を確保

―

― ― ― ―

完了
（H33年
度）

継続 890,100 857,750 維持 57,375 順調

引き続き、計画的な劣化対
策、耐震対策を行うことによ
り、モノレールの安全・安心
な運行の確保を目指す。

順調
適正な維持管理に向けて、引
き続き計画に沿って長寿命化
対策を実施する。

― ―

― ―

22

橋梁・トンネル
の長寿命化への
計画的な取り組
み

道路
維持
課

市内には、約2，000の
橋梁と４２本のトンネ
ルがあり、高齢化・老
朽化の進展が懸念され
ている。そこで、従来
の対症療法型補修を改
め、予防保全型に移行
するため、「北九州市
橋梁長寿命化修繕計
画」（H22.3）及び
「北九州市トンネル長
寿命化修繕計画」
（H25.2）を策定し
た。本事業は、この計
画をもとに、予防保全
が有効な状態である健
全度Ⅲ以上の橋梁とト
ンネルを増加させるこ
とで市民の安全・安心
を確保する。

全ﾄﾝﾈﾙ
の健全
度Ⅲ以

上
（H33年
度）

主要橋梁の健全度
向上による市民の
安全・安心の確保

―

― ― ― ―

トンネルの健全度
向上による市民の
安全・安心の確保

―

1.10 人

係
長

2.00 人

職
員

9.00 人

順調
引き続き、計画に沿って長寿
命化対策を実施する。

― ―

― ―

― ― ― ―

― ―

― ―

減額

全主要
橋梁の
健全度
Ⅲ以上
（H31年
度）

継続 1,774,000 1,480,000 100,150

課
長
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建設局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

成果の
方向性

H28年度 H29年度
事業費
の増減

人件費（目安） H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 人数

目
標

2,000 人 2,000 人 2,000 人 2,000 人
課
長

0.03 人

実
績

2,447 人 2,328 人 人 人
係
長

0.04 人

達
成
率

122.4 ％ 116.4 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.05 人

目
標

－ 団
体

583 団
体

592 団
体

601 団
体

実
績

574 団
体

570 団
体

団
体

団
体

達
成
率

― ％ 97.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

5,000 ㎡ 17,092 ㎡ 3,000 ㎡

実
績

0 ㎡ 14,510 ㎡ ㎡ ㎡

達
成
率

0.0 ％ 84.9 ％ 0.0 ％ #VALUE! ％

目
標

課
長

0.50 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

2.00 人

Ⅵ-1-
(2)-② 
あらゆる
主体によ
る環境政
策への参
加の推進

23
長野緑地を利用
した農業体験教
室

公園
管理
課

計画地内に複数の活動
エリアを設け、一年を
通してそれぞれのエリ
アで有機農業栽培管理
や花作りを体験する市
民参加による農地等の
整備、管理等に取り組
む。また、子どもたち
が自然の中で遊び、学
ぶ場を提供したり、収
穫物を使用したイベン
トなど、市民の参加を
拡大するイベント等を
開催する。

農業体験教室への
参加者数

―
2,000人
（毎年
度）

継続 2,600 2,674 維持 1,120 順調
引き続き、農業体験教室を実
施する。

順調
環境政策への市民参画を推進
するため、引き続き、農業体
験教室を実施する。

Ⅵ-2-
(1)-③ 
総合的な
緑化・森
林整備の
実施

24

「花やみどり」
による彩りと潤
いのあるまちづ
くり

緑政
課

都市景観の向上と潤い
のある街づくりを目指
し、花壇（公共花壇）
の整備を行うと共に、
市民花壇やスポンサー
花壇、うぇるっちゃ！
花壇といった、市民ボ
ランティアや企業･団
体と一体となって美し
く快適なまちづくりを
推進する。
さらに特別緑地保全地
区制度や保存樹制度を
活用し、都市に残され
た貴重な緑の保全に努
めていく。

市民花壇活動団体
数

570団体
（H27年
度）

628団体
（H32年
度）

継続

特別緑地保全地区
の買収面積

―

―

―

80,170 55,550 その他 23,150

課
長

0.10 人

順調

都市景観の魅力向上を図るた
め、公共花壇の効率的な配置
を進めるとともに維持管理の
質の向上に努める。また、市
民花壇への加入を推進し、地
域に根ざした花づくり活動の
場を拡大する。

順調

総合的な緑化整備に向けて、
市民花壇の加入を推進し、地
域に根ざした花づくり活動の
場を拡大する。

係
長

0.70 人

職
員

2.00 人

Ⅵ-4-
(1)-② 
身近に自
然を感じ
る都市づ
くり

25
身近に自然を感
じる河川整備事
業

水環
境課

都市内に唯一残された
貴重な自然空間である
河川を、水際の植生や
自然な流れの復元など
により、生物の生息・
生育環境に配慮した整
備を行うことによっ
て、ホタルの飛翔や緑
の増加など、身近に自
然を感じる水辺環境整
備事業を行っている。

環境に配慮した護
岸整備

―

― ― ― ―

生態系
に配慮
した整
備を行
うこと
で、自
然を身
近に感
じる状

態

継続 255,000 273,000 増額 25,750 順調

治水対策とのバランスを図り
ながら、市民が身近に自然を
感じられるよう、引き続き環
境に配慮した護岸の整備を進
める。

順調
市民が身近に自然を感じられ
るよう、生態系に配慮した護
岸の整備を進める。

― ―

― ―
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建設局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

成果の
方向性

H28年度 H29年度
事業費
の増減

人件費（目安） H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 人数

目
標

－ 団
体

583 団
体

592 団
体

601 団
体

実
績

574 団
体

570 団
体

団
体

団
体

達
成
率

― ％ 97.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

5,000 ㎡ 17,092 ㎡ 3,000 ㎡

実
績

0 ㎡ 14,510 ㎡ ㎡ ㎡

達
成
率

0.0 ％ 84.9 ％ 0.0 ％ #VALUE! ％

目
標

2,000 人 2,000 人 2,000 人 2,000 人
課
長

0.03 人

実
績

2,447 人 2,328 人 人 人
係
長

0.04 人

達
成
率

122.4 ％ 116.4 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.05 人

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

Ⅵ-4-
(1)-③ 
市民と自
然とのふ
れあいの
推進

26

「花やみどり」
による彩りと潤
いのあるまちづ
くり

緑政
課

都市景観の向上と潤い
のある街づくりを目指
し、花壇（公共花壇）
の整備を行うと共に、
市民花壇やスポンサー
花壇、うぇるっちゃ！
花壇といった、市民ボ
ランティアや企業･団
体と一体となって美し
く快適なまちづくりを
推進する。
さらに特別緑地保全地
区制度や保存樹制度を
活用し、都市に残され
た貴重な緑の保全に努
めていく。

27
長野緑地を利用
した農業体験教
室

公園
管理
課

市民花壇活動団体
数

570団体
（H27年
度）

628団体
（H32年
度）

継続 80,170 55,550 その他 23,150

課
長

0.10 人

順調

都市景観の魅力向上を図るた
め、公共花壇の効率的な配置
を進めるとともに維持管理の
質の向上に努める。また、市
民花壇への加入を推進し、地
域に根ざした花づくり活動の
場を拡大する。

順調

職
員

2.00 人 市民と自然とのふれあいの推
進に向けて、農業体験教室を
継続実施する。また、市民花
壇の加入を推進し、地域に根
ざした花づくり活動の場を拡
大する。

係
長

0.70 人

特別緑地保全地区
の買収面積

―

―

―

計画地内に複数の活動
エリアを設け、一年を
通してそれぞれのエリ
アで有機農業栽培管理
や花作りを体験する市
民参加による農地等の
整備、管理等に取り組
む。また、子どもたち
が自然の中で遊び、学
ぶ場を提供したり、収
穫物を使用したイベン
トなど、市民の参加を
拡大するイベント等を
開催する。

農業体験教室への
参加者数

―
2,000人
（毎年
度）

継続 2,600 2,674 維持 1,120 順調
引き続き、農業体験教室を実
施する。

Ⅶ-3-
(2)-①
東九州地
域との連
携

28

【施策評価のみ】
東九州自動車道
建設促進協議会
の要望活動

道路
計画
課

【施策の内容】
東九州自動車道建設促
進協議会の要望活動

【施策の指標】
東九州自動車道の
建設促進

―

― ― ― ―

東九州
自動車
道の建
設促進

―― ― ― ― ― ― ― ― 順調
整備促進に向けて、沿線自治
体と協力して、要望活動に取
り組む。

― ―
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建築都市局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

目
標

31 ％ 32 ％ 33 ％ 34 ％
課
長

0.60 人

実
績

31 ％ 32 ％ ％ ％
係
長

2.70 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

9.90 人

目
標

31 ％ 32 ％ 33 ％ 34 ％

実
績

31 ％ 32 ％ ％ ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

86 ％ 88 ％ 88 ％ 88 ％
課
長

0.05 人

実
績

88 ％ 87 ％ ％ ％
係
長

0.30 人

達
成
率

102.3 ％ 98.9 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

1.60 人

目
標

50
件
／
年

50
件
／
年

50
件
／
年

50
件
／
年

課
長

0.05 人

実
績

19
件
／
年

17
件
／
年

件
／
年

件
／
年

係
長

0.35 人

達
成
率

38.0 ％ 34.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.75 人

　民間建築物の耐震化を促進
するため、庁内関連部局や民
間建築団体との連携体制を構
築し、更に普及啓発に努め
る。
　また、耐震診断義務化の大
規模特定建築物については、
H28年度より補助金額の上限
を拡充し、優先的に耐震化を
促す。

順調

　民間建築物の耐震化を促進
するため、庁内関連部局や民
間建築団体との連携体制を構
築し、更に普及啓発に努め
る。
　また、耐震診断義務化の大
規模特定建築物については、
H28年度より補助金額の上限
を拡充し、優先的に耐震化を
促す。

遅れ増額146,20090,000

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数

Ⅱ-1-
(1)-③ 
子育て・
高齢世帯
などが混
在するコ
ミュニ
ティづく
り

1
市営住宅整備事
業

住宅
整備
課

本市では現在、約３
３,０００戸の市営住
宅を管理しており、老
朽化の著しい市営住宅
の建替や既存ストック
の有効活用を図りなが
ら、住宅に困窮する低
所得者及び高齢者、障
害者、子育て世帯等に
住宅を供給することに
より、多世代共生の住
まいづくりを推進す
る。

市営住宅のバリア
フリー住戸の供給
率（累計）

1,525,578

─ ─
単身高齢者
が市営住宅
において安
心して暮ら
せる環境づ

くり

―Ⅱ-1-
(1)-④ 
居住支援
の充実

2
市営住宅整備・
管理事業

住宅
整備
課・
住宅
管理
課

本市では現在、約３
３,０００戸の市営住
宅を管理しており、老
朽化の著しい市営住宅
の建替や既存ストック
の有効活用を図りなが
ら、住宅に困窮する低
所得者及び高齢者、障
害者、子育て世帯等に
住宅を供給することに
より、市民の居住安定
の確保を図る。

─

H26年度 H27年度 H28年度

事業費
の増減

人件費（目安） H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
成果の
方向性

H28年度 H29年度

順調

　市営住宅マネジメント実行
計画に基づき、計画的に市営
住宅のバリアフリー化に取り
組んでいく。

増額 108,150 順調

　市営住宅マネジメント実行
計画に基づき、計画的にバリ
アフリー化に取り組んでい
く。
　既存住宅のバリアフリー化
は、空き家を重点的に工事を
進め、効率的に事業を実施し
ている。今後も引き続き計画
的にバリアフリー化を進めて
いく。

―
３６％
（Ｈ３１
年度）

継続 1,050,316 1,384,679

職
員

21.10 人

　バリアフリー住戸の供給に
ついては、引き続き取り組ん
でいく。ふれあい巡回員の活
動については、増加する単身
高齢者に対するきめ細かい見
守りを実施できるよう、ふれ
あい巡回員の増員等を検討す
る。
　優良賃貸住宅供給について
は、制度のＰＲなど広報活動
を引き続き行う。

係
長

課
長

2.10 人

順調

　市営住宅マネジメント実行
計画に基づき、計画的にバリ
アフリー化に取り組んでい
く。ふれあい巡回員の活動に
ついては、増加する単身高齢
者に対するきめ細かい見守り
を実施できるよう、ふれあい
巡回員の増員等を検討する。

順調

順調

　事業目標達成の安定化を図
るため、引き続き制度のＰＲ
及び家賃補助の実施が必要な
ため、説明会の開催や随時Ｈ
Ｐを更新すること等、広報活
動を引き続き行う。

6.30 人1,859,922 増額 245,400

市営住宅のバリア
フリー住戸の供給
率（累計）

― ─

高齢者ふれあい巡
回員の活動

―

― ─

―
３６％
（Ｈ３１
年度）

継続

減額 15,575
特優賃及び高優賃
の入居率

８０％
（Ｈ２６
年度）

80％以
上／年 継続 193,3623

優良賃貸住宅供
給支援事業

住宅
計画
課

一定の基準を満たす良
質な賃貸住宅（特定優
良賃貸住宅、高齢者向
け優良賃貸住宅）への
入居者に対して家賃補
助を行うことにより、
入居を促進し、入居者
の居住の安定確保を図
る。

183,525

民間建築物の耐震化を
促進するため、一定の
要件に該当する木造住
宅やマンション、多数
の市民が利用する特定
建築物等の耐震化に要
する費用の一部を補助
する。

建築
指導
課

継続

Ⅱ-1-
(4)-⑤ 
公共施設
などの耐
震化の推
進

民間建築物耐震
改修費等補助事
業

4 9,700

民間建築物を対象
とした耐震改修費
等補助実績

５０件
（Ｈ２６
年度）

50件／
年
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建築都市局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数H26年度 H27年度 H28年度

事業費
の増減

人件費（目安） H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
成果の
方向性

H28年度 H29年度

目
標

40 件 60 件 67 件 74 件
課
長

0.05 人

実
績

47 件 54 件 件 件
係
長

0.40 人

達
成
率

117.5 ％ 90.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

1.00 人

目
標

100 件 300 件 300 件 300 件

実
績

167 件 549 件

達
成
率

167.0 ％ 183.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

100 戸 150 戸 150 戸 180 戸
課
長

0.30 人

実
績

202 戸 394 戸
係
長

1.00 人

達
成
率

202.0 ％ 262.7 ％
職
員

2.00 人

目
標

100
世
帯

120
世
帯

実
績

世
帯

世
帯

達
成
率

0.0 ％ 0.0 ％

目
標

100
世
帯

100
世
帯

実
績

達
成
率

目
標

70 ％ 70 ％ 70 ％ 70 ％
課
長

0.05 人

実
績

76.7 ％ 73.2 ％ ％ ％
係
長

0.20 人

達
成
率

109.6 ％ 104.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.40 人

82,300

2.00
職
員

人

82,300
やや
遅れ

　従来の市外からの転入支援
に加え、新たに市内定住につ
いても施策を強化するととも
に、チラシ配布やHP更新、各
種移住定住フェアなどの機会
を活用し、制度のＰＲをより
強力に進めていく。

Ⅲ-1-
(1)-① 
快適な住
環境の形
成

5
狭あい道路拡幅
整備事業

住宅
計画
課

幅の狭い道路に面した
建築物の建て替えなど
をする際に、道路幅を
広げることを促すこと
により、防災性に優れ
た安全な住宅市街地の
形成と居住空間の向上
を図る。

7
老朽空き家等除
却促進事業

空き
家対
策推
進室

6
老朽空き家等対
策推進事業

空き
家対
策推
進室

人口減少や高齢化等が
進む本市においては、
今後も、適正に管理さ
れず、周辺の住環境に
悪影響を及ぼす老朽空
き家等の増加が続くこ
とが見込まれることか
ら、平成２８年に制定
した「空家等の適切な
管理等に関する条例」
及び同年策定した「空
家等対策計画」に基づ
き、老朽空き家等対策
の強化を図る。

空き家に関する相
談・通報件数

順調

　事業効果を検証し、より効
果的な事業が実施できるよう
に補助対象の再検討を行うと
ともに、事業を円滑に推進で
きるよう事前協議の強化を図
る。

順調

  狭あい道路拡幅整備事業に
ついては、事業効果を検証
し、より効果的な事業が実施
できるように補助対象の再検
討を行うとともに、事業を円
滑に推進できるよう事前協議
の強化を図る。
　老朽空き家等対策について
は、今後も適正に管理され
ず、周辺の住環境に悪影響を
及ぼす老朽空き家等の増加が
続くことが見込まれるため、
平成２８年に制定した「空家
等の適切な管理等に関する条
例」及び同年策定した「空家
等対策計画」に基づき、その
対策の強化を図る。

15,425 維持 12,075

狭あい道路の拡幅
整備完了件数（累
計）

―
80件

（Ｈ30
年度）

継続 15,425

人

順調

　老朽空き家等対策について
は、今後も適正に管理され
ず、周辺の住環境に悪影響を
及ぼす老朽空き家等の増加が
続くことが見込まれるため、
平成２８年に制定した「空家
等の適切な管理等に関する条
例」及び同年策定した「空家
等対策計画」に基づき、その
対策の強化を図る。

人

―

維持 40,550

課
長

0.70
１６７件
（Ｈ２６
年度）

３００件
（Ｈ２９
年度）

継続 11,520 11,221

策定

策定
（Ｈ２８
年度）

人

―

策定

職
員

3.00

空き家等対策計画
の策定

係
長

1.00

　危険な老朽空き家の除却を
優先するため補助要件の一部
を見直すとともに、増加する
老朽空き家等への対策のため
事業拡大を図る。

Ⅲ-1-
(1)-② 
定住促進
や地域活
性化のた
めの環境
づくり

8
住むなら北九州
定住・移住推進
の取組み

住宅
計画
課

増額 28,450 順調
老朽空き家等除却
促進事業の年間実
施件数

１００戸
（H２６年

度）

１８０戸
（H２９年

度）
継続 75,000 90,000

倒壊や部材の落下のお
それがあるなど危険な
空き家等の除却を促進
するため、家屋の除却
に要する費用の一部を
補助することにより、
市民の安全で安心な居
住環境の形成を図る。

７２世帯
（H２６
年度）

9
魅力ある街並み
形成

都市
景観
課

本事業は、個性的で魅
力的な都市景観の形成
を目指し、景観アドバ
イザー制度の活用によ
る公共施設や大型民間
施設等の魅力向上を図
り、市民が誇りと愛着
を持てる街並みづくり
を推進する。

個性的で魅力的な
都市景観の向上
(景観が良くなった
と思う人の割合)

70%
（H26年
度）

５００世帯
（H２７～
３１年度）

本市への定住・移住を
強力に推進するため、
市外から移住する世帯
に対し街なかの住宅を
取得又は賃借する費用
の一部を補助する。
平成29年度は、新た
に、「新卒者がＵ・Ｉ
ターン応援企業等に就
職するための転居」、
「市内移住の新婚世帯
による住宅取得」及び
「市内に建設する社
宅」について、費用の
一部を補助する。

住宅取得補助世帯
数

22,875

課
長

0.25 人

―

　従来の市外からの転入支援
に加え、新たに市内定住につ
いても施策を強化するととも
に、チラシ配布やHP更新、各
種移住定住フェアなどの機会
を活用し、制度のＰＲをより
強力に進めていく。

係
長

0.50 人
維持

賃貸住宅補助世帯
数

―
５５０世帯
（H２７～
３１年度）

―

順調

　引き続き、景観アドバイ
ザー制度の周知を図り、本制
度の活用による公共施設や民
間施設等の魅力向上を推進す
る。

順調

　引き続き、景観アドバイ
ザー制度の周知を図り、本制
度の活用による公共施設や民
間施設等の魅力向上を推進す
る。

1,880 維持 5,575
70％
（毎年
度）

継続 1,880

Ⅲ-1-
(2)-② 
風格のあ
る都市景
観づくり
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建築都市局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数H26年度 H27年度 H28年度

事業費
の増減

人件費（目安） H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
成果の
方向性

H28年度 H29年度

目
標

課
長

4.00 人

実
績

係
長

8.00 人

達
成
率

職
員

18.00 人

目
標

80 ％ 80 ％ 80 ％ 80 ％

実
績

80 ％ 80 ％ ％ ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

24 ％ 24 ％ 24 ％ 24 ％

実
績

21.9 ％ 21.9 ％ ％ ％

達
成
率

91.3 ％ 91.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

6 ％ 6 ％ 6 ％ 6 ％

実
績

2.4 ％ 2.4 ％ ％ ％

達
成
率

40.0 ％ 40.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

人

維持 6,900

課
長

係
長

単年度目
標設定な

し

単年度目
標設定な

し

人1.20
職
員

人0.60
係
長

人0.10
課
長

順調

　公共交通の利用促進に向け
た様々な取り組みを行い、今
後加速していくと考えられる
超高齢社会に対応するため、
高齢者が利用しやすいよう施
設や車両のバリアフリー化を
推進しながら、公共交通の利
用を促すモビリティマネジメ
ント等を行う。

Ⅴ-1-
(1)-① 
生活支援
施設の立
地誘導や
「街な
か」居住
の促進

10
住宅市街地総合
整備事業

再開
発課

住宅市街地整備計画に
位置づけられた公的機
関や民間事業者が整備
する市街地住宅等に関
する調査設計計画費及
び共同施設整備費の一
部に対して、市が補助
金交付などの支援を行
う。

11
折尾地区総合整
備事業

折尾
総合
整備
事務
所

折尾駅周辺の鉄道の立体
化により踏切を除去する
とともに、一帯の幹線道
路整備や鉄道跡地を含む
土地区画整理事業等の面
整備を総合的に実施する
ことにより、交通渋滞の
解消、住環境の改善、ま
ちの一体化、回遊性の向
上などを図り、折尾地区
を魅力ある学園都市とし
て、また、広域交通拠点
として整備する。

―

職
員

単年度目
標設定な

し

単年度目
標設定な

し

２,２７１戸
（Ｈ３４年

度）
継続 95,135

住宅市街地総合整
備事業における住
宅供給支援戸数
（累積）

１,７６０戸
（Ｈ２６年

度）

目
標

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

実
績

1,760 戸 1,760 戸 戸 戸

0.10 人

遅れ

　事業者に対して、計画した
事業スケジュールに遅れがな
いよう、積極的に指導・助言
等を行い調整することで、着
実に事業の推進を図る。

順調

　住宅市街地総合整備事業に
ついては、良好な市街地居住
環境の整備に寄与するととも
に、民間の建設資金を活用
し、その一部を助成する事業
であり、効率的で良質な住宅
ストックが形成されているこ
とから、引き続き、事業の推
進を図る。
　また、折尾地区総合整備事
業については、平成37年度の
完成に向け、着実に事業の推
進を図る。

0.20 人

0.50

95,135

順調

　折尾地区総合整備事業につ
いては、平成37年度の完成に
向け、着実に事業の推進を図
る。

― ―

Ⅴ-1-
(1)-② 
まちづく
りと連携
した商業
機能の活
性化

12
環境首都総合交
通戦略の推進

都市
交通
政策
課

環境首都総合交通戦略
は、本市での望ましい
交通体系を構築するた
め、既存の公共交通機
関を有効活用し、その
維持や充実・強化を図
る。
過度なマイカー利用か
ら地球環境にやさしい
公共交通や徒歩・自転
車への利用転換を図
り、市民の多様な移動
手段が確保された交通
体系を構築することを
目指す。

減額 261,000― ―

―

事業完了
（Ｈ３７
年度）

継続 8,188,200 4,805,500

学園都市にふさわ
しい地域拠点の形
成

―

― ―

市内の公共交通分
担率

基準値２０％
（H１７年

度）

２４％
（Ｈ３２
年度）

16,150 順調

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進に向
けた様々な取り組みを行う。
　また、今後加速していくと
考えられる超高齢社会に対応
するため、高齢者が利用しや
すいよう施設や車両のバリア
フリー化を推進しながら、公
共交通の利用を促すモビリ
ティマネジメント等を行う。

47,753 40,000 減額

市内の公共交通人
口カバー率

基準値８０％
（Ｈ17年度）

８０％
（Ｈ３２
年度）

継続

自家用車CO2排出量
の削減（Ｈ１７年
度比）

基準値２０％
（H１７年

度）

６％
（Ｈ３２
年度）
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建築都市局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数H26年度 H27年度 H28年度

事業費
の増減

人件費（目安） H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
成果の
方向性

H28年度 H29年度

目
標

100 戸

実
績

達
成
率

目
標

3,000 ㎡

実
績

達
成
率

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

4.00 人

達
成
率

職
員

11.00 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

850,000 667,000

1.00

―

― ― ―

１００戸
（Ｈ２９
年度）

保留床として売却
する住宅戸数

Ⅴ-1-
(2)-①
都心のに
ぎわいづ
くり

13
小倉駅南口東地
区市街地再開発
事業

再開
発課

本市の玄関口である小
倉駅の小倉城口にふさ
わしい都市機能の集積
と土地の高度利用を図
るため、都市計画道路
博労町線の拡幅整備と
あわせた市街地再開発
事業を行う施行者に対
して、事業費の一部を
補助し、事業の推進を
図る。

３,０００㎡
（Ｈ２９年

度）
― ―

保留床として売却
する業務床面積

―

― ―

Ⅴ-1-
(3)-① 
研究・開
発拠点の
整備

14
北九州学術・研
究都市北部土地
区画整理事業

学
術・
研究
都市
開発
事務
所

北九州学術研究都市を
知的基盤の中核とし
て、周辺の自然環境を
活かしながら、複合的
なまちづくりを進めて
いくための基盤整備事
業で、「施行者：北九
州市、
事業期間：平成１４年
４月から平成３０年３
月、施行面積：約１３
５．５ヘクタール」の
国から認可された土地
区画整理事業として整
備を進めている。

　平成２８年度より建築工事
に着手し、事業費が大きくな
ることから、必要な予算を確
保し、事業推進に向けた支援
を完成年度まで引き続き行な
う。

順調

　小倉駅南口東地区市街地再
開発事業については、平成２
９年度も建築工事を引き続き
行っており、事業費が大きい
ことから、必要な予算を確保
し、事業推進に向けた支援を
完成年度まで引き続き行な
う。

順調
　換地処分に向け、着実に業
務を進める。

増額 134,000

北九州学術・研究
都市北部地区にお
ける地区内人口

―

―

― ―

― ―

減額 10,650

課
長

0.10 人

順調
係
長

0.20 人

職
員

人

― ―

―

継続

― ― 順調
　換地処分に向け必要な予算
を確保し、着実に業務を進め
る。

―

５,０００人
（Ｈ３２年

度）
継続 380,812 697,265

― ―

― ―

純増住宅戸数
２５戸
(Ｈ27年

度)

―

長期優良住宅等の
件数の割合

Ⅴ-1-
(4)-① 
省エネル
ギー（ネ
ガワッ
ト）の推
進

15
住宅街区のス
マート化促進事
業

区画
整理
課

ＪＲ城野駅北側の未利
用国有地やＵＲ城野団
地を中心とする城野地
区（約１９ha）におい
て、エコ住宅や創エ
ネ・省エネ設備の設置
誘導、エネルギーマネ
ジメントによるエネル
ギー利用の最適化、公
共交通の利用促進な
ど、様々な低炭素技術
や方策を総合的に取り
入れて、ゼロ・カーボ
ンを目指した住宅街区
を整備する。

　各事業者と締結した基本協
定に基づき持続可能な低炭素
型まちづくりを誘導する。

― 25戸

― 156%

課
長

0.35 人

順調
　各事業者と締結した基本協
定に基づき持続可能な低炭素
型まちづくりを誘導する。

順調
係
長

2.00 人

職
員

57,000

人3.00

― 100%

100%

― 100% 100% 100%

１００％
（Ｈ２７
年度～）

― 100%

減額 46,525

16戸 50戸 350戸

５５０戸
（Ｈ３３
年度）

継続 518,532

122



建築都市局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数H26年度 H27年度 H28年度

事業費
の増減

人件費（目安） H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
成果の
方向性

H28年度 H29年度

目
標

80 ％ 80 ％ 80 ％ 80 ％

実
績

80 ％ 80 ％ ％ ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

24 ％ 24 ％ 24 ％ 24 ％

実
績

21.9 ％ 21.9 ％ ％ ％

達
成
率

91.3 ％ 91.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

6 ％ 6 ％ 6 ％ 6 ％

実
績

2.4 ％ 2.4 ％ ％ ％

達
成
率

40.0 ％ 40.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

8
か
所

8
か
所

8
か
所

8
か
所

課
長

0.10 人

実
績

8
か
所

8
か
所

か
所

か
所

係
長

0.60 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

1.20 人

目
標

課
長

0.20 人

実
績

％ ％
係
長

0.50 人

達
成
率

#VALUE! ％ #VALUE! ％
職
員

0.80 人

Ⅴ-2-
(3)-② 
おでかけ
しやすい
移動手段
の確保

17

環境首都総合交
通戦略の推進
（おでかけ交通
事業）

都市
交通
政策
課

おでかけ交通事業は、
バス路線廃止地区やバ
ス路線のない高台地
区、高齢化率が市の平
均を上回る地区などに
おいて、地域住民の交
通手段を確保するた
め、採算性の確保を前
提として、地域住民、
交通事業者、市の三者
がそれぞれの役割分担
のもとで連携して、マ
イクロバスやジャンボ
タクシー等を運行す
る。

順調

　おでかけ交通事業は、地
域・交通事業者が主体的に取
り組む事業であるため、市は
関係機関（運輸局・既存交通
事業者）との調整や地元運営
委員会活動の支援、車両調達
費用及び運行に要する費用の
一部に対する助成などの側面
支援を行い、安定的な運行の
維持・継続を図る。

順調

基準値２０％
（H１７年

度）

６％
（Ｈ３２
年度）

Ⅴ-2-
(3)-① 
公共交通
の利便性
の向上

16
環境首都総合交
通戦略の推進

都市
交通
政策
課

環境首都総合交通戦略
は、本市での望ましい
交通体系を構築するた
め、既存の公共交通機
関を有効活用し、その
維持や充実・強化を図
る。
過度なマイカー利用か
ら地球環境にやさしい
公共交通や徒歩・自転
車への利用転換を図
り、市民の多様な移動
手段が確保された交通
体系を構築することを
目指す。

人

人
市内の公共交通分
担率

基準値２０％
（H１７年

度）

２４％
（Ｈ３２
年度）

16,150 順調

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進に向
けた様々な取り組みを行う。
　また、今後加速していくと
考えられる超高齢社会に対応
するため、高齢者が利用しや
すいよう施設や車両のバリア
フリー化を推進しながら、公
共交通の利用を促すモビリ
ティマネジメント等を行う。

47,753 40,000 減額

市内の公共交通人
口カバー率

基準値８０％
（Ｈ17年度）

８０％
（Ｈ３２
年度）

継続

職
員

係
長

人

1.20

0.60

既運行地区におけるおでかけ
交通を維持するため、事業主
体に対する側面支援を行う。

自家用車CO2排出量
の削減（Ｈ１７年
度比）

減額 16,150 順調
８か所

（Ｈ２５
年度）

― 継続 47,753 40,000

既運行地区におけ
るおでかけ交通の
維持

　公共交通の利用促進に向け
た様々な取り組みを行い、今
後加速していくと考えられる
超高齢社会に対応するため、
高齢者が利用しやすいよう施
設や車両のバリアフリー化を
推進しながら、公共交通の利
用を促すモビリティマネジメ
ント等を行う。

0.10
課
長

　平成２８年度に策定する、
市有建築物長寿命化計画及び
収集・整理する基礎データを
基に、特定重要設備の劣化状
況等を診断･評価し、長寿命
化計画の拡充を図る。

15,000 20,000 増額 ―― 13,300

　平成２８年度に策定する、
市有建築物長寿命化計画及び
収集・整理する基礎データを
基に、特定重要設備の劣化状
況等を診断･評価し、長寿命
化計画の拡充を図る。

順調

市有建築物
長寿命化計
画の策定

市有建築物
長寿命化計
画の拡充

H29年度
完了

Ⅴ-3-
(1)-② 
都市基
盤・施設
の適正な
維持管理

18
公共施設予防保
全マネジメント
推進事業

施設
保全
課

「公共施設マネジメント方
針」及び「公共施設マネジ
メント実行計画」の内容を
踏まえた上で、公共施設の
目標耐用年数の設定、対象
施設の抽出など長寿命化の
考え方を整理し、調査デー
タ等から改修優先度の判断
基準の設定の検討等を行う
など長寿命化計画を策定す
る。また、市有施設に設置
した建築設備機器のうち、
建物機能を発揮させるのに
不可欠な機器（特定重要設
備機器）を対象とし、情報
を収集整理し、全庁横断的
に保全工事の優先順位付け
を行う。

市有建築物長寿命
化計画（設備機
器）の充実

―
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建築都市局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数H26年度 H27年度 H28年度

事業費
の増減

人件費（目安） H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
成果の
方向性

H28年度 H29年度

目
標

3,623 戸 3,924 戸 4,225 戸 4,425 戸

実
績

3,724 戸 4,025 戸 戸 戸

達
成
率

102.8 ％ 102.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

6,418 戸 6,979 戸 7,625 戸 8,052 戸

実
績

5,701 戸 6,605 戸 戸 戸

達
成
率

88.8 ％ 94.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

15 件 15 件 15 件 15 件
課
長

0.01 人

実
績

13 件 18 件 件 件
係
長

0.05 人

達
成
率

86.7 ％ 120.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.05 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

95,250

Ⅴ-3-
(2)-① 
都市基
盤・施設
の有効活
用

19
市営住宅既存ス
トック整備事業

住宅
整備
課・
住宅
管理
課

既存の市営住宅の居住
水準および安全性を確
保する為、住戸のバリ
アフリー化（すこやか
改善事業）や耐震性の
低い住棟の耐震改修を
行い、既存ストックの
有効活用を図る。

建築物総合環境性
能評価制度
（CASBEE北九州）
の届出件数

１５件
（Ｈ２６
年度）

市営住宅のバリア
フリー化工事（す
こやか改善事業）
累計戸数

　良質なストックを確保する
為、既存事業を一旦廃止し、
新たに計画保全事業を立ち上
げ、市営住宅の計画的な維持
保全事業を推進していく。既
存住宅のバリアフリー化は、
空き家を重点的に工事を進
め、効率的に事業を実施して
いる。今後も引き続き計画的
にバリアフリー化を進めてい
く。

係
長

2.20 人

耐震改修工事累計
戸数

―
約9,400戸
（Ｈ３２年

度）
職
員

課
長

0.50 人

順調

　良質なストックを確保する
為、既存事業を一旦廃止し、
新たに計画保全事業を立ち上
げ、市営住宅の計画的な維持
保全事業を推進していく。既
存住宅のバリアフリー化は、
空き家を重点的に工事を進
め、効率的に事業を実施して
いる。今後も引き続き計画的
にバリアフリー化を進めてい
く。

順調

9.00

― 約4,800戸
（Ｈ３１年）

拡大 1,235,116

人

1,224,376 維持

50戸

― 156%

減額 46,525

課
長

0.35

係
長

2.00

職
員

3.00 人

15件
（毎年
度）

21
住宅街区のス
マート化促進事
業

区画
整理
課

ＪＲ城野駅北側の未利
用国有地やＵＲ城野団
地を中心とする城野地
区（約１９ha）におい
て、エコ住宅や創エ
ネ・省エネ設備の設置
誘導、エネルギーマネ
ジメントによるエネル
ギー利用の最適化、公
共交通の利用促進な
ど、様々な低炭素技術
や方策を総合的に取り
入れて、ゼロ・カーボ
ンを目指した住宅街区
を整備する。

維持 990 順調
　引き続き、届出を促す普及
啓発活動を実施する。

　民間建築物指導業務につい
ては、引き続き、届出を促す
普及啓発活動を実施する。
　住宅街区のスマート化促進
事業については、各事業者と
締結した基本協定に基づき持
続可能な低炭素型まちづくり
を誘導する。

人

順調
　各事業者と締結した基本協
定に基づき持続可能な低炭素
型まちづくりを誘導する。

人

継続 205 205

― 25戸

350戸

５５０戸
（Ｈ３３
年度）

継続 518,532 57,000

純増住宅戸数
２５戸
(Ｈ27年

度)

― 16戸

― 100%

100%

― 100% 100% 100%

１００％
（Ｈ２７
年度～）

― 100%
長期優良住宅等の
件数の割合

Ⅵ-2-
(1)-① 
環境に配
慮した良
質な住
宅・建築
ストック
の形成

20

民間建築物指導
業務（ＣＡＳＢ
ＥＥ北九州の普
及）

建築
指導
課

建築物は、エネルギーの消
費や廃棄物の発生など環境
に対し様々な影響を与えて
いる。また、地球温暖化対
策をはじめとする環境問題
に対し、建築分野での取り
組みは大きな役割を担って
いる。CASBEE北九州（建築
物総合環境性能評価制度）
は延床面積２,０００㎡以
上の建築物の新築等を行う
建築主が建築物の環境性能
を自己評価し、その結果を
市に届出る制度であり、こ
の制度の普及により、環境
配慮型建築物の整備促進を
図る。

順調

124



建築都市局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H29年度 人数H26年度 H27年度 H28年度

事業費
の増減

人件費（目安） H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
成果の
方向性

H28年度 H29年度

目
標

80 ％ 80 ％ 80 ％ 80 ％

実
績

80 ％ 80 ％ ％ ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

24 ％ 24 ％ 24 ％ 24 ％

実
績

21.9 ％ 21.9 ％ ％ ％

達
成
率

91.3 ％ 91.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

6 ％ 6 ％ 6 ％ 6 ％

実
績

2.4 ％ 2.4 ％ ％ ％

達
成
率

40.0 ％ 40.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

1 回 1 回
課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

―

―

―

―

―

―

Ⅵ-2-
(1)-② 
環境に配
慮した都
市基盤・
施設の整
備・維持
管理

22
環境首都総合交
通戦略の推進

都市
交通
政策
課

環境首都総合交通戦略
は、本市での望ましい
交通体系を構築するた
め、既存の公共交通機
関を有効活用し、その
維持や充実・強化を図
る。
過度なマイカー利用か
ら地球環境にやさしい
公共交通や徒歩・自転
車への利用転換を図
り、市民の多様な移動
手段が確保された交通
体系を構築することを
目指す。

人1.20
職
員

人0.60
係
長

人0.10
課
長

【施策の指標】
早期実現のための
要望活動を共同で
実施

Ⅶ-3-
(2)-④
広域連携
に資する
社会基盤
の整備に
向けた取
組の推進

23

【施策評価のみ】
下関北九州道路
にかかる要望・
提案活動の実施

都市
交通
政策
課

【施策の内容】
地域連携に資する社会
基盤の整備に向けた取
り組みの一環として、
下関北九州道路を推進
するため、国や関係機
関に対して要望・提案
活動を実施する。

順調

　下関北九州道路の早期実現
に向けて、要望活動や調査研
究活動の更なる活発化に取り
組んでいく。

40,000 減額

市内の公共交通人
口カバー率

６％
（Ｈ３２
年度）

順調

　公共交通の利用促進に向け
た様々な取り組みを行い、今
後加速していくと考えられる
超高齢社会に対応するため、
高齢者が利用しやすいよう施
設や車両のバリアフリー化を
推進しながら、公共交通の利
用を促すモビリティマネジメ
ント等を行う。

市内の公共交通分
担率

基準値２０％
（H１７年

度）

２４％
（Ｈ３２
年度）

16,150 順調

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進に向
けた様々な取り組みを行う。
　また、今後加速していくと
考えられる超高齢社会に対応
するため、高齢者が利用しや
すいよう施設や車両のバリア
フリー化を推進しながら、公
共交通の利用を促すモビリ
ティマネジメント等を行う。

47,753

― ― ― ―
1回

（H28年
度）

1回
（H32年
度）

― ― ―

基準値８０％
（Ｈ１７年

度）

８０％
（Ｈ３２
年度）

継続

自家用車CO2排出量
の削減（Ｈ１７年
度比）

基準値２０％
（H１７年

度）
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港湾空港局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

100.0 ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.06 人

実
績

52.7 ％ 52.4 ％ ％ ％
係
長

0.25 人

達
成
率

156.8 ％ 99.4 ％ ％ ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.20 人

目
標

4 件 8 件 18 件 22 件
課
長

0.30 人

実
績

4 件 14 件 件 件
係
長

1.10 人

達
成
率

100.0 ％ 175.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

1.90 人

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度 H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

成果の
方向性

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度

事業費
の増減

災害に強い都市づくり
の一環として、高潮等
の災害から市民の生命
や財産を守るために、
臨海部において護岸整
備を行う。

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度H29年度H28年度

白野江地区護岸整
備による後背地防
護面積

― ―

―
Ⅱ-1-
(4)-④ 
総合的な
災害対策
の推進

1
海岸（高潮）事
業

整備
保全
課

5,650

単年度目標
設定なし

新門司北地区北護
岸整備による後背
地防護面積

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

　高潮等の災害から、市民や
立地企業の生命・財産を守る
ために不可欠な事業であり、
これまで以上に効率的・効果
的な執行に務め、事業の早期
完成を図る。

0.40 人

42,600

課
長

職
員

0.10 人

92,000

防護面積
14ha

(H31年度)
―

やや
遅れ

　H28年度補正予算により事
業の前倒し実施が可能となっ
た。今後も、施策の重要性を
鑑み、事業の早期完成を図
る。

やや
遅れ

―
防護面積
51ha

(H31年度)

臨海部防災拠点を
構成する耐震化岸
壁の整備（新門司
南地区）

―

係
長

0.15 人

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

Ⅱ-1-
(4)-⑤ 
公共施設
などの耐
震化の推
進

2
国直轄事業負担
金（耐震岸壁整
備）

計画
課

大規模震災時にも物資
等の海上輸送機能を確
保するため、耐震強化
岸壁を整備する。

―

単年度
目標なし

　本市では耐震強化岸壁を５
箇所に整備する計画である。
現在、砂津地区、新門司南地
区の整備が完了している。残
る３箇所のうち、西海岸地
区、ひびきコンテナターミナ
ルにおいては、国が事業主体
となることから、国との連携
を密にし、事業の進捗を図
る。

0.10 人

―

200,000 2,900

課
長

職
員

0.10 人

順調

　3箇所目の岸壁整備の工事
を実施する。国との連絡調整
を密に行い、事業の進捗を図
る。

順調

平成26年度
比増

単年度
目標なし

6,940

完成

係
長

0.10 人

耐震岸壁
の整備

(H31年度)

単年度
目標なし

― ―

75%
(H32年
度)

臨海部防災拠点を
構成する耐震化岸
壁の整備（西海岸
地区）

市民が、北九州市
の海辺や港につい
て満足している割
合

―

平成25年度
（33.6%）

比増

35.6％
(H23年
度)

市民が海辺と親し
み憩うための緑地
整備

―

単年度目標
設定なし

臨海部産業団地の分譲
を促進するため、充実
した港湾インフラや
「環境未来都市」「グ
リーンアジア国際戦略
総合特区」など本市の
強みを活かすことので
きる企業に対し、積極
的に誘致活動を行う。

3地区の緑
地整備

(H33年度）

臨海部産業用地へ
の企業立地件数
（平成26年度以降
は平成26年度から
の累計）

単年度目標
設定なし

Ⅳ-1-
(2)-① 
次世代自
動車産業
拠点の形
成

5
物流
振興
課

企業誘致活動事
業

　企業立地件数が順調に推移
していることから、引き続
き、港湾インフラなど本市の
強みを活かすことができる企
業をターゲットに戦略的な企
業誘致活動を行う。

順調

　引き続き、港湾インフラな
ど本市の強みを活かすことが
できる企業をターゲットに戦
略的な企業誘致を行い、更に
多くの企業立地を実現する。

2,452 28,700 順調
4件増
（毎年
度）

4件
（H26年
度）

継続

継続

継続

継続

継続

単年度
目標なし

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

―

――

――

―

単年度目標
設定なし

―

―

―

3
計画
課

H23年5月に策定した
「新・海辺のマスター
プラン」における2つ
の目標（「利用できる
海辺を増やす」「親し
まれる度合いを高め
る」）を実現するため
の様々な取り組みにつ
いて、その検証及びプ
ランの進捗管理等を行
う。

新・海辺のマス
タープラン推進
事業

平成28年度
比増

単年度
目標なし

平成27年度
比増

Ⅲ-1-
(2)-③ 
市民に親
しまれる
水際線・
農山村風
景づくり

水際線において、海辺
の眺望や親水空間を備
えた緑地を整備するこ
とにより、市民に安ら
ぎや憩いの空間を提供
する。

港湾施設整備事
業（緑地整備）

4
整備
保全
課

1,407

　H28年度に事業進捗が図れ
たため、H29年度実施予定箇
所が前倒しで整備出来た。そ
のため、H29年度の事業費と
しては減額となっているが、
今後も市民に安らぎや憩いの
親水空間を提供するため、引
き続き緑地整備を行う。

順調10,000 3,650

　「新・海辺のマスタープラ
ン」は、市民意識や社会情勢
の変化を踏まえた計画の見直
しを行い、市民ニーズにあっ
た事業を実施することで本プ
ランをさらに推進。特に、海
辺の魅力の情報発信等に係る
施策を強化し事業を実施す
る。

　市民に親しまれる水際線づ
くりでは、さまざまなニーズ
に応える多様な水際線の利用
を目指している。
　そのために、市民ニーズの
把握による施策の実施や市民
に安らぎや憩いの親水空間を
提供する緑地の整備を進め
る。

順調

順調

10,000

1,563

133,000

8,710

増額

増額

減額

減額

減額
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港湾空港局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度 H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

成果の
方向性

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度

事業費
の増減

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度H29年度H28年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

44 人 66 人

実
績

達
成
率

目
標

4 件 8 件 18 件 22 件
課
長

0.30 人

実
績

4 件 14 件 件 件
係
長

1.10 人

達
成
率

100.0 ％ 175.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

1.90 人

目
標

2 回 5 回 10 回 45 回
課
長

0.80 人

実
績

1 回 4 回 回 回
係
長

1.00 人

達
成
率

50.0 ％ 80.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

2.00 人

目
標

80
%
以
上

80
%
以
上

80
%
以
上

80
%
以
上

実
績

97 % 98 % % %

達
成
率

121.25 ％ 122.5 ％ 0 ％ 0 ％

人

人

人

1.30

0.70

0.20

34,200

洋上風力関
連施設の適

地設定

―

― ―

職
員

係
長

課
長

19,050

イベン
ト参加
者の満
足度の
向上

洋上風力関
連施設の適

地設定

風力発電関連産業
の新規雇用

80%以上
（H26年
度）

Ⅳ-1-
(3)-① 
成長性、
経済波及
効果の高
い産業の
重点的誘
致

風力発電関連施設
の立地

― １社の立地 設定済

28,700 順調

―

110人
（H31年
度）

8,000

45回
（H29年
度）

　企業立地件数が順調に推移
していることから、引き続
き、港湾インフラなど本市の
強みを活かすことができる企
業をターゲットに戦略的な企
業誘致活動を行う。

クルーズ船の寄港
数

年間寄港回
数：10回
（H28年
度）

臨海部産業用地へ
の企業立地件数
（平成26年度以降
は平成26年度から
の累計）

物流
振興
課

4件増
（毎年
度）

4件
（H26年
度）

順調

　広く市民に港や海に親しん
でもらい、北九州のにぎわい
を創出するため、引き続きイ
ベントを通じて北九州の周
知・PRを行う。

人

人

広く市民に港や海に親
しんでもらい、北九州
港の賑わいを創出する
ため、北九州港内で開
催される花火大会等を
支援する。

0.10

係
長

0.30

人

0.60

12,316 順調

― ― ―

―

　参加者の満足度の高いイベ
ントを実施して、港のにぎわ
いを創出する。

継続 8,650

課
長

14,905

―
職
員

―

継続

継続 2,452

洋上風力発
電施設の設
置に向けた
公募実施

選定計画に
沿った、関連
施設の設置に
向けた協議

――

安全・安心なイベ
ントの実施

イベント参加者の
満足度

7
企業誘致活動事
業

エネ
ル
ギー
産業
拠点
化推
進課

コンベンションへの出
展や、キーパーソンの
招へい、代理店や船社
への情報提供による、
国内外のクルーズ船の
寄港を促進する。ま
た、クルーズ船寄港時
にはおもてなしイベン
ト等を展開する。

港湾空港局では、響灘
地区のポテンシャルを
活かし、平成22年度よ
り風力発電関連産業の
集積を図る『グリーン
エネルギーポートひび
き』事業を進めてお
り、本事業の更なる推
進にあたっては、今後
拡大が見込まれる洋上
風力発電に対応した環
境整備が急務である。
　そこで、響灘洋上ウ
インドファームの形成
をインセンティブに関
連産業の集積を進め、
国内における“風力発
電関連産業の総合拠
点”の形成を目指す。

臨海部産業団地の分譲
を促進するため、充実
した港湾インフラや
「環境未来都市」「グ
リーンアジア国際戦略
総合特区」など本市の
強みを活かすことので
きる企業に対し、積極
的に誘致活動を行う。

―

6

Ⅳ-4-
(3)-② 
にぎわい
づくりに
よる集客
交流産業
の拡充

9
北九州港市民Ｐ
Ｒ事業

Ⅳ-4-
(3)-① 
国内外か
らの観光
の推進

響灘洋上風力発
電拠点化推進事
業

クルー
ズ・交
流課

クルーズ船の誘
致

8

クルー
ズ・交
流課

　国土交通省での港湾法改正
などに合わせることが必要と
なったため、全体的なスケ
ジュールの見直しを行い、併
せて予算内容の見直しも行っ
た。

順調

順調

　ひびきコンテナターミナル
への誘致を積極的に行うため
に、今後も積極的かつ効率的
なクルーズ市場の情報収集及
び、国内外への船社・旅行社
への情報提供を実施する。
　また、寄港時における港で
の警備員配置やシャトルバス
運行等の安全対策を実施す
る。

順調

　これまでコンタクトのある
船社だけでなく、ひびきコン
テナターミナルに誘致可能な
船社及び中国旅行社（チャー
タラー）に対し、中国現地に
赴きセミナーを開催すること
で誘致促進につなげる。ま
た、海外コンベンションへの
参加を積極的に行い、北九州
港や観光資源の情報提供を行
い、船社の新規開拓を行う。

順調

　港湾法改正などに合わせ、
全体的なスケジュールの見直
し及び具体的事務の強化、見
直しを行い、響灘地区での更
なる産業集積を目指して事業
を推進していく。
　また、港湾インフラなど本
市の強みを活かすことができ
る企業をターゲットに戦略的
な企業誘致を行い、更に多く
の企業立地を実現する。

14,543拡大 105,900

5,000

8,710

増額

減額

減額

増額

127



港湾空港局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度 H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

成果の
方向性

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度

事業費
の増減

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度H29年度H28年度

目
標

4 件 8 件 18 件 22 件
課
長

0.10 人

実
績

4 件 14 件 件 件
係
長

0.10 人

達
成
率

100.0 ％ 175.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

17,000 t 17,000 t 21,000 t 24,000 t
課
長

0.30 人

実
績

14,724 t 6,841 t t t
係
長

0.90 人

達
成
率

86.6 ％ 40.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.90 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

職
員

0.40 人

目
標

課
長

1.05 人

実
績

係
長

3.40 人

達
成
率

職
員

9.20 人

　北九州空港の利用促進につ
いては、福岡県とともに平成
28年度からの3か年を「北九
州空港将来ビジョン推進強化
期間」と位置づけた2年目を
迎えることから、更なる取組
強化を行う。航空貨物につい
ては、貨物便の誘致活動の強
化や貨物の集貨促進のための
仕組みづくりを目指してい
く。
　港湾施設の整備について
は、港湾施設利用者の安全性
確保及び利便性向上を図るた
め、引き続き港湾施設の機能
の維持・強化を行う。
　また、老朽化が進む港湾施
設について、引き続き健全な
状態を維持し、北九州港の利
便性を向上させるため、施設
点検を着実に実行するととも
に、適切な修繕を行う取組み
を拡大させていく。

やや
遅れ

Ⅴ-1-
(3)-③ 
物流拠点
の整備

老朽化が進む北九州港
の港湾施設について、
維持管理を効果的かつ
効率的に行うことで、
物流基盤の機能を維持
し、北九州港の競争力
確保を図る。

港営
課

競争力のある港
づくり関連事業
（維持管理等）

13

　老朽化が進む港湾施設につ
いて、引き続き健全な状態を
維持し、北九州港の利便性の
向上を図るため、施設点検を
着実に実行するとともに、長
寿命化対策や適切な補修を行
う取組みを拡大させていく。

順調増額521,067237,650

―

継続

5,150

115,075

― 継続 4,400

港湾施設利用者の
安全性確保及び利
便性向上

航空貨物取扱量 ―
30,000t
（H32年
度）

―

港湾施設の安全性
確保及び利便性の
維持・向上

整備
保全
課

12

整備
保全
課・
物流
振興
課

岸壁や道路等の老朽化
した港湾施設につい
て、適切な改良を加
え、機能の維持・強化
を行うことにより、施
設利用者の安全性確保
及び利便性向上を図
る。

港湾施設整備事
業（岸壁、物揚
場、道路、橋梁
等整備）

港湾施設
の安全性
確保及び
利便性の
維持・向

上

―

―

―

―

―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

― ―

― ―

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

―

―

―

企業立地の促進
（平成26年度以降
は平成26年度から
の累計）

Ⅴ-1-
(3)-② 
産業拠点
の整備

響灘及び新門司
埋立地整備等事
業

10

24時間運用や税関・検
疫空港の指定など、北
九州空港の特性を活か
し、開港以来、貨物拠
点化に向け、福岡県や
苅田町などの自治体及
び地元経済団体と協力
して空港機能強化のた
めの活動を行ってい
る。また、空港機能強
化の根拠となる大型貨
物機の就航実績を示す
ため助成制度等を活用
し、航空会社への路線
誘致や貨物利用運送事
業者への集貨促進、空
港機能強化等を行う。

空港
企画
課

北九州空港航空
貨物拠点化事業

11

企業立地の円滑化を図
るため、響灘東及び響
灘西、並びに新門司臨
海部土地造成事業計画
に基づき、基盤整備等
を行う。

　福岡県とともに平成28年度
からの3か年を「北九州空港
将来ビジョン推進強化期間」
と位置づけた2年目を迎える
ことから、更なる取組強化を
行う。新規貨物便の誘致とと
もに空港機能強化を行い貨物
が集積しやすい環境づくりを
行うことで、目標年次に掲げ
る貨物取扱量の達成を目指
す。

　港湾インフラなど本市の強
みを活かすことができる企業
をターゲットに戦略的な企業
誘致を行い、更に多くの企業
立地を実現する。

順調

　企業立地件数が順調に推移
していることから、引き続
き、港湾インフラなど本市の
強みを活かすことができる企
業をターゲットに戦略的な企
業誘致活動を行うと供に、確
実に企業立地が見込める場合
に、基盤整備等を効率的に行
う。

順調増額

遅れ

73,200

19,20093,769173,566

241,050238,030

35,000

減額

4件増
（毎年
度）

継続

港湾施
設利用
者の安
全性確
保及び
利便性
向上

継続

維持 順調

　引き続き、港湾施設利用者
の安全性確保及び利便性向上
とともに物流拠点化の進展を
図るため、選択と集中を進め
つつ、港湾機能の維持・強化
を行う。

128



港湾空港局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度 H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

成果の
方向性

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度

事業費
の増減

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度H29年度H28年度

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

44 人 66 人

実
績

達
成
率

目
標

17,000 t 17,000 t 21,000 t 24,000 t 課
長

0.30 人

実
績

14,724 t 6,841 t t t 係
長

0.90 人

達
成
率

86.6 ％ 40.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.90 人

目
標

1
路
線

1
路
線

1
路
線

4
路
線

実
績

0
路
線

0
路
線

路
線

路
線

達
成
率

0 ％ 0 ％ 0 ％ 0 ％

目
標

1
路
線

1
路
線

3
路
線

3
路
線

実
績

2
路
線

2
路
線

路
線

路
線

達
成
率

200.0 ％ 200.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

職
員

人0.70
係
長

0.20

洋上風力関
連施設の適

地設定

設定済１社の立地

19,200

選定計画に
沿った、関連
施設の設置に
向けた協議

洋上風力関
連施設の適

地設定

洋上風力発
電施設の設
置に向けた
公募実施

8,000

風力発電関連施設
の立地

―

港湾空港局では、響灘
地区のポテンシャルを
活かし、平成22年度よ
り風力発電関連産業の
集積を図る『グリーン
エネルギーポートひび
き』事業を進めてお
り、本事業の更なる推
進にあたっては、今後
拡大が見込まれる洋上
風力発電に対応した環
境整備が急務である。
　そこで、響灘洋上ウ
インドファームの形成
をインセンティブに関
連産業の集積を進め、
国内における“風力発
電関連産業の総合拠
点”の形成を目指す。

16
北九州空港新規
路線就航促進事
業

空港
企画
課

北九州市民の利便性向
上のため、国内・国際
定期便の新規就航及び
既存路線の定着を図る
ことを目標に、路線誘
致・利用促進活動を行
う。

356,830

国際定期路線の維
持・拡大

4.30
職
員

―

航空貨物取扱量 ―
30,000t
（H32年
度）

1.80

人

やや
遅れ

　北九州空港の利用促進につ
いては、福岡県とともに平成
28年度からの3か年を「北九
州空港将来ビジョン推進強化
期間」と位置づけた2年目を
迎えることから、取組強化を
行う。
　航空貨物については、貨物
便の誘致活動の強化や貨物の
集貨促進のための仕組みづく
りを目指していく。
　旅客便については、平成28
年度に国際定期便の誘致に成
功したが、更なる路線ネット
ワークの拡大を図るととも
に、就航した路線の安定化や
拡充を図るため、航空会社へ
の運航助成や路線のＰＲなど
を強化する。やや

遅れ

　福岡県とともに平成28年度
からの3か年を「北九州空港
将来ビジョン推進強化期間」
と位置づけた2年目を迎える
ことから、更なる取組強化を
行う。新規貨物便の誘致とと
もに空港機能強化を行い貨物
が集積しやすい環境づくりを
行うことで、目標年次に掲げ
る貨物取扱量の達成を目指
す。

遅れ

6路線
（H32年
度）

4路線
（H32年
度）

継続

国内定期路線の維
持・拡大

―

継続

―
風力発電関連産業
の新規雇用

響灘洋上風力発
電拠点化推進事
業

14

Ⅴ-1-
(4)-② 
再生可能
エネル
ギー・基
幹エネル
ギーの創
出拠点の
形成

24時間運用や税関・検
疫空港の指定など、北
九州空港の特性を活か
し、開港以来、貨物拠
点化に向け、福岡県や
苅田町などの自治体及
び地元経済団体と協力
して空港機能強化のた
めの活動を行ってい
る。また、空港機能強
化の根拠となる大型貨
物機の就航実績を示す
ため助成制度等を活用
し、航空会社への路線
誘致や貨物利用運送事
業者への集貨促進、空
港機能強化等を行う。

空港
企画
課

北九州空港航空
貨物拠点化事業

15

Ⅴ-2-
(1)-① 
北九州空
港の機能
拡充

エネ
ル
ギー
産業
拠点
化推
進課

　港湾法改正などに合わせ、
全体的なスケジュールの見直
し及び具体的事務の強化、見
直しを行い、響灘地区での更
なる産業集積を目指して事業
を推進していく。

順調

　国土交通省での港湾法改正
などに合わせることが必要と
なったため、全体的なスケ
ジュールの見直しを行い、併
せて予算内容の見直しも行っ
た。

順調増額 19,050

人1.30

人
課
長

課
長

88,950

　福岡県とともに平成28年度
からの3か年を「北九州空港
将来ビジョン推進強化期間」
と位置づけた2年目を迎える
ことから、更なる取組強化を
行う。平成28年度に国際定期
便の誘致に成功したが、更な
る路線ネットワークの拡大を
図るとともに、就航した路線
の安定化や拡充を図るため、
航空会社への運航助成や路線
のＰＲなどを強化する。

係
長

3.60 人

人

110人
（H31年
度）

154,880

継続 5,000

173,566 93,769 減額

増額

―
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港湾空港局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度 H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

成果の
方向性

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度

事業費
の増減

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度H29年度H28年度

目
標

課
長

1.00 人

実
績

10,001 万t 9,933 万t 万t 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

99.5 ％ 99.3 ％ ％ ％
職
員

4.00 人

目
標

課
長

0.05 人

実
績

係
長

0.20 人

達
成
率

166.7 ％ ％ ％
職
員

0.30 人

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.10 人

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％
職
員

0.20 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

10,001 万t 9,933 万t 万t 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

99.5 ％ 99.3 ％ ％ ％
職
員

4.00 人

Ⅴ-2-
(1)-③ 
環境配慮
型物流の
推進

維持66,18566,870継続

　引き続き、官民一体となっ
たポートセールス活動を通じ
て、北九州港の利用促進を図
る。

順調

　引き続き、官民一体となっ
たポートセールス活動を通じ
て、北九州港の利用促進を図
る。

順調
99,979
千t

(H23年)

国内外の荷動きや物流
事業について、企業訪
問などにより情報収集
を行うとともに、セミ
ナーの開催や様々な媒
体を利用してのPR及び
官民一体となったポー
トセールス活動などを
通じて、北九州港への
集貨・航路誘致を行
う。

物流
振興
課

北九州港集貨航
路誘致事業

継続

前年比増加前年比増加 前年比増加
前年

(10,053万
t)比増加

66,870
北九州港海上出入
貨物取扱量

5航路
(3航路増)

国内外の荷動きや物流
事業について、企業訪
問などにより情報収集
を行うとともに、セミ
ナーの開催や様々な媒
体を利用してのPR及び
官民一体となったポー
トセールス活動などを
通じて、北九州港への
集貨・航路誘致を行
う。

物流
振興
課

国際ＲＯＲＯ航路
数

99,979
千t

(H23年)

単年度目標
設定なし

6航路
3航路

(1航路増)

北九州港海上出入
貨物取扱量

6航路
（H29
年）

―
荷役作業の安全性
確保と効率化

―

コンテ
ナヤー
ド等の
整備

(H31年
度)

単年度目標
設定なし

前年
(10,053万
t)比増加

前年比増加

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

前年比増加

前年比増加

―

2航路
（H26
年）

　引き続き、官民一体となっ
たポートセールス活動を通じ
て、北九州港の利用促進を図
る。

17

Ⅴ-2-
(1)-② 
港湾の国
際競争力
の強化

完成自動車の輸出や自
動車部品輸入等のシー
ムレス物流に必要な国
際ＲＯＲＯ航路を誘致
し、臨海部における自
動車関連産業等の物流
拠点化の促進および北
九州港の取扱量拡大を
図る。

物流
振興
課

国際ＲＯＲＯ航
路誘致事業

18

太刀浦コンテナターミ
ナル内の舗装の損傷が
著しい箇所について補
修を行うとともに、未
舗装の荷さばき地、野
積場について舗装を行
うことで、荷役作業の
安全性確保と効率化を
図る。

整備
保全
課

太刀浦埠頭用地
整備事業

19

20

順調

　中古車輸出に対応するため
の誘致を継続するとともに、
日韓等の国際ＲＯＲＯ航路の
誘致を推進する。

順調

55,500

4,825

　引き続き、荷役作業の安全
性確保と効率化を図り、本港
の競争力強化につなげるた
め、コンテナヤード等の整備
を行う。

順調3,650

減額

　引き続き、官民一体となっ
たポートセールス活動を通じ
て、北九州港の利用促進を図
る。
　中古車輸出に対応するため
の誘致を継続するとともに、
日韓等の国際ＲＯＲＯ航路の
誘致を推進する。
　また、荷役作業の安全性確
保と効率化を図るため、引き
続きコンテナヤード等の整備
を実施。

順調

55,500

200,000

109,000
千t

(H31年)

前年比増加

109,000
千t

(H31年)
継続

継続

66,185

200,000 維持

9,00010,000

維持
北九州港集貨航
路誘致事業
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港湾空港局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度 H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

成果の
方向性

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度

事業費
の増減

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度H29年度H28年度

目
標

1
路
線

1
路
線

1
路
線

4
路
線

実
績

0
路
線

0
路
線

路
線

路
線

達
成
率

0 ％ 0 ％ 0 ％ 0 ％

目
標

1
路
線

1
路
線

3
路
線

3
路
線

実
績

2
路
線

2
路
線

路
線

路
線

達
成
率

200.0 ％ 200.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

課
長

1.00 人

実
績

10,001 万t 9,933 万t 万t 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

99.5 ％ 99.3 ％ ％ ％
職
員

4.00 人

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

― ％ ― ％ ％ ％

目
標

課
長

0.06 人

実
績

52.7 ％ 52.4 ％ ％ ％
係
長

0.25 人

達
成
率

156.8 ％ 99.4 ％ ％ ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

0.06 人

実
績

52.7 ％ 52.4 ％ ％ ％
係
長

0.25 人

達
成
率

156.8 ％ 99.4 ％ ％ ％
職
員

0.50 人

1,4071,563継続

H23年5月に策定した
「新・海辺のマスター
プラン」における2つ
の目標（「利用できる
海辺を増やす」「親し
まれる度合いを高め
る」）を実現するため
の様々な取り組みにつ
いて、その検証及びプ
ランの進捗管理等を行
う。

計画
課

新・海辺のマス
タープラン推進
事業

25

Ⅵ-4-
(1)-③ 
市民と自
然とのふ
れあいの
推進

　市民に親しまれる水際線づ
くりでは、さまざまなニーズ
に応える多様な水際線の利用
を目指している。
　そのために、市民ニーズの
把握による施策の実施を進め
る。

順調

　「新・海辺のマスタープラ
ン」は、市民意識や社会情勢
の変化を踏まえた計画の見直
しを行い、市民ニーズにあっ
た事業を実施することで本プ
ランをさらに推進。特に、海
辺の魅力の情報発信等に係る
施策を強化し事業を実施す
る。

順調減額
75%

(H32年
度)

平成27年度
比増

継続

6路線
（H32年
度）

1,238,000

国内定期路線の維
持・拡大

109,000
千t

(H31年)

前年比増加 前年比増加
前年

(10,053万
t)比増加

前年比増加

単年度目標
設定なし

土砂処分場の確保

国際定期路線の維
持・拡大

単年度目標
設定なし―

―

―

北九州港海上出入
貨物取扱量

―
廃棄物処分場の確
保

平成25年度
（33.6%）

比増

平成26年度
比増

35.6％
(H23年
度)

市民が、北九州市
の海辺や港につい
て満足している割
合

6,940

係
長39,500

課
長

人

1.50

0.50

人

75%
(H32年
度)

2.50

廃棄物
の受入
開始

(H34年
度)

人

課
長

やや
遅れ

4.30 人

6,940

1.80

順調55,500

平成27年度
比増

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし 浚渫土

砂の受
入開始
(H35年
度)

1,407

単年度目標
設定なし

平成28年度
比増

4路線
（H32年
度）

継続 356,830

―

―

――

99,979
千t

(H23年)

―

国内外の荷動きや物流
事業について、企業訪
問などにより情報収集
を行うとともに、セミ
ナーの開催や様々な媒
体を利用してのPR及び
官民一体となったポー
トセールス活動などを
通じて、北九州港への
集貨・航路誘致を行
う。

物流
振興
課

北九州港集貨航
路誘致事業

22

21
空港
企画
課

北九州市民の利便性向
上のため、国内・国際
定期便の新規就航及び
既存路線の定着を図る
ことを目標に、路線誘
致・利用促進活動を行
う。

Ⅵ-3-
(1)-② 
適正な廃
棄物の処
理

H23年5月に策定した
「新・海辺のマスター
プラン」における2つ
の目標（「利用できる
海辺を増やす」「親し
まれる度合いを高め
る」）を実現するため
の様々な取り組みにつ
いて、その検証及びプ
ランの進捗管理等を行
う。

計画
課

新・海辺のマス
タープラン推進
事業

24

Ⅵ-4-
(1)-② 
身近に自
然を感じ
る都市づ
くり

Ⅴ-3-
(2)-① 
都市基
盤・施設
の有効活
用

北九州港内の航路・泊
地の整備及び維持から
発生する浚渫土砂、市
民生活や市内中小企業
の産業活動から発生す
る廃棄物等を最終的に
処分する海面処分場
（響灘東地区処分場)
を整備する。

整備
保全
課

響灘東地区処分
場整備事業

　北九州空港の利用促進につ
いては、福岡県とともに平成
28年度からの3か年を「北九
州空港将来ビジョン推進強化
期間」と位置づけた2年目を
迎えることから、更なる取組
強化を行う。平成28年度に国
際定期便の誘致に成功した
が、更なる路線ネットワーク
の拡大を図るとともに、就航
した路線の安定化や拡充を図
るため、航空会社への運航助
成や路線のＰＲなどを強化す
る。
　北九州港集貨航路誘致につ
いては、引き続き、官民一体
となったポートセールス活動
を通じて、北九州港の利用促
進を図る。

やや
遅れ

3.60

職
員

88,950

人

減額

職
員

係
長

　市民生活に不可欠な廃棄物
処分場の整備事業であり、確
実に事業を進めていくことが
重要である。

順調

　H28年度補正予算により事
業の前倒し実施が可能となっ
た。今後も、目標年次までの
完成を目指し、計画的な事業
の進捗を図る。

順調

人

　引き続き、官民一体となっ
たポートセールス活動を通じ
て、北九州港の利用促進を図
る。

66,185

　福岡県とともに平成28年度
からの3か年を「北九州空港
将来ビジョン推進強化期間」
と位置づけた2年目を迎える
ことから、更なる取組強化を
行う。平成28年度に国際定期
便の誘致に成功したが、更な
る路線ネットワークの拡大を
図るとともに、就航した路線
の安定化や拡充を図るため、
航空会社への運航助成や路線
のＰＲなどを強化する。

　市民に親しまれる水際線づ
くりでは、さまざまなニーズ
に応える多様な水際線の利用
を目指している。
　そのために、市民ニーズの
把握による施策の実施を進め
る。

順調 順調

　「新・海辺のマスタープラ
ン」は、市民意識や社会情勢
の変化を踏まえた計画の見直
しを行い、市民ニーズにあっ
た事業を実施することで本プ
ランをさらに推進。特に、海
辺の魅力の情報発信等に係る
施策を強化し事業を実施す
る。

1,563継続

市民が、北九州市
の海辺や港につい
て満足している割
合

35.6％
(H23年
度)

―

単年度目標
設定なし

平成25年度
（33.6%）

比増

平成26年度
比増

平成28年度
比増

継続

154,880

66,870

1,691,000

増額

維持

減額

北九州空港新規
路線就航促進事
業

23
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港湾空港局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

H27年度 H28年度 H29年度

人件費（目安）

人数

成果の
方向性

H29年度に向けて強化・見直した内容
（課題に対する改善方法等）

【Check】　　評価　／　【Action】改善【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名

H26年度

事業費
の増減

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度H29年度H28年度

目
標

17,000 t 17,000 t 21,000 t 24,000 t 課
長

0.30 人

実
績

14,724 t 6,841 t t t 係
長

0.90 人

達
成
率

86.6 ％ 40.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.90 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

10,001 万t 9,933 万t 万t 万t
係
長

1.40 人

達
成
率

99.5 ％ 99.3 ％ ％ ％
職
員

4.00 人

目
標

3,640
万
人

3,645
万
人

実
績

達
成
率

目
標

177
万
人

178
万
人

実
績

達
成
率

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

北九州都市圏域内
の宿泊者数

―

　北九州都市圏域は多様な観
光資源等、高いポテンシャル
を有しているが、その魅力が
認知されていない。地方創生
推進交付金を活用して、この
圏域の魅力を発信し、空の玄
関口である北九州空港の利用
促進につなげていく。

― ―0.102,900

0.10

　北九州都市圏域は多様な観
光資源等高いポテンシャルを
有しているが、その魅力が認
知されていない。地方創生交
付金を活用して、この圏域の
魅力を発信し、空の玄関口で
ある北九州空港の利用促進に
つなげていく。

3,658万人
（H31年
度）

― ― 20,000 ―

職
員

係
長

課
長

178.6万人
（H31年
度）

北九州都市圏域内
への観光客数

―

人

人

人

0.10

Ⅶ-3-
(1)-① 
県内周辺
市町村と
の広域連
携推進

28

＜新＞
北九州空港を利
用した「きり
ん」エリアの魅
力発信事業

空港
企画
課

北九州空港を基点とし
た北九州都市圏域の魅
力を発信するため、周
遊マップの作成、プロ
モーション、ファムツ
アーを実施する。

99,979
千t

(H23年)

前年
(10,053万
t)比増加

前年比増加

北九州港海上出入
貨物取扱量

55,50066,185 維持

Ⅶ-3-
(2)-③
九州地域
の空港の
連携

29
【施策評価のみ】
九州地域の空港
の連携

空港
企画
課

【施策の内容】
北九州空港の集客力と
来訪者の回遊性を向上
させるため、九州地域
の各空港との連携強化
を図る。

―

― ―

　首都圏～関西までのいわゆ
る「ゴールデンルート」や、
北海道、沖縄など国内の他の
人気観光地から、できるだけ
北九州をはじめとした九州に
目を向けてもらえるよう、九
州内各県と連携して路線誘致
などの活動を行っていく。

― ―

―

―

―

やや
遅れ

― ――

66,870

―

―

国内外の荷動きや物流
事業について、企業訪
問などにより情報収集
を行うとともに、セミ
ナーの開催や様々な媒
体を利用してのPR及び
官民一体となったポー
トセールス活動などを
通じて、北九州港への
集貨・航路誘致を行
う。

物流
振興
課

北九州港集貨航
路誘致事業

空港
企画
課

24時間運用や税関・検
疫空港の指定など、北
九州空港の特性を活か
し、開港以来、貨物拠
点化に向け、福岡県や
苅田町などの自治体及
び地元経済団体と協力
して空港機能強化のた
めの活動を行ってい
る。また、空港機能強
化の根拠となる大型貨
物機の就航実績を示す
ため助成制度等を活用
し、航空会社への路線
誘致や貨物利用運送事
業者への集貨促進、空
港機能強化等を行う。

27

　引き続き、官民一体となっ
たポートセールス活動を通じ
て、北九州港の利用促進を図
る。

順調

―

― ―

継続

前年比増加

109,000
千t

(H31年)

前年比増加

―
30,000t
（H32年
度）

93,769

― ―

26
北九州空港航空
貨物拠点化事業

継続 173,566航空貨物取扱量

Ⅶ-2-
(2)-① 
充実した
物流基盤
を活用し
た物流振
興

　北九州空港の利用促進につ
いては、福岡県とともに平成
28年度からの3か年を「北九
州空港将来ビジョン推進強化
期間」と位置づけた2年目を
迎えることから、更なる取組
強化を行う。航空貨物につい
ては、貨物便の誘致活動の強
化や貨物の集貨促進のための
仕組みづくりを目指してい
く。
　北九州港集貨航路誘致につ
いては、引き続き、官民一体
となったポートセールス活動
を通じて、北九州港の利用促
進を図る。

順調

減額 19,200 遅れ

　福岡県とともに平成28年度
からの3か年を「北九州空港
将来ビジョン推進強化期間」
と位置づけた2年目を迎える
ことから、更なる取組強化を
行う。新規貨物便の誘致とと
もに空港機能強化を行い貨物
が集積しやすい環境づくりを
行うことで、目標年次に掲げ
る貨物取扱量の達成を目指
す。
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消防局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

目
標

40,000 人 40,000 人 40,000 人 40,000 人
課
長

0.13 人

実
績

46,422 人 42,818 人 人 人
係
長

0.50 人

達
成
率

116.1 ％ 107.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

1.85 人

目
標

課
長

0.13 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

1.85 人

― ―

―

42,818人
(H27年度)

応急手当講習の受
講者数

高度かつ安全確実
な救命処置の実施

―

20,370

Ⅱ-1-
(2)-① 
医療・救
急体制の
充実

2
救急体制の充実
強化

救急
課

　救急救命士の処置が
拡大されたことに伴う
追加講習を受講させる
とともに、救急体制の
充実強化のため、救急
救命士の資格取得養成
を計画的に増強し、安
全確実な救命処置に取
り組む。

　突然の病気や怪我等
により傷病者が発生し
た場合に、そばにいる
市民が適切な応急手当
を行うことで、救命効
果は向上する。また、
AEDの使用が一般的に
認められたことで、さ
らに市民の応急手当に
よる救命効果の向上が
期待されている。
　そこで、AEDの取扱
いも含め、市民に対す
る応急手当の普及啓発
活動を推進する。

高度か
つ安全
確実な
救命処
置の実

施

応急手
当講習
の受講
者数の
増加

救急
課

応急手当の普及
啓発活動の推進

1

17,778

―

―

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

No.

H26年度

人件費（目安）H29年度

人数H27年度

成果の
方向性

H28年度
施策番号
・施策名

順調

　引き続き市民に対する応急
手当の普及啓発のため、広報
及び講習会を開催していきた
い。

順調
　引き続き、救急救命士の計
画的な養成を行いたい。

順調

　広報及び講習会を継続して
開催していきたい。
　救急救命士の計画的な養成
を行いたい。

H28年度 H29年度

3,678

19,404

継続

継続

減額

維持

2,075

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

20,370
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消防局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

No.

H26年度

人件費（目安）H29年度

人数H27年度

成果の
方向性

H28年度
施策番号
・施策名

H28年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

目
標

193

校
区
・
回

193

校
区
・
回

193

校
区
・
回

課
長

0.20 人

実
績

193

校
区
・
回

校
区
・
回

校
区
・
回

係
長

0.20 人

達
成
率

100 ％ ％ ％
職
員

0.20 人

目
標

79.6 ％ 81 ％ 81.2 ％ ― ％
課
長

0.80 人

実
績

85 ％ 83 ％ ％ ％
係
長

0.80 人

職
員

1.00 人

目
標

2
施
設

1
施
設

1
施
設

実
績

2
施
設

施
設

施
設

達
成

率 100 ％ ％ ％

目
標

94.5 ％ 94.5 ％ 94.5 ％

実
績

93.4 ％ ％ ％

達
成

率 98.8 ％ ％ ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

2
施
設

2
施
設

実
施

2
施
設

施
設

施
設

達
成
率

100.0 ％ 0.0 ％ ###### ％

目
標

耐震診断5・
補強計画15

施
設

実施設計
７

施
設

工事３施
設、計画２

施設

施
設

実
施

耐震診断5・
補強計画14

施
設

施
設

施
設

達
成
率

耐震診断
100

補強計画
93.3

％ ％ ％

―

―

― ―

―

―

― ―

職
員

0.20

係
長

1.10

継続 11,285

建替予定施設
を除き、耐震
補強工事は4施
設（H28年度で

完了）

人

住宅用
火災警
報器の
設置率
向上

基本設計
終了

仮庁舎設計
完了

―

0.55

係
長

建築工事・
竣工

人

平成３１年
開署

人8,900

H33年度中に
消防団施設の
補強工事完了

全国平均を
２ポイント
上回った

5,470 0.10 人

―

H28.4.1
現在の
充足率
93.4％

消防団施設整備に
よる地域防災力の
向上

消防団員の充足率

消防団施設の耐
震化

総務
課・
警防
課

　災害発生時において
防災拠点となる消防施
設の耐震化を促進する
ため、耐震診断の結果
に基づき、耐震補強計
画及び耐震補強工事を
計画的に実施する。

消防署所施設耐震
化

消防団施設耐震化

八幡東区の消防機
能の強化

消防署所の適正
配置・整備

門司区の消防機能
の強化

住宅用火災警報器
の設置率

毎年度算出さ
れる全国の平

均設置率
H28：81.2%

１９３全小学校区
における市民防災
推進行事への年１
回以上の参加

5

予防
課

　地域防災力の向上を
目的に自主防災組織で
ある「市民防災会」の
育成指導を行う。

住宅防火対策の
推進

3

4

職
員

課
長

警防
課

自主防災活動の
推進

―

7

1,791

109,130

地域防
災力の
向上

基本設計

平成２８年
開署―

―

　福祉関係者・地域住
民等からのあらゆる情
報を活用し、高齢者・
障害者等の訪問活動を
行い、防火・防災啓発
の普及を図るととも
に、火災及び焼死事故
等の防止に努める。 達

成
率

消防署所
の施設

耐震：19
未耐震：9
（建替：5

耐震工事：4）

消防団施設
耐震：69
未耐震：26

0.03

― 6,596

―

人

―

―

全小学校区
１９３校
区・回

（毎年度）

24,700

96.0%
（H31年
度）

人

竣工
(開署)

仮庁舎
設計

新庁舎・
実施設計

建築工事

　自主防災活動の推進につい
ては、自主防災組織である
「市民防災会」の育成指導を
行い、地域防災力の向上を図
る。
　住宅防火対策の推進につい
ては高齢者世帯への設置促進
及び適切な維持管理方法につ
いて広報活動を強化する。
　また、地域防災の拠点とな
る消防施設の整備及び耐震化
を計画的に推進していくとと
もに、消防団の装備改善を継
続実施し、若者が魅力を感じ
る消防団づくりを推進し、入
団促進と機能強化を図る。

全国平均を
5.4ポイン
ト上回った

　近年の焼死事故の状況をふ
まえ、高齢者等を含む世帯に
対して住宅用火災警報器の設
置促進を強化する。
　住宅用火災警報器の設置義
務化から１０年が経過し、今
後、警報器の電池切れの増加
が見込まれることから、電池
が切れた際における適切な維
持管理について広報を強化す
る。

順調

順調

順調

順調5,800

0.09

　消防署所の耐震化について
は建て替え候補施設を除き平
成２８年度に事業完了。
　消防団施設については、未
耐震施設のうち建て替え候補
の施設を除き、平成３３年度
中までに耐震補強工事を完了
させ、消防団施設の耐震化を
図る。

建築工事

課
長

Ⅱ-1-
(4)-③ 
総合的な
消防防災
体制の構
築

消防団の充実強
化

警防
課

　老朽化した消防団施
設を計画的に整備する
とともに、消防団の装
備を改善し、消防団の
充実強化を図る。

　老朽化した消防団施設を計
画的に整備し、消防団の充実
強化を図る。
　また、消防団員の給貸与品
及び非常備活動用資器材につ
いては消防団員の安全活動の
ための整備改善を継続して進
めるとともに、若者が魅力を
感じる消防団づくりを推進
し、入団促進と機能強化を図
る。

順調

建築工事中

旧庁舎・
解体工事

6,596

1,742

113,681

継続 維持

継続

継続

38,900

　地域防災力の向上を目的に
自主防災組織である「市民防
災会」の育成指導を行い、市
民の防火・防災思想の普及と
高揚を図る。

減額

順調

　門司消防署や八幡西消防署
等の整備事業を行い、本市の
更なる消防力の強化を図って
いく。
　今後もスケジュールに沿っ
たを事業管理を行い、順調に
事業を進めていく。

人

人

人

維持

維持

6
人事
課

　人口動態及び都市構
造の変化、災害の大規
模化など、消防を取り
巻く環境の変化に対応
した消防力（消防署所
の開設や消防隊の配
置）を整備。また、市
民サービスの公平性の
観点から、消防署所の
適正配置や効率・効果
的な部隊運用を推進。

―

継続

八幡西区の消防機
能の強化

―

移転先建物・
解体設計

移転先建物・
解体設計終了

―

移転先建物・
解体工事

移転先建物・
解体工事終了

220,400

0.03

0.50

0.55

649,738 増額 9,470

課
長

係
長

職
員

新庁舎・
基本設計

新庁舎・
実施設計

平成３２年
開署

134



消防局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

No.

H26年度

人件費（目安）H29年度

人数H27年度

成果の
方向性

H28年度
施策番号
・施策名

H28年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.01 人

実
績

係
長

0.05 人

達
成
率

職
員

0.05 人

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

目
標

2 回 2 回

実
績

達
成
率

目
標

150 回 150 回 150 回 150 回

実
績

152 回 140 回 回 回

達
成
率

101.3 ％ 93.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

― ―

― ―

― ―

―

50,134 その他

―

―

8

緊急通
報シス
テムの
稼動数
の向上

緊急通報システム
の稼動数・受信
数・出動数

消防音
楽隊出
演回数
の向上

稼動数
3,747台
受信数
2,902件
出動数
1,127件

――

火災や
重大事
故発生
の未然
防止

予防
課

高齢者等の安全・
安心な生活の実現

【施策の内容】
アジア地域の消防関係
者を受け入れ、北九州
市消防局の消防・防災
に関する技術移転を行
う。

―

【施策の指標】
アジア地域からの
研修員受け入れ継
続

　市主催の式典や消防
の各種行事等に出演
し、市民参加向上の役
割を担うとともに、音
楽隊の演奏やカラー
ガード隊の演技を通じ
て、市のＰＲ活動や防
火・防災啓発活動を実
施する。
　併せて、児童の健全
な育成等に寄与するこ
とを目的に、教育機関
と連携し、積極的に児
童教育に貢献する。

年間
150回

アジア
地域か
らの研
修員受
け入れ
継続

2回開催
（毎年
度）

音楽を通した安全
安心の提供及び防
火・防災普及啓発

Ⅲ-2-
(2)-② 
市民の文
化芸術活
動の促進

Ⅱ-3-
(4)-②
国際協
力・交流
の推進

【施策評価のみ】
アジアの消防
リーダーとして
の国際協力

消防音楽隊によ
る文化活動

10

11

訓練
研修
セン
ター

稼動数
3,945台
受信数
2,961件
出動数
1,100件

― ―

――

―

稼動数
3,747台
受信数
2,902件
出動数
1,127件
(H27年
度)

受入受入

４名

―

人事
課

消防音楽隊出演回
数

0.01
課
長

0.15
係
長

　引き続き、国際協力機構
（ＪＩＣＡ）と連携し、更に
アジア地域の研修員が増加す
るよう呼び掛け等を行う。

順調――

4,615 人

0.40
職
員

順調

　より多くの人に消防音楽隊
の活動を周知する必要があ
る。
　そのため、ホームページの
アクセス件数向上にむけ、音
楽隊の出演時に、音楽隊の出
演日時等を掲載していること
をＰＲする。
　また、他の広報媒体（ＳＮ
Ｓ等）にも、ホームページへ
リンクするような手段をと
る。

順調

　より多くの人に消防音楽隊
の活動を周知する必要があ
る。
　そのため、ホームページの
アクセス件数向上にむけ、音
楽隊の出演時に、音楽隊の出
演日時等を掲載していること
をＰＲする。
　また、他の広報媒体（ＳＮ
Ｓ等）にも、ホームページへ
リンクするような手段をと
る。

2回開催
（毎年
度）

人

人

―

高齢者
等の安
全・安
心な生
活の実

現

9,050

8,428

7,524

―

継続

―

人

―

0.50
職
員

0.30
係
長

火災や重大事故発
生の未然防止

　現状の課題や今後の高齢化
の進展等を踏まえ、低コスト
で効果的な事業となるよう、
民間活力の導入も含め事業の
見直しを検討する。

　消防団員は他に職業を持っ
ていること、全国的に消防団
員数が減少傾向にあることな
どから、女性消防団員の確保
が課題となっている。
　そのため、今後も魅力ある
消防団づくりを行い、消防団
員を確保し、目標数の達成を
目指す。

―

人 順調

順調

人

8,428

―

アジア
地域か
らの研
修員受
け入れ
継続

―

――

― ―

― ―

―

Ⅱ-2-
(1)-③ 
住み慣れ
た地域で
の生活支
援

9
いきいき安心訪
問

警防
課

　介護職員初任者研修
の資格を有する者を中
心とした女性消防団員
が、ひとり暮らし高齢
者世帯等を訪問し、防
火・防災指導や簡単な
在宅支援サービスを行
うとともに、福祉に関
する相談を関係機関に
つなぐなど、安心感の
向上を図る。

緊急通報システ
ム

　高齢者や重度身体障
害者がいる世帯の火災
やガス漏れ、救急要請
などの緊急通報を消防
指令センターで直接受
信し対応することによ
り、火災・救急による
被害の低減を図るとと
もに、高齢者等が住み
慣れた地域で安心して
生活できるよう支援す
る。

990

0.20
課
長

― ―

―

３名

受入 受入

継続

継続 51,944

順調

　緊急通報システムについて
は、現状の課題や今後の高齢
化の進展等を踏まえ、低コス
トで効果的な事業となるよ
う、民間活力の導入も含め事
業の見直しを検討する。
　いきいき安心訪問について
は、消防団員は他に職業を
持っていること、全国的に消
防団員数が減少傾向にあるこ
となどから、女性消防団員の
確保が課題となっている。
　そのため、今後も魅力ある
消防団づくりを行い、消防団
員を確保し、目標数の達成を
目指す。

維持

維持

――

7,574
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消防局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

No.

H26年度

人件費（目安）H29年度

人数H27年度

成果の
方向性

H28年度
施策番号
・施策名

H28年度 H29年度

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
事業費
の増減

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

受入

４名

――

　引き続き、国際協力機構
（ＪＩＣＡ）と連携し、更に
アジア地域の研修員が増加す
るよう呼び掛け等を行う。

順調――

Ⅶ-1-
(3)-②
上下水
道、消
防、交通
などの分
野におけ
る国際協
力の推進

【施策評価のみ】
アジアの消防
リーダーとして
の国際協力

訓練
研修
セン
ター

【施策の内容】
アジア地域の消防関係
者を受け入れ、北九州
市消防局の消防・防災
に関する技術移転を行
う。

12

【施策の指標】
アジア地域からの
研修員受け入れ継
続

アジア
地域か
らの研
修員受
け入れ
継続

―

受入

３名 ―

アジア
地域か
らの研
修員受
け入れ
継続

受入 受入

――
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上下水道局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

目
標

課
長

0.80 人

実
績

係
長

2.70 人

達
成
率

職
員

17.20 人

目
標

92.3 ％ 100.0 ％

実
績

92.3 ％ 100.0 ％ % %

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ #DIV/0! ％ #DIV/0! ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

100.0 ％

実
績

100.0 ％ ％ ％

達
成
率

100.0 ％ #DIV/0! ％ #DIV/0! ％

目
標

3.1 ％ 5.8 ％ 8.8 ％

実
績

3.1 ％ ％ ％

達
成
率

100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

成果の
方向性

H28年度 H29年度
事業費
の増減

人件費（目安） H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 人数

Ⅱ-1-
(4)-④ 
総合的な
災害対策
の推進

1 浸水対策事業
下水
道計
画課

　近年、集中的な豪雨
に起因する浸水被害が
増加している。
　浸水被害を抑制する
ため、公共下水道の整
備を進め、流域全体の
浸水に対する安全度の
向上を図る。

浸水被害の抑制 ―

― ― ― ―

浸水被害
の抑制

165,200 順調

　平成27年度に採択を受けた
国の下水道浸水被害軽減総合
事業など、国費を最大限活用
しながら引き続き必要な雨水
整備を計画的に進めていく。

順調

　今後も整備箇所ごとの現場
の状況に応じた最も経済的な
方法を検討し、整備を行って
いく。

継続 3,700,000 3,600,000― ―

― ―

維持

Ⅱ-1-
(4)-⑤ 
公共施設
などの耐
震化の推
進

2
地震対策事業
（水道施設）

計画
課

　大規模な地震が発生
した場合においても、
安全で安定的な給水を
確保するため水道施設
の耐震化を実施するも
の。

耐震補強対象施設
整備率
（旧プラン）

92.3%
(H26年度)

100.0%
(H27年度)

継続 88,300

浄水施設
耐震化率
59.2％
配水池耐
震施設率
54.1％
（H32年
度）

348,868 増額 4,610

課
長

0.04 人

順調
　耐震化計画に基づき、計画
どおり耐震化を実施してい
く。

順調

職
員

0.42 人

課
長

　引き続き、計画どおり耐震
化を実施していく。

係
長

0.10 人

耐震補強対象施設
整備率
（新プラン）

浄水施設
耐震化率

0％
配水池耐
震施設率
33.6％
（H26年
度）

3
地震対策事業
（下水道施設）

施設
課

　大規模な地震が発生
した場合においても、
最低限の下水処理が行
えるように下水道施設
の耐震化を実施するも
の。

耐震補強対象施設
整備率

0.0%
(H21年
度)

100.0%
(H26年
度)

継続 650,000

18.2%
(H36年
度)

人

順調

　引き続き、浸水防除及び揚
水機能を守るため、優先順位
の高い６箇所のポンプ場の耐
震化を計画どおり進める。

係
長

0.251,040,329

職
員

0.06

増額

1.00

10,690

人

人

下水道施設の耐震
化率（ポンプ場、
浄化センター水処
理施設）

0.0%
(H26年
度)

浄水
　33.2％
配水池

　48.3％

浄水
　33.2％
配水池
　51.7％
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上下水道局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

成果の
方向性

H28年度 H29年度
事業費
の増減

人件費（目安） H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 人数

目
標

課
長

0.70 人

実
績

係
長

1.20 人

達
成
率

職
員

2.20 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

5.10 人

達
成
率

職
員

31.15 人

目
標

76.0 ％ 81.0 ％

実
績

76.0 ％ 80.0 ％ ％ ％

達
成
率

100.0 ％ 98.8 ％ ###### ％ ###### ％

目
標

163 校 165 校

実
績

達
成
率

目
標

課
長

0.60 人

実
績

係
長

1.75 人

達
成
率

職
員

12.90 人

36,550

―

国際技術協力でア
ジアの発展に貢献

―

― ― ―

― ―

― ―

Ⅲ-1-
(3)-① 
安全で安
定してお
いしく飲
める水道
の整備

5 配水管更新事業
計画
課

　老朽化した配水管を
計画的に更新すること
により、漏水、赤水、
不出水の解消や管破損
事故を防止し、安全で
安定的な給水を確保す
る。

安全で安定的な給
水の確保

―

― ― ― ―

H32年度ま
でに40年
以上経過
した普

通・高級
鋳鉄製の
配水管が
ない状態

継続 4,200,000 4,200,000 維持 296,125 順調

　アセットマネジメントの手
法を取り入れた第5期更新計
画に基づき、計画どおり更新
を実施する。

順調

2,950

課
長

0.05 人

　配水管更新事業について、
第5期更新計画に基づき、計
画どおり更新を実施してい
く。
　アクアフレッシュ事業（学
校の直結式給水の推進）につ
いて、給水管の増口径が必要
な学校も助成の対象として事
業を継続することとし、今後
も、教育委員会と協議しなが
ら確実に直結化を実施してい
く。　引き続き、学校の改築等に

併せて直結化（増口径）を実
施する。

― ―

― ―

35,0006

アクアフレッ
シュ事業（学校
の直結式給水の
推進）

配水
管理
課

　水槽式給水の小中学
校等では、近年の児
童、生徒数減による使
用水量の減少や、休日
に水を使用しないこと
などにより、貯水槽内
に水が滞留し、水のお
いしさが低減する状況
にある。そこで、上下
水道局では市立小中学
校等の直結式給水への
切替えを推進するた
め、直結化の支援を行
う。

学校直結化率
76.0%
(H26年
度)

82.0%
(H32年
度)

継続

166校
(H32年
度)

学校直結化数
※対象学校数は202
校

減額 順調係
長

0.05 人

153校
(H26年
度) 職

員
0.25 人

16,000

Ⅲ-1-
(3)-③ 
快適で良
質な生活
環境をつ
くる下水
道の整備

7
合流式下水道改
善事業

下水
道計
画課

　合流式下水道で整備
された地区は、大雨時
に雨水で希釈された未
処理下水の一部が川や
海に流れ出ることがあ
る。
　放流先の汚濁負荷を
分流式下水道並みに軽
減するため、合流式下
水道の改善に努め、良
好な水環境をつくる。

良好な水環境の実
現

―

― ― ― ―

合流改善
の達成 継続 2,500,000 2,300,000 減額 121,150 順調

　引き続き必要な合流改善事
業を計画的に進めていく。

順調

　今後も整備箇所ごとの現場
の状況に応じた最も経済的な
方法を検討し、整備を行って
いく。

― ―

― ―

　アジアを中心とした
国や地域（カンボジ
ア、ベトナム国ハイ
フォン市、ミャンマー
国マンダレー市、イン
ドネシアなど）への職
員派遣や海外からの研
修員受入れなどによ
り、本市の浄水技術や
漏水削減などの技術の
移転、下水道の計画づ
くりや維持管理等に関
する指導を行うこと
で、海外の技術者の育
成を進め、世界の水環
境改善に貢献する。
　併せて、国際技術協
力を通じ、技術の継承
や実務能力の向上な
ど、本市職員の育成に
も寄与する。

海外
事業
課

上下水道技術の
国際協力

4

Ⅱ-3-
(4)-② 
国際協
力・交流
の推進

減額35,25856,352継続
発展途上
国の技術

向上

　Ｈ27年度に本格運用を開始
した日明浄化センター（ビジ
ターセンター）やウォーター
プラザなどの国際戦略拠点を
活用しながら、技術研修や視
察などを受入れ、効果的な国
際技術協力事業を実施する。

順調

　引き続きアジアを中心とし
た国や地域への職員派遣や、
海外からの研修員受入れに
よって、対象地域の技術・人
材育成に貢献する。
　また、国際技術協力を通じ
た人的ネットワークの構築を
図りながら、本市職員の技術
の継承や実務能力の向上など
人材育成にも寄与する。

順調
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上下水道局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

成果の
方向性

H28年度 H29年度
事業費
の増減

人件費（目安） H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 人数

目
標

課
長

0.01 人

実
績

係
長

0.01 人

達
成
率

職
員

0.15 人

目
標

95.0 % 96.0 % 98.0 % 99.0 %
課
長

1.00 人

実
績

92.2 % 95.5 % % %
係
長

2.33 人

達
成
率

97.1 ％ 99.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％ 職
員

12.33 人

Ⅴ-1-
(4)-② 
再生可能
エネル
ギー・基
幹エネル
ギーの創
出拠点の
形成

8
小水力発電設備
設置事業

浄水
課

　水道施設における再
生可能エネルギーを有
効に利用するため、小
水力発電の整備推進を
図るもの。

再生可能エネル
ギーの有効利用

―

― ― ― ―

再生可能エネ
ルギー有効利
用の推進

― ―

継続 212,080 318,120 増額 1,340 順調
　引き続き、国制度の動向を
見極めながら、既設水力発電
設備の更新を実施する。

順調
　引き続き、国制度の動向を
見極めながら、既設水力発電
設備の更新を実施する。

― ―

Ⅵ-3-
(3)-④ 
下水汚泥
などの循
環利用

9
下水道資源の有
効利用

施設
課

　下水汚泥のバイオマ
スエネルギーとしての
燃料化やさまざまな資
源の有効利用を行う。

下水汚泥の資源化
率

95.0%
（H21年
度）

99.0%
（H29年
度）

継続 1,995,946 1,944,614 順調

　下水汚泥の再資源化につい
ては、汚泥燃料化施設の運用
を開始し、今後再資源化率が
更に上がる見込みである。

維持 127,275 順調

　下水汚泥の再資源化につい
ては、汚泥燃料化施設の運用
を開始し、今後再資源化率が
更に上がる見込みである。
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上下水道局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

成果の
方向性

H28年度 H29年度
事業費
の増減

人件費（目安） H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 人数

目
標

課
長

0.70 人

実
績

係
長

1.20 人

達
成
率

職
員

2.20 人

目
標

実
績

45,909 千
円

22,983 千
円

千
円

千
円

達
成
率

目
標

実
績

3,112
千
円

2,415
千
円

千
円

千
円

達
成
率

目
標

実
績

45,909 千
円

22,983 千
円

千
円

千
円

達
成
率

目
標

実
績

3,112 千
円

2,415 千
円

千
円

千
円

達
成
率

Ⅶ-1-
(3)-② 
上下水
道、消
防、交通
などの分
野におけ
る国際協
力の推進

上下水道技術の
国際協力

10
国際技術協力でア
ジアの発展に貢献

―

― ― ―

36,550

　引き続きアジアを中心とし
た国や地域への職員派遣や、
海外からの研修員受入れに
よって、対象地域の技術・人
材育成に貢献する。
　また、国際技術協力を通じ
た人的ネットワークの構築を
図りながら、本市職員の技術
の継承や実務能力の向上など
人材育成にも寄与する。

順調

―

発展途上
国の技術

向上

順調

　Ｈ27年度に本格運用を開始
した日明浄化センター（ビジ
ターセンター）やウォーター
プラザなどの国際戦略拠点を
活用しながら、技術研修や視
察などを受入れ、効果的な国
際技術協力事業を実施する。
　北九州市海外水ビジネス推
進協議会との連携を深めなが
ら、国際戦略拠点を活用し、
本市及び本市内企業の上下水
道に係る技術や製品をアジア
を中心としたビジネス対象国
に発信し、受注拡大を目指
す。

― ―

― ―

11
海外水ビジネス
の推進

海外
事業
課

　上下水道分野などの海外
水ビジネスは、2025年には
約87兆円規模の市場に成長
することが見込まれ、国の
「日本再興戦略」において
もアジアを中心とした水イ
ンフラ分野の海外展開が主
要分野に位置づけられてい
る。本市では、平成22年に
「北九州市海外水ビジネス
推進協議会」を設立。官民
が有する技術力やノウハウ
を結集し、計画づくりから
設計、建設、維持管理、事
業運営まで、地場企業によ
る水ビジネス案件の受注を
目指して事業を展開。併せ
て、「ウォータープラザ北
九州」を中核施設とした水
ビジネスの国際戦略拠点づ
くりを進める。

上水道に関する水
ビジネス案件の受
注

―

―

―

― ― ―

海外水ビ
ジネスを
通じた地
元企業の
振興と国
際貢献

継続 110,506

―

125,703 増額 71,450

課
長

1.30 人

順調

　国際技術協力で培った信頼
関係のもと、官民の技術やノ
ウハウを結集した「北九州市
海外水ビジネス推進協議会」
を軸に、地元企業の水ビジネ
ス展開を積極的に支援する。
併せて、ウォータープラザや
ビジターセンターなど水ビジ
ネスの国際戦略拠点を活用
し、地元企業の技術・製品を
国内外に広く情報発信する。

係
長

2.80 人

下水道に関するビ
ジネス案件の受注

―

― ― ― ―

海外水ビ
ジネスを
通じた地
元企業の
振興と国
際貢献

―

職
員

3.80 人

― ― ―

Ⅶ-2-
(1)-① 
アジア低
炭素化セ
ンターを
核とした
都市イン
フラビジ
ネスの推
進

12
海外水ビジネス
の推進

海外
事業
課

　上下水道分野などの海外
水ビジネスは、2025年には
約87兆円規模の市場に成長
することが見込まれ、国の
「日本再興戦略」において
もアジアを中心とした水イ
ンフラ分野の海外展開が主
要分野に位置づけられてい
る。本市では、平成22年に
「北九州市海外水ビジネス
推進協議会」を設立。官民
が有する技術力やノウハウ
を結集し、計画づくりから
設計、建設、維持管理、事
業運営まで、地場企業によ
る水ビジネス案件の受注を
目指して事業を展開。併せ
て、「ウォータープラザ北
九州」を中核施設とした水
ビジネスの国際戦略拠点づ
くりを進める。

上水道に関する水
ビジネス案件の受
注

―

― ― ― ―

海外水ビ
ジネスを
通じた地
元企業の
振興と国
際貢献

― ―

継続 110,506 125,703 増額 71,450

課
長

1.30 人

順調係
長

2.80 人

職
員

　国際技術協力で培った信頼
関係のもと、官民の技術やノ
ウハウを結集した「北九州市
海外水ビジネス推進協議会」
を軸に、地元企業の水ビジネ
ス展開を積極的に支援する。
併せて、ウォータープラザや
ビジターセンターなど水ビジ
ネスの国際戦略拠点を活用
し、地元企業の技術・製品を
国内外に広く情報発信する。

順調

　北九州市海外水ビジネス推
進協議会との連携を深めなが
ら、国際戦略拠点を活用し、
本市及び本市内企業の上下水
道に係る技術や製品をアジア
を中心としたビジネス対象国
に発信し、受注拡大を目指
す。

下水道に関するビ
ジネス案件の受注

―

― ― ― ―

海外水ビ
ジネスを
通じた地
元企業の
振興と国
際貢献 3.80 人

― ―

　アジアを中心とした国
や地域（カンボジア、ベ
トナム国ハイフォン市、
ミャンマー国マンダレー
市、インドネシアなど）
への職員派遣や海外から
の研修員受入れなどによ
り、本市の浄水技術や漏
水削減などの技術の移
転、下水道の計画づくり
や維持管理等に関する指
導を行うことで、海外の
技術者の育成を進め、世
界の水環境改善に貢献す
る。
　併せて、国際技術協力
を通じ、技術の継承や実
務能力の向上など、本市
職員の育成にも寄与す
る。

海外
事業
課

減額35,25856,352継続
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病院局

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

6 % 60 %

実
績

達
成
率

―

―

完成
（H30年
度）

―

救命救急セン
ター、小児救急セ
ンター受入れ患者
数の増加

― ― 0.30
課
長

人2.00
職
員

受入れ患者
数11,992人
（平成42年

度）

90％（入
院・外来）
（平成31年

度）

医療体制の
確保・充実

―

―

―

H26年度

―

No.

1

2

【総合周産期母子医療
センター（市立医療セ
ンター内）】
・出生前から出産後ま
で母子に対する専門的
な医療を24時間体制で
提供する。
【小児救急センター
（市立八幡病院に併
設）】
・1次（初療）から3次
（重篤）までの救急医
療を24時間体制で提供
する。

運営体
制の確

保

―

―

―

単年度
目標設定

なし

医療体制の
確保・充実

―

運営体制の
確保・充実

運営体制の
確保・充実

運営体制の
確保・充実―

―

運営体制の
確保・充実

小児救急センター
の医療体制（1次
（初療）から3次
（重篤）までの小
児救急医療体制
（24時間体制）の
確保・充実

2,648,529

人

人―
係
長

職
員

【総合周産期母子医療
センター（市立医療セ
ンター内）】
・出生前から出産後ま
で母子に対する専門的
な医療を24時間体制で
提供する。
【小児救急センター
（市立八幡病院に併
設）】
・1次（初療）から3次
（重篤）までの救急医
療を24時間体制で提供
する。

―

―

―

―

Ⅰ-1-
(1)-③ 
母子が健
康に生活
できる環
境づくり

1,924,768
経営
課

総合周産期母子
医療センターの
運営・小児救急
センターの運営

―

運営体
制の確

保

医療体制の
確保・充実

総合周産期母子医
療センターにおけ
る医療体制（24時
間体制）の確保・
充実

運営体
制の確

保

医療体制の
確保・充実

小児救急センター
の医療体制（1次
（初療）から3次
（重篤）までの小
児救急医療体制
（24時間体制）の
確保・充実

―

―

運営体制の
確保・充実

H27年度 人数

人件費（目安）

施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

運営体制の
確保・充実

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

H29年度

―

―

運営体
制の確

保
―

―

―

―

総合周産期母子医
療センターにおけ
る医療体制（24時
間体制）の確保・
充実

―総合周産期母子
医療センターの
運営・小児救急
センターの運営

経営
課

―

工事の進捗率
6％

（H28年
度）

患者満足度の向上

順調

　全国的な医師不足の状況で
あるが、必要な医師の確保や
医療機器の更新などにより、
医療体制（24時間体制）の確
保に努める。

職
員

係
長

人

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度

順調

― 人

―

　全国的な医師不足の状況で
あるが、必要な医師の確保や
医療機器の更新などにより、
医療体制（24時間体制）の確
保に努める。

―

人―

順調

―
単年度

目標設定
なし

―

人1.00

人

2,648,529

課
長

28,450
係
長

Ⅱ-1-
(2)-① 
医療・救
急体制の
充実

八幡病院移転改
築事業

3

　昭和５０年代に建設
され、老朽化や狭隘化
が進み、一部が新耐震
基準を満たしていない
など、施設面に課題が
ある市立八幡病院の移
転・建て替えを行う。

経営
課

　全国的な医師不足の状況で
あるが、必要な医師の確保や
医療機器の更新などにより、
医療体制（24時間体制）の確
保に努める。
　平成30年度の新八幡病院開
院に向けて、着実に事業を進
めていく。

順調

　平成30年度の新八幡病院開
院に向けて、着実に事業を進
めていく。

順調

維持

増額

　全国的な医師不足の状況で
あるが、必要な医師の確保や
医療機器の更新などにより、
医療体制（24時間体制）の確
保に努める。

1,924,768

H28年度 H29年度

運営体制の
確保・充実

運営体制の
確保・充実

運営体制の
確保・充実

運営体制の
確保・充実

運営体制の
確保・充実

運営体制の
確保・充実

― ―

―

成果の
方向性

継続

継続

継続

―

H28年度

2,537,223

2,537,223

825,800 6,106,724

【Check】　　評価　／　【Action】改善

事業費
の増減

維持

課
長

人―
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

目
標

91 ％ 92 ％ 93 ％ 94 ％

実
績

84.9 ％ 85.5 ％ ％ ％

達
成
率

93.3 ％ 92.9 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

85 ％ 85 ％ 86 ％ 87 ％

実
績

77.5 ％ 77.8 ％ ％ ％

達
成
率

91.2 ％ 91.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

51.6 ％ 52.6 ％ 54.6 ％ 56.6 ％

実
績

50.2 ％ 48.0 ％ ％ ％

達
成
率

97.3 ％ 91.3 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

57.5 ％ 59.5 ％ 61.5 ％ 63.5 ％

実
績

54.8 ％ 56.0 ％ ％ ％

達
成
率

95.3 ％ 94.1 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

事業費
の増減

維持

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

増額

H28年度

57,474

継続

拡大

継続

0.00 人

　指導方法工夫改善加配教員
を３５人以下学級編制実施に
伴う学級増に対応するための
担任教員に振替していること
から、引き続き３５人以下学
級編制に必要な人員も含めた
指導方法工夫改善加配教員の
措置を国に要望していく。

0.30 人

0.20

0.40

　「子どもひまわり学習塾」
の実施校を増やし、より多く
の児童生徒の学習習慣の定着
と基礎的・基本的な学力の定
着を目指す。

0.10194,478

95.0%
（H30年
度）

　「北九州市学力状況調査」
の対象学年・対象科目を増や
し、より多くの児童生徒の学
力状況を把握することで指導
の充実・改善に努めるととも
に、各種調査やテストの採点
について、リアルタイムに集
計・分析できるシステム
「（仮称）学力定着サポート
システム」により、個に応じ
た補充学習の取組への対応
や、全市体制での授業改善Ｐ
ＤＣＡサイクル構築の早期化
を支援する。
　また、次期学習指導要領の
方向性を踏まえ、推進校にお
いてアクティブ・ラーニング
の視点から学習指導方法等の
研究実践を行う。

人

人数

3,650

順調

係
長

課
長

人

順調

0.10

人

49.6%
（H25年
度）

小3：94.4%
中1：90.7%

79.3％
（H25年
度）

小3:81.1％
中1:53.2％

全国学力・学習状
況調査の結果（対
全国平均）

35人以下学級編
制の実施

主要事業
所管課名 事業・取組概要

「小１プロブレム」や
「中１ギャップ」と
いった課題に対応する
ため、小学校２年生及
び３年生並びに中学校
１年生において３５人
以下学級編制を実施
（※現行の国の基準は
40人以下学級、平成23
年度から小１のみ35人
以下学級）また、平成
27年度から、小学校4
年生及び中学校3年生
において、学校長の裁
量による35人以下学級
の実施。

前年度以上

H27年度

職
員

87.9％
（H25年
度）

小3：83.5%
中1：59.0%

小6:96.0％
中3:95.7％
（H25年度）

小6:前年度以上
中3:前年度以上

小6:95.7％
中3:93.8％

小6:99.7％
中3:98.0％

課
長

人件費（目安）

小6:96.3％
中3:95.4％

4,150

H29年度

88.0%
（H30年
度）

前年度以上 前年度以上

0.20

170,000

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（中学
１年生）

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（小学3
年生）

191,752

成果の
方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
H26年度 H28年度

小3：88.5%
中1：63.0%

小3：91.5%
中1：65.0%

学
力・
体力
向上
推進
室

児童生徒に主体的な学
習の仕方を身に付けさ
せ、基礎的・基本的な
学力の確実な定着を図
るため、小学校3年生
から6年生、中学校3年
生を対象に、放課後等
を活用した学習機会を
提供する「子どもひま
わり学習塾」を実施。

小6:100.6％
中3:101.7％

小3：86.0%
中1：61.0%

授業以外で（月～
金）1時間以上勉強
している生徒の割
合（中学3年生）

授業以外で（月～
金）1時間以上勉強
している児童の割
合（小学6年生）

0.20

職
員

係
長

人

課
長

人

74,636

0.10 人

係
長

職
員

小6:100%
中3:100%
（H30年
度）

7,800164,069

小3:93.0%
中1:66.0%
（H30年
度）

66.0%
（H30年
度）

57.0%
（H30年
度）

増額

小3:94.3％
中1:87.2％

勉強をして新しい
ことを知りたいと
思う児童生徒の割
合（小学3年生　中
学1年生

小3：78.8%
中1：53.5%

55.5%
（H25年
度）

小3：80.8%
中1：50.8%
（H25年度）

確かな学力の定着と全
国平均水準到達を目指
し、教育課程の編成、
学習教材の開発、授業
づくりの支援などの事
業を実施するととも
に、全小、中学校が学
力向上プランを作成・
実行する。
全国学力・学習状況調
査等を実施し、児童生
徒一人一人の課題や施
策の効果を明らかにす
るとともに、各学年の
指導方法の工夫・改善
を行う。

1

3

教職
員課

2

子どもひまわり
学習塾

指導
第一
課
学
力・
体力
向上
推進
室

北九州スタン
ダードの推進

順調

人

Ⅰ-1-
(2)-② 
確かな学
力と体力
を向上さ
せる教育
の充実

順調 　「北九州市学力・体力向上
アクションプラン」に基づい
た取組みを着実に実施する。
　学力向上推進教員による指
導助言などの取組みを通し
て、徹底した授業改善や教員
の指導力向上を図り、学習意
欲を高める授業づくりを推進
する。
　子どもひまわり学習塾によ
り、基礎的・基本的な学力や
学習習慣の定着をさらに推進
するとともに、本市独自の学
力調査を拡充するなど、子ど
もたちの個に応じたきめ細か
い学習指導を通じて、学力の
向上を図る。
　「新・北九州市子ども読書
プラン」に基づき、学校図書
館を支援する機能を併せ持つ
「子ども図書館」の設置な
ど、本市の子どもたちが読書
に親しむことができる環境整
備を進める。
　各学校における「１校１取
組」による年間を通した運動
に関する取組みや「体力アッ
ププログラム」の策定・活用
を通して、体力の向上を図
る。
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

事業費
の増減

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H28年度

人数

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H27年度

人件費（目安）

H29年度

成果の
方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
H26年度 H28年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

322,381

小：100%
中：100%

小：100%
中：100%

小5男子：
前年度以上
小5女子：
前年度以上
中2男子：
前年度以上
中2女子：
前年度以上

増額

増額

5,000拡大

小：21.0%
中：39.0%

小：100%
中：50%

係
長

人

課
長

小3：100%
中1：100%

H30年度ま
でに全項目
について全
国平均値を
上回る。 職

員

3,150

―

全小・中・特
別支援学校

201校
（H30年度）

小5男子：1項目
小5女子：0項目
中2男子：4項目
中2女子：1項目

小：100%
中：100%

100%
（H30年
度）

1,807

小：100%
中：100%

子どもたちの知育、徳
育を支える基盤となっ
ているのは体力であ
る。子どもたちの体力
向上のために、小中学
校において、ダンスを
中心とした、体力アッ
プのための取組を行っ
ている。

指導
第一
課
学
力・
体力
向上
推進
室

5

体育の授業以外で
計画的な取組をし
ている学校の割合

小:97.8%
中:33.9%

平日に家庭で全く
読書をしない児童
生徒の割合（小学6
年生・中学3年生）

小:96.5%
中:92.0%

―

週に1回以上、市立
小・中学校におけ
る「10分間読書」
を実施する学校の
割合

小：22.0%
中：38.1%

小：100%
中：100%

小：20.8%
中：37.8%

小：23.7%
中：39.1%
（H25年度）

529,415

小5男子：
前年度以上
小5女子：
前年度以上
中2男子：
前年度以上
中2女子：
前年度以上

小：94.0%
中：40.0%

小：22.0%
中：40.5%

小：100%
中：50%

（H32年度）

小:97.8%
中:84.8%

人

課
長

0.20

―

小5男子：1項目
小5女子：0項目
中2男子：5項目
中2女子：2項目

小5男子：
前年度以上
小5女子：
前年度以上
中2男子：
前年度以上
中2女子：
前年度以上

小：18.0%
中：35.0%
（H32年度）

小5男子：1項目
小5女子：0項目
中2男子：3項目
中2女子：0項目

（H25年度)

―

0.10

係
長5,400

0.00

0.10

0.20

小:110.6%
中:102.1%

小3：100%
中1：100%

小：65.0%
中：37.0%
(H25年度）

小：22.8%
中：41.4%

小：91.6%
中：36.5%
（H25年度）

小：100%
中：100%

全国体力・運動能
力・運動習慣等調
査の実技結果全国
平均値以上の項目
数

体力アップ推進
事業

人

順調

人

人

人

拡大

職
員

小：23.0%
中：38.6%

小5男子：
前年度以上
小5女子：
前年度以上
中2男子：
前年度以上
中2女子：
前年度以上

小：100%
中：40%

－

小：100%
中：43.5%

― ―

　子どもたちが、日常的に運
動に親しみ、体力に興味や関
心を持ったり、体力の向上に
向けて意欲的に運動に親しん
だりする資質や能力を育成す
るために、１校１取組を行う
とともに、各学校の児童生徒
の実態に即した運動を推進す
るために、「体力向上プログ
ラム」を作成・活用し、授業
の準備運動や授業以外の業間
運動など、日常的に運動を行
う子どもを育て、体力の向上
を図る。

4
子どもの読書活
動の推進

企画
調整
課
学事
課
指導
第一
課
中央
図書
館奉
仕課

子ども読書プランに基
づき「読書好きな子ど
も日本一」を目指す。
「学校における読書活
動推進事業」の充実を
図り、各学校の学校図
書館の整備充実を一層
推進する。また、指定
中学校区を拡充し、学
校図書館の開館時間の
延長や読書冊数等の観
点で、適正な担当校区
数なども含めた事業の
効果を高める。学校図
書館主任に学校図書館
教育講習会を実施し、
読書活動の活性化への
意識と、学校図書館運
営の中核としてリー
ダーシップをとること
についての意識を高め
るとともに、「学校に
おける読書活動推進事
業」の効果についての
周知を図る。

　平成28年2月に策定した
「新・北九州市子ども読書プ
ラン」（平成28～32年度）に
基づき、学校図書館を支援す
る機能を併せ持つ「子ども図
書館」の設置など、７施策36
事業に取組み、本市の子ども
たちが読書に親しむことがで
きる環境整備を進め、家庭、
学校、地域、図書館が一体と
なって子どもの読書活動を推
進していく。
　各学校の学校図書館の整備
充実を一層推進するため、学
校図書館職員を増員する。増
員に伴い、更に充実した研修
等を企画し、学校図書館職員
の資質向上を図る。

順調

0.30

6
【施策評価のみ】
学校における食
育推進事業

指導
第一
課
教育
セン
ター

【施策の内容】
子どもが発達の段階に
応じて、食に関する知
識や食を適切に選択す
る力を身につけるとと
もに、調理に関する基
本的技能を習得し、健
全な食生活を実践する
ことができるよう体系
的な食育を推進する。

201校

― ― ―

【施策の指標】
食育の取組実施校
数（小・中・特別
支援学校）

201校
(H25年度) ―
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指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

事業費
の増減

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H28年度

人数

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H27年度

人件費（目安）

H29年度

成果の
方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
H26年度 H28年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

20 回 20 回 20 回 20 回

実
績

18 回 23 回 回 回

達
成
率

90.0 ％ 115.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

130 校 130 校 130 校 130 校

実
績

130 校 130 校 校 校

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

0.00
職
員

課
長

人

人

小：77.0%
中：67.0%

小6：93.0%
中3：88.0%

22,765 増額

小:100%
中:100%

小131校
中62校

小131校
中62校

維持

継続

32,652

継続

―

小131校
中62校

20回
（H30年
度）

小：75.0%
中：65.0%

小6：91.2%
中3：83.5%

小131校
中62校
(毎年度)

3,150

小：95.8%
中：97.4%

22,900

0.00

課
長

―

小6:80.0%
中3:70.0%
(H30年度)

職
員

環境教育推進事
業

小6：84.1%
中3：89.4%

係
長継続

小：76.0%
中：66.0%

小：78.0%
中：68.0%

小6：92.0%
中3：87.0%

小6：88.4％
中3：84.1％

小6:95.0%
中3:90.0%
（H30年
度）

小6：94.0%
中3：89.0%

―

【施策評価のみ】
発達段階に応じ
たキャリア教育

10

Ⅰ-1-
(2)-④ 
北九州市
の特性を
活かした
教育の充
実

伝統文化や異年齢・地
域交流など豊かな体験
を通して、児童生徒が
自己の生き方について
の考えを深める道徳教
育を教育活動全般を通
じて推進。また、感受
性の豊かな中学生に対
して、芸術性の高い演
劇・音楽・美術等の鑑
賞を通して、豊かな情
操を養う。

環境未来都市としての北
九州市の独自性を活か
し、環境ミュージアムや
エコタウン等関連施設で
の体験的な学習および環
境教育に関する研究を推
進。また、小・中９年間
を見通した系統的なカリ
キュラムの編成や教材開
発を行うとともに、学
校、地域、行政、企業な
どとの連携を目指した教
育を推進。北九州市環境
リサーチ隊とユネスコス
クール推進事業の推進を
行い、本市における環境
教育の充実を目指す。

指導
第一
課

人

人

1.02

0.10

0.80

0.10

人

順調

　「北九州子どもつながりプ
ログラム」を一層活用するこ
とにより、児童生徒の自発
的、自活的な活動をより充実
させ、児童生徒のコミュニ
ケーションや人間関係づくり
を促す。

　環境未来都市としての北九
州市の特性を生かし、「環境
アクティブラーニング」にお
いて、市内の自然関連施設や
環境関連施設を通した体験活
動に加え、自ら問題意識を持
ち、より主体的に活動できる
プラグラムを開発・実施し、
充実を図る。
　キャリア教育については、
地元企業等との連携を図りな
がら、小学校、中学校での体
験活動や企業講話等を実施
し、地元の企業を知ることに
つながる取組みを進める。

　心の教育を推進するため
「あいさつ」の取組み、「学
力・体力向上の取組」、「い
じめ問題解決のための取組」
等、豊かな体験を通して、児
童生徒が自己の生き方につい
て考えを深める道徳教育の充
実を図る。
　子どもたちの豊かな情操を
養うため、文化芸術に触れる
機会の充実を図る。

　教育活動全体を通じて児童
生徒の道徳的実践力や人権感
覚をはぐくみ、規範意識の向
上を図るため、道徳教育、体
験活動などを充実する。
　芸術鑑賞教室など、文化芸
術に直接触れ、学ぶ機会を充
実し、子どもたちの豊かな情
操をはぐくむとともに、シ
ビックプライドを醸成する。
　「北九州子どもつながりプ
ログラム（北九州市対人スキ
ルアッププログラム）」の各
学校での活用を進め、児童生
徒のコミュニケーションや人
間関係づくりを促す。

順調

――

　小中９年間を見通した環境
教育プログラムをＥＳＤの視
点を加えて見直し、より一層
環境教育の推進と充実を図
る。
　北九州市ユネスコスクール
のユネスコ本部への加盟登録
を促進し、推進指定校間での
実践・共有を推進する。

順調

人

人

順調

順調

小6：91.2%
中3：83.5%
（H25年度）

近所の人に会った
ときは、あいさつ
をすると回答した
児童生徒の割合

小6:72.8%
中3:64.3%

小6:92.9%
中3:118.8%

―

―

指導
第一
課
指導
第二
課

人権教育視聴覚教
材の活用（学校平
均活用回数）

――

14,055

9,150

―

維持

―

―

課
長環境に対する気付

きを深め、主体的
に環境に係る児童
生徒の育成を目指

す。

全小学校
（小130校）
（毎年度）

小6：100.2%
中3：97.0%

小6:95.0%
中3:90.0%
（H30年度）

小6：96.1％
中3：96.7％

―

0.27

30,090

係
長

係
長

22,894

職
員

0.10

幼児児童生徒が人権に
関する知的理解を深め
るとともに、自他の大
切さを認めることがで
きるような人権感覚を
身に付けさせ、自他の
人権を守ろうとする意
識・意欲・態度が実践
力につながるような指
導の実施。そのため、
教師自身が人権に関し
ての理解認識を一層深
めるための研修を実
現。

小：72.1%
中：66.2%

小：96.1%
中：101.8%Ⅰ-1-

(2)-③ 
心の教育
の推進

8

心の教育推進事
業

7

小6：89.0%
中3：76.0%

小6：90.5%
中3：79.5%

小6：92.0%
中3：83.0%

小131校
中62校

小6：82.7%
中3：90.3%

―

小6：92.9%
中3：112.5%

―

小6：93.5%
中3：86.5%

―

環境に対し主体的
に行動する実践的
な態度や能力の育
成

【施策の指標】
地元企業等を知る
体験活動（職場見
学、職場体験、企
業講話）を全小中
学校で実施

―

【施策の内容】
学校生活から社会生活
へ円滑に移行できるよ
うに、小・中学校で連
携しながら児童生徒の
発達の段階に応じた
キャリア発達を支援
し、学校教育活動全体
を通して児童生徒が社
会的・職業的自立に向
けて必要とされる基礎
的・汎用的能力を育成
する。また、地元企業
等を知ってもらうため
の職場体験等の取り組
みを充実していく。

9

人権教育推進事
業

指導
第一
課

指導
第一
課

小6：87.9%
中3：72.8%
（H25年度）

―

人に対し、思いや
りの心をもって接
することができる
と回答した児童生
徒の割合（小6、中
3）

環境学習の実施校

―

人

人

0.20

「自分にはよいと
ころがある」と回
答した児童生徒の
割合

小6：72.2%
中3：64.2%
（H25年度）

28,894

小6：91.0%
中3：86.0%
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

事業費
の増減

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H28年度

人数

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H27年度

人件費（目安）

H29年度

成果の
方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
H26年度 H28年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

30 ％ 35 ％ 38 ％ 44 ％

実
績

29 ％ 28 ％ ％ ％

達
成
率

96.7 ％ 80.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

実
績

―

達
成
率

―

目
標

75 ％ 80 ％ 85 ％ 90 ％

実
績

71.3 ％ 71.5 ％ ％ ％

達
成
率

95.1 ％ 89.4 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

84 ％ 86 ％ 88 ％ 90 ％
課
長

0.30 人

実
績

85.4 ％ 86.2 ％ ％ ％
係
長

0.50 人

達
成
率

101.7 ％ 100.2 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.10 人

目
標

90 回 90 回
課
長

0.10 人

実
績

係
長

0.80 人

達
成
率

職
員

0.00 人

9,150

9,200

人0.809,150

0.50

維持

係
長

0.10

課
長

0.00
職
員

係
長

職
員

― 50％
（H30年度）

継続

児童生徒のコミュ
ニケーション能力
の向上

―

―

中学校卒業段階
で、英検3級程度以
上の生徒の割合

―

― ―

人間尊重の精神や
コミュニケーショ
ン能力など、異な
る文化をもった

人々と共に生きて
いくための資質や
能力が高まった状

態

100回
(Ｈ30年度)

継続

児童生徒に思考
力、表現力等、高
度情報化社会に必
要な能力が身につ

いた状態

継続

11 英語教育の充実

90,943

維持

人

人936,838

―

82.1%
（H25年
度）

92.0%
（H30年
度）

9,900

343,100

100％
（H30年
度）

指導
第一
課
学事
課

各教科等の目標を効果
的に達成するため、Ｉ
ＣＴの積極的な活用を
推進。
また、児童生徒に必要
な情報活用能力を育成
するため、学校の教育
活動全体を通した情報
教育を推進。

情報教育の推進

　部活動生徒の部活動に対す
る満足度は８６．２％と高い
水準にある。部活動の研修会
にもすべての中学校が参加し
ており、部活動振興が図れて
いる。
　今後も各学校において充実
した部活動が推進されるよ
う、部活動振興事業を推進す
る。

　文部科学省からの「幼児教
育推進体制構築事業」を活用
し、市内幼児教育の充実を図
る。

　ICTリーディングスクール
（小学校１校、中学校1校）に
て、タブレットＰＣを活用し
た授業実践を行い、「楽しく
学習ができている」と回答し
た児童生徒が増えるなど、望
ましい教
育効果が確認された。今後も
タブレット端末の活用を推進
するため、ICTリーディングス
クールにおいて実践を重ね
る。

順調

順調

順調

　現在、リーディングスクー
ル推進指定校（小学校1校、中
学校1校）による実践を重ねて
おり、他の事業においても、
新学習指導要領に対応した英
語教育の充実を図る。

人

人

増額86,143

維持355,989

―

―

―

―

－

－

69.6%
（H25年
度）

情報活用能力の向
上

―

ICTを活用した授業
ができる教員の割
合

指導
第一
課

0.50

0.10

－ － －

949,243

課
長

人

12

13 部活動振興事業
指導
第二
課

中学校・高等学校の英
語教育の充実を図るた
めに、中学校・高等学
校に外国語指導助手を
適切に配置。外国語を
通じてコミュニケー
ションの素地を養うた
めに小学校への外国語
指導助手を配置し、効
果的な活用を図り、小
学校外国語を推進。

部活動生徒の部活
動に対する満足度

「より多くの生徒が入
ることができる部活
動」「指導者が余裕と
意欲をもって指導でき
る部活動」という観点
から、指導者及び生徒
間の良好な人間関係の
下、科学的根拠に基づ
く部活動指導及び運営
の充実を図り、生徒の
健全な心と体を育む。
また、部活動を活性化
させるため、部活動顧
問をサポートするため
の外部講師の活用や、
環境を整えるための備
品購入等を行う。

モデル小学校区、
保育所（園）、幼
稚園、認定子ども
園等、小学校から
訪問依頼数

―

―

―

順調

Ⅰ-1-
(2)-⑤ 
子どもの
特性を伸
ばす教育
の充実

子どもを健やかに育む
ために、保育所(園)・
幼稚園・認定子ども園
の保育環境から小学校
の学習環境への円滑な
接続を図り、小1プロ
ブレムの解消を目指
す。また、公立・私立
の市内全ての保育所
(園)・幼稚園・認定子
ども園が学び合う体制
づくりを行い、就学前
教育の充実を図る。

指導
第一
課

幼児教育連携推
進事業

14

　新学習指導要領に対応した
本市の英語教育を推進するた
め、英語教育リーディングス
クール推進指定校（小学校１
校、中学校１校）において、
先進的な指導方法を開発・実
践するとともに、英語教員の
人材育成の充実を図る。
　情報教育リーディングス
クール推進指定校（小学校１
校、中学校１校）において、
本市のＩＣＴ教育を牽引する
リーダー校として、学習指導
における効果的な指導方法の
開発を行う。
　各学校において充実した部
活動が推進されるよう、競技
などの指導を行う「外部講
師」や、顧問や引率等の業務
を担う「部活動指導員」を配
置するほか、部活動用品等の
充実など、生徒が部活動に打
ち込める環境を整備する。
　文部科学省「幼児教育推進
体制構築事業」を活用し、市
内幼児教育の充実を図る。

12,86512,865
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

事業費
の増減

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H28年度

人数

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H27年度

人件費（目安）

H29年度

成果の
方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
H26年度 H28年度

目
標

1,000 人 1,100 人 1,150 人 1,180 人

実
績

1,046 人 1,144 人 人 人

達
成
率

104.6 ％ 104.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

172 校 180 校 188 校 196 校

実
績

198 校 188 校 校 校

達
成
率

115.1 ％ 104.4 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

28 ％ 25 ％ 22 ％ 19 ％

実
績

19 ％ 19 ％ ％ ％

達
成
率

目
標

課
長

0.12 人

実
績

係
長

0.12 人

達
成
率

職
員

0.00 人

目
標

650 社 700 社 750 社

実
績

335 社 551 社 社 社

達
成
率

84.8 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

95 ％ 96 ％ 97 ％ 98 ％

実
績

98 ％ 98 ％ ％ ％

達
成
率

103.2 ％ 102.1 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

200 人 250 人 300 人 350 人

実
績

165 人 305 人 人 人

達
成
率

82.5 ％ 122.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

2.00 人

達
成
率

職
員

0.00 人

31,500

順調

大変
順調

維持

―

　「特別支援教育推進プラ
ン」に基づく取組みを着実に
実施する。
　小池特別支援学校の整備な
ど、全市的な視野に立った、
特別支援教育の体制整備を進
める。
　就労支援コーディネーター
を引き続き配置し、新たな実
習先や就労先の開拓を行うと
ともに、「特別支援学校生徒
雇用促進セミナー」を開催
し、多くの企業の参加を求
め、一人でも多くの子どもが
就職につながるように努め
る。
　市民や企業、近隣の学校と
特別支援学校が共同で教材・
教具・作品づくりや学校にお
ける交流及び共同学習を通じ
た障害者理解を進める取組み
を実施し、障害特性に応じた
合理的配慮に関する理解を促
進し、障害者理解を推進す
る。

　市民の障害者理解の大切さ
や共生社会の実現に向けた意
識の向上のため、「市民・学
校・企業との連携による教
材・教具・作品づくり事業」
の成果と課題を整理した上で
拡充するとともに、新たに学
校における交流及び共同学習
を通じた障害者理解を進める
取組みを実施する。

大変
順調

1,000

維持

継続 46,310

687,567 652,054

329,171 319,134

―

―

―

201校
（H30年
度）

―

―

― ―

19
教職員の専門性
の向上

特別
支援
教育
課

人

人0.00

人

　特別な教育的支援を必要とす
る児童生徒の増加に伴い、特別
支援学校の整備を進めるととも
に、児童生徒及び保護者に対し
て、特別支援教育の場に関する
適切な情報を提供する。就学相
談等で新設に関するニーズ等を
把握し、必要に応じて特別支援
学級、通級指導教室の新設を推
進するなど、全市的な視野に
立った、特別支援教育の体制整
備を進めていく。

2.00

係
長

5.00

―

1.00 人

職
員

順調

　早期支援コーディネーター
の効果的な活用を図りなが
ら、引き続き早期からの情報
提供や相談等を行う。保健福
祉局及び子ども家庭局、医療
機関との連携を図りながら、
柔軟できめ細かな対応ができ
る切れ目のない支援体制の構
築を目指す。

16
特別支援教育を
行う場の整備

特別
支援
教育
課
企画
調整
課
施設
課

15

特別支援教育を
推進する全市的
な相談支援体制
の整備

特別
支援
教育
課

共生社会の実現に向け
て、特別支援教育の体
制を整備して、障害の
ある幼児児童生徒に対
する支援体制や保護者
や教職員への支援を充
実させ、共生社会の実
現に向けて、障害の有
無にかかわらず住みや
すい北九州市を目指
す。

障害のある児童生徒が
きめ細やかな適切な指
導と必要な支援を受け
るために、少人数の指
導や個別の指導を中心
に行う特別支援学級の
設置や生活や学習上の
困難を改善克服するた
めの自立活動を行う通
級指導教室を整備す
る。

就学相談と通級相
談の申込数（実
数）

―

居住地の校区外の
特別支援学級に通
学している対象児
童生徒の割合

―

特別支援教育相談セン
ターまたは、特別支援学
校のセンター的機能を活
用した相談支援の実施校
数

164校
（H25年
度）

特別な教育的支援
が必要な児童生徒
の教育環境の改善

―

人0.00

課
長

43,523 維持

人

―

1,200人
(H30年度)

―

1.00

61,500

課
長

特別な支援
が必要な児
童生徒の教
育環境の改

善

継続

― ―

―

―

―

係
長維持

15.0%
（H30年
度） 職

員

31,500

17
特別支援教育を
推進する人の配
置

特別
支援
教育
課
教職
員課

障害のある児童生徒に
対する多様な学びの場
での適切な指導や必要
な支援の充実を図るた
め、特別支援教育支援
員の配置や外部人材の
積極的な活用を行う。 ―

特別支援教育支援
員の配置や外部人
材の活用

― ―

―

― ―

2,580 順調

　通常の学級に在籍する発達障害等
の児童生徒に対して、学習面及び生
活面でのサポートを行う特別支援教
育学習支援員の配置を拡充し、一人
一人の児童生徒の学びの充実を図
る。また、自閉症・情緒障害の特別
支援学級等への市費講師をニーズに
応じて配置する。

教育上特別
な支援を要
する幼児児
童生徒への
適切な支援
が図れる状

態

継続

18 就労支援事業

特別
支援
教育
課

障害のある幼児児童生
徒の自立と社会参加に
向けた主体的な取組み
を支援し、早期から家
庭及び地域や関係機関
と連携した進路指導の
充実を図る。また、特
別支援学校高等部卒業
生の社会参加や職業的
な自立を推進する。

就労支援コーディ
ネーターによる実
習先・就労先の新
規企業開拓（累
計）

課
長

0.05 人

―

800社
（H30年
度）

継続 12,737 11,811

　就労支援コーディネーター
の配置や業務内容等を見直
し、さらなるネットワーク作
りを進める。就労先の地域格
差を是正し、新たな職種の開
拓を行うとともに、就労に関
する情報共有を進める。特別
支援学校雇用促進セミナーの
充実を図ることで、支援体制
を強化する。

―
係
長

1.00 人

職
員

0.00 人

10,575

高等部卒業生のう
ち就職希望者の就
業率

―
100％

（H30年
度）

特別な支援を要する児
童生徒に専門的な見地
から適切な指導ができ
る教職員の育成を目指
している。

― ―

― ―

人

順調

　特別支援教育に係る研修の
見直しを図る。特別支援教育
コーディネーター、通常の学
級担任、特別支援学級担任、
特別支援学校教員各々のニー
ズに応じた研修の充実を図
る。ユニバーサルデザインの
視点を生かした授業づくりを
推進する。

人

人

960 951 0.678,080
係
長

400人
（H30年
度）

教職員の専門性 ―

― ―
課
長

0.12

維持

関わる教員が
より高い専門
性をもち、幼
児児童生徒へ
の適切な指導
ができる状態

職
員

0.00

継続

― ―

特別支援教育コー
ディネーター養成
研修修了者数（累
計）

―

　市民の方の「合
理的配慮」に関す
る理解を促進し、
障害者理解の推進

障害があっ
てもなくて
も、自分ら
しく生活で
きる地域社
会の実現

― ―

Ⅰ-1-
(2)-⑥ 
特別支援
教育の充
実

　障害のある子どもと障
害のない子ども、あるい
は様々な年齢層の地域の
方々との「交流及び共同
学習」の機会を組織的・
計画的・継続的に設け
て、相互理解・障害者理
解の一層の促進につなげ
る。

特別
支援
教育
課

障害者理解の促
進

20 増額7,500
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

事業費
の増減

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H28年度

人数

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H27年度

人件費（目安）

H29年度

成果の
方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
H26年度 H28年度

目
標

91 ％ 92 ％ 93 ％ 94 ％

実
績

84.9 ％ 85.5 ％ ％ ％

達
成
率

93.3 ％ 92.9 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

85 ％ 85 ％ 86 ％ 87 ％

実
績

77.5 ％ 77.8 ％ ％ ％

達
成
率

91.2 ％ 91.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

91 ％ 92 ％ 93 ％ 94 ％

実
績

84.9 ％ 85.5 ％ ％ ％

達
成
率

93.3 ％ 92.9 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

85 ％ 85 ％ 86 ％ 87 ％

実
績

77.5 ％ 77.8 ％ ％ ％

達
成
率

91.2 ％ 91.5 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

課
長

0.10 人

実
績

係
長

1.50 人

達
成
率

100.5 ％ 101.1 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.00 人

目
標

課
長

－ 人

実
績

係
長

－ 人

達
成
率

職
員

－ 人

目
標

100 ％
小100
中100

％
小100
中100

％
小100
中100

％
課
長

― 人

実
績

100 ％
小：100
中：100 ％ ％ ％

係
長

― 人

達
成
率

100 ％
小：100
中：100 ％ ％ ％

職
員

― 人

人0.10

職
員

【施策評価のみ】
小中一貫・連携
教育の推進

―

12,259

―

― ―

― ―

――

―

24 ―

指導
第一
課

3.10

0.20

58,723

3.8

3.8以上
（毎年度）

各中学校区
の課題解決
できる状態

―

69,050

人
課
長

0.10

維持

維持

維持

継続

継続

11,820

55,626

79.3％
（H25年
度）

87.9％
（H25年
度）

―

191,752

―

95.0%
（H30年
度）

88.0%
（H30年
度）

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（中学
１年生）

小学校
100%

中学校
100%

(H30年
度)

順調

―

　指導方法工夫改善加配教員
を３５人以下学級編制実施に
伴う学級増に対応するための
担任教員に振替していること
から、引き続き３５人以下学
級編制に必要な人員も含めた
指導方法工夫改善加配教員の
措置を国に要望していく。

　教職員のライフステージや
研修ニーズに応じた研修を充
実させることにより、教職員
の大量退職、大量採用に対応
した、円滑な学校運営ができ
る体制作りや教職員の資質向
上を図る。

　学力向上やいじめ・非行対
策、特別支援教育など、学校
の課題や状況に柔軟に対応
し、学校運営を円滑に進めて
いくため、市費講師を配置す
る。
　学校現場を取り巻く課題
が、複雑化し、さまざまな教
育課題への対応を迫られる
中、特に生徒指導上の諸問題
に対応するため、スクール
ソーシャルワーカーやスクー
ルカウンセラーなど専門性を
持つスタッフを拡充し、教員
とともにチームとして学校の
教育力を高める。
　教職員研修の充実について
は、社会の変化に対応した教
職員のニーズに応える研修を
実施するとともに、新規採
用・若手教員の研修を充実
し、教員の指導力向上を図
る。
　子どもの安全を確保するた
め、引き続き、通学路の安全
確認や学期に1回以上の避難訓
練を実施する。

Ⅰ-1-
(2)-⑦ 
信頼され
る学校・
園経営の
推進 順調

22

「小１プロブレム」や
「中１ギャップ」と
いった課題に対応する
ため、小学校２年生及
び３年生並びに中学校
１年生において３５人
以下学級編制を実施
（※現行の国の基準は
40人以下学級、平成23
年度から小１のみ35人
以下学級）また、平成
27年度から、小学校4
年生及び中学校3年生
において、学校長の裁
量による35人以下学級
の実施。

順調

　現在の体制を維持してい
く。

順調

－

学校における事
務処理の効率
化・負担の軽減

指導
第一
課、
指導
第二
課

【施策の内容】
小中学校が義務教育９
年間の教育課程や教育
活動を一体的に捉え、
学力向上、体力向上、
中１ギャップの解消な
ど中学校区の状況を踏
まえた教育目標を設定
し、一貫した考えを共
有しながら連携を行う
「小中一貫・連携教
育」を推進する。

―

学事
課
指導
第一
課

校務支援システムや校
納金会計システムを活
用して、小・中・特別
支援学校及び幼稚園に
おける事務処理の効率
化、見直し・縮減を行
い、業務の負担軽減を
行うことで、教職員が
子どもと向き合う時間
を確保する。

教職
員課

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（中学
１年生）

79.3％
（H25年
度）

係
長

0.20

人

人4.35

人

―

―

― ―

―

―

【施策の指標】
各校の実情に応じ
た避難訓練を学期
に１回以上実施

小学校
90.7%
中学校
35.4%

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（小学3
年生）

各中学校区の課題
解決による教育的
効果

振り返りシートに
おける、研修に対
する受講者評価
（４段階評価）

95.0%
（H30年
度）

3.8

88.0%
（H30年
度）

3.84

87.9％
（H25年
度）

3.82

3.83.8

【施策の内容】
児童生徒が、日常生活
の安全確保のために必
要事項を実践的に理解
するとともに、自他の
生命尊重を基盤として
進んで安全で安心な社
会作りに参加し、貢献
できる資質や能力を培
うための支援や指導な
どの取組みを推進す
る。

25

23

社会の変化に伴う新た
な教育に対応して、教
職員の資質能力の向上
を図るための基本的な
研修に加え、教職員の
ニーズに応じた専門的
な研修を行う。

先生たちは子ども
をよく指導してく
れると回答した保
護者の割合（小学3
年生）

35人以下学級編
制の実施

21

【施策評価のみ】
防災・安全教育
の推進

教育
セン
ター

教職員研修の充
実

194,478

継続

職
員

課
長

― －

人

16,150

3,650
係
長
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

事業費
の増減

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H28年度

人数

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H27年度

人件費（目安）

H29年度

成果の
方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
H26年度 H28年度

目
標

56 校 41 校 61 校
課
長

0.10 人

実
績

56 校 校 校
係
長

0.30 人

達
成
率

職
員

0.60 人

目
標

2 校 5 校
課
長

0.40 人

実
績

校 校
係
長

1.50 人

達
成
率

職
員

4.00 人

目
標

120,000 人 120,000 人 120,000 人 120,000 人
課
長

0.05 人

実
績

132,853 人 124,804 人 人 人
係
長

0.10 人

達
成
率

110.7 ％ 104.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

42 校 47 校 52 校 57 校

実
績

39 校 42 校 校 校

達
成
率

92.9 ％ 89.4 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

42 校 47 校 52 校 57 校

実
績

42 校 47 校 校 校

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

40 校 70 校 100 校 132 校

実
績

40 校 70 校

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

40 校 70 校 100 校 132 校

実
績

31 校 46 校 校 校

達
成
率

77.5 ％ 65.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

継続 30,000 25,000

職
員

順調減額 5,575

75,258

その他

29
学校支援地域本
部事業

指導
第二
課

実施校は、運営委員
会、地域コーディネー
ター、学校支援ボラン
ティア等で構成される
「学校支援地域本部」
を設置。そして、地域
コーディネーターが学
校のニーズに応じたボ
ランティアを地域等か
ら発掘し、活用につな
げることで、地域の協
力のもと学校の教育活
動を支援する体制づく
りを推進。

5,500

20,000

5,500

73,946

大変
順調

指導
第二
課

スクールヘル
パーの配置

8,6502,667,800

維持

保護者や地域の方など
を「スクールヘル
パー」として学校に登
録し、様々な知識や経
験を生かしながら、学
校教育の場においてボ
ランティアとして教育
活動支援を行う。

エアコン設置校数
9校

(H26年
度)

良好な学習環境を確保
するため、小中学校等
の普通教室にエアコン
を整備する。

42校
（H26年
度）

全中学校区
（62校）
(Ｈ30年度)

全中学校区
に配置

(Ｈ30年度)

42校
（H26年
度）

大変
順調

　平成30年度に全中学校区に
本部を設置できるよう、実施
校区の拡大を検討する。

大変
順調

　スクールヘルパーについて
は、引き続き学校教育支援や
子どもの安全確保のため、積
極的に各学校において地域の
人材を活用していくととも
に、「ブックヘルパー」や
「学校支援地域本部事業」な
ど、学校のニーズに応じた対
応をしていくことにより、活
動の充実を図る。
　学校支援地域本部の設置校
を拡充し、地域の協力のも
と、様々な学校の教育活動を
支援する体制づくりを推進す
る。
　経済界との連携による学校
支援事業は、参加企業数や支
援メニュー数の増加などによ
り、支援対象校を全小学校へ
拡充する。

全小学校
（平成30年

度）

　参加企業数や支援メニュー
数の増加などにより、平成29
年度から全小学校を対象校と
する。

大変
順調

学校施設老朽化
対策事業

小中学校等空調
設備整備事業

―

　既存の学校施設を安全で安
心な状態で維持管理していく
ために、計画的に老朽化対策
を行う。

　引き続き学校教育支援や子
どもの安全確保のため、積極
的に各学校において地域の人
材を活用していくとともに、
「ブックヘルパー」や「学校
支援地域本部事業」など、学
校のニーズに応じた対応をし
ていくことにより、スクール
ヘルパー活動の充実を図る。

人0.30

人0.05

人0.40

施設
課

学校支援地域本部
事業実施校数

年間
120,000人
程度を維持
（H30年
度）

全小中学校
の普通教室
にエアコン
を設置

(H30年度)

―

―

―

122,056人
（H25年
度）

100.0％

7～10校
（毎年度）

経済界との連携に
よる学校支援実施
校数

13校
（H25年
度）

Ⅰ-1-
(3)-① 
学校の力
の発揮

各実施校に対して
行ったアンケート
の結果「本事業が
順調に進んだ」
「ある程度うまく
いった」と回答し
た学校数

継続30

企業がもつ人材や経営
のノウハウなどを学校
教育に生かすため、地
元企業を中心とした
「北九州の企業人によ
る小学校応援団」と連
携しながら、学校支援
を行う仕組みづくりを
実施。

継続28
スクールヘルパー
延べ活動人数

教育的効果が得ら
れた実施校教

― 132校
（H30年度)

5,825

職
員

人0.30

維持

課
長

係
長

―

26

経済界との連携
による学校支援
事業

指導
第二
課

大規模改修工事実
施校数

施設
課

27 ―

3,825

既存の学校施設を安全
で安心な状態で維持管
理していくために、計
画的に老朽対策を行
う。

766,914 974,000

順調

　子どもたちが快適な環境で
学べるよう、小中学校等の普
通教室へのエアコン設置を進
める。
　安全で安心な教育環境を整
備するため、大規模改修事
業、外壁改修などの老朽化対
策を進める。

継続

　平成２８年度補正予算を活
用して、前倒し着工を図りな
がら、引き続き、空調設備を
整備する。

― 49,600

Ⅰ-1-
(2)-⑧
教育環境
の充実

人0.20
係
長

人0.05
課
長
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

事業費
の増減

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H28年度

人数

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H27年度

人件費（目安）

H29年度

成果の
方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
H26年度 H28年度

目
標

実
績

1,748 件 1,031 件 件 件

達
成
率

目
標

100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実
績

93.2 ％ 91.1 ％ ％ ％

達
成
率

93.2 ％ 91.1 ％ ％ ％

目
標

120,000 人 120,000 人 120,000 人 120,000 人
課
長

0.05 人

実
績

132,853 人 124,804 人 人 人
係
長

0.10 人

達
成
率

110.7 ％ 104.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.30 人

目
標

40 校 70 校 100 校 132 校

実
績

40 校 70 校

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

40 校 70 校 100 校 132 校

実
績

31 校 46 校 校 校

達
成
率

77.5 ％ 65.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％

目
標

0 人 0 人 0 人 0 人

実
績

0 人 0 人 人 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％ ％ ％

目
標

592 件 572 件 552 件 532 件

実
績

294 件 150 件 件 件

達
成
率

4,000

73,946
大変
順調

100%
（毎年度）

増額

維持

5,500

75,258

維持

4,714

32

Ⅰ-1-
(4)-① 
青少年の
健全育
成・非行
を生まな
い地域づ
くり

非行防止活動の
推進

91.6%
(H25年
度)

―

3,880

職
員

0.05 人

　インターネット上の掲示板
などのサイトへの書き込み等
については、引き続き、ネッ
ト上のサイトの巡回・監視を
実施し、適切な対応を実施し
ていく。
　ＳＮＳや無料通話アプリ等
への書き込み等については、
巡回・監視を実施することが
できないため、教職員・保護
者への啓発・研修を積極的に
実施していく。
　スクールヘルパーについて
は、引き続き学校教育支援や
子どもの安全確保のため、積
極的に各学校において地域の
人材を活用していくととも
に、「ブックヘルパー」や
「学校支援地域本部事業」な
ど、学校のニーズに応じた対
応をしていくことにより、活
動の充実を図る。
　学校支援地域本部の設置校
を拡充し、地域の協力のも
と、様々な学校の教育活動を
支援する体制づくりを推進す
る。
　経済界との連携による学校
支援事業は、参加企業数や支
援メニュー数の増加などによ
り、支援対象校を全小学校へ
拡充する。

大変
順調

人
　暴力行為発生年数は、警察
等の関係機関との連携や学校
の暴力行為への適切な対応等
により前年度に続き大幅に減
少した。(H27実績)
　今後も引き続きこうした取
組を推進するとともに「北九
州子どもつながりプログラ
ム」を一層活用することで、
児童生徒の対人スキルの向上
を図り、暴力行為等の非行行
為の未然防止に取り組む。

順調

順調

　参加企業数や支援メニュー
数の増加などにより、平成29
年度から全小学校を対象校と
する。

　学校警察連絡協議会の活動
のさらなる活性化を図るとと
もに、学校における非行防止
活動を定着させるため、非行
防止関連教室を着実に実施し
ていく。

順調

継続

前年度
(1,031件)
より減少

500件
（H30年
度）

前年度
(2,102件)
より減少

前年度よ
り減少

Ⅰ-1-
(3)-③ 
地域全体
が教育を
支える社
会の実現

0.30 人

－

―

前年度
(1,748件)
より減少

人0.07

保護者が参加する
ネットトラブル研
修の実施率

大変
順調

　無料通話アプリやＳＮＳ
等、監視できないサイトに関
連した問題を未然に防ぐため
には、子ども自身のネットモ
ラルを向上させる必要があ
る。そのためには、子どもの
周囲にネットモラルやトラブ
ルに詳しい大人（教員、保護
者、地域の大人）が多数存在
し、いつでもこのことについ
て話や指導ができる環境を作
ることが望ましい。そのた
め、事例の紹介等を含むネッ
トトラブル防止に関する研
修・啓発を教員や保護者に行
う。併せて、従来のインター
ネット上のサイト監視も行
う。

　引き続き学校教育支援や子
どもの安全確保のため、積極
的に各学校において地域の人
材を活用していくとともに、
「ブックヘルパー」や「学校
支援地域本部事業」など、学
校のニーズに応じた対応をし
ていくことにより、スクール
ヘルパー活動の充実を図る。

有害情報から子
どもを守る事業

スクールヘルパー
延べ活動人数

指導
第二
課

「ネットトラブル等防
止及び啓発・研修事
業」や「保護者と学ぶ
児童生徒の規範意識育
成事業」等により、子
どもたちがインター
ネットを通じたトラブ
ルに巻き込まれること
を予防する。

保護者や地域の方など
を「スクールヘル
パー」として学校に登
録し、様々な知識や経
験を生かしながら、学
校教育の場においてボ
ランティアとして教育
活動支援を行う。

指導
第二
課

スクールヘル
パーの配置

指導
第二
課

企業がもつ人材や経営
のノウハウなどを学校
教育に生かすため、地
元企業を中心とした
「北九州の企業人によ
る小学校応援団」と連
携しながら、学校支援
を行う仕組みづくりを
実施。

人

人

課
長

課
長

0.05 人

0.30

課
長

係
長

3,825

人

0.27 人

維持

0.25

職
員

10,875

13校
（H25年
度）

520件
（H25年
度）

122,056人
（H25年
度）

年間
120,000人
程度を維持
（H30年
度）

継続

経済界との連携に
よる学校支援実施
校数

132校
（H30年度)

0人
（H25年
度）

暴力行為発生件数
職
員

5,825

0.00

係
長

0人
（H30年
度）

北九州市いじめ・非行
防止連絡会議におい
て、いじめや非行防止
等に関係する機関及び
団体との連携を図ると
ともに、学校警察連絡
協議会による補導や、
薬物乱用防止教室、規
範意識育成事業等の実
施により、児童生徒の
健全な育成を図る。

児童生徒のシン
ナー等乱用での検
挙・補導数の減少

全小学校
（平成30年

度）

―

5,500

指導
第二
課

0.80
係
長

515件
（H30年
度）

継続

―

33
経済界との連携
による学校支援
事業

34 900900

各実施校に対して行った
アンケートの結果「本事
業が順調に進んだ」「あ
る程度うまくいった」と
回答した学校数

―

31

ネット上の不適切
な書き込みの発見
件数

継続
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教育委員会

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

局施策
評価

事業費
の増減

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H27年度
H29年度に向けて強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

H28年度

人数

主要事業
所管課名 事業・取組概要

H27年度

人件費（目安）

H29年度

成果の
方向性

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

事業評価の成果指標（目標・実績） H29年度
施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成する

主な事業・取組
H26年度 H28年度

目
標

56.8 ％ 63.7 ％ 71.5 ％ 80.3 ％

実
績

68.8 ％ 61.5 ％ ％ ％

達
成
率

目
標

45.2 ％ 50.7 ％ 56.9 ％ 63.9 ％

実
績

48.6 ％ 51.9 ％ ％ ％

達
成
率

目
標

1.63 ％ 1.52 ％ 1.42 ％ 1.33 ％

実
績

1.18 ％ 1.76 ％ ％ ％

達
成
率

目
標

100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実
績

91.5 ％ 87.6 ％ ％ ％

達
成
率

91.5 ％ 0 ％ 0 ％

目
標

100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

実
績

99.2 ％ 97.7 ％ ％ ％

達
成
率

99.2 ％ ％ ％

目
標

360 人 360 人 495 人 550 人
課
長

0.25 人

実
績

399 人 402 人 人 人
係
長

0.38 人

達
成
率

110.8 ％ 111.7 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.10 人

目
標

80 ％ 80 ％ 90 ％ 90 ％
課
長

0.15 人

実
績

98 ％ 93.3 ％ ％ ％
係
長

0.15 人

達
成
率

122.5 ％ 116.6 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
職
員

0.00 人

　福祉の専門的な知識に基づ
いて、課題の早期発見・早期
対応が図れるようスクール
ソーシャルワーカーを増員
し、体制の充実を図る。
　「北九州市不登校対策推進
協議会」での検討対象の範囲
を長期欠席児童生徒まで広
げ、名称も変更した「長期欠
席対策検討会議」で検討中の
「長期欠席の初期対応と未然
防止」の冊子を完成させ、全
校に配付・活用し、対応の充
実を図る。

235,544 順調

Ⅰ-1-
(4)-② 
いじめや
不登校な
どの問題
を抱えた
子どもへ
の支援

スクールソーシャル
ワーカーを活用して、
不登校や暴力行為など
児童生徒の問題行動等
の背景にある家庭環境
の問題に働きかけた
り、学校・園や学校・
園の枠を越えた関係機
関との連携を強化した
りすることにより、課
題等の解消、改善を図
る。

指導
第二
課

スクールソー
シャルワーカー
活用事業

37

係
長

0.50

増額

課
長

65,800

人

北九州市不登校対策推
進協議会による調査研
究や研修会の実施など
の小中連携による取組
の強化、関係機関やス
クールソーシャルワー
カー、スクールカウン
セラーとの連携を図る
とともに、不登校児童
生徒療育キャンプの実
施など、不登校の解消
を図る。

202,518

　「北九州子どもつながりプ
ログラム（北九州市対人スキ
ルアッププログラム）」の各
学校での活用を進め、児童生
徒のコミュニケーションや人
間関係づくりを促す。
　学校現場を取り巻く課題
が、複雑化し、さまざまな教
育課題への対応を迫られる
中、特に生徒指導上の諸問題
に対応するため、スクール
ソーシャルワーカーやスクー
ルカウンセラーなど専門性を
もつスタッフを整備し、教員
とともにチームとして学校の
教育力を高める。

順調

増額

　家庭環境を要因とした不登
校等の問題行動について、福
祉の専門的な知識に基づい
て、課題の早期発見・早期対
応が図れるようスクールソー
シャルワーカーを増員し、体
制の充実を図る。

職
員

大変
順調

順調

0.05

人0.05

0.45

課
長

人

人

Ⅱ-3-
(1)-① 
すべての
市民の人
権の尊重

38

―

―

人権文化のまちづくり
に向けて、市民の人権
問題についての正しい
認識と理解の促進を図
ることを目的に、市民
の多様な学習ニーズに
応えるとともに、人権
学習を企画・実施する
際にヒントとなるよう
な講座を実施する。

企画
調整
課

人権学習講座
　啓発効果が高まるよう、
テーマや開催方法などを工夫
して実施していく。

順調
　啓発効果が高まるよう、
テーマや開催方法などを工夫
して実施していく。

順調

人

0.45

0.50

係
長

8,825

人

職
員

90.0%
（H30年
度）

36

指導
第二
課

不登校対策の充
実

35

いじめ対策の充
実

指導
第二
課

いじめ問題に係る各種
取組の実施により、い
じめの状況把握、分析
及び調査研究並びに関
係機関やスクールカウ
ンセラー、スクール
ソーシャルワーカー等
との連携等により、い
じめ問題の解決を図
る。

100％
（H25年
度）

217,519

100％
（H30年
度）

いじめの解消率(年
度間)（小学校）

97.7％
（H25年
度）

―

1.25%
（H30年
度）

40.2%
（H25年
度）

中１不登校生徒数
の割合

支援対象児童生徒
数

いじめの解消率(年
度間)（中学校）

不登校児童生徒の
復帰・好転率（小
学校）

―

51.1%
（H25年
度）

― ―

―

217,059継続
72.0%

（H30年
度）

47,300

770

8,825

継続

―

継続

100％
（H30年
度）

605人
（H30年
度）

－
「人権文化のまち
づくり講演会」の
参加者の満足度

7,425

不登校児童生徒の
復帰・好転率（中
学校）

1.28%
（H25年
度）

393人
(H25年
度)

増額

90％
（毎年度） 3,225維持継続 870

　「いじめ問題に関する調査
（アンケート・面談）」の実
施など、今後も引き続き、い
じめの問題等の早期発見・早
期対応に向けた取組及び啓発
により、いじめ対策の一層の
充実を図る。
　スクールソーシャルワー
カーの増員、スクールカウン
セラーの配置体制整備によ
り、いじめの問題への関わり
や緊急時の対応の一層の充実
を図る。
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